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税務訴訟資料 第２６４号－１３９（順号１２５２０） 

東京地方裁判所　平成●●年（○○）第●●号　法人税更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国（麻布税務署長） 

平成２６年８月２８日認容・控訴 

判 決 

原告  Ａ株式会社 

同代表者代表取締役 甲 

同訴訟代理人弁護士 宮崎 裕子 

藤枝 純 

宇野 総一郎 

神田 遵 

南 繁樹 

平川 雄士 

中島 慧 

吉川 翔子 

被告  国 

同代表者法務大臣 谷垣 禎一 

処分行政庁  麻布税務署長 

大坪 亮太 

同指定代理人 小西 俊輔 

小柳 誠 

中村 友亮 

大原 高夫 

木村 快 

今井 努 

原 正子 

神谷 明夫 

牧迫 洋行 

松隈 日出海 

主 文 

１ 処分行政庁が原告に対し平成１６年６月２９日付けでした原告の平成９年４月１日から平成１

０年３月３１日までの事業年度の法人税の更正（ただし、平成１９年７月９日付け異議決定による

一部取消し後のもの）のうち納付すべき税額４８３億７４８６万３５００円を超える部分及び過少

申告加算税賦課決定（ただし、上記異議決定による一部取消し後のもの）を取り消す。 

２ 処分行政庁が原告に対し平成１６年６月２９日付けでした原告の平成１０年４月１日から平成

１１年３月３１日までの事業年度の法人税の更正のうち納付すべき税額４６９億４８７４万６８

００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を取り消す。 
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３ 処分行政庁が原告に対し平成１６年６月２９日付けでした原告の平成１２年４月１日から平成

１３年３月３１日までの事業年度の法人税の更正のうち納付すべき税額マイナス（還付金の額に相

当する税額）１６億１７０６万４５０６円を下回る部分及び過少申告加算税賦課決定のうち過少申

告加算税の税額１４１９万１０００円を超える部分を取り消す。 

４ 処分行政庁が原告に対し平成１６年６月２９日付けでした原告の平成１３年４月１日から平成

１４年３月３１日までの事業年度の法人税の更正のうち納付すべき税額６６億５６１７万７００

０円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定のうち過少申告加算税の税額８９万２０００円を

超える部分を取り消す。 

５ 処分行政庁が原告に対し平成１８年３月２８日付けでした原告の平成１４年４月１日から平成

１５年３月３１日までの事業年度の法人税の更正のうち納付すべき税額８８億８０２２万８７０

０円を超える部分及び平成１６年６月２９日付けでした過少申告加算税賦課決定（ただし、平成１

７年４月２７日付け変更決定による一部取消し後のもの）のうち過少申告加算税の税額３４６６万

１０００円を超える部分を取り消す。 

６ 訴訟費用は、被告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 当事者の求めた裁判 

１ 請求の趣旨 

(1) 主文第１項ないし第４項同旨（以下、いずれも処分行政庁が原告に対し平成１６年６月２

９日付けでした、① 原告の平成９年４月１日から平成１０年３月３１日までの事業年度の法

人税の更正（ただし、平成１９年７月９日付け異議決定による一部取消し後のもの）を「本件

更正１」と、その更正に係る過少申告加算税賦課決定（ただし、上記異議決定による一部取消

し後のもの）を「本件賦課決定１」と、② 原告の平成１０年４月１日から平成１１年３月３

１日までの事業年度の法人税の更正を「本件更正２」と、その更正に係る過少申告加算税賦課

決定を「本件賦課決定２」と、③ 原告の平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで

の事業年度の法人税の更正を「本件更正３」と、その更正に係る過少申告加算税賦課決定を「本

件賦課決定３」と、④ 原告の平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日までの事業年度

の法人税の更正を「本件更正４」と、その更正に係る過少申告加算税賦課決定を「本件賦課決

定４」と、それぞれいう。また、本件更正１と本件賦課決定１を併せて「本件更正等１」と、

本件更正２と本件賦課決定２を併せて「本件更正等２」と、本件更正３と本件賦課決定３を併

せて「本件更正等３」と、本件更正４と本件賦課決定４を併せて「本件更正等４」と、それぞ

れいう。） 

(2) 次のア又はイの選択的併合 

ア 処分行政庁が原告に対し平成１６年６月２９日付けでした原告の平成１４年４月１日か

ら平成１５年３月３１日までの事業年度の法人税の更正（ただし、平成１７年４月２７日付

け更正による一部取消し後のもの。以下「本件更正５－１」という。）のうち納付すべき税

額８７億８８９３万３９００円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定（ただし、同日付

け変更決定による一部取消し後のもの。以下「本件賦課決定５」といい、本件更正５－１と

併せて「本件更正等５－１」という。）のうち過少申告加算税の税額３４６６万１０００円

を超える部分を取り消す。 
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イ 主文第５項同旨（以下、処分行政庁が原告に対し平成１８年３月２８日付けでした、原告

の平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの事業年度の法人税の更正を「本件更

正５－２」という。また、本件更正１ないし４並びに本件更正５－１及び本件更正５－２を

併せて「本件各更正」と、本件賦課決定１ないし５を併せて「本件各賦課決定」と、本件更

正等１ないし４並びに本件更正等５－１及び本件更正５－２を併せて「本件各更正等」と、

それぞれいう。） 

２ 請求の趣旨に対する答弁 

(1) 本件各訴えのうち本件更正５－１及び本件更正５－２の各一部取消しを求めるものを却下

する。 

(2) 原告のその余の請求をいずれも棄却する。 

第２ 事案の概要 

 本件は、自動二輪車、四輪車の製造及び販売を主たる事業とする内国法人である原告が、その間

接子会社であり、ブラジル連邦共和国（以下「ブラジル」という。）アマゾナス州に設置されたマ

ナウス自由貿易地域（以下「マナウスフリーゾーン」という。）で自動二輪車の製造及び販売事業

を行っている外国法人であるＢ Ｌｔｄａ．（以下「Ｂ社」という。）及びその子会社との間で、自

動二輪車の部品等の販売及び技術支援の役務提供取引（以下「本件国外関連取引」という。）を行

い、それにより支払を受けた対価の額を収益の額に算入して、平成１０年３月期（平成９年４月１

日から平成１０年３月３１日までの事業年度をいう。以下、他の事業年度についても同じ。）、平成

１１年３月期、平成１３年３月期、平成１４年３月期及び平成１５年３月期（以下、これらの事業

年度を併せて「本件各事業年度」という。）の法人税の確定申告をしたところ、処分行政庁から、

上記の支払を受けた対価の額が租税特別措置法（平成１０年３月期、平成１１年３月期及び平成１

３年３月期については平成１３年法律第７号による改正前のもの、平成１４年３月期については平

成１４年法律第７９号による改正前のもの、平成１５年３月期については平成１８年法律第１０号

による改正前のもの。以下、これらの改正前のものを包括して「措置法」という。）６６条の４第

２項１号ニ及び２号ロ、租税特別措置法施行令（平成１０年３月期、平成１１年３月期及び平成１

３年３月期については平成１３年政令第１４１号による改正前のもの、平成１４年３月期及び平成

１５年３月期については平成１６年政令第１０５号による改正前のもの。以下、これらの改正前の

ものを包括して「措置法施行令」という。）３９条の１２第８項に定める方法（以下「利益分割法」

という。）により算定した独立企業間価格（以下「本件独立企業間価格」という。）に満たないこと

を理由に、措置法６６条の４第１項の国外関連者との取引に係る課税の特例（以下、この特例に基

づく税制度を「移転価格税制」という。）の規定により、本件国外関連取引が本件独立企業間価格

で行われたものとみなし、本件各事業年度の所得金額に本件独立企業間価格と本件国外関連取引の

対価の額との差額を加算すべきであるとして、本件各更正等を受けたため、処分行政庁の所属する

国を被告として、本件各更正等の一部又は全部の取消しを求める事案である。 

 原告は、Ｂ社及びその子会社はマナウスフリーゾーンで事業活動を行うことによる税制上の利益

（以下「マナウス税恩典利益」といい、その基礎となる税制度を「マナウス税恩典」という。）を

享受して多額の利益を得ているが、それはＢ社及びその子会社が事業活動を行う市場の条件に基づ

くものであるからＢ社及びその子会社に帰属すべきものであり、それが原告とＢ社及びその子会社

に配分されるべきものであることを前提としてされた処分行政庁による本件独立企業間価格の算

定は違法であるなどと主張している。 
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 なお、本件の当事者等及び本件国外関連取引の概要は、別図（Ａ（株）取引関係図）のとおりで

ある。また、本判決の本文及び各別紙において定める用語のうち主要なものは、別紙１（略語一覧）

のとおりであり、各別紙において定める用語の意義は、以下の本文においても同一であるものとす

る。 

１ 法令等の定め 

 本件に関係する法令等の定めは、別紙２（関係法令等の定め）のとおりである（なお、措置法

及び措置法施行令については、便宜上、平成１５年３月３１日現在のものを掲記する。）。 

２ 前提事実（証拠等を掲げていない事実は、当事者間に争いのない事実である。なお、以下、書

証については、枝番を含むものとする。） 

(1) 当事者等 

ア 原告は、自動二輪車、四輪車、汎用製品の製造、販売等を主たる事業とする内国法人であ

る。 

イ Ｂ社は、１９７５年（昭和５０年）にブラジルで設立された外国法人であり、後述するマ

ナウスフリーゾーンで自動二輪車を製造し、主としてブラジル国内向けに販売しているもの

である（以下、Ｂ社が製造し販売する自動二輪車を「本件製品」ということがある。）。Ｂ社

を設立し、その発行済株式の総数の９９％超を保有しているＣ Ltda．（旧商号Ｄ Ltda．。以

下「Ｃ社」という。）は、１９７１年（昭和４６年）にブラジルで設立された外国法人であ

り、原告は、その発行済株式の総数の９９％超を保有している。したがって、原告は、Ｂ社

の発行済株式の総数の９９％超を間接に保有していることになる。（乙１６、１７、１９、

２８） 

ウ Ｂ社は、１９８５年（昭和６０年）にブラジルで設立された自動二輪車の部品の製造を主

たる事業とする外国法人であるＥ Ltda．（以下「Ｅ社」という。）及び１９９２年（平成４

年）にブラジルで設立された自動二輪車の製造設備の調整及び補修並びに金型の製作及び補

修を主たる事業とする外国法人であるＦ Ltda．（以下「Ｆ社」という。）という二つの連結

子会社を有している、（以下、Ｂ社と、Ｅ社及びＦ社の２社を併せて「Ｂ社等」という。）。

Ｅ社は、Ｂ社がマナウスフリーゾーンに有する工場の敷地内において、Ｂ社が製造する自動

二輪車の部品を製造し、Ｂ社に販売しており、Ｆ社は、同敷地内において、Ｂ社及びＥ社が

使用する製造設備の調整及び補修並びに金型の製作及び補修をしている。Ｂ社は、Ｅ社及び

Ｆ社の各発行済株式の総数の９９％超を保有しており、したがって、原告は、Ｃ社及びＢ社

を通じて、Ｅ社及びＦ社の各発行済株式の総数の９９％超を間接に保有していることになる。

（乙１６、１７、１９、２８） 

エ 株式会社Ｇ（以下「Ｇ社」という。）は、昭和３５年に原告の研究開発部門を分離して設

立された内国法人であり、原告の委託を受けて技術や商品の研究開発を行っているものであ

る。Ｇ社は、我が国に自動二輪車製品全般の開発を行う事業所としてＨ（以下「Ｈ」という。）

を、ブラジルに自動二輪車の市場調査等を行う海外駐在事務所としてＩ（以下「Ｉ」という。）

を、それぞれ設置している。（乙１８） 

 Ｊ Ltda．（以下「Ｊ社」という。）は、Ｃ社が１９８１年（昭和５６年）にブラジルで設

立した外国法人であり、ブラジル特有の販売形態であるコンソルシオ販売の管理運営、あっ

せん等の業務を行っているものである。コンソルシオ販売は、ブラジルにおいてハイパーイ

ンフレーション等を背景に金融機関から融資を受けることができない低所得者向けに発達
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した特有の販売形態であり、ある商品の購入希望者が講（コンソルシオ）を構成し、金員を

出し合い、購入可能な数の商品を購入し、抽選で当たった参加者から順次商品の引渡しを受

けるというものである。（乙１６） 

(2) マナウス税恩典利益 

 法人がマナウスフリーゾーンで事業活動を行うことにより享受する税制上の利益であるマ

ナウス税恩典利益の概要は、次のとおりである。（弁論の全趣旨） 

ア マナウス税恩典は、ブラジルの連邦又はアマゾナス州の法令の規定により、マナウスフリ

ーゾーンに進出する企業に対し、マナウス自由貿易地域監督庁（以下「ＳＵＦＲＡＭＡ」と

いう。）等の承認によって与えられる各種租税の減免措置である。 

 ブラジル連邦政府は、１９５７年（昭和３２年）６月、法律第３１７３号により、アマゾ

ン地域に自由貿易地域を指定し、１９６６年（昭和４１年）１２月、アマゾン地域を開発し、

経済的に統合することを宣言し、アマゾン地域の開発を重要な国家プロジェクトと位置付け

た。ブラジル連邦政府は、１９６７年（昭和４２年）２月、大統領令第２８８号（以下「税

恩典大統領令」という。）により、自由貿易地域に進出した企業に対する税制上の優遇措置

（税恩典）を拡大した。その期限は、当初、１９９７年（平成９年）までとされていたが、

１９８８年（昭和６３年）制定のブラジル連邦憲法にマナウスフリーゾーンの設置が明記さ

れた後、２０１３年（平成２５年）までその存続期間が延長され、さらに、２０２３年（平

成３５年）まで再延長された。マナウスフリーゾーンは、ブラジル連邦憲法上設置が定めら

れている唯一の自由貿易地域である。 

 連邦の税恩典に加えて、１９８９年（平成元年）制定のアマゾナス州法第１９３９号（以

下「１９８９年州法」という。）により、商品流通サービス税（以下「ＩＣＭＳ」という。）

に関するアマゾナス州の税恩典も定められている。１９９６年（平成８年）制定のLei Hana

n（以下「ハナン法」という。）により、認可企業は、１９８９年州法による税恩典を受ける

ためには「雇用を創出し、人件費の割合が製品の最終コストの少なくとも１０％に相当する」

必要があるものとされた（なお、上記の人件費の割合は、その後の州法改正により１０％か

ら１．５％に改められた。）。ハナン法は、恩典付与の要件として「雇用人数の維持」や「新

規雇用の創出」、一定の「給与水準」の維持を定めている。 

イ マナウス税恩典による減免の対象は、輸入税、工業製品税、法人所得税（以上、連邦税）、

ＩＣＭＳ（州税）、法人売上げに対する社会負担金及び社会統合基金（連邦の負担金）であ

るところ、これらのうち営業利益に重大な影響を及ぼすのは、輸入税とＩＣＭＳである。 

(ア) 輸入税は、商品や生産物の輸入に課される連邦税であり、我が国の関税に相当する。

輸入税の納税義務は、輸入品の通関申告時に発生し、その課税標準額は、輸入品の価格に

運賃と保険料を加えた外貨額を国内通貨に換算した金額である。 

 マナウスフリーゾーンで工場を建設し輸入税の軽減を受けようとする者は、ＳＵＦＲＡ

ＭＡから輸入税の軽減を受けようとする工業プロジェクトに係る認可を受けなければな

らず、１９９１年（平成３年）以降は、基本製造工程（以下「ＰＰＢ」という。）基準を

満たすことがその認可の要件とされている。ＰＰＢ基準には、マナウスフリーゾーンで製

造業を行うに当たり最低限履行すべき基本製造工程が定められており、オートバイ及びス

クーターについては、１９９３年（平成５年）大統領令第７８３号の規定により、グルー

プＡの工程（プレス、鋳造、機械加工、塗装、プラスチック注入）から少なくとも２項目
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を、グループＢの工程（燃料タンクの溶接と腐食防止処理、車台の溶接と腐食防止処理、

リアフォークの溶接と腐食防止処理、サイドスタンド、センタースタンド及びフットレス

トの溶接と腐食防止処理）から少なくとも２項目を、それぞれ選択して実施し、さらに、

グループＣの工程（エンジンの組立て、最終組立て、最終検査、梱包）を実施することが

求められている。 

 輸入税の軽減に係る認可を受けた企業は、部品等を輸入するに当たり、輸入税の納付猶

予を受けることができる。そして、この納付猶予に係る輸入税は、当該部品等を用いて製

造した製品をマナウスフリーゾーン外に移出する時に、納付すべきこととなるが、その税

額の８８％が軽減される。 

(イ) ＩＣＭＳは、主に商品、製品及び生産物の流通に課される州税であり、付加価値税の

一種である。ＩＣＭＳの課税方式としては、累積排除型の多段階課税が採用されている。

多段階課税とは、物やサービスの製造、卸、小売など流通の各段階で各事業者の売上げに

課税していく制度であり、累積排除型とは、各事業者がその売上げに対する税額からその

仕入れに含まれた税額を控除した額を納付し、課税が累積することを排除する制度である。

ＩＣＭＳにおいては、販売業者の売上げに係る税額から仕入額に含まれる税額を控除した

額が納付すべき税額となる。 

 マナウスフリーゾーンでＩＣＭＳの減免（以下「ＩＣＭＳ税減免」という。ＩＣＭＳ税

減免は、後述のＩＣＭＳみなし仕入税額控除、ＩＣＭＳ税額免除及びＩＣＭＳ税軽減から

成る。）を受けようとする者は、アマゾナス州政府からＩＣＭＳ税減免に係る認可を受け

なければならず、アマゾナス州における人件費が製造コストの一定の割合以上を占めるこ

となどがその要件とされている。マナウスフリーゾーンで工場を建設し輸入税の軽減を受

けようとする者は、ＳＵＦＲＡＭＡから工業プロジェクトに係る認可を受けなければなら

ず、ＰＰＢ基準を満たすことがその認可の要件とされていることは、上記(ア)のとおりで

あり、ＳＵＦＲＡＭＡから工業プロジェクトに係る認可を受けなければ、工場の建設及び

稼動をすることができず、労働者を雇用することができないため、アマゾナス州における

人件費が製造コストの一定の割合以上を占めることというＩＣＭＳ税減免に係る認可の

要件を満たすことができない。アマゾナス州法上、ＩＣＭＳ税減免の要件としてＰＰＢ基

準を満たすことが規定されているわけではないものの、実際には、ＰＰＢ基準を満たさな

ければ、ＩＣＭＳ税減免を受けることができない。 

 アマゾナス州以外の州からの部品、原材料の購入がマナウスフリーゾーンでの製造のた

めのものである場合、ＩＣＭＳは課されないため、ＩＣＭＳ税減免に係る認可を受けた企

業がアマゾナス州以外の州から購入した部品等の価格にはＩＣＭＳが含まれていないが、

ＩＣＭＳ税減免に係る認可を受けた企業は、その価格に通常課されるＩＣＭＳが含まれる

ものとみなして仕入税額控除（以下「ＩＣＭＳみなし仕入税額控除」という。）を受ける

ことができる。また、ＩＣＭＳ税減免に係る認可を受けた企業は、アマゾナス州政府と合

意した生産販売数量基準を満たせば、基準数量を超過した製品に係る取引について税額免

除（以下「ＩＣＭＳ税額免除」という。）を受けることができ、基準数量未満の製品に係

る取引についても税率軽減（以下「ＩＣＭＳ税軽減」という。）を受けることができる。

なお、アマゾナス州の税恩典利益を享受するには、州政府に対し、中小企業奨励金（ＦＭ

ＰＥ）、観光・地方開発事業基金（ＦＴＩ）、アマゾナス州立大学奨励金（ＵＥＡ）といっ



7 

た拠出金を負担しなければならない。 

ウ ブラジルの会計基準上、輸入税は売上原価となるところ、輸入税の軽減を受ける場合、製

品を域外に移出するまでその税額が確定しないため、Ｂ社等は、上記イ(ア)のとおり納付猶

予を受けた後の輸入税の納付時に、これを販売費として会計処理をしていた。 

 ブラジルの会計基準上、ＩＣＭＳは総売上げの控除項目となるところ、ＩＣＭＳみなし仕

入税額控除は、売上原価の低減項目となり、ＩＣＭＳ税額免除及びＩＣＭＳ税軽減は、総売

上げの控除項目として処理される。なお、Ｂ社等は、アマゾナス州政府に対する拠出金を総

売上げの控除項目として処理していた。 

(3) 本件国外関連取引 

 原告は、本件各事業年度において、次のとおり、Ｂ社に対し完成自動二輪車、組立部品及び

補修部品を販売し、Ｂ社及びＥ社に対し製造設備及び金型を販売し、Ｂ社等の事業活動を支援

するためＢ社等の工場等に技術者又はコンサルタントを派遣する役務の提供をし、それらの対

価の支払を受けた。なお、本件国外関連取引の中に、原告の有する重要な無形資産の使用に係

る取引が含まれるか否かについては、後記のとおり、当事者間に争いがある。 

ア 完成自動二輪車の販売取引 

 原告は、本件各事業年度において、Ｂ社に対し、完成自動二輪車を販売し、その対価の支

払を受けた。 

イ 自動二輪車の部品の販売取引 

 原告は、本件各事業年度において、Ｂ社に対し、自動二輪車のエンジン及び車体の製造に

必要なドリブンギア、クランクシャフト、シリンダーヘッド等の組立部品並びに自動二輪車

の修理に必要な補修部品を販売し、その対価の支払を受けた。 

ウ 自動二輪車の製造設備等の販売取引 

 原告は、本件各事業年度において、Ｂ社及びＥ社に対し、自動二輪車若しくはその部品又

は金型の製造に必要な鋳造設備、成型プレス設備等の製造設備及び金型を販売し、その対価

の支払を受けた。 

エ 技術支援の役務提供取引 

 原告は、本件各事業年度において、Ｂ社等の要請を受けて、Ｂ社等の事業活動を支援する

ため、Ｂ社等の工場に技術者を派遣して技術指導の役務の提供をし、その対価の支払を受け

た。 

(4) 課税処分の経緯 

 本件における課税処分の経緯は、別紙３（課税処分の経緯）及び別表１の１ないし５のとお

りである。 

(5) 本件各訴えの提起 

 原告は、平成２３年３月１１日、本件各訴えを提起した。（顕著な事実） 

３ 課税処分の根拠 

 本件において被告が主張する課税処分の根拠は、別紙４（課税処分の根拠）及び別表２の１な

いし８のとおりである。 

４ 争点 

(1) 本案前の争点 

 本件の本案前の争点は、本件更正５－１及び本件更正５－２の各取消しの訴えの適否（争点
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１）であり、具体的には、① 本件更正５－１の取消しの訴えの利益の有無（本件更正５－１

は本件更正５－２に吸収されて消滅したか否か。争点１－１）、② 本件更正５－２の取消し

の訴えは国税通則法１１５条１項の不服申立て前置の規定及び行政事件訴訟法１４条１項の

出訴期間の規定に違反するか否か（国税通則法１１５条１項３号の「決定又は裁決を経ないこ

とにつき正当な理由があるとき」及び行政事件訴訟法１４条１項ただし書の「正当な理由があ

るとき」に該当するか否か。争点１－２）である。 

(2) 本案の争点 

 本件の本案の争点は、本件各更正等の適否であり、具体的には、処分行政庁が措置法６６条

の４第２項１号ニ及び２号ロ、措置法施行令３９条の１２第８項に定める利益分割法の一つで

ある残余利益分割法を用いてした本件独立企業間価格の算定の適否（争点２）である。この争

点は、次のとおり細分化することができる。 

ア 独立企業間価格の算定方法の選択の適否（争点２－１） 

 処分行政庁が、独立企業間価格の算定方法として、基本三法の適用可能性がないことを理

由に、措置法６６条の４第２項１号ニ及び２号ロ、措置法施行令３９条の１２第８項に定め

る利益分割法を選択し、本件独立企業間価格を算定したことの適否 

イ 独立企業間価格の算定単位の設定の適否（争点２－２） 

 処分行政庁が、原告とＢ社等との間の完成自動二輪車の取引、自動二輪車の部品の取引、

自動二輪車の製造設備等の取引及び技術支援の役務提供取引から成る本件国外関連取引を

一の取引として、本件独立企業間価格を算定したことの適否 

ウ 基本的利益の算定の適否（争点２－３） 

(ア) 処分行政庁が、マナウス税恩典利益を享受するＢ社等の比較対象法人として、マナウ

スフリーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受していないブラジル側比

較対象企業を選定し、マナウス税恩典利益の享受の有無について差異調整を行わずに、本

件独立企業間価格を算定したことの適否 

(イ) 処分行政庁がしたＢ社等の比較対象法人のその余の除外基準の設定及び選定の適否、

並びに、処分行政庁がＢ社等とブラジル側比較対象企業との差異調整を行わずに本件独立

企業間価格を算定したことの適否 

(ウ) 処分行政庁が基本的利益の算定における利益指標として総費用営業利益率を選定し

たことの適否 

エ 残余利益の分割の適否（争点２－４） 

 処分行政庁がした残余利益の分割要因（ブラジル側分割要因及び日本側分割要因）の算定

の適否 

５ 当事者の主張の要旨 

 当事者の主張は別紙５（当事者の主張）のとおりであり、その要旨は次のとおりである。 

(1) 本件更正５－１及び本件更正５－２の各取消しの訴えの適否（争点１）について 

（被告の主張） 

ア 本件更正５－１の取消しの訴えの不適法性（争点１－１） 

 処分行政庁は、平成１５年３月期について、本件更正５－１の後に増額再更正である本件

更正５－２をしたのであり、本件更正５－１は、本件更正５－２に吸収され、独立して取消

訴訟の対象とする意義を失ったものである。したがって、本件各訴えのうち本件更正５－１
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の一部取消しを求めるものは、訴えの利益を欠き、不適法である。 

イ 本件更正５－２の取消しの訴えの不適法性（争点１－２） 

 本件各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求めるものは、国税通則法１１５条１項

の不服申立て前置を欠くものであり、そのことにつき同項３号の「正当な理由」があるとい

うことはできない。また、その訴えは、行政事件訴訟法１４条１項の出訴期間を経過して提

起されたものであり、そのことにつき同項ただし書の「正当な理由」があるということはで

きない。したがって、本件各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求めるものは、不適

法である。 

（原告の主張） 

ア 本件更正５－１の取消しの訴えの適法性（争点１－１） 

 本件更正５－２がされたからといって、本件更正５－１の一部取消しを求める訴えの利益

は失われるものではない。したがって、その訴えは、不適法ではない。 

イ 本件更正５－２の取消しの訴えの適法性（争点１－２） 

 本件各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求めるものは、不服申立て前置を欠くこ

とにつき国税通則法１１５条１項３号の「正当な理由」があるし、また、行政事件訴訟法１

４条の出訴期間を経過して提起されたことについても「正当な理由」がある。したがって、

その訴えは、不適法ではない。 

(2) 本件各更正等（本件独立企業間価格の算定）の適否（争点２）について 

（被告の主張） 

ア 本件各更正等の適法性 

 本件各更正は、原告が国外関連者であるＢ社等との間で本件国外関連取引を行い支払を受

けた対価の額が措置法通達６６の４(4)－５の残余利益分割法を用いて算定した本件独立企

業間価格に満たないことから、措置法６６条の４第１項の規定を適用してされたものである

ところ、同項の規定により、本件国外関連取引が本件独立企業間価格で行われたものとみな

して、原告の本件各事業年度の所得の金額を計算すると、原告の本件各事業年度の納付すべ

き税額は別紙４（課税処分の根拠）のとおりであり、これらの金額はいずれも本件各更正に

おける納付すべき税額を上回るから、本件各更正はいずれも適法である。また、原告の本件

各事業年度の法人税の過少申加算税の額は別紙４のとおりであり、これらの金額はいずれも

本件各賦課決定における過少申加算税の額と同額であるから、本件各賦課決定はいずれも適

法である。 

イ 移転価格税制 

 移転価格税制は、法人が国外関連者（特殊の関係のある外国法人）との間で行った国外関

連取引につき、支払を受ける対価の額（移転価格）が非関連者間で行われる取引において成

立する価格（独立企業間価格）に満たない場合、又は支払う対価の額（移転価格）が独立企

業間価格を超える場合（いずれも我が国の課税所得が減少する場合）に、当該国外関連取引

が独立企業間価格で行われたものとみなして、課税所得を計算するものである（措置法６６

条の４第１項）。 

(ア) 独立企業間価格 

 独立企業間価格は、支配従属関係のない独立した企業の間において当該国外関連取引と

取引条件その他の事情が同一又は類似の状況の下で取引が行われた場合に成立するであ
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ろう対価の額であり、その額は、措置法６６条の４第２項に定める方法により算定される。

すなわち、独立企業間価格は、独立価格比準法、再販売価格基準法若しくは原価基準法と

いう基本三法又はこれらの方法に準ずる方法その他政令で定める方法のいずれかにより

算定される（ただし、基本三法に準ずる方法その他政令で定める方法は、基本三法を用い

ることができない場合に限り、用いることができる。）。措置法施行令３９条の１２第８項

に定める利益分割法は、その他政令で定める方法の一つである。 

(イ) 残余利益分割法 

 残余利益分割法は、措置法施行令３９条の１２第８項に定める利益分割法（国外関連取

引に係る棚卸資産の法人又は国外関連者による購入、製造、販売その他の行為に係る所得

が、当該棚卸資産に係るこれらの行為のためにこれらの者が支出した費用の額、使用した

固定資産の価額その他これらの者が当該所得の発生に寄与した程度を推測するに足りる

要因に応じて当該法人及び当該国外関連者に帰属するものとして計算した金額をもって

当該国外関連取引の対価の額とする方法）の一つであって、利益分割法の適用に当たり、

法人又は国外関連者が重要な無形資産を有する場合に、分割対象利益のうち重要な無形資

産を有しない非関連者間取引において通常得られる利益（基本的利益）に相当する金額を

当該法人及び国外関連者にそれぞれ配分し、当該配分した金額の残額（残余利益）を当該

法人又は国外関連者の有する当該重要な無形資産の価値に応じて合理的に配分する方法

により独立企業間価格を算定するものである（措置法通達６６の４(4)－５）。法人又は国

外関連者が重要な無形資産を有しており、それが貢献して生み出された利益がある場合に

は、その貢献による利益を区分しないまま人件費等の費用の額、投下資本等の額等を分割

要因として分割対象利益を配分すると、法人又は国外関連者の有する重要な無形資産の貢

献により獲得した利益があるにもかかわらず、その貢献度が分割対象利益の配分に反映さ

れないため、必ずしも合理的な配分ということができない。残余利益分割法は、第１段階

で重要な無形資産を有しない非関連者間取引において通常得られる利益に相当する金額

（基本的利益）を配分し、第２段階で配分した金額の残額（残余利益）を当該重要な無形

資産の価値に応じて合理的に配分することにより、重要な無形資産の貢献を分割要因に反

映することができる点で合理的な算定方法である。残余利益分割法の適用に当たり、当該

重要な無形資産の価値による配分を当該重要な無形資産の開発のために支出した費用等

の額により行っている場合には、合理的な配分として認められる（措置法通達６６の４(4)

－５の注）。 

ウ 本件国外関連取引 

(ア) 本件国外関連取引の概要 

 本件国外関連取引は、原告とＢ社等との間の完成自動二輪車の販売取引、自動二輪車の

部品の販売取引、自動二輪車の製造設備の販売取引、技術支援の役務提供取引に加えて、

重要な無形資産の使用に係る取引から成るものであるところ、ここに技術支援の役務提供

取引及び重要な無形資産の使用に係る取引とは、原告が、Ｂ社等の要請を受けて、Ｂ社等

の現調化、新機種製造管理計画等を支援するため、Ｂ社等に対し、Ｂ社等の工場に原告又

は設備メーカーの技術者を派遣して技術指導の役務を提供するとともに、それにより、Ｂ

社等に対し、自動二輪車の製造及び販売に関する技術情報、部品及び製造設備の供給メー

カー網を含む量産体制の確立及び生産体質の改革に関するノウハウを提供し、Ｂ社等がこ
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れらの情報を使用して本件製品を製造及び販売し、原告の商標、ブランド等の市場に関す

る無形資産を使用することを許諾するものである。そして、原告とＢ社等は、ブラジルに

おいてはロイヤルティの支払に関する規制が行われていることを踏まえて、ロイヤルティ

の収受を行っていなかった。 

(イ) 本件国外関連取引に係る重要な無形資産 

 本件国外関連取引においては、Ｂ社の販売シェアの獲得、原告の研究開発活動、Ｈ及び

Ｉの市場調査、原告のＢ社等に対する技術者派遣による技術支援、原告のＢ社等に対する

技術援助の委託、Ｂ社等の生産体制の確立、Ｂ社の販売網という、原告及びＢ社等の各自

の企業活動により、原告については、① 知的財産権及びデザイン、図面、基準、設計書

その他自動二輪車の製造及び販売に関する技術情報、② 部品及び製造設備の供給メーカ

ー網を含む量産体制の確立及び生産体質の改革に関するノウハウ、③ 本件製品及び原告

のブランドが、Ｂ社等については、④ ブラジル向け製品を具現化するための量産体制の

確立と生産体質の改革に関する製造設備及び工作工程の設計改良のノウハウ、⑤ コスト

削減を実現するための内製化及び現調化の推進に関するブラジル固有のノウハウ、⑥ 本

件製品のイメージを普及させるためのノウハウが、それぞれ形成、維持又は発展され、こ

れらが原告及びＢ社等の有する重要な無形資産として本件国外関連取引による利益の源

泉となった。 

エ 本件独立企業間価格 

(ア) 独立企業間価格の算定方法の選択（争点２－１） 

 処分行政庁は、本件国外関連取引について合理的な調査を尽くしたが、本件国外関連取

引を個別の取引とみても、一の取引とみても、比較可能性が担保された比較対象取引を把

握することができず、基本三法を用いることができなかった。そこで、その他政令で定め

る方法の適用を検討すると、利益分割法のうち残余利益分割法の適用が最適である。すな

わち、原告及びＢ社等は、上記ウ(イ)の無形資産を総合的に活用することにより、ブラジ

ルの自動二輪車市場において圧倒的な販売シェアを有するに至っているのであり、原告及

びＢ社等の有する重要な無形資産が利益の獲得に寄与している点に着目すると、本件国外

関連取引については、利益分割法のうち重要な無形資産の価値に応じて残余利益を合理的

に配分する残余利益分割法を適用して独立企業間価格を算定することが最適である。 

(イ) 独立企業間価格の算定単位の設定（争点２－２） 

 独立企業間価格の算定は、原則として個別の取引ごとに行われるが、複数の取引を個別

的に評価するよりも一の取引とみて評価する方が合理的である場合には、例外的に複数の

取引を一の取引とみて独立企業間価格を算定することができる（措置法通達６６の４(3)

－１）。本件国外関連取引は、Ｂ社等の自動二輪車の製造及び販売に係る一体の取引であ

り、相互に重要な無形資産が寄与しているから、無形資産の寄与する範囲で一体とみて残

余利益分割法を適用するのが合理的である。また、原告がＢ社等に輸出する自動二輪車の

部品等は、それ自体が市場で評価されるものではなく、Ｂ社等が製造した自動二輪車を販

売して初めて市場で評価されるものであるから、本件国外関連取引を、原告及びＢ社等の

ブラジルにおける自動二輪車の製造及び販売事業とみて、原告とＢ社等は、その業務を分

担しているものにすぎないとすることには、合理性がある。したがって、本件国外関連取

引は、各取引を個別的に評価するよりも一の取引とみて評価する方が合理的であり、一の
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取引とみて本件独立企業間価格を算定することができる。 

(ウ) 本件国外関連取引に係る分割対象利益の算出 

 利益分割法は、国外関連取引に係る棚卸資産の法人又は国外関連者による購入、製造、

販売その他の行為に係る所得が、当該棚卸資産に係るこれらの行為のためにこれらの者が

支出した費用の額、使用した固定資産の価額その他これらの者が当該所得の発生に寄与し

た程度を推測するに足りる要因に応じて当該法人及び当該国外関連者に帰属するものと

して計算した金額をもって当該国外関連取引の対価の額とする方法であり、分割対象利益

は、国外関連取引に係る棚卸資産の販売等により法人及び国外関連者に生じた営業利益の

合計額である（措置法通達６６の４(4)－１）から、利益分割法を用いて本件独立企業間

価格を算定するに当たり、分割対象利益は、本件各事業年度及びＢ社各事業年度（本件各

事業年度に対応するＢ社等の各事業年度）ごとの本件国外関連取引に係る原告及びＢ社等

の営業利益の合計額となる。本件国外関連取引に係る原告の本件各事業年度の営業利益の

額は、原告のＢ社等に対する売上高から当該売上高に係る売上原価、販売費及び一般管理

費その他の営業費用、委託研究費を控除した金額である（別表２の１「原告の営業利益の

算出」）。Ｂ社等のＢ社各事業年度の営業利益の額は、売上高から売上原価、販売費及び一

般管理費を控除した金額に、営業外費用として会計処理されている売掛金及び買掛金に係

る為替差損益を加算し、又は減算し、これにより算出された金額を電信売買相場の仲値の

年中平均値によって円に換算した金額である（別表２の３「Ｂ社の営業利益の算出」）。 

(エ) 本件国外関連取引に係る基本的利益の算定（争点２－３） 

ａ 基本的利益の算定方法 

 残余利益分割法は、法人又は国外関連者が重要な無形資産を有する場合に、分割対象

利益のうち、重要な無形資産を有しない非関連者間取引において通常得られる利益（基

本的利益）に相当する金額を法人及び国外関連者に配分し、残額（残余利益）を法人又

は国外関連者の有する重要な無形資産の価値に応じて合理的に配分することにより、独

立企業間価格を算定するものであるところ、基本的利益の額は、国外関連取引の事業と

同種で、市場、事業規模等が類似する法人（重要な無形資産を有する法人を除く。）の

事業用資産又は売上高に対する営業利益の割合等で示される利益指標に基づいて計算

する。すなわち、基本的利益は、まず、検証対象法人と類似する重要な無形資産を有し

ない法人（比較対象法人）を選定し、次に、その事業用資産又は売上高に対する営業利

益の割合等で示される利益指標を算出し、その利益指標に基づいて算定するものである。

原告及びＢ社等の本件各事業年度又はＢ社各事業年度の基本的利益の額は、次のｂのと

おり、本件国外関連取引に係る原告の事業と比較可能な日本企業及びＢ社等の事業と比

較可能なブラジル企業を選定し、次のｃのとおり算定した金額である。 

ｂ 比較対象法人の選定 

 原告の基本的利益の算定の基礎となる原告の比較対象法人として、原告の事業と同種

の日本企業を抽出し、公開情報に基づき、① 年売上高が５０億円以下の企業であるこ

と、② 売上高に対する研究開発費の割合が３％を超える企業であること、③ 資本関

係が２０％以上の関係会社との取引が２０％以上を占める企業であること、④ ３年以

上連続した財務情報を入手することができないか又は現在稼動していない企業である

こと、⑤ 製造機能が５０％未満の企業であることという条件のいずれかに該当する企
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業を除外して、３９社を選定した。 

 また、Ｂ社等の基本的利益の算定の基礎となるＢ社等の比較対象法人として、Ｂ社等

の事業と同種のブラジル企業を抽出し、公開情報に基づき、① 二輪車又は四輪車に関

連しない事業が５０％以上の企業であること、② 年売上高が２５００万ドル以下の企

業であること、③ ３年以上連続した財務情報を入手することができない企業であるこ

と、④ アフターマーケット向けの製品に係る売上高が５０％以上の企業であること、

⑤ 関連会社との取引が売上げ又は総費用の５０％以上の企業であること、⑥ 営業利

益率がマイナスで債務超過の状態にあることから継続性に問題がある企業であること

という条件のいずれかに該当する企業を除外して、８社を選定した。 

ｃ 基本的利益の算定 

 原告の基本的利益について、日本側比較対象企業の本件各事業年度に最も近接する事

業年度ごとの総費用営業利益率（総費用に対する営業利益の割合）を算出し、その中位

値を日本側基本的利益率とする。そして、本件国外関連取引に係る原告の本件各事業年

度の総費用、その他の営業費用、委託研究費の額から原告が重要な無形資産の開発のた

めに支出した費用等の額を控除し、この控除後の金額に日本側基本的利益率を乗ずると、

原告の基本的利益の額は、別表２の４「原告の基本的利益及びＢ社の基本的利益の算定」

の原告欄記載の金額となる。 

 また、Ｂ社等の基本的利益について、ブラジル側比較対象企業のＢ社各事業年度に最

も近接する事業年度ごとの総費用営業利益率を算出し、その中位値をブラジル側基本的

利益率とする。そして、Ｂ社等のＢ社各事業年度の総費用の額からＢ社等が重要な無形

資産の開発のために支出した費用等の額を控除し、この控除後の金額にブラジル側基本

的利益率を乗ずると、Ｂ社等の基本的利益の額は、別表２の４「原告の基本的利益及び

Ｂ社の基本的利益の算定」のＢ社欄記載の金額となる。 

(オ) 本件国外関連取引に係る残余利益の分割（争点２－４） 

ａ 残余利益の算定 

 残余利益の額は、分割対象利益のうち基本的利益に相当する金額を法人及び国外関連

者に配分した残額である。したがって、本件国外関連取引における残余利益の額は、本

件各事業年度及びＢ社各事業年度ごとに、上記(ウ)で算出した分割対象利益の額から上

記(エ)で算定した原告の基本的利益の額及びＢ社等の基本的利益の額を控除した額と

なる（別表２の５「残余利益の算定」）。 

ｂ 残余利益の分割比率の算出方法 

 残余利益の分割は、法人又は国外関連者の有する重要な無形資産の価値に応じて合理

的に行うものであり、重要な無形資産の価値による配分を当該重要な無形資産の開発の

ために支出した費用等の額により行っている場合には、合理的な配分として認められる

ところ、法人又は国外関連者の有する重要な無形資産の価値については、当該無形資産

の法的な所有関係のみならず、それを形成、維持又は発展させるための活動において法

人又は国外関連者の行った貢献の程度をも勘案する必要がある。 

ｃ 分割比率の算出の基礎となる原告の支出額 

 本件各事業年度ごとに、上記ａの残余利益の額を、原告又はＢ社等の有する重要な無

形資産の価値に応じて合理的に配分するため、原告又はＢ社等が重要な無形資産の開発
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のために支出した費用等の額についてみると、原告が支出した額は、本件国外関連取引

に係る原告の本件各事業年度の総費用、その他の営業費用、委託研究費の額のうち、①

 ブラジル向け研究開発費（イネの遺伝子研究費用等及びＫの開発費を含む。）、② ブ

ラジル向けプロジェクト費用及び技術指導料（Ｌ社向けプロジェクト費用及び技術者派

遣による技術支援の費用を含む。）、③ 提携部品メーカーへの支払ロイヤルティの合計

額である。 

ｄ 分割比率の算出の基礎となるＢ社等の支出額 

 Ｂ社各事業年度ごとに、上記ａの残余利益の額を、原告又はＢ社等の有する重要な無

形資産の価値に応じで合理的に配分するため、原告又はＢ社等が重要な無形資産の開発

のために支出した費用等の額についてみると、Ｂ社等が支出した額は、Ｂ社等のＢ社各

事業年度の総費用の額のうち、① 新機種導入時の量産体制確立の費用、② 生産性向

上の費用、③ 新規ディーラー開拓及びディーラー育成の費用、④ 広告宣伝費の合計

額である。 

ｅ 原告に配分すべき残余利益の額 

 上記ｃ及びｄの原告及びＢ社等がそれぞれ重要な無形資産の開発のために支出した

費用に基づいて上記ａの残余利益を配分すると、原告に配分すべき残余利益の額は、上

記ａの残余利益の額に、原告とＢ社等の上記ｃ及びｄの各支出の合計額に占める原告の

上記ｃの支出額の割合を乗じた金額となる（別表２の６「残余利益の分割比率の算出」

及び同７「原告に配分すべき残余利益の額の計算」）。 

(カ) 本件国外関連取引に係る所得移転額 

ａ 独立企業間価格の算定 

 本件独立企業間価格は、本件各事業年度ごとに、本件国外関連取引の対価の額に、上

記(エ)ｃの原告の基本的利益の額と上記(オ)ｅの原告に配分すべき残余利益の額との

合計額から上記(ウ)の原告の営業利益の額を控除した後の金額を加えた金額である（別

表２の８「独立企業間価格の算定と所得移転額の計算。」）。 

ｂ 所得移転額の計算 

 本件国外関連取引に係るＢ社等への所得移転額は、本件独立企業間価格から本件国外

関連取引の対価の額を差し引いた金額であり、別表２の８「独立企業間価格の算定と所

得移転額の計算」に記載のとおり、平成１０年３月期について７５億８４１４万５０１

２円、平成１１年３月期について６９億２８６３万３８６０円、平成１３年３月期につ

いて３２億１７１７万３０６６円、平成１４年３月期について４９億３５５４万７１３

４円、平成１５年３月期について３７億８９８３万８３０４円である。 

（原告の主張） 

ア 本件各更正等の違法性 

 次のイないしオのとおり、本件各更正等は、独立企業間価格の算定方法の選択、独立企業

間価格の算定単位の設定、残余利益分割法の適用における基本的利益の算定、残余利益の分

割にそれぞれ瑕疵がある違法なものであるから、取り消されるべきである。 

イ 独立企業間価格の算定方法の選択の瑕疵（争点２－１） 

 措置法施行令３９条の１２第８項に定める利益分割法は措置法６６条の４第２項１号イ

ないしハ及び２号イに定める基本三法を用いることができない場合に限り用いることがで
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きるものであるから、基本三法の適用可能性について合理的な調査を尽くすことなく利益分

割法を用いて独立企業間価格の算定をすることは許されない。ところが、処分行政庁は、基

本三法の適用可能性について合理的な調査を尽くさないまま、基本三法の適用可能性がない

とし、利益分割法を用いて本件独立企業間価格の算定をしたのであって、処分行政庁による

独立企業間価格の算定方法の選択には瑕疵がある。 

ウ 独立企業間価格の算定単位の設定の瑕疵（争点２－２） 

 本件国外関連取引は、原告とＢ社、原告とＥ社、原告とＦ社の間のそれぞれ別個の取引か

ら成り、また、これらの取引は、いずれも完成自動二輪車の販売取引、自動二輪車の部品の

販売取引、自動二輪車の製造設備の販売取引、技術支援の役務提供取引という複数の種類の

取引から成るところ、これらを一括して独立企業間価格の算定をすることに合理性はないか

ら、本件独立企業間価格は、原告とＢ社、原告とＥ社、原告とＦ社のそれぞれの間のそれぞ

れの種類の取引ごとに算定しなければならない。ところが、処分行政庁は、複数の種類の取

引を一の取引として本件独立企業間価格の算定をしただけではなく、原告とＢ社、原告とＥ

社、原告とＦ社の間のそれぞれ別個の取引を一の取引として本件独立企業間価格の算定をし

たのであって、処分行政庁による独立企業間価格の算定単位の設定には瑕疵がある。 

エ 基本的利益の算定の瑕疵（争点２－３） 

 措置法通達６６の４(4)－５に定める残余利益分割法の基本的利益の算定に当たっては、

当該国外関連取引の事業と同種で、市場、事業規模等が類似する法人（重要な無形資産を有

する法人を除く。）を比較対象法人として選定し、その事業用資産又は売上高に対する営業

利益の割合等で示される利益指標に基づいて基本的利益を計算する。ところが、次のとおり、

処分行政庁は、Ｂ社等の比較対象法人を選定するために用いる除外基準としてマナウスフリ

ーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受していない法人を除外する基準を

設けることなく、Ｂ社等の比較対象法人としてＢ社等との比較可能性を欠くブラジル側比較

対象企業を選定する等してブラジル側基本的利益の算定をしたのであって、処分行政庁によ

るブラジル側基本的利益の算定には瑕疵がある。 

(ア) マナウス税恩典利益 

 Ｂ社等は、マナウスフリーゾーンで事業活動を行い、ブラジル連邦憲法を始めとするブ

ラジル連邦法及びアマゾナス州法の下でマナウス税恩典利益を享受しているものであり、

その額は、本件各事業年度において合計約５５０億円に上る。Ｂ社等の営業利益は、Ｂ社

等がマナウス税恩典利益を享受することにより、その額だけ増加しているところ、その額

は、本件各事業年度のＢ社等の営業利益の６０％以上を占める。マナウス税恩典利益を除

外すると、Ｂ社等の営業利益は４０％以下に落ち込み、営業利益率も低下する。 

 マナウス税恩典利益は、マナウスフリーゾーンというブラジル連邦憲法で保障された特

殊な市場に基因するものであり、マナウスフリーゾーンで事業活動を行う認可企業に付与

される政府助成金や補助金といった政府の介入の実質を有し、その享受の有無がＢ社等及

びブラジル側比較対象企業の営業利益ひいては営業利益率に客観的に明らかで重大な影

響を及ぼすから、マナウスフリーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受し

ていない企業は、マナウスフリーゾーンで事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受して

いるＢ社等との比較可能性を欠く。 

(イ) Ｂ社等の比較対象法人の選定の瑕疵 
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 処分行政庁は、Ｂ社等の比較対象法人を選定するために用いる除外基準として、マナウ

スフリーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受していない法人を除外す

る基準を設けることなく、Ｂ社等の比較対象法人として、マナウスフリーゾーンから遠く

離れたブラジル南部の工業地帯で事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受していない

ブラジル側比較対象企業を選定し、かつ、マナウス税恩典利益の享受の有無についてＢ社

等とブラジル側比較対象企業との差異調整をすることなく、ブラジル側比較対象企業の総

費用営業利益率の中位値をブラジル側基本的利益率としてブラジル側基本的利益の算定

をしているが、マナウスフリーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受して

いない企業は、マナウスフリーゾーンで事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受してい

るＢ社等との比較可能性を欠くことは、上記(ア)のとおりであり、Ｂ社等の比較対象法人

の選定に当たっては、マナウス税恩典利益の享受の有無をＢ社等との比較可能性の判断に

おける重要な要素として考慮し、マナウスフリーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩

典利益を享受していない法人を除外する基準を設けなければならず、また、そのような企

業をＢ社等の比較対象法人として選定するのであれば、マナウス税恩典利益の享受の有無

についてＢ社等とブラジル側比較対象企業との間の適切な差異調整をしなければならな

かった。処分行政庁がしたブラジル側基本的利益の算定には瑕疵がある。 

(ウ) 基本的利益の算定のその余の瑕疵 

ａ Ｂ社等の比較対象法人の除外基準の設定及び選定の瑕疵 

 処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために用いた除外基準は、杜撰かつ不

合理である。その基準には、重要な無形資産を有する法人を除外するための項目も、マ

ナウスフリーゾーンと人件費水準が異なる市場で事業活動を行う法人、国外で事業活動

を行う法人や輸出割合が大きい法人を除外するための項目も、設定されていない。事業

規模が異なる法人、事業の種類や取扱製品が異なる法人を除外するための項目は、設定

されているものの、いずれも、不合理に緩やかであり、Ｂ社等との比較可能性を欠く企

業を除外することができない。処分行政庁がしたＢ社等の比較対象法人の除外基準の設

定には瑕疵がある。 

 処分行政庁がＢ社等の比較対象法人として実際に選定したブラジル側比較対象企業

は、Ｂ社等と人件費水準、販売市場、事業規模、事業内容等が異なり、Ｂ社等との比較

可能性を欠いており、処分行政庁によるＢ社等の比較対象法人の選定には瑕疵がある。 

ｂ 差異調整の懈怠 

 Ｂ社等とブラジル側比較対象企業との間には、人件費水準の差異、販売市場の差異、

事業規模の差異、事業内容の差異等多くの差異が存在し、総費用営業利益率に客観的に

明らかで重大な影響を及ぼしているにもかかわらず、処分行政庁はこれらについて差異

調整をしていない。 

ｃ 利益指標の選定の瑕疵 

 処分行政庁は総費用営業利益率をＢ社等の利益指標としているが、その基礎となった

総費用の中には本件国外関連取引の対価が含まれているのであって、処分行政庁による

利益指標の選定には瑕疵がある。 

オ 残余利益の分割の瑕疵（争点２－４） 

 残余利益の分割は、残余利益を当該法人又は国外関連者の有する重要な無形資産の価値に
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応じて合理的に配分する方法により行わなければならないところ、処分行政庁がした残余利

益の分割には、Ｂ社等の有する重要な無形資産であるコンソルシオ販売網に係るブラジル側

分割要因を選定しておらず、残余利益の発生に寄与した程度を合理的に推測するに足りる要

因に応じて分割したということができない等の瑕疵がある。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 本件更正５－１及び本件更正５－２の各取消しの訴えの適否（争点１）について 

 原告は、本件更正５－１の一部取消しを求める請求と本件更正５－２の一部取消しを求める請

求を選択的に併合しているところ、後記のとおり、本件更正５－２の一部取消しを求める請求は

全て認容すべきものであるから、本件更正５－１の一部取消しを求める訴えの利益の有無（争点

１－１）については判断せず、本件更正５－２の一部取消しを求める訴えが不服申立て前置の規

定及び出訴期間の規定に違反するものであるか否か（争点１－２）についてのみ判断する。 

(1) 判断の要約 

 前提事実(4)及び(5)のとおり、原告は、本件更正５－２があったことを知った日の翌日から

起算して２月以内に、処分行政庁に対し、本件更正５－２に対する異議申立てをしていないた

め、本件更正５－２に対する審査請求についての裁決を経ておらず、また、本件更正５－２の

一部取消しを求める訴えを含む本件各訴えは、本件更正５－２があったことを知った日から６

か月を経過した後に提起されているが、本件においては、次の(2)のとおり、本件更正５－２

に対する審査請求についての裁決を経ないことにつき正当な理由（国税通則法１１５条１項３

号）があり、また、次の(3)のとおり、本件各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求め

るものが出訴期間の経過を理由として不適法とされることはないというべきである。 

(2) 国税通則法１１５条１項３号の「正当な理由」について 

ア 国税に関する法律に基づく処分で税務署長がしたものに不服がある者は、その処分があっ

たことを知った日（処分に係る通知を受けた場合には、その受けた日）の翌日から起算して

２月以内に、その処分をした税務署長に対する異議申立てをすることができ（国税通則法７

５条１項１号、７７条１項）、この異議申立てについての決定があった場合において、当該

異議申立てをした者が当該決定を経た後の処分になお不服があるときは、その者は、異議決

定書の謄本の送達があった日の翌日から起算して１月以内に、国税不服審判所長に対して審

査請求をすることができる（同法７５条３項、７７条２項）ところ、国税に関する法律に基

づく処分で不服申立てをすることができるものの取消しを求める訴えは、異議申立てをする

ことができる処分（審査請求をすることもできるもの（異議申立てについての決定を経た後

審査請求をすることができるものを含む。）を除く。）にあっては異議申立てについての決定

を、審査請求をすることができる処分にあっては審査請求についての裁決をそれぞれ経た後

でなければ、提起することができない（同法１１５条１項本文）が、異議申立てについての

決定又は審査請求についての裁決を経ることにより生ずる著しい損害を避けるため緊急の

必要があるとき、その他その決定又は裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、こ

の限りでない（同項３号）。 

 国税通則法が国税に関する法律に基づく処分について特別な行政上の不服申立ての手続

を設け、これを経た後でなければその取消しの訴えを提起することを許さないものとした趣

旨は、国税に関する法律に基づく処分が大量かつ回帰的なものであり、当初の処分が必ずし

も十分な資料と調査に基づいてされていない場合があることに鑑み、訴えの提起に先立って



18 

行政庁に再検討の機会を与え、行政内部における自律的な解決を期待するとともに、納税者

がその結果になお不服がある場合に初めて裁判所の判断を受けることができるものとして、

裁判所の負担の軽減を図ろうとする目的に出たものであり、他方で、納税者に対しても、訴

えの提起に先立って事案を熟知し事実関係の究明に適する地位にある行政庁に不服申立て

をさせ、簡易かつ迅速な救済を受ける機会を与えたものであると解される。 

 国税通則法２４条ないし２６条に定める更正、決定及び再更正は、課税要件の充足によっ

て同法１５条２項各号に定める時（法人税の場合には事業年度の終了の時）に成立している

納税義務の内容、すなわち、その国税についての納付すべき税額を確定する行為であるとこ

ろ、再更正のうちのいわゆる増額再更正は、税務署長が、更正又は決定をした後、その更正

又は決定をした課税標準等又は税額等が過少であることを知ったときに、その調査により、

当該更正又は決定に係る課税標準等又は税額等を更正するものであり（同法２６条）、当該

納税者の納付すべき税額の計算の基礎となる課税要件事実を全面的に見直して納付すべき

税額を確定するものであるから、増額再更正は、当初の更正又は決定に係る税額を含む総額

としての税額を確定するものであり、当初の更正又は決定は、増額再更正の処分内容として

増額再更正に吸収されて一体となり、その外形が消滅すると解するのが相当である（吸収説。

最高裁昭和● ●年(○○)第● ●号同３２年９月１９日第一小法廷判決・民集１１巻９号１

６０８頁、最高裁昭和●●年（○○）第●●号同４２年９月１９日第三小法廷判決・民集２

１巻７号１８２８頁、最高裁昭和●●年（○○）第●●号同５５年１１月２０日第一小法廷

判決・裁判集民事１３１号１３５頁参照）。したがって、当初の更正がされ、これに対する

異議申立てがされた後に、増額再更正がされ、その後、当初の更正についての異議決定を経

て、当初の更正に対する審査請求がされた場合、増額再更正は、当初の更正とは別個の処分

であるから、当初の更正に対する審査請求の対象となっていたということはできないが、増

額再更正は、当初の更正に係る税額を含む総額としての税額を確定するものであるから、増

額再更正のうち当初の更正に係る税額に係る部分は、当初の更正とその目的及び効果を同一

にするものであり、増額再更正は、当初の更正と相互に密接な関連を有するということがで

きる（当初の更正の取消しの訴えを提起した者が、その訴訟の係属している間にされた増額

再更正の取消しを求めようとするときには、同法１１５条１項２号の規定により、改めて審

査請求についての裁決を経ることなく訴えを提起することができるのは、このことを前提と

しているというべきである。）。そうすると、増額再更正の取消しの訴えが、増額再更正の固

有の違法事由を主張してその取消しを求めるものではなく、当初の更正に対する審査請求に

おいて主張した当初の更正の違法事由と同じ違法事由を主張して増額再更正の取消しを求

めるものであるときは、当初の更正について適法な審査請求をし、この審査請求についての

裁決を経たことをもって、増額再更正について審査請求をし、裁決を経たのと実質的に同視

することができ、増額再更正について改めて不服申立てを経ることを要しないというべきで

あって、上記の場合に、増額再更正の取消しの訴えを提起するに当たり、改めて審査請求に

ついての裁決を経ないことにつき正当な理由があると解するのが相当である。これを実質的

にみても、増額再更正と当初の更正との間に上記のとおりの関係があることによれば、当初

の更正に対する異議申立て及び審査請求がされたことにより、増額再更正のうち当初の更正

に係る税額に係る部分についても、行政庁に再検討の機会が与えられるとともに、納税者に

対しても行政庁による簡易かつ迅速な救済を受ける機会が与えられたということができる
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のであって、国税に関する法律に基づく処分の取消しの訴えの提起について不服申立て前置

を定めた国税通則法の趣旨にもとるところはない上、上記の場合に、増額再更正の取消しの

訴えを提起するに当たり、改めて審査請求についての裁決を経なければならないとするとき

には、行政庁に対しても、納税者に対しても、無益な手続を踏ませ、手続経済に反するとと

もに、納税者の救済を受ける権利を侵害することになるというべきである。 

イ これを本件についてみると、処分行政庁は、原告の平成１５年３月期の法人税について、

原告に対し、平成１６年６月２９日に本件更正等５－１をし、平成１７年４月２７日に減額

再更正及び減額変更決定をした後、平成１８年３月２８日に増額再々更正である本件更正５

－２及び過少申告加算税の賦課決定をしたところ、原告は、平成１６年８月２７日、国税通

則法７５条２項１号の規定に基づいて、東京国税局長に対し、本件更正等５－１の一部取消

しを求める異議申立てをし、東京国税局長による平成１９年７月９日付け異議決定を経て、

同年８月９日、国税不服審判所長に対し、本件更正等５－１の一部取消しを求める審査請求

をし、国税不服審判所長による平成２２年９月９日付け本件裁決を経たものであり、かつ、

本件更正５－２の取消しの訴えは、本件更正５－２の固有の違法事由を主張してその取消し

を求めるものではなく、本件更正５－１に対する審査請求において主張した本件更正５－１

の違法事由と同じ本件国外関連取引に対する移転価格税制の適用の違法を主張して本件更

正５－２の取消しを求めるものであるから、原告が、本件更正５－１について審査請求をし、

本件裁決を経たことをもって、本件更正５－２について審査請求をし、裁決を経たのと実質

的に同視し、原告は、本件更正５－２について改めて不服申立てを経ることを要しないとい

うことができる。 

 したがって、原告が本件更正５－２の一部取消しを求める訴えを提起するに当たり、改め

て審査請求についての裁決を経ないことについては、正当な理由があるというべきである。 

ウ 被告は、二つの処分がある場合に、一つの処分についてのみ不服申立てをし、他の処分に

ついて不服申立てをしないことに「正当な理由」があるときとは、司法審査に先立ち不服申

立てを経由させることにつき合理的理由がない場合、すなわち、各処分が実質的に同一であ

る場合や、各処分がその理由を共通にし、不服申立てにおいて攻撃される点も専ら共通であ

る場合であり、かつ、それに対する行政庁の基本的な判断が一つの処分に対する不服申立て

において既に示されており変更の余地がないような場合に限られると主張する。 

 しかし、国税通則法７５条５項は、異議申立てをしている者は、異議申立てをした日の翌

日から起算して３月を経過しても異議申立てについての決定がないときは、当該異議申立て

に係る処分について、決定を経ないで、国税不服審判所長に対して審査請求をすることがで

きると定め、また、同法１１５条１項１号は、国税に関する法律に基づく処分で審査請求を

することができるものの取消しを求める訴えであっても、審査請求がされた日の翌日から起

算して３月を経過しても裁決がないときは、審査請求についての裁決を経た後でなくても、

提起することができる旨を定めている。これらの規定によれば、同法が国税に関する法律に

基づく処分について特別な行政上の不服申立ての手続を設け、これを経た後でなければその

取消しの訴えを提起することを許さないものとした趣旨が、訴えの提起に先立って行政庁に

再検討の機会を与え、行政内部における自律的な解決を期待するという限度を超え、納税者

の迅速な救済を受ける権利を劣後させてまでも、行政庁に納税者の不服申立てに対する判断

を示させようとしたものであると解することはできないのであって、被告が主張するように、



20 

二つの処分がある場合に、一つの処分についてのみ不服申立てをし、他の処分について不服

申立てをしないことに同項３号の「正当な理由」があるときとは、行政庁の基本的な判断が

一つの処分に対する不服申立てにおいて既に示されており変更の余地がないような場合に

限られるということはできない。被告の主張は採用することができない。 

(3) 行政事件訴訟法１４条の出訴期間の遵守について 

ア 取消訴訟は、処分若しくは裁決があったことを知った日から６か月を経過したとき又は処

分若しくは裁決の日から１年を経過したときは、提起することができず（行政事件訴訟法１

４条１項本文及び２項本文）、また、処分又は裁決につき審査請求をすることができる場合

において、審査請求があったときは、処分又は裁決に係る取消訴訟は、その審査請求をした

者については、これに対する裁決があったことを知った日から６か月を経過したとき又は当

該裁決の日から１年を経過したときは、提起することができない（同条３項本文）が、正当

な理由があるときは、この限りでない（同条各項ただし書）。 

 当初の更正がされ、これに対する異議申立てがされた後に、増額再更正がされ、その後、

当初の更正についての異議決定を経て、当初の更正に対する審査請求がされた場合、増額再

更正は、当初の更正とは別個の処分であるから、当初の更正に対する審査請求の対象となっ

ていたということはできないが、増額再更正の取消しの訴えが、増額再更正の固有の違法事

由を主張してその取消しを求めるものではなく、当初の更正に対する審査請求において主張

した当初の更正の違法事由と同じ違法事由を主張して増額再更正の取消しを求めるもので

あるときは、当初の更正について適法な審査請求をし、この審査請求についての裁決を経た

ことをもって、増額再更正について審査請求をし、裁決を経たのと実質的に同視することが

できることは、上記(2)アのとおりであるから、この場合、増額再更正の取消しの訴えは、

それが当初の更正についての審査請求に対する裁決があったことを知った日から６か月を

経過して提起されたものであるか、又は当該裁決の日から１年を経過して提起されたもので

ある場合には格別、そうでない限りは、出訴期間の経過を理由として不適法とされることは

ないというべきである。 

イ これを本件についてみると、処分行政庁は、原告の平成１５年３月期の法人税について、

原告に対し、平成１６年６月２９日に本件更正等５－１をし、平成１７年４月２７日に減額

再更正及び減額変更決定をした後、平成１８年３月２８日に増額再々更正である本件更正５

－２及び過少申告加算税の賦課決定をしたところ、原告は、平成１６年８月２７日、国税通

則法７５条２項１号の規定に基づいて、東京国税局長に対し、本件更正等５－１の一部取消

しを求める異議申立てをし、東京国税局長による平成１９年７月９日付け異議決定を経て、

同年８月９日、国税不服審判所長に対し、本件更正等５－１の一部取消しを求める審査請求

をし、国税不服審判所長による平成２２年９月９日付け本件裁決を経て、同月１６日に本件

裁決があったことを知ったものである。そして、原告は、同日から６か月以内である平成２

３年３月１１日、本件更正５－１に対する審査請求において主張した本件国外関連取引に対

する移転価格税制の適用の違法を主張して本件更正５－２の一部取消しを求める訴えを提

起したのであるから、同訴えは、出訴期間の経過を理由として不適法とされることはないと

いうべきである。 

２ 独立企業間価格について 

(1) 移転価格税制について 
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 内国法人の各事業年度の所得の金額は、当該事業年度の益金の額から当該事業年度の損金の

額を控除した金額であるとされる（法人税法２２条１項）ところ、法人が、昭和６１年４月１

日以後に開始する各事業年度において、当該法人に係る国外関連者（外国法人で、当該法人と

の間にいずれか一方の法人が他方の法人の発行済株式の総数の１００分の５０以上を直接又

は間接に保有する関係など特殊の関係のあるもの）との間で資産の販売、資産の購入、役務の

提供その他の取引を行った場合に、当該取引（国外関連取引）につき、当該法人が当該国外関

連者から支払を受ける対価の額が独立企業間価格（当該取引が特殊の関係にない者（非関連者）

の間で同様の状況の下で行われた場合に成立するであろう合意に係る価格）に満たないとき、

又は当該法人が当該国外関連者に支払う対価の額が独立企業間価格を超えるときは、当該法人

の当該事業年度の所得に係る法人税法その他法人税に関する法令の規定の適用については、当

該国外関連取引は、独立企業間価格で行われたものとみなされる（措置法６６条の４第１項）。

この場合における国外関連取引の対価の額と当該国外関連取引に係る独立企業間価格との差

額は、法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入されない（同条４項）。 

 特殊の関係のある企業の間における資産の販売、役務の提供、特許又は商標の使用許諾、ノ

ウハウの提供、資金の貸付けその他の取引の対価の額を一般に移転価格と呼ぶところ、上記取

引の当事者たる企業が、それぞれ、異なる国で事業活動を行い、別個の課税管轄に属する場合

において、移転価格が独立企業間価格と異なる額に設定されるときには、本来一方の企業の所

得となるべきであった経済的利益が他方の企業に移転され、移転元となった企業がその課税管

轄に属する国の課税権が侵害されるという問題が生ずる。この移転価格の問題は、国際的な経

済交流の発展に伴い、企業の多国籍化が進み、そのグループ内取引が増大したことによって、

各国の共通の関心事となり、米国を始めとする諸外国において移転価格税制が整備されたほか、

ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）においても租税委員会を中心に検討が行われた。ＯＥＣＤは、

１９７９年（昭和５４年）５月１６日、「移転価格と多国籍企業」と題する租税委員会の報告

書を公表するとともに、加盟各国の政府に対し、独立企業間価格の算定に当たり同報告書の内

容を考慮に入れるべきことを求める理事会勧告をしたところ、上記報告書は、税務当局がその

権限の及ぶ地域外の特殊関係企業と取引を行う企業に対する課税をするに当たり独立企業間

価格に基づいて所得の計算をすることは一般に認められているところであり、特殊関係企業間

の取引に関するＯＥＣＤモデル租税条約９条１項もこれを前提とするものであるとした上、独

立企業間価格によるアプローチは同報告書の底流を成す考え方であるとしている。また、上記

モデル条約の規定は、「(a)一方の締約国の企業が他方の締約国の企業の経営、支配若しくは資

本に直接若しくは間接に参加している場合又は(b)同一の者が一方の締約国の企業及び他方の

締約国の企業の経営、支配若しくは資本に直接若しくは間接に参加している場合であって、そ

のいずれの場合においても、商業上又は資金上の関係において、双方の企業の間に、独立の企

業の間に設けられる条件と異なる条件が設けられ又は課されているときは、その条件がないと

したならば一方の企業の利得となったとみられる利得であってその条件のために当該一方の

企業の利得とならなかったものに対しては、これを当該一方の企業の利得に算入して租税を課

することができる」と定めている。上記報告書の記載及び上記モデル条約の規定は、いずれも

独立企業原則（特殊関係企業間の取引に、独立企業間の取引に設けられる条件と異なる条件が

設けられ、それにより自国企業の利益が減少している場合には、その条件が設けられていなけ

れば当該自国企業の利益となるはずであった利益を合算して当該自国企業に課税することが
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できるとする原則）を明らかにしたものである。このような流れを受けて、我が国においても

移転価格の問題が議論されるようになり、移転価格税制の導入を検討するものとした昭和５６

年の衆議院大蔵委員会の附帯決議及び法人が海外の特殊関係企業と取引を行った場合の課税

所得の計算に関する規定を整備することが適当であるとした昭和６０年１２月１９日の税制

調査会「昭和６１年度の税制改正に関する答申」を経て、昭和６１年法律第１３号による措置

法の改正により、「国外関連者との取引に係る課税の特例」として、法人間の取引に限り、か

つ、国際取引に限って、移転価格税制が制定された。 

 このように、措置法６６条の４第１項の移転価格税制の規定は、移転価格の問題を放置する

ことには適正かつ公平な課税の見地から問題があること、及び、諸外国においては既に移転価

格税制が整備されていることに鑑みて、我が国においても、諸外国と共通の基盤に立って、特

殊の関係のある企業の間の取引を通じた所得の海外移転に対処し、各国家の課税権の適切な調

整を図り、もって適正な国際課税を実現するために規定されたものである。そうすると、我が

国の移転価格税制の規定の解釈適用に当たっては、我が国の移転価格税制が独立企業原則とい

う諸外国の移転価格税制と共通の基礎に立脚するものであることに配慮しなければならない

のであって、具体的には、我が国の移転価格税制と諸外国の移転価格税制との間の整合性を確

保するため、独立企業原則の見地から独立企業間価格の算定に当たり考慮すべき事項及び採り

得る手段について記載しているＯＥＣＤ租税委員会の上記報告書及び同報告書の各章を１９

９５年（平成７年）以降順次改訂したものである「多国籍企業と税務当局のための移転価格の

算定に関する指針」（移転価格ガイドライン）の記載を踏まえてしなければならないというべ

きである。なお、移転価格の問題は多国籍企業による租税回避の問題であることも少なくはな

いが、独立企業原則は、特定の額の対価を支払うという当事者間の契約上の義務や租税の負担

を軽減しようという当事者の意図の有無にかかわらず、現実の対価の額を独立企業間価格に修

正するものであるから、移転価格税制が租税回避の防止に用いられることはあるものの、法人

が租税回避の目的をもって移転価格を設定したことは移転価格税制の適用要件とはならない。 

(2) 独立企業間価格の算定方法について 

 措置法６６条の４第１項に規定する独立企業間価格とは、当該国外関連取引が特殊の関係に

ない者（非関連者）の間で同様の状況の下で行われた場合に成立するであろう合意に係る価格

をいうことは、上記(1)のとおりであるところ、同条２項の規定は、上記(1)のＯＥＣＤ租税委

員会の報告書を踏まえ、次のとおり、国外関連取引の類型ごとに、独立企業間価格の算定方法

を定めている。すなわち、① 国外関連取引が棚卸資産の販売又は購入である場合については、

ⅰ 独立価格比準法（特殊の関係にない売手と買手が、国外関連取引に係る棚卸資産と同種の

棚卸資産を当該国外関連取引と取引段階、取引数量その他が同様の状況の下で売買した取引の

対価の額（当該同種の棚卸資産を当該国外関連取引と取引段階、取引数量その他に差異のある

状況の下で売買した取引がある場合において、その差異により生じる対価の額の差を調整でき

るときは、その調整を行った後の対価の額を含む。）に相当する金額をもって独立企業間価格

とする方法。同項１号イ）、ⅱ 再販売価格基準法（国外関連取引に係る棚卸資産の買手が特

殊の関係にない者に対して当該棚卸資産を販売した対価の額（再販売価格）から通常の利潤の

額（当該再販売価格に政令で定める通常の利益率を乗じて計算した金額）を控除して計算した

金額をもって独立企業間価格とする方法。同号ロ）、ⅲ 原価基準法（国外関連取引に係る棚

卸資産の売手の購入、製造その他の行為による取得の原価の額に通常の利潤の額（当該原価の
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額に政令で定める通常の利益率を乗じて計算した金額）を加算して計算した金額をもって独立

企業間価格とする方法。同号ハ）、及び、ⅳ これらの方法（基本三法）に準ずる方法その他

政令で定める方法（同号ニ）という四つの方法を規定しており（ただし、基本三法に準ずる方

法その他政令で定める方法は、基本三法を用いることができない場合に限り、用いることがで

きるものとしている。同号括弧書き）、また、② 国外関連取引が棚卸資産の販売又は購入以

外の取引である場合については、ⅴ 基本三法と同等の方法（同項２号イ）、及び、ⅵ 基本

三法に準ずる方法その他政令で定める方法と同等の方法（同号ロ）を規定している（ただし、

基本三法に準ずる方法その他政令で定める方法と同等の方法は、基本三法と同等の方法を用い

ることができない場合に限り、用いることができるものとしている。同号括弧書き）。 

 そこで、次に、これらの独立企業間価格の算定方法に関し本件で問題となる点について検討

する。 

ア 独立価格比準法 

 独立価格比準法（これと同等の方法を含む。以下同じ。）は、国外関連取引に係る棚卸資

産と同種の棚卸資産を当該国外関連取引と取引段階、取引数量その他が同様の状況の下で売

買した非関連者間取引の対価の額に直接比準し、その対価の額に相当する金額をもって独立

企業間価格とする算定方法である（措置法６６条の４第２項１号イ）。したがって、ある非

関連者間取引をもって、当該事案においてその対価の額が独立企業間価格を超え又はこれに

満たないものであるか否かの検証の対象とされている国外関連取引（以下「検証対象取引」

ともいう。）との比較対象取引とするためには、当該非関連者間取引が、① 検証対象取引

に係る棚卸資産と同種の棚卸資産を、② 検証対象取引と取引段階、取引数量その他が同様

の状況の下で売買した取引であることが、その要件となる。そして、上記①の比較対象取引

に係る棚卸資産が検証対象取引に係る棚卸資産と同種のものであるというためには、比較対

象取引に係る棚卸資産と検証対象取引に係る棚卸資産とがその性状、構造、機能等の面にお

いて同種のものである必要があるところ、その同種性の有無は、比較対象取引に係る棚卸資

産と検証対象取引に係る棚卸資産との間の性状、構造、機能等の差異がそれらの棚卸資産の

間に対価の額の差異を生じさせる差異であるか否かによって判定すべきものであり、また、

上記②の比較対象取引が検証対象取引と同様の状況の下で売買した取引であるか否かは、取

引段階が当該棚卸資産の製造から消費者による購入までの間のどの段階に属するか（小売で

あるか卸売であるか等）、取引数量が価格に影響を与える場合には取引数量、季節要因によ

り又は一般的な経済市況の変化により価格が変動する場合には取引時期、棚卸資産の引渡条

件が積地条件か揚地条件か、支払条件、当該市場の地理的位置、経済や社会の構造、消費者

の消費性向、政府の規制などの市場の条件、特許権、商標権等の使用許諾、ノウハウの提供

の有無等の諸般の事情を総合的に考慮して判定すべきものである（以上につき、措置法通達

６６の４(2)－２、３参照）。 

 もっとも、比較対象取引が検証対象取引に係る棚卸資産と同種の棚卸資産を当該検証対象

取引と取引段階、取引数量その他に差異のある状況の下で売買した取引である場合において

も、その差異により生じる対価の額の差を調整することができるときは、その調整（差異調

整）を行った後の対価の額に相当する金額をもって独立企業間価格とすることができる（措

置法６６条の４第２項１号イ括弧書き）が、そのような差異調整を行うことができない場合

には、当該比較対象取引の対価の額に比準して独立企業間価格を算定することはできないこ
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ととなる。 

イ 再販売価格基準法 

 再販売価格基準法（これと同等の方法を含む。以下同じ。）は、国外関連取引に係る棚卸

資産と同種又は類似の棚卸資産を非関連者から購入した者（再販売者）が当該同種又は類似

の棚卸資産を非関連者に対して販売した取引に係る売上総利益率（当該再販売者の売上総利

益の額、すなわち、当該比較対象取引に係る棚卸資産の販売による収入金額の合計額から当

該比較対象取引に係る棚卸資産の原価の額の合計額を控除した金額の当該収入金額の合計

額に対する割合）を通常の利益率として（措置法施行令３９条の１２第６項。ただし、同項

ただし書の規定により、比較対象取引と、当該国外関連取引に係る棚卸資産の買手が当該棚

卸資産を非関連者に対して販売した取引とが再販売者（売手）の果たす機能その他において

差異がないことを必要とする。）、この売上総利益に係る利益率に基づいて算定された価格、

すなわち、国外関連取引に係る棚卸資産の買手が特殊の関係にない者に対して当該棚卸資産

を販売した対価の額（再販売価格）から通常の利潤の額（当該再販売価格に上記通常の利益

率を乗じて計算した金額）を控除して計算した金額をもって独立企業間価格とする算定方法

である（措置法６６条の４第２項１号ロ）。したがって、ある非関連者間取引をもって比較

対象取引とするためには、① 当該非関連者間取引が、検証対象取引に係る棚卸資産と同種

又は類似の棚卸資産を非関連者から購入した者（再販売者）が当該同種又は類似の棚卸資産

を非関連者に対して販売した取引であり、② 当該非関連者間取引と、当該検証対象取引に

係る棚卸資産の買手が当該棚卸資産を非関連者に対して販売した取引とが再販売者（売手）

の果たす機能その他において差異がないことが、その要件となるところ、再販売価格基準法

は、再販売取引に係る通常の利益率が、当該取引に係る棚卸資産の種類そのものよりも、む

しろ再販売者（売手）の果たす機能（及び負担するリスク）と密接に関係することに着目し、

主として再販売者（売手）の果たす機能の類似性に基づいて独立企業間価格の算定をするも

のであるため、再販売価格基準法については、独立価格比準法のように比較対象取引に係る

棚卸資産と検証対象取引に係る棚卸資産との間の厳密な類似性（同種性）は必要とならず、

単なる類似性で足りる（上記①）一方で、比較対象取引と検証対象取引に係る棚卸資産の買

手がした再販売取引とが再販売者（売手）の果たす機能、負担するリスクその他において差

異がないことが必要となる（上記②）。そして、上記①の棚卸資産の類似性の有無は、比較

対象取引に係る棚卸資産と検証対象取引に係る棚卸資産との間の性状、構造、機能等の差異

が比較対象取引と検証対象取引に係る棚卸資産の買手がした再販売取引との間に再販売者

（売手）の通常の利益率の差異を生じさせる差異であるか否かによって判定すべきものであ

り、また、上記②の比較対象取引と検証対象取引に係る棚卸資産の買手がした再販売取引と

が再販売者（売手）の果たす機能その他において差異がないか否かは、それぞれの再販売者

（売手）の果たす機能、負担するリスクのほか、それらが機能を果たしている市場の条件、

特許権、商標権等の使用許諾、ノウハウの提供の有無等の諸般の事情を総合的に考慮して判

定すべきものである（以上につき、措置法通達６６の４(2)－２、３参照）。したがって、類

似の棚卸資産の卸売業者であっても、地理的な市場が異なれば、その利益率には階差が生ず

ると考えることができるし、また、特許権、商標の使用許諾やノウハウの提供をしている卸

売業者とそれをしていない卸売業者とでも、その利益率には階差が生ずると考えることがで

きる。 
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 もっとも、比較対象取引と検証対象取引に係る棚卸資産の買手がした再販売取引とが再販

売者（売手）の果たす機能その他において差異がある場合においても、その差異により生じ

る割合の差につき適切な調整（差異調整）を行うことができるときには、必要な差異調整を

加えた後の割合をもって通常の利益率とすることができる（措置法施行令３９条の１２第６

項ただし書）が、そのような差異調整を行うことができない場合には、当該比較対象取引の

利益率に比準して独立企業間価格を算定することはできないこととなる。 

ウ 原価基準法 

 原価基準法（これと同等の方法を含む。以下同じ。）は、国外関連取引に係る棚卸資産と

同種又は類似の棚卸資産を非関連者から購入するなどして取得した者（販売者）が当該同種

又は類似の棚卸資産を非関連者に対して販売した取引に係る売上総利益の総原価に対する

割合（当該販売者の売上総利益の額、すなわち、当該比較対象取引に係る棚卸資産の販売に

よる収入金額の合計額から当該比較対象取引に係る棚卸資産の原価の額の合計額を控除し

た金額の当該原価の額の合計額に対する割合）を通常の利益率として（措置法施行令３９条

の１２第７項。ただし、同項ただし書の規定により、比較対象取引と、当該国外関連取引と

が売手の果たす機能その他において差異がないことを必要とする。）、この売上総利益に係る

利益率に基づいて算定された価格、すなわち、国外関連取引に係る棚卸資産の売手の取得原

価の額に通常の利潤の額（当該原価の額に上記通常の利益率を乗じて計算した金額）を加算

して計算した金額をもって独立企業間価格とする算定方法である（措置法６６条の４第２項

１号ハ）。したがって、ある非関連者間取引をもって比較対象取引とするためには、① 当

該非関連者間取引が、検証対象取引に係る棚卸資産と同種又は類似の棚卸資産を非関連者か

ら購入するなどして取得した者（販売者）が当該同種又は類似の棚卸資産を非関連者に対し

て販売した取引であり、② 当該非関連者間取引と、当該検証対象取引とが販売者（売手）

の果たす機能その他において差異がないことが、その要件となるところ、原価基準法は、検

証対象取引に係る通常の利益率が、当該取引に係る棚卸資産の種類そのものよりも、むしろ

販売者（売手）の果たす機能（及び負担するリスク）と密接に関係することに着目し、主と

して販売者（売手）の果たす機能の類似性に基づいて独立企業間価格の算定をするものであ

るため、原価基準法についても、独立価格比準法のように比較対象取引に係る棚卸資産と検

証対象取引に係る棚卸資産との間の厳密な類似性（同種性）は必要とならず、単なる類似性

で足りる（上記①）一方で、比較対象取引と検証対象取引とが販売者（売手）の果たす機能、

負担するリスクその他において差異がないことが必要となる（上記②）。そして、上記①の

棚卸資産の類似性の有無は、比較対象取引に係る棚卸資産と検証対象取引に係る棚卸資産と

の間の性状、構造、機能等の差異が比較対象取引と検証対象取引との間に販売者（売手）の

通常の利益率の差異を生じさせる差異であるか否かによって判定すべきものであり、また、

上記②の比較対象取引と検証対象取引とが販売者（売手）の果たす機能その他において差異

がないか否かは、それぞれの販売者（売手）の果たす機能、負担するリスクのほか、それら

が機能を果たしている市場の条件、特許権、商標権等の使用許諾、ノウハウの提供の有無等

の諸般の事情を総合的に考慮して判定すべきものである（以上につき、措置法通達６６の４

(2)－２、３参照）。 

 もっとも、比較対象取引と検証対象取引とが販売者（売手）の果たす機能その他において

差異がある場合においても、その差異により生じる割合の差につき適切な調整（差異調整）
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を行うことができるときには、必要な差異調整を加えた後の割合をもって通常の利益率とす

ることができる（措置法施行令３９条の１２第７項ただし書）が、そのような差異調整を行

うことができない場合には、当該比較対象取引の利益率に比準して独立企業間価格を算定す

ることはできないこととなる。 

エ その他の方法 

(ア) 措置法６６条の４第２項の規定は、上記アないしウの方法のほかに、これらの方法（基

本三法）に準ずる方法その他政令で定める方法（これらと同等の方法を含む。以下同じ。）

を規定している（措置法６６条の４第２項１号ニ及び２号ロ）。これらの方法は、基本三

法を用いることができない場合に限り、用いることができるものである（基本三法優先の

原則。同項１号括弧書き及び２号括弧書き）ところ、課税処分の取消訴訟においては、被

告（国）が所得の存在について主張立証責任を負うのであるから、基本三法を用いること

ができないことについても、被告（国）が主張立証責任を負うものと解すべきであるが、

被告（国）において、処分行政庁が合理的な調査を尽くしたにもかかわらず基本三法を用

いることができなかった旨を主張立証した場合には、基本三法を用いることができないこ

とが事実上推定され、原告（納税者）において、この推定を覆すに足りる主張立証をする

必要が生ずるというべきである。 

(イ) 上記(ア)のその他の方法のうち、基本三法に準ずる方法は、基本三法の考え方から乖

離せず、かつ、当該取引の内容に適合する合理的な方法であると解すべきである。 

 また、上記(ア)のその他の方法のうち、政令で定める方法として、措置法施行令は、昭

和６１年法律第１３号による移転価格税制の制定当時、利益分割法を規定していた（３９

条の１２第８項）。この方法は、国外関連取引に係る棚卸資産の法人又は当該法人に係る

国外関連者による購入、製造、販売その他の行為に係る所得が、当該棚卸資産に係るこれ

らの行為のためにこれらの者が支出した費用の額、使用した固定資産の価額その他これら

の者が当該所得の発生に寄与した程度を推測するに足りる要因に応じて当該法人及び当

該国外関連者に帰属するものとして計算した金額をもって独立企業間価格とする算定方

法（寄与度利益分割法）である。そして、我が国の移転価格税制の規定の解釈適用に当た

っては、我が国の移転価格税制が独立企業原則という諸外国の移転価格税制と共通の基礎

に立脚するものであることに配慮しなければならないことは、上記(1)のとおりであって、

措置法６６条の４第２項の規定は独立企業原則を反映しているものというべきであるか

ら、同項１号ニ及び２号ロの規定による政令への委任も独立企業原則に沿った独立企業間

価格の算定方法を定めることを命じているものと解されるのであり、そのような委任に基

づいて定められた措置法施行令３９条の１２第８項の規定の解釈及び適用も独立企業原

則に従って行われる必要があるというべきである。 

 上記(1)の１９７９年（昭和５４年）のＯＥＣＤ租税委員会の報告書については、１９

９３年（平成５年）から、同委員会において全面的な見直し作業が行われ、１９９５年（平

成７年）以降順次「多国籍企業と税務当局のための移転価格の算定に関するガイドライン」

（移転価格ガイドライン）として公表された。上記の見直し作業は、米国が１９９３年（平

成５年）１月に財務省規則を改正し、独立企業間価格の算定方法として伝統的手法（基本

三法）及び利益分割法のほかに利益比準法を新たに採用したことを契機として行われたも

のであり、独立企業間価格の算定方法として、我が国が採用していた利益分割法（寄与度
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利益分割法）、米国が主張した残余利益分割法を採用したほか、利益比準法を企業単位か

ら取引単位に修正した取引単位営業利益法を採用している。 

 我が国は、１９９５年（平成７年）の移転価格ガイドラインの公表に伴い、措置法施行

令３９条の１２第８項の改正をすることはせず、平成１２年９月８日課法２－１３による

措置法通達の改正により、利益分割法の意義（６６の４(4)－１）を明らかにするととも

に、その中に比較利益分割法（６６の４(4)－４）及び残余利益分割法（６６の４(4)－５）

が含まれるという課税当局の解釈を明らかにし、平成１３年６月１日には事務運営指針を

発出した。また、我が国は、平成１５年１１月６日に締結した「所得に対する租税に関す

る二重課税の回避及び脱税の防止のための日本国政府とアメリカ合衆国政府との間の条

約」（平成１６年条約第２号）の交換公文第３項において、移転価格ガイドラインに従っ

て企業の移転価格の調査を行うものとすると規定されたことを踏まえて、平成１６年政令

第１０５号による措置法施行令の改正により、措置法６６条の４第２項１号ニ及び２号ロ

の政令で定める方法として、新たに取引単位営業利益法を追加した（３９条の１２第８項

２号及び３号）。再販売価格基準法及び原価基準法は、売上総利益をベースにして原価の

額又は売上金額を算出する方法であるところ、これに対して、取引単位営業利益法は、営

業利益をベースにして原価の額又は売上金額を算出する方法である。 

オ 平成２３年法律第８２号による措置法改正等について 

 措置法６６条の４第２項の規定は、平成２３年法律第８２号により改正された。同改正前

は、基本三法優先の原則により、基本三法に準ずる方法その他政令で定める方法は、基本三

法を用いることができない場合に限り、用いることができるものとされていた（上記エ(ア)）

ところ、同改正により、基本三法優先の原則は廃止され、独立企業間価格とは、同項各号に

定める方法のうち、当該国外関連取引の内容及び当該国外関連取引の当事者が果たす機能そ

の他の事情を勘案して、当該国外関連取引が独立の事業者の間で通常の取引の条件に従って

行われるとした場合に当該国外関連取引につき支払われるべき対価の額を算定するための

最も適切な方法により算定した金額をいうものとされた（同項柱書き）。基本三法優先の原

則は、移転価格ガイドラインを踏まえて設けられたものであるところ、上記改正は、移転価

格ガイドラインが、基本三法優先の原則は移転価格税制の適用の実情に合わなくなったとい

う理由により、２０１０年（平成２２年）に改訂され、基本三法優先の原則が廃止されると

ともに、当該事案の状況に応じて独立企業原則に一致した最も適切な方法を見出すことを目

指すこととされたことに対応して、行われたものである。 

 そして、このような措置法の改正に伴い、上記のような独立企業間価格の算定方法の選択

の仕組みの下では、法令において、利用可能な算定方法を一覧することができ、それらの内

容が明確化されていることが望ましいため、措置法施行令３９条の１２第８項の規定が平成

２３年政令第１９９号により改正され、寄与度利益分割法（同項１号ロ）のほか、比較利益

分割法及び残余利益分割法の意義が法令上明らかにされる（同項１号イ及びハ）とともに、

取引単位営業利益法の意義も法令上明らかにされた（同項２号及び３号）。上記改正による

残余利益分割法の規定は、それまで措置法通達６６の４(4)－５によって明らかにされてい

た措置法施行令３９条の１２第８項の課税当局の解釈を確認した規定であり、新たな方法を

創設した規定ではないと解される。 

(3) 残余利益分割法について 
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ア 措置法施行令３９条の１２第８項と残余利益分割法について 

 平成１６年政令第１０５号による改正前の措置法施行令３９条の１２第８項が、措置法６

６条の４第２項１号ニに規定する政令で定める方法として、国外関連取引に係る棚卸資産の

法人又は当該法人に係る国外関連者による購入、製造、販売その他の行為に係る所得が、当

該棚卸資産に係るこれらの行為のためにこれらの者が支出した費用の額、使用した固定資産

の価額その他これらの者が当該所得の発生に寄与した程度を推測するに足りる要因に応じ

て当該法人及び当該国外関連者に帰属するものとして計算した金額をもって当該国外関連

取引の対価の額とする方法（利益分割法）を定めていたことは、上記(2)エ(イ)のとおりで

あるところ、この規定を受けて定められた平成１６年１２月２０日課法２－１４による改正

前の措置法通達６６の４(4)－１は、利益分割法の意義について、原則として、国外関連取

引に係る棚卸資産の販売等により法人及び国外関連者に生じた営業利益の合計額（分割対象

利益）を措置法施行令３９条の１２第８項に規定する要因により分割する方法をいうものと

して、利益分割法における分割の対象となる利益が営業利益であることを明らかにしていた。

そして、平成２３年１０月２７日課法２－１３による改正前の措置法通達６６の４(4)－５

は、利益分割法の一つである残余利益分割法について、利益分割法の適用に当たり、法人又

は国外関連者が重要な無形資産を有する場合には、分割対象利益のうち重要な無形資産を有

しない非関連者間取引において通常得られる利益に相当する金額を当該法人及び国外関連

者それぞれに配分し、当該配分した金額の残額を当該法人又は国外関連者の有する当該重要

な無形資産の価値に応じて合理的に配分する方法により独立企業間価格を算定することが

できるとして、その意義を明らかにした上、その注において、当該重要な無形資産の価値に

よる配分を当該重要な無形資産の開発のために支出した費用等の額により行っている場合

には、合理的な配分として、これを認めるとしていた。 

 上記のとおり、措置法施行令３９条の１２第８項は、利益分割法を、国外関連取引に係る

法人又は国外関連者の所得をこれらの者がその所得の発生に寄与した程度を推測するに足

りる要因に応じて分割した金額をもって独立企業間価格とする方法として定めていたとこ

ろ、残余利益分割法は、法人又は国外関連者が重要な無形資産を有する場合に、国外関連取

引に係る法人又は国外関連者の所得（分割対象利益）の金額を重要な無形資産を有しない非

関連者間取引において通常得られる利益（基本的利益）に相当する金額と残額（残余利益の

金額）とに区分し、そのそれぞれをこれらの者がその所得の発生に寄与した程度を推測する

に足りる要因に応じて、すなわち、基本的利益に相当する金額については当該法人及び国外

関連者それぞれに、残余利益の金額については当該法人又は国外関連者の有する当該重要な

無形資産の価値に応じて合理的に、分割した金額をもって独立企業間価格とする方法である

ということができるのであって、残余利益分割法は、上記(2)オの平成２３年政令第１９９

号による措置法施行令３９条の１２第８項の改正により明確化される以前から同項に規定

されていたものと解することができる。したがって、平成２３年政令第１９９号による措置

法施行令改正前において、残余利益分割法を用いることが租税法律主義（憲法８４条）に違

反することにはならない。 

イ 残余利益分割法の適用要件及び算定方法について 

(ア) 残余利益分割法は、企業間の取引における無形資産の重要性が高まっている現況にあ

って、従来の利益分割法によっては必ずしも合理的に分割対象利益を配分することができ
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ない事例が増加してきたこと（特に、商標やブランド等のいわゆる「市場に関する無形資

産」がその市場の消費者に深く受け入れられ、その貢献により多額の利益を生み出してい

る場合には、人件費等の費用の額、投下資本の額等（措置法通達６６の４(4)－２）を分

割要因として分割対象利益を配分するのでは国外関連取引の当事者が当該分割対象利益

の発生に寄与した程度を推測するにふさわしいものを用いた合理的な配分ということは

できないこと）から、１９９５年（平成７年）に公表された移転価格ガイドラインに採用

され、我が国においても、このことを踏まえて、上記措置法通達の定めにより、措置法施

行令で定める利益分割法に含まれることが明らかにされたものである。残余利益分割法は、

法人又は国外関連者が重要な無形資産を有する場合に適用され、第１段階として、国外関

連取引に係る棚卸資産の販売等により法人及び国外関連者に生じた営業利益の合計額（分

割対象利益）のうち重要な無形資産を有しない非関連者間取引において通常得られる利益

（基本的利益）に相当する金額を法人及び国外関連者に配分し、第２段階として、配分し

た金額の残額（残余利益）を法人又は国外関連者の有する重要な無形資産の価値に応じて

合理的に分割するという、２段階に分けて独立企業間価格の算定をすることを特徴とする。 

(イ) そこで、まず、基本的利益の算定（配分）についてみるに、基本的利益、すなわち、

重要な無形資産を有しない非関連者間取引において通常得られる利益に相当する金額と

は、例えば、当該国外関連取引の事業と同種の事業を営み、市場、事業規模等が類似する

法人（重要な無形資産を有する法人を除く。）の事業用資産又は売上高に対する営業利益

の割合等で示される利益指標に基づいて算定されるものである（事務運営指針３－３）と

ころ、この場合において、ある非関連者たる法人を比較対象法人として選定するためには、

当該法人が当該国外関連取引（検証対象取引）の事業と同種の事業を営み、市場、事業規

模等が類似するものであり、かつ、重要な無形資産を有する法人ではないことが、その要

件となるところ、このような基本的利益の算定方法は、比較対象法人の事業用資産又は売

上高に対する営業利益の割合等で示される利益指標に比準して基本的利益の算定をしよ

うとするものであるため、独立価格比準法のように棚卸資産の厳密な類似性（同種性）は

必要とならず、単なる類似性で足りる（①）一方で、比較対象法人と検証対象法人とがそ

の果たす機能、負担するリスクその他において差異がないことが必要となる（②）。ここ

で、上記①の棚卸資産の類似性の有無は、比較対象法人による取引に係る棚卸資産と検証

対象法人による取引に係る棚卸資産との間の性状、構造、機能等の差異が比較対象法人と

検証対象法人との間にその事業用資産又は売上高に対する営業利益の割合等の差異を生

じさせる差異であるか否かによって判定すべきものであり、また、上記②の比較対象法人

と検証対象法人とがその果たす機能、負担するリスクその他において差異がないか否かは、

それぞれの法人の果たす機能、負担するリスクのほか、それらが機能を果たしている市場

の条件、特許権、商標権等の使用許諾、ノウハウの提供の有無等の諸般の事情を総合的に

考慮して判定すべきものであることは、再販売価格基準法及び原価基準法と同様である。 

 もっとも、比較対象法人と検証対象法人とがその果たす機能その他においてその事業用

資産又は売上高に対する営業利益の割合等の差異を生じさせる差異がある場合において

も、当該差異につき適切な調整を行うことができるときには、その差異により生じる割合

の差につき必要な調整（差異調整）を加えた後の割合をもって上記事業用資産又は売上高

に対する営業利益の割合等としてこれに基づき基本的利益の算定をすることができるが、
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そのような差異調整をすることができないときには、当該比較対象法人の事業用資産又は

売上高に対する営業利益の割合等に基づいて基本的利益の算定をすることはできないと

解される。 

(ウ) 次に、残余利益の分割についてみるに、残余利益とは、分割対象利益のうち基本的利

益（重要な無形資産を有しない非関連者間取引において通常得られる利益）に相当する金

額を当該法人及び国外関連者それぞれに配分した金額の残額をいうものであり、法人又は

国外関連者の有する重要な無形資産の価値に応じて合理的に配分されるべきものである

ことは、上記(ア)のとおりである（措置法通達６６の４(4)－５）ところ、ここに重要な

無形資産の価値というのは、措置法施行令３９条の１２第８項にいう「当該棚卸資産に係

るこれらの行為のためにこれらの者が支出した費用の額、使用した固定資産の価額その他

これらの者が当該所得の発生に寄与した程度を推測するに足りる要因」のことであり、上

記の重要な無形資産の価値による配分については、それを当該重要な無形資産の開発のた

めに支出した費用等の額により行っている場合には、合理的な配分として、これを認める

ことができるものと解される（措置法通達６６の４(4)－５の注参照）。 

３ 認定事実 

 前提事実に加えて、後掲の証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実を認めることができる。 

(1) マナウスフリーゾーンとマナウス税恩典利益 

ア マナウスフリーゾーンの設定と税恩典の整備 

 ブラジル連邦政府は、アマゾン地域の中心都市であるマナウスの振興を図るため、１９５

７年（昭和３２年）法律第３１７３号によりマナウスフリーゾーンを設定し、１９６７年（昭

和４２年）大統領令第２８８号（税恩典大統領令）により税恩典の整備を行った。税優遇措

置の期間は、税恩典大統領令では１９９７年（平成９年）までの３０年間と定められていた

が、１９８８年（昭和６３年）に制定されたブラジル連邦憲法により２０１３年（平成２５

年）まで延長され、その後の憲法改正により、２０２３年（平成３５年）まで再延長された。

（甲２６、３０ないし３２、１６２、乙７７、９９） 

イ 現調規制とＰＰＢ基準 

 マナウスフリーゾーンに進出し事業活動を行う法人の全てがマナウス税恩典利益を享受

することができるわけではなく、マナウスフリーゾーンで工場を建設しマナウス税恩典利益

（輸入税の軽減）を享受しようとする者は、マナウス自由貿易地域監督庁（ＳＵＦＲＡＭＡ）

から、税恩典を享受しようとする工業プロジェクトに係る認可を取得する必要があり、この

認可を取得するとマナウスフリーゾーンで工場を建設することが認められる。ＳＵＦＲＡＭ

Ａの認可を取得するためには、進出企業に対して部品等につき一定の現調率を達成すること

を求める現調規制（現地調達規制）を満たさなければならないものとされていたところ、現

調規制は、ブラジル連邦政府が１９９０年代に従来の国内産業の保護育成のための工業製品

の輸入制限から輸入自由化に産業政策を転換したことに伴い、１９９１年（平成３年）法律

第８３８７号により、現調規制よりも達成が容易なＰＰＢ（基本製造工程）基準に切り替え

られた。ＰＰＢ基準は、進出企業がマナウスフリーゾーンで事業活動を行うに当たり最低限

履行すべき基本製造工程について定めているものであり、１９９３年（平成５年）大統領令

第７８３号は、「オートバイ及びスクーター」に関する基本製造工程として、グループＡ「プ

レス、鋳造、加工、塗装、プラスチック注入」、グループＢ「燃料タンクの溶接と腐食防止
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処理、車体の溶接と腐食防止処理、リアフォークの溶接と腐食防止処理、サイドスタンド、

センタースタンド及びステップの溶接と腐食防止処理」、グループＣ「エンジンの組立て、

最終組立て、最終検査、梱包」を定め、オートバイ及びスクーターのメーカーは、同指令の

公示日から起算して１８か月以内にグループＡに定められた工程のうちの少なくとも２項

目及びグループＢに定められた工程のうちの少なくとも２項目を実行し、直ちにグループＣ

に定められた工程を実行しなければならないものとしているが、各工程の内容や技術水準に

関する具体的基準は示されていない。（甲２６、３０ないし３２、４０、４１、１６２、乙

７６ないし７８、９９） 

ウ アマゾナス州の税恩典 

 連邦の税恩典とは別に、アマゾナス州政府は、マナウスフリーゾーンへの産業の誘致と雇

用の創出を図るため、１９８９年（平成元年）州法により、ＩＣＭＳに関する税恩典を整備

している。１９８９年州法による税恩典利益は、アマゾナス州の開発に対して基本的な重要

性を有する企業に付与されるものであるところ、１９９６年（平成８年）アマゾナス州法第

２３９０号（ハナン法）により、アマゾナス州の開発に対して基本的な重要性を有する企業

であると州政府に認められ、ＩＣＭＳ税減免に係る認可を取得するためには、雇用を創出し

人件費の割合が製品の最終原価の少なくとも１０％に相当することを要するものとされ、そ

の人件費の割合は、１９９６年（平成８年）アマゾナス州法第２４３０号により、１０％か

ら１．５％に改正された。マナウスフリーゾーンで工場を建設するためにはＳＵＦＲＡＭＡ

から工業プロジェクトに係る認可を取得する必要があり、この認可を取得するためには上記

工業プロジェクトがＰＰＢ基準を満たす必要があることは、上記イのとおりであるから、進

出企業は、上記工業プロジェクトについてＰＰＢ基準を満たし、ＳＵＦＵＲＡＭＡから認可

を取得しない限り、工場を建設し稼働させることができず、労働者を雇用することもできな

いため、雇用を創出し人件費の割合が製品の最終原価の少なくとも１．５％に相当するとい

う要件を満たすことができないこととなる。このように、アマゾナス州の税恩典を享受しよ

うとする場合、ＰＰＢ基準を満たし、ＳＵＦＲＡＭＡから工業プロジェクトに係る認可を取

得しなければ、ＩＣＭＳ税減免に係る認可も取得することができないという関係がある。

（甲３３、３４、乙７７、７８） 

エ マナウス税恩典の内容 

 マナウス税恩典による減免の対象税目等は、輸入税、工業製品税、法人所得税（以上、連

邦税）、ＩＣＭＳ（州税）、社会統合基金及び社会保険融資負担金（連邦の負担金）であると

ころ、これらのうち進出企業の営業利益に大きな影響を及ぼすのは、輸入税とＩＣＭＳであ

る。 

 輸入税は、ブラジルに輸入される商品や生産物に課される連邦税であり、我が国の関税に

相当し、輸入品の通関申告時に発生する。その課税標準は、輸入品価格に運賃と保険料を加

えた外貨額を国内通貨に換算した金額（購入金額）であり、ＮＣＭ（南米共同市場（メルコ

スール）の域内共通商品分類番号）に基づいて商品分類が行われ、税率が設定されている。

マナウス税恩典による輸入税の軽減は、次のとおりである。すなわち、マナウスフリーゾー

ンでの生産に用いる部品は輸入税の納付猶予を受けて輸入することができ、それを用いて製

造した製品をマナウスフリーゾーン外に移出（販売）するときに輸入税を納付するところ、

その際には輸入税の税額の８８％が軽減される。ブラジルの企業会計上、輸入税は売上原価
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を構成し、輸入税の軽減は、政府助成金と同様に売上原価の低減項自として費用を減少させ、

売上総利益ひいては営業利益を増加させる。輸入税の軽減を受ける場合、その税額は製品の

マナウスフリーゾーン外への移出まで確定しないため、Ｂ社等は、軽減後の輸入税（本来の

税額の１２％に相当する額）をその納付時に販売費として会計処理していた。 

 ＩＣＭＳは、商品の移出や輸入等に課される州税であり、我が国の消費税（地方消費税）

に相当する。ＩＣＭＳについては、我が国の消費税と同様に、多段階課税・累積排除型の制

度が採用されているため、販売業者の売上げに係る税額から仕入額に含まれる税額を控除し

たものが納付すべき税額となる。その税率は、州により異なり、対象商品によっても異なる。

アマゾナス州の税恩典によるＩＣＭＳ税減免は、次のとおりである。すなわち、ハナン法に

より、マナウスフリーゾーンでの生産に用いる部品、原材料の域外の供給者からの移入（購

入）については、ＩＣＭＳが免除されるところ、そのことと関わりなく、それらを用いて製

造した製品をマナウスフリーゾーン外に移出（販売）するときには、それらの購入代金に通

常課されるＩＣＭＳが含まれているものとみなしてＩＣＭＳみなし仕入税額控除を受ける

ことができる。また、アマゾナス州政府と合意した数量を超えて製造及び販売をした製品に

係る取引についてはＩＣＭＳ税額免除を受けることができ、その対象外の取引についてもＩ

ＣＭＳ税軽減を受けることができる。ブラジルの企業会計上、ＩＣＭＳみなし仕入税額控除

は、政府助成金と同様に売上原価の低減項目として費用を減少させ、売上総利益ひいては営

業利益を増加させる。ＩＣＭＳ税額免除及びＩＣＭＳ税軽減は、総売上げの控除項日である

ＩＣＭＳ費用額の低減項目として純売上げを増加させ、売上総利益ひいては営業利益を増加

させる。ＩＣＭＳに関する税恩典利益を享受するためには、州政府に対し、ＩＣＭＳ税軽減

額の６％に相当する中小企業奨励金（ＦＭＰＥ）、ＩＣＭＳみなし仕入税額控除額の１％及

び輸入品のＦＯＢ価格の２％に相当する観光・地方開発事業基金（ＦＴＩ）、ＩＣＭＳみな

し仕入税額控除額の１０％に相当するアマゾナス州立大学奨励金（ＵＥＡ）を負担しなけれ

ばならないところ、Ｂ社等は、これらの拠出金について総売上げの控除項目の中で費用処理

をしていた。（甲３７、４５ないし４７、１６２、乙７７、９９） 

(2) ブラジルの自動二輪車市場と原告及びＢ社 

ア 原告がマナウスフリーゾーンで現地生産を開始した経緯 

 原告は、１９６８年（昭和４３年）にブラジルで完成自動二輪車の輸入が解禁されたのを

受けて、１９７１年（昭和４６年）に現在のＣ社を設立し、ブラジル向けの完成自動二輪車

の輸出を開始した。原告は、ブラジル政府が外貨不足を理由として完成自動二輪車の輸入を

再度禁止することを懸念し、ブラジルで自動二輪車の現地生産を行うことにし、１９７５年

（昭和５０年）にＢ社を設立した。原告は、東南アジア向けに開発されていたＭをブラジル

で製造し販売することを決定し、Ｂ社は、１９７６年（昭和５１年）にマナウスフリーゾー

ンでＭ等の自動二輪車の製造を開始した。原告は、当初、サンパウロ周辺で自動二輪車の現

地生産を行うことを検討し、用地も取得したが、同地域では既に自動車産業が集積していた

ため、ブラジル政府から現調率、雇用、投資額等について厳しい条件を課せられ、サンパウ

ロ周辺で自動二輪車の現地生産を行うことを断念した。原告は、マナウスで原告の製品の輸

入販売業を営んでいた会社から、マナウスフリーゾーンで自動二輪車の現地生産を行うこと

を勧められ、マナウス税恩典利益を享受することにより費用を低減することができること、

現調率等の条件がより緩やかであることなどから、マナウスフリーゾーンで自動二輪車の現
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地生産を行うことにした。なお、原告の競争事業者であるＰは、１９７４年（昭和４９年）

にサンパウロ州で自動二輪車の製造を開始したが、１９８５年（昭和６０年）以降、製造機

能を順次マナウスフリーゾーンに移転した。（甲２６、２９、乙２８、３４、８８） 

イ Ｂ社によるマナウス税恩典認可の取得 

 Ｂ社は、１９７５年（昭和５０年）に、ＳＵＦＲＡＭＡから、マナウスフリーゾーンで「Ａ」

ブランドの自動二輪車を製造するための工業を導入することを目的とするプロジェクトに

係る認可を取得し、同プロジェクトの完遂義務を課せられた。Ｂ社は、１９９０年（平成２

年）に、アマゾナス州政府から、「１２５ＣＣオートバイ」等の製造についてＩＣＭ合税減

免に係る認可を取得した。Ｅ社及びＦ社も、それぞれマナウス税恩典について認可を受けて

いる。（甲３８、３９、４２、４３、４４） 

ウ Ｂ社設立後の事業の状況とブラジル経済の混乱による業績の悪化 

 Ｂ社が現地生産を開始した１９７６年（昭和５１年）当時、ブラジルの自動二輪車市場の

販売台数は数千台にすぎず、Ｂ社の販売台数も２２００台にすぎなかった。ブラジルでは、

早くから欧米系の四輪車メーカーが進出し、四輪車の販売を行っており、Ｂ社が現地生産を

開始した当時、高所得者には四輪車が普及していた。ブラジルの自動二輪車市場では、我が

国や欧米諸国のような大型機種、高性能機種に対する需要がほとんどなく、四輪車を購入す

ることができない低所得者向けの実用車が中心であり、自動二輪車の性能（先進性や数値性

能）ではなく、悪路での耐久性、修理の容易さを含む経済性が重視されていたところ、Ｍに

搭載されていたエンジンは、その開発当時既に旧式化していたＯＨＶ（オーバーヘッドバル

ブ）型エンジンではあったものの、より新しいエンジン型式であるＯＨＣ（オーバーヘッド

カムシャフト）型エンジンに比べて機構が単純であるため、耐久性やメンテナンス性に優れ

ており、Ｍは、ブラジルの自動二輪車市場において求められる基本性能を優に満たすもので

あった。Ｂ社等は、原告から供与された技術情報、ノウハウ等を用いて、Ｍ等の自動二輪車

に改良を加え、その量産体制を確立するとともに、生産体質を改善し、その販売台数を順調

に伸ばし、１９８１年（昭和５６年）には販売台数が１０万台を超え、１９８３年（昭和５

８年）には販売台数が約１７万台、販売シェアが約８０％に達した。しかし、ブラジル経済

は、１９８５年（昭和６０年）以降、ハイパーインフレーションの発生とブラジル政府によ

るその収束策の失敗のために混乱状態に陥り、ブラジルの自動二輪車市場は低迷し、Ｂ社の

販売台数も大幅に減少した。Ｂ社は、１９８０年代後半、原告の指示により、インフレ分を

ディーラー向けの販売価格に上乗せする価格政策を採用しており、低所得者を主たる購買層

とするＭの小売価格は低所得者が容易に購入することができないものとなっていた。Ｂ社は、

１９８９年（昭和６１年）には、Ｍにマイナーチェンジを加えたＯを発売したが、販売台数

は増加しなかった。Ｂ社等の業績は、原告がブラジルでの自動二輪車の製造及び販売事業か

ら撤退することを検討するほどに悪化し、原告は、現在のＣ社が果たしていたディーラーへ

の卸売機能をＢ社に移管し、Ｂ社が直接ディーラーに卸売をするようにすることで販売機能

に係るコストの圧縮を図ったが、効果はなかった。（甲２６、２７、２９、２０６、２０９、

乙２７、２８、３４、８８ないし９０、１２５、１３８、１３９） 

エ 乙元工場長らによるｙ工場の再建 

 乙元工場長は、昭和３５年に原告に入社した後、主として施設部門の仕事に携わり、１９

８０年（昭和５５年）から１年半、技術者としてＢ社に出向した。乙元工場長は、その後、
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原告の自動二輪車生産部門課長、Ⓤ本社生産企画部主任技師等を務め、Ⓥ長を経て（この間、

製造機能の海外移転のために稼働率が低下していた同製作所の再建を経験した。）、１９９２

年（平成４年）にＢ社の副社長兼工場長としてブラジルに赴任し、２００１年（平成１３年）

まで勤務した。乙元工場長の赴任の目的は、業績の悪化していたＢ社等のｙ工場を建て直し、

Ｂ社等の経営的自立を果たすというものであった。その当時、ブラジルのハイパーインフレ

ーションの下で、マナウスフリーゾーンの製造業全体が深刻な打撃を受けていたところ、乙

前工場長は、原告からＢ社に出向した他の現地駐在員と共に、従業員の削減、工場の操業停

止、コスト及び在庫の管理、価格政策の変更、従業員の意識改革、コンソルシオ販売の積極

的活用等の工場再建策を実行した。（甲２０６、２０９、２２９） 

オ ブラジル経済の安定とＢ社の販売台数の増加 

 ブラジル経済は、１９９４年（平成６年）のレアルプランの導入を契機にハイパーインフ

レーションが収束したことにより安定した。Ｂ社等は、ブラジル市場における自動二輪車に

対する需要に見合うＭ等の低所得者向けの実用モデルに集中し、同年、Ｎを上市した。同機

種は、前機種であるＯの外観を変更しただけのものであり、その基本技術は、１９７６年（昭

和５１年）の自動二輪車の生産開始当時のものと大きく変わるものではないが、Ｂ社等は、

製造コストの低減によって得た余力により、１９９３年（平成５年）の価格改定でディーラ

ー向け販売価格を大幅に引き下げ、低所得者であってもコンソルシオ販売を利用することに

より無理なく購入することができる程度の小売価格を設定し、その後の物価の上昇を反映さ

せることなく基本的に据え置いたため、Ｂ社がＭを販売することにより長年にわたって培っ

てきたＡブランドに対する市場の信頼も相俟って、Ｂ社の販売台数は急速に増加し、１９９

７年（平成９年）には販売シェアが９０％を超えた。Ｂ社の販売台数中に占めるＪ社のコン

ソルシオ販売の割合は、１９９７年（平成９年）の１３．９％から、１９９８年（平成１０

年）に２０．８％、１９９９年（平成１１年）に２８．４％、２０００年（平成１２年）に

３０．１％、２００１年（平成１３年）に３０．７％、２００２年（平成１４年）に３２．

４％、２００３年（平成１５年）に３４．４％と上昇した。なお、Ｂ社は、自動二輪車の大

部分を国内のディーラーに販売しており、本件各事業年度の輸出割合は約４％から約１０％

であった。（甲８、２６ないし２８、２０６、２０９ないし２１１、乙１９、２８、３４、

８８ないし９０、１２５、１３８、１３９） 

カ Ｊ社によるコンソルシオ販売 

 ブラジルでは、総人口に占める低所得者の割合が高いところ、ハイパーインフレーション

とそれに対応するための金融引締策などの不安定な経済状況の下では、低所得者は、自動二

輪車のような高額商品を購入するに当たり金融機関から借入れを受けることが困難であっ

た。コンソルシオ販売は、このような事情を背景として金融機関から融資を受けることがで

きない低所得者向けに発達した特有の販売形態であり、ある商品の購入希望者が講（コンソ

ルシオ）を構成し、毎月、掛金を出し合い、購入可能な数の商品を購入し、抽選で当たった

参加者から順次商品の引渡しを受ける仕組みである。コンソルシオ販売は、所得水準の高い

ブラジル南東部、南部よりも、所得水準の低いブラジル北部、北東部で重要性が高い。Ｊ社

は、Ｃ社の子会社であり、コンソルシオの組成並びにその管理及び運営を業としている。Ｂ

社は、その販促資料中に同じ企業グループに属するＪ社についての説明を加えたり、共同マ

ーケティングを行う、情報管理システムへのＪ社の組込みを行うなどの協力を行い、販売拡
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張を図っており、Ｂ社等の出身者がＪ社の取締役となるなど人的関係も深かった。Ｂ社のデ

ィーラーは、Ｊ社から、コンソルシオ販売を委託され、コンソルシオ販売員をその販売に従

事させており、Ｊ社は、コンソルシオ販売員の教育訓練等のほかに、販売・マーケティング

資料を配布するなどすることにより、コンソルシオ販売員を援助し、また、ディーラーコミ

ッションを支払うことにより、Ｂ社のディーラーを支援している。Ｂ社のディーラーは１９

９７年（平成９年）の３７８店から２００２年（平成１４年）には５６３店となっており、

Ｂ社の販売網は、多数のディーラー及び各ディーラーが雇用し又は委託契約を締結している

コンソルシオ販売員によるコンソルシオ販売網によりブラジルの大部分をカバーしている。

（甲２６、１２３、１２４） 

キ 部品の内製化 

 Ｂ社がマナウスフリーゾーンで現地生産を開始した当時、現地の部品メーカーで原告の品

質基準を満たすことができる技術を有するものはほとんど存在せず、マナウスフリーゾーン

への日系の自動二輪車の部品メーカーの進出も進まなかった。そこで、Ｂ社は、現調率規制

をクリアーするため、原告から自動二輪車の製造設備を購入し、また、原告に技術者の派遣

を要請し、原告又は原告の委託を受けた部品メーカーから派遣された技術者による技術支援

を受けて、部品の内製化及び現調化を推進し、その後、Ｂ社の販売台数が増加し、日系の自

動二輪車の部品メーカーがマナウスフリーゾーンに進出するようになると、Ｂ社等がそれを

支援し、内製部品が現調部品に切り替えられることもあった。本件各事業年度には、Ｂ社の

主要機種であるＭの現調率は約９０％に達しており、Ｂ社等全体でみても、Ｂ社が製造に使

用する部品の約８０％が現調化されており、そのうちの３０％が内製部品、５０％が現調部

品であり、残りの２０％が原告から購入する組立部品であった。Ｂ社は、販売量が少ない大

型機種及び製造に高度な技術を要する高性能機種については、自ら製造することなく、原告

から完成自動二輪車を購入し、販売している。（甲２６、２７、２９、乙２８、３４、８８） 

ク Ｇ社による研究開発 

(ア) 原告は、その研究開発部門を分離して設立したＧ社に委託して研究開発を行っている

ところ、Ｇ社は、将来の製品の技術の基盤となる新技術の開発のための基礎研究を行うと

ともに、商品開発の具現化に向けた「Ⓦ」（技術要素の基本的な耐久性、信頼性、性能等

を、長期的に研究評価し、創造的で革新的な技術として完成させることを目的として行わ

れる研究）及び「Ⓧ」（社会のニーズや顧客の期待に応える商品づくりをすることを目的

として行われる開発行為）と呼ばれる研究開発を展開している。（乙１８） 

(イ) Ｇ社の国内事業所の一つであるＨは、原告が製造する自動二輪車の研究開発を行って

おり、一つ一つの部品から完成車までの全てに関与している。Ｈは、原則として図面を作

成し、最終的に、全ての図面、仕様書を確認し、誰が作っても必ず同一の機能、性能、耐

久性を持った製品（完成車）を作ることができるようにしている。原告は、毎期発生する

Ｈに対する委託研究費を、一定の基準で世界各地域に配賦しているところ、Ｂ社の製品に

ついては、後記ケのＫの研究開発が行われるまで、新たな技術の開発を必要とするエンジ

ンの変更は行われたことがないが、外観の変更等を中心とするマイナーチェンジの際など

に、それによって発生する不具合のチェックや、製品の強度の確認等が実施されていた。

また、ブラジルでは、ＤＩＮ規格（ドイツ工業規格）が用いられているため、我が国のＪ

ＩＳ規格による図面を使用することができないことから、Ｂ社等は、Ｈから提供された図
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面をポルトガル語に翻訳し、日本の材料を現地調達する材料に置き換え、素材図、小組図、

メーカー図を反映し、仕様変更したブラジル向け図面（原告及びＢ社等の中では「●●」

の「●」をとって「●図」と呼ばれている。）を作成することにより、内製化や現調化を

可能にしてきたところ、Ｈは、●図についても市場に出して問題がないか否かの最終確認

を行っていた。（甲８、乙１３３） 

(ウ) Ｇ社のブラジルにおける海外駐在事務所であるＩは、本件製品に対する市場の評価や

ニーズを把握するため、市場調査やその結果の分析を行い、それによって得られた本件製

品の価格や仕様に関する顧客のニーズや製品の開発のタイミング等に関するデータから、

商品開発の基本コンセプトをまとめ、Ｈに提案している。Ｂ社等は、新機種導入時に量産

化のために行う準備を「量産化イベント」と呼んでおり、この準備は、第１段階（ＰＰ１）

段取確認、第２段階（ＰＰ２）量産確認、第３段階（ＰＰ３）最終品質確認から成るもの

であるところ、Ｉは、この量産化イベントも行っているが、Ｉの主要な業務は市場調査で

あり、Ｉのローカルスタッフがグループインタビューなどにより掘り下げた顧客の意見が

上記のとおり本件製品の企画開発に生かされる。（乙３５、１３３） 

(エ) Ｈは、Ｉから調査結果の報告及び商品開発の提案を受け、Ｉと意見交換をしながら、

Ｉのスケッチ及びフレーム構造の変更提案に基づく検討を行い、設計図を作成し、クレイ

モデル及びテスト車の製作を行っている。Ｂ社等は、製造の観点からＨと合同で検討を行

い、Ｉは、先行モデルを作成する。Ｈは、先行モデルの図面を作成してＢ社等に提供し、

テスト車を製作してＩと共同でテストを行っている。（乙３４） 

ケ ブラジルの自動二輪車市場の近時の動向 

 ブラジル政府は、１９９０年（平成２年）に、国内産業の保護育成のための輸入制限から

貿易の自由化に産業政策を転換し、１９９４年（平成６年）に、マナウスフリーゾーンの現

調規制を改正し、マナウス税恩典利益を享受するためにはＰＰＢ基準を満たした上で生産プ

ロジェクトの申請をすることが必要となった。ＰＰＢ基準による現調規制はこれを満たすこ

とが容易であるため、２０００年（平成１２年）以降、Ⓛなどの中国系の自動二輪車メーカ

ーが、マナウスフリーゾーンに進出し、組立部品の輸入及びノックダウン生産を行い、低い

販売価格を設定することにより、一時的に販売台数を伸ばしたが、その後、その販売台数は

低迷している。他方で、Ｐが、２０００年（平成１２年）に、基本性能でＮよりも優れたＱ

の販売を開始し、販売シェアを高め、Ｂ社の販売シェアが低下したことや、排気ガス規制が

強化されたことを受けて、原告及びＢ社等は、Ｍのフルモデルチェンジを行う必要があると

判断し、原告が進展国向けの次世代実用モデルエンジンとして開発した１５０ｃｃＯＨＣエ

ンジンを搭載するＫを２００４年（平成１６年）に上市した。（甲２６、１２８、１６５な

いし１７０、乙２８、３４、１０１） 

(3) ブラジルにおけるＢ社製品の販売シェア等 

 Ｂ社の１９７６年（昭和５１年）から２００３年（平成１５年）までの間のブラジルにおけ

る自動二輪車（本件製品）の生産台数及び販売シェアは、次のとおりである（各行の末尾の括

弧内の数値は年間インフレ率である。）。（乙２６、２７） 

76年  2,200台（19.9％）現地生産開始、Ｍ発売 

77年  26,791台（75.1％） （41％） 

78年  29,022台（76.5％） （40％） 
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79年  47,100台（71.0％） （67％） 

80年  70,523台（61.3％） （85％） 

81年 103,403台（74.4％）Ｊ社設立（Ｃ社） （91％） 

82年 149,049台（70.3％） （95％） 

83年 169,691台（79.2％） （164％） 

84年 116,848台（82.4％） （179％） 

85年 104,939台（85.4％） （228％） 

86年 103,614台（69.5％）Ｅ社設立 （68％） 

87年 118,239台（71.1％） （367％） 

88年 123,912台（74.9％） （892％） 

89年 126,658台（75.4％）Ｏ発売 （1637％） 

90年 107,070台（75.9％）輸入自由化 （1639％） 

91年  92,204台（79.1％） （459％） 

92年  67,632台（77.7％）Ｆ社設立 （1129％） 

93年  64,313台（76.8％）現調率規制がＰＰＢ基準に変更 （2491％） 

94年 111,105台（84.0％）レアルプラン実施 （866％） 

             Ｎ発売 

95年 180,734台（86.0％） （23.2％） 

96年 256,255台（88.5％） （9.1％） 

97年 381,182台（90.7％） （4.7％） 

98年 435,659台（91.3％） （2.5％） 

99年 436,467台（92.2％） （8.4％） 

00年 562,528台（88.6％） （5.3％） 

01年 658,094台（88,1％） （9.4％） 

02年 742,306台（86.2％） （14.7％） 

03年 817,925台（86.0％） 

(4) 原告とＢ社との技術支援に関する合意の成立等 

ア 原告とＢ社との技術支援に関する合意の成立 

 原告は、１９８８年（昭和６３年）６月、Ｂ社との間で、次のとおりの内容の製造ライセ

ンス及び技術支援に関する合意をした。（乙２２） 

(ア) 原告は、自動二輪車及びその部品の製造及び販売を業とし、これらの製品に関する工

業所有権、製造及び組立てに係る情報とノウハウ、品質基準、マーケティングの手法を有

している。Ｂ社は、ブラジルにおいて本件製品の製造、組立て、マーケティング及び販売

を行おうとするものである。この目的を達成するため、原告とＢ社は、製造ライセンス及

び技術支援に関する合意をする（前文）。 

(イ) 原告は、Ｂ社に対し、Ｍ等の本件製品の製造、組立て及び販売、その部品の製造、そ

の製造設備の製造又は設置、本件製品及びその部品のアフターサービスの提供のため、原

告の有する情報（① 本件製品又はその部品の製造、② 本件製品又はその部品の製造に

使用されるＢ社の工場の建設及び運営、③ 本件製品又はその部品の製造、組立て、試験、

検査、保守、修理又はアフターサービスに必要な製造設備の設置及び運転に関する設計、
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図面、基準、仕様その他全てのデータ、情報及び知識をいう。１条５号）及び工業所有権

（本件製品、その部品又はその製造設備の生産又は販売に関する特許、商標、意匠、著作

権その他法令に定める工業財産権をいう。同条７号）をブラジルにおいて使用することを

許諾する（２条１項）。 

(ウ) 原告は、Ｂ社に対し、① 技術情報の提供と開示、それに関する助言の提供をするこ

と、② 原告の技術者又は原告が指定した他社の技術者をＢ社の工場等に派遣し、Ｂ社の

従業員に技術指導を行うこと、③ 原告の工場又は原告が指定した他社の工場にＢ社の従

業員を受け入れ、その技術研修を行うことにより、技術支援を行う（５条）。 

(エ) Ｂ社は、原告に対し、本合意による情報及び工業所有権の使用許諾の対価として、ブ

ラジル連邦共和国法に基づき原告へのロイヤルティの海外送金が許可された日以降の本

合意期間中、ロイヤルティを支払う（１２条）。 

イ ブラジルにおけるロイヤルティの支払規制の改正 

 ブラジルでは、１９６２年（昭和３７年）法律第４１３１号の規定により、国外関連者に

対するロイヤルティの支払が制限されているが、１９９１年（平成３年）法律第８３８３号

の規定により、ブラジル工業所有権院（以下「ＩＮＰＩ」という。）の承認を受けた契約に

基づくものである場合には国外関連者に対するロイヤルティの支払が例外的に認められる

こととなった。原告は、Ｂ社等を通じてブラジルの弁護士に相談した結果、国外関連者に対

するロイヤルティの支払に係る契約についてＩＮＰＩの承認を受けるためには当該技術、商

標等が１９９２年（平成４年）１月以降にブラジルに導入されたものであることを必要とす

る上、ブラジル特許・商標局は当該技術が最新のものであることを求めていることを知り、

Ｂ社等からロイヤルティを収受することについてＩＮＰＩの承認を受ける見込みはないと

判断し、ＩＮＰＩに対する承認申請を断念するとともに、上記製造ライセンス及び技術支援

に関する合意の更新を拒絶した。そのため、その合意は１９９４年（平成６年）５月３１日

をもって終了したが、Ｂ社等は、その後も、従前と変わることなく、原告から購入した完成

自動二輪車の販売、Ｍ等の自動二輪車の製造及び販売、部品の製造、製造設備の設置等を行

っており、原告は、そのことに異議を述べず、技術者の派遣や現地駐在員の出向により技術

支援を継続していた。（乙２３ないし２５、２８） 

ウ 原告とＢ社との技術者派遣に関する合意の成立 

 原告は、１９９８年（平成１０年）１０月、Ｂ社との間で、Ｂ社の支援のため、原告の生

産技術及びノウハウの移転並びに製造設備の据付や事業計画の遂行のための打合せ、アドバ

イス等と実作業の外注委託を目的として、次のとおりの内容の技術者派遣及びコンサルタン

ト派遣に関する合意をした。（乙２９、３０、３２） 

(ア) 技術者派遣に関する合意は、原告が自社の技術者を継続的にＢ社に派遣する基本的条

件について取り決める。原告がＢ社の要請に応ずる場合、原告は、Ｂ社が製造する自動二

輪車及びその製造に使用する製造設備に関して、① 自動二輪車の製造を開始するに当た

って必要となる技術支援、② 製造設備の運転に必要となる技術支援、③ 上記①及び②

に関連するＢ社の人員の研修を自社の技術者に実施させる目的で、自社の技術者をＢ社に

派遣するものとする（１条）。 

(イ) コンサルタント派遣に関する合意は、原告が自社のコンサルタントを継続的にＢ社に

派遣する基本的条件について取り決める。原告がＢ社の要請に応ずる場合、原告は、Ｂ社
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が製造する自動二輪車及びその製造に使用する製造が備に関して、① 自動二輪車、その

発売時期等に関するコンサルティング、② 自動二輪車の製造及び製造設備の据付の開始

に係る調査、③ 製造設備の据付及び管理、④ Ｂ社の事業に関する市場調査を自社のコ

ンサルタントに実施させる目的で、自社のコンサルタントをＢ社に派遣するものとする

（１条）。 

(ウ) Ｂ社が原告からの技術者又はコンサルタントの派遣を希望する場合には、原告にその

旨を書面で要請するものとする。原告がＢ社の要請に応ずる旨の決定をした場合には、Ｂ

社にその旨を書面で通知するものとし、原告は、本合意の条件に従ってＢ社に自社の技術

者又はコンサルタントを派遣するものとする（３条）。 

(エ) 本合意に基づく原告の技術者又はコンサルタントの派遣の対価として、Ｂ社は、原告

に対し、派遣された技術者又はコンサルタント一人について日当８万５０００円を支払う

ものとする（５条）。 

エ 原告のＢ社等に対する技術者の派遣 

 原告は、本件各事業年度において、上記ウの技術者派遣及びコンサルタント派遣に関する

合意に基づいて、Ｂ社等の要請により、後記(5)のとおり、Ⓥ及びⓎの各技術者等をＢ社等

に派遣し、Ｂ社等から、技術者又はコンサルタント一人について日当８万５０００円の対価

の支払を受けた。（乙３１） 

オ 原告とＢ社との技術協力に関する合意の成立とロイヤルティの支払 

(ア) Ｂ社の販売シェアは、１９９９年（平成１１年）には９２．２％に達したが、ＰがＭ

の対抗機種であるＱの販売を開始した２０００年（平成１２年）以降は徐々に低下した。

原告は、Ｑに対抗する機種の製造及び販売のため、Ｂ社等に高度な技術を供与し、Ｂ社等

は、２００４年（平成１６年）に、原告が進展国向けの次世代実用モデルエンジンとして

開発した１５０ｃｃＯＨＣエンジンを搭載するＫを上市したところ、この技術供与に伴い、

原告は、２００３年（平成１５年）１２月、Ｂ社との間で、技術協力に関する合意をした。

（乙３３）。 

(イ) Ｂ社は、２００４年（平成１６年）１月、ＩＮＰＩに対し、Ｋに関連する技術の供与

に係るロイヤルティの支払の承認申請をし、２００５年（平成１７年）１月、ＩＮＰＩか

ら承認を受け、原告に対しロイヤルティを支払っている。、なお、原告とＢ社は、Ｋの後

続機種についても、上記オの合意とほぼ同様の技術協力に関する合意をし、Ｂ社は、ＩＮ

ＰＩから承認を受け、原告に対しロイヤルティを支払っている。（乙３４） 

カ 原告と部品メーカーとの技術援助契約の締結 

 原告は、原告の自動二輪車の部品を製造するＲ及びＳとの間で、Ｒについては昭和６２年

４月２０日付けで、Ｓについては平成１１年５月１８日付けで、Ｂ社の自動二輪車の製造に

関する技術援助契約を締結し、本件各事業年度において、同契約に基づいて、Ｂ社等の要請

により、後記(5)のとおり、提携部品メーカーの技術者等をＢ社等に派遣した。（乙３６） 

キ 原告と設備メーカーとの技術援助契約の締結 

 Ｂ社等は、製造設備を購入する場合、設備メーカーから直接供給を受けるのではなく、原

告を介して供給を受けることが多く、そのときは、原告と設備メーカーとの間の売買契約と、

原告とＢ社等との間の売買契約とが、それぞれ締結されるところ、設備メーカーは、それに

伴い原告との間で締結する技術援助契約に基づいて、その技術者をＢ社等に派遣し、製造設
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備の据付、検査及び調整、試運転等を行わせ、原告は、設備メーカーに対し、その対価を支

払った上、Ｂ社等から、技術者一人一日当たり８万５０００円の対価の支払を受けた。原告

が本件各事業年度において設備メーカーとの間の技術援助契約に基づいてしたＢ社等の要

請による設備メーカーの技術者の派遣は、後記(5)のとおりである。（甲１２９、１９１、乙

１３２） 

(5) 原告の技術支援 

 原告は、海外の生産拠点の自立化を進めるとともに、自らは核となる製品技術、技術情報の

開発や海外の生産拠点の支援業務を行うというグローバル戦略を採用しており、Ｂ社等につい

ては、原告のⓋが新機種導入の支援を、Ⓨが生産ラインの生産体質の向上等の支援を、それぞ

れ担当するものとしている。原告が本件各事業年度においてＢ社等の要請に応じＢ社等に対し

て行った技術者派遣等の支援業務は、次のとおりである。（乙３４、１３２、１３４） 

ア 新機種導入支援 

 原告は、Ｂ社等から、経験者及びノウハウ不足を補うための技術者派遣の要請を受け、Ⓥ

海外生産支援室による人選を経て、原告の技術者を派遣した。 

イ 生産ラインの現調化推進支援 

 原告は、Ｂ社等から、技術者派遣の要請を受け、Ⓥは、Ｂ社等が現地調達しようと提案す

る備品が、図面の規格を満たしているか、材料の成分が適合しているか、耐久性を有するか

という観点から適合性を検討し、又はテスト方法を提案し、適合証明書を発行した。 

ウ 生産体質改革支援 

 原告は、Ｂ社等から、技術者派遣の要請を受け、Ⓨは、Ｂ社等に対して生産工程ごとにそ

の担当者を派遣し、計画台数生産のための問題点を洗い出し、Ｂ社等に改善策を提案した。 

 Ｂ社等は、Ⓨの提案する改善策を実行するため、原告に、設備メーカーの推薦と、適切な

製造設備の選択及びその発注を依頼した。原告は、設備メーカーとの間で、製造設備の売買

契約を締結した。Ｂ社等は、原告との間で、原告の購入原価に一定の額を上乗せした価格で

製造設備を購入する売買契約を締結した。 

 Ｂ社等は、新規導入設備が分解された状態で工場に到着した後、原告に対し、その据付、

試運転に必要な作業を行う設備メーカーの技術者の派遣を要請した。原告は、設備メーカー

に対し、新たに導入した製造設備の据付、試運転の支援のためにその技術者をＢ社等に派遣

することを委託する技術者派遣委託契約を締結した。Ｂ社等は、原告に対し、製造設備の据

付、試運転等のためにその技術者をＢ社等に派遣することを委託した。派遣された設備メー

カーの技術者は、新規導入設備の据付、試運転支援をした。 

エ 原告の提携部品メーカーに対する技術支援の委託 

 原告は、Ｂ社等の要請を受けて、提携部品メーカーに対し、Ｂ社等への技術支援を委託し、

提携部品メーカーは、Ｂ社等に対し、その技術者を派遣して技術指導を行った。原告は、提

携部品メーカーに対し、技術援助の対価としてロイヤルティの支払をした。 

(6) 本件国外関連取引 

 原告は、本件各事業年度において、次のアないしエのとおり、Ｂ社に対し完成自動二輪車、

自動二輪車の組立部品及び補修部品並びに金型を販売し、Ｂ社及びＥ社に対し自動二輪車の製

造設備等を販売し、Ｂ社の事業活動を支援するためＢ社等の工場等に技術者又はコンサルタン

トを派遣するなどの役務の提供をし、それにより対価の支払を受けた。また、これらの取引に
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は、次のオのとおり、無形資産の使用に係る取引が随伴していた。（乙１９、２１） 

ア 完成自動二輪車の販売取引 

 原告は、本件各事業年度において、Ｂ社に対し、完成自動二輪車を販売し、その対価を各

事業年度の収益の額に計上した。この取引は、技術的、販売数量的にみてＢ社で製造する合

理性がない大型機種や高性能機種を輸出したものであり、その取引数量は年間数百台から千

数百台にすぎなかった。その販売価格は原価基準法により原告の製造原価に一定の係数を乗

じた金額として定められており、平成１４年３月期の取引額は約２億円であった。 

イ 自動二輪車の部品の販売取引 

 原告は、本件各事業年度において、Ｂ社に対し、自動二輪車のエンジン及び車体の製造に

必要なドリブンギア、クランクシャフト、シリンダーヘッド等の組立部品並びに自動二輪車

の修理のための補修部品を販売し、その対価を各事業年度の収益の額に計上した。この取引

は、Ｂ社が自動二輸車の製造に用いる組立部品及び自動二輪車の販売に附随して販売する補

修部品を輸出したものであり、本件国外関連取引の主要部分を構成する。その販売価格は原

価基準法により原告の売上原価に係数１．５３４を乗じた金額として定められており、平成

１４年３月期の取引額は約１９４億円であった。部品の大部分は、原告が内製したものでは

なく、部品メーカーから供給を受けたものであり、Ｍの場合、エンジンの外製部品が１８０

種類、内製部品が零種類、車体の外製部品が５８種類、内製部品が零種類であった。 

ウ 自動二輪車の製造設備等の販売取引 

 原告は、本件各事業年度において、Ｂ社及びＥ社に対し、自動二輪車の製造又はその部品

若しくは金型の製造のために必要な鋳造設備、成型プレス設備等の製造設備及び金型を販売

し、その対価を各事業年度の収益の額に計上した。この取引は、Ｂ社又はＥ社が用いる製造

設備を原告が設備メーカーから購入してＢ社又はＥ社に転売したものであり、Ｂ社又はＥ社

の要請を受けて臨時的に行われたものである。その販売価格は原価基準法により原告の売上

原価に一定の係数を乗じた金額として定められており、平成１４年３月期の取引額は約１９

億円であった。 

エ 技術支援の役務提供取引 

 原告は、本件各事業年度において、Ｂ社等の要請を受けて、Ｂ社等の支援のため、技術者

又はコンサルタントをＢ社等の工場等に派遣し、その対価の支払を受けた。この取引は、原

告がＢ社等の新機種導入時の量産体制の確立、生産体質の改革、部品の内製化、製造設備の

設置及び運転開始等の支援のため原告の技術者を派遣し又は部品メーカー若しくは設備メ

ーカーに委託してその技術者を派遣し技術指導等の役務提供をしたものであり、Ｂ社等の要

請を受けて臨時的に行われたものである。原告は、Ｂ社等から技術者派遣料を収受しており、

平成１４年３月期の取引額は約３億円であった。 

オ 無形資産の使用に係る取引 

 原告は、本件各事業年度において、Ｂ社等に対し、自動二輪車の製造及び販売に関する技

術情報、部品及び製造設備の供給メーカー網を含む量産体制の確立及び生産体質の改革に関

するノウハウを供与し、原告の商標、ブランド等の市場に関する無形資産の使用を許諾して

いた。本件各事業年度において、原告とＢ社との間の製造ライセンス及び技術支援に関する

合意は既に終了していたが、これは、同合意に定められていたＢ社の原告に対するロイヤル

ティの支払が社会観念上実現することができないことから、同合意を終了させたものであり、
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Ｂ社等は、同合意の終了後も、従前と変わることなく、原告から購入した完成自動二輪車の

販売、Ｍ等の自動二輪車の製造及び販売、部品の製造、製造設備の設置等を行っており、原

告は、そのことに異議を述べず、技術者の派遣や現地駐在員の出向により技術支援を継続し

ていた。 

(7) 本件調査担当者による調査 

 本件調査担当者は、本件国外関連取引について、独立企業間価格を算定するため、次のとお

り、調査を実施した。（乙１２２） 

ア 情報収集先法人の抽出 

 本件調査担当者は、本件各更正等に当たり、本件国外関連取引に係る比較対象取引の有無

を検討するため、ブラジル市場の状況や原告及びＢ社等が行う事業の実態について広く情報

を収集することとし、有名国内自動二輪車メーカー３社の中からインターネット等により収

集した企業情報等によりブラジルで自動二輪車の製造販売を行っている可能性のある２社

を情報収集の対象とした（なお、残りの１社については、ブラジルでは自動二輪車の販売の

みを行い、製造を行っていなかったため、情報収集の対象とはしなかった。）。本件調査担当

者は、これ以外にも、ブラジルにおける自動二輪車の製造及び販売事業に関する情報の収集

が見込まれる企業として、自動二輪車の部品メーカーが考えられたことから、株式会社Ⓩ発

行の「ⓐ」や同社発行の「ⓑ」等により、「二輪車部品の製造」の分野から５社を、「ベアリ

ング又は自動車部品の製造」の分野から自動二輪車の製造に関与している２社を抽出し、さ

らに、原告の取引先のうちブラジルへの進出が確認された１社を抽出した。そして、本件調

査担当者は、遠隔地に所在する３社を情報収集対象外とし、合計７社に対する情報収集を措

置法６６条の４第９項の規定に基づいて実施した。 

イ 情報収集 

 本件調査担当者は、上記７社に対し、事前に照会書面を送付した上、実際に臨場して情報

収集を行った。本件調査担当者が収集した情報の内容は、情報収集先各社がブラジルの法人

と行っている取引の内容、ブラジル又は南米への進出（事業展開）の経緯、国外関連者及び

非関連者ごとの取引金額（組立部品等の売上金額及びロイヤルティ収入金額）、モデル別生

産台数、国内販売台数、ブラジル又は南米の自動二輪車市場の特色（マーケット動向、顧客

層、価格帯、人気クラス、人気ブランド等）と関連事業戦略、ブラジルでの自動二輪車の製

造販売市場における原告の同業他社（ライバル企業）の状況、ブラジル及び南米の自動二輪

車市場の情報全般である。本件調査担当者は、情報収集の過程で、ブラジルでの自動二輪車

市場に参入している企業に係る情報源として、ブラジルの自動二輪車業界団体であるＴのウ

ェブサイトを把握しており、これも活用して、ブラジルで自動二輪車の製造及び販売事業を

行う企業の製品別販売数量及び製造数量に関する情報（乙４９）も入手した。本件調査担当

者は、Ｂ社等の事業と関連して原告との間で無形資産の使用に係る取引を行う自動二輪車の

部品メーカー１社に対する反面調査を実施した。本件調査担当者は、原告から独立企業間価

格の算定に必要な資料等の提示又は提出が遅滞なくされなかったことから、措置法６６条の

４第９項の規定に基づいて、同業他社からの情報収集を実施した。具体的には、本件調査担

当者は、原告に対し、平成１５年７月３１日付けでブラジルにおけるロイヤルティの支払規

制に係る説明資料の提出を求め、また、同年８月２５日付けでブラジル自動二輪車の製造及

び販売事業に係る説明資料の提出を求めたが、ＩＮＰＩに対する申請内容、交渉等の経緯に
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関する資料、Ｂ社等が第三者に支払っているロイヤルティ等の状況（相手先、契約内容、契

約期間、支払金額）等に関する資料について遅滞なく提示又は提出がなく、ブラジル側の情

報等が得られなかったため、上記規定に基づいて、同年１０月１６日、原告に対し、ブラジ

ルに関する情報がすみやかに出てこないため、ロイヤルティ料率等の現地規制の概要、同業

他社及び部品メーカー等のマーケット情報について、同業他社からの情報収集をすることを

説明した上、同業他社からの情報収集を実施した。 

ウ 調査の結果 

 本件調査担当者は、Ｔのウェブサイトから取得したブラジルで自動二輪車の製造及び販売

を行う企業の製品別販売数量及び製造数量に関する情報や、上記書面照会及び原告の同業他

社への臨場調査等で得られた情報を基に、棚卸資産が同種のものであること、比較対象取引

の市場がブラジルであること等の条件により、基本三法の適用可能性の有無、すなわち、本

件国外関連取引に係る比較対象取引の有無について検討を行ったところ、ブラジルで自動二

輪車の製造及び販売を行っている企業の製品別販売数量及び製造数量においては、Ｂ社が圧

倒的な販売シェアを有し、第２位のＰを大きく引き離しており、本件各事業年度において、

ブラジルの自動二輪車市場はＢ社及びＰによる寡占状態にあった。Ｂ社及びＰ以外のブラジ

ルの自動二輪車メーカーの取引は、いずれもその無形資産の供与、品質及び販売数量からみ

て本件国外関連取引との比較可能性を有するものということができず、唯一本件国外関連取

引との比較可能性を有すると思われたＰの取引は、関連者間取引のみが行われていることが

確認され、比較対象取引とすることができなかった。本件調査担当者は、本件国外関連取引

を個別の取引に分けて比較可能なブラジル向け非関連者間取引の有無を検討することとし、

そのうちの棚卸資産の販売取引との比較可能性を確保するためには比較対象取引に係る棚

卸資産にも同程度の無形資産の価値が含まれている必要があると考え、本件国外関連取引と

比較可能な棚卸資産の販売取引として、本件製品と比較可能な製品を構成する自動二輪車の

部品に係るブラジル向け非関連者間取引、及び、本件製品と比較可能な製品を製造すること

ができる製造設備に係るブラジル向け非関連者間取引の有無を検討したが、その存在を把握

することはできなかった。情報収集先の自動二輪車の部品メーカー５社は自動二輪車の製造

及び販売を行うものではないところ、本件調査担当者は、これらについても、部品の販売取

引、製造設備の販売取引、役務提供取引及び無形資産の使用に係る取引の内容について聴取

し、比較可能なブラジル向け非関連者間取引の有無を検討したが、その存在を把握すること

はできなかった。本件調査担当者は、本件国外関連取引のうちの役務提供取引がＢ社等に原

告の有する技術情報、ノウハウを活用させるために行われたものであることを踏まえて、そ

れと比較可能なブラジル向け非関連者間取引の有無を検討したが、その存在を把握すること

はできず、本件国外関連取引のうちの無形資産の使用に係る取引についても、比較可能なブ

ラジル向け非関連者間取引の存在を把握することができなかった。本件調査担当者は、この

ような外部比較対象取引に係る検討のほか、内部比較対象取引に係る検討をもしたところ、

ブラジルで自動二輪車の製造及び販売を行う企業の中には、Ｂ社等以外に、原告から部品等

の供給、役務の提供、無形資産の供与を受けているものはなく、比較可能な内部取引の存在

を把握することはできなかった。なお、本件調査担当者は、原告とＬ社との取引については、

コロンビアとブラジルとでは市場が異なり、比較可能性がないことから、比較対象取引とし

て採用しなかった。このように、本件各事業年度のブラジルの自動二輪車市場において、Ｂ
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社及びＰによって市場が寡占され、他社の参入が困難な状況になっていたため、本件調査担

当者は、無形資産の供与、品質及び販売数量の面で比較可能な水準にある自動二輪車に関す

る取引を見出すことができず、さらに、部品、製造設備の販売取引及び役務提供取引に無形

資産の使用に係る取引が伴っているため、本件調査担当者は、完成自動二輪車の販売取引、

自動二輪車の部品の販売取引、役務提供取引及び無形資産の使用に係る取引のそれぞれにつ

いて、比較可能な非関連者間取引を見出すことができなかった。 

４ 独立企業間価格の算定方法の選択の適否（争点２－１）及び算定単位の設定の適否（争点２－

２）について 

(1) 基本三法の適用可能性の有無について 

ア 基本三法に準ずる方法その他政令で定める方法は、基本三法を用いることができない場合

に限り、用いることができるものである（基本三法優先の原則。措置法６６条の４第２項１

号括弧書き及び２号括弧書き）ところ、基本三法を用いることができないことについては、

被告（国）が主張立証責任を負うが、被告（国）において、処分行政庁が合理的な調査を尽

くしたにもかかわらず基本三法を用いることができなかった旨を主張立証した場合には、基

本三法を用いることができないことが事実上推定され、原告（納税者）において、この推定

を覆すに足りる主張立証をする必要が生ずることは、上記２(2)エ(ア)のとおりである。 

イ まず、基本三法の適用可能性の有無の判断に当たり本件国外関連取引をどのような単位で

みるかについて検討するに、基本三法の適用可能性の有無の判断は、基本三法を適用して独

立企業間価格の算定をすることができるか否かについての判断であるから、基本三法の適用

可能性の有無の判断に当たり国外関連取引をどのような単位でみるかは、独立企業間価格の

算定に当たり当該国外関連取引をどのような単位でみるかという問題にほかならない。そし

て、独立企業間価格の算定に当たり国外関連取引をどのような単位でみるかという点につい

て明示的に規定した法令の定めはないところ、措置法通達６６の４(3)－１は、独立企業間

価格の算定は、原則として、個別の取引ごとに行うのであるが、例えば、次に掲げる場合に

は、これらの取引を一の取引として独立企業間価格を算定することができるとした上、国外

関連取引について、同一の製品グループに属する取引、同一の事業セグメントに属する取引

等を考慮して価格設定が行われており、独立企業間価格についてもこれらの単位で算定する

ことが合理的であると認められる場合、及び、国外関連取引について、生産用部品の販売取

引と当該生産用部品に係る製造ノウハウの使用許諾取引等が一体として行われており、独立

企業間価格についても一体として算定することが合理的であると認められる場合を掲げて

いる。独立企業間価格とは、当該国外関連取引が特殊の関係にない者（非関連者）の間で同

様の状況の下で行われた場合に成立するであろう合意に係る価格をいうものであるところ、

棚卸資産の販売価格の設定は、個別の取引ごとに行われるのが通常であるから、独立企業間

価格の算定は、原則として、個別の取引ごとに行うべきものである。しかし、措置法通達６

６の４(3)－１が掲げるように、複数の取引のそれぞれに係る棚卸資産の販売価格の設定が、

各取引ごとに独立して行われるのではなく、それぞれの取引の関連性を考慮して行われるよ

うな場合や、複数の取引が、その目的、取引内容、取引数量等からみて、一体として行われ

ているような場合には、複数の取引を一の取引として独立企業間価格の算定を行うことが合

理的である。したがって、このような場合には、独立企業間価格の算定は複数の取引を一の

取引として行うのが相当であり、このことは取引の当事者が複数の国外関連者に跨がってい
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る場合においても異なるものではないというべきである。 

 これを本件についてみると、上記３(6)の認定事実によれば、本件国外関連取引のうち、

① 完成自動二輪車の販売取引は、Ｂ社の自動二輪車の販売機能を高めるため、自動二輪車

の部品の販売取引に附随して行われた取引、② 自動二輪車の部品の販売取引のうち、組立

部品の販売取引はＢ社に自動二輪車の製造機能を果たさせるため、補修部品の販売取引はＢ

社に自動二輪車の販売機能を果たさせるため、それぞれ行われた取引であると解され、また、

③ 自動二輪車の製造設備等の販売取引は、Ｂ社及びＥ社に自動二輪車又はその部品の製造

機能を果たさせるため、自動二輪車の部品の販売取引に附随して行われた取引、④ 技術支

援の役務提供取引は、Ｂ社等に自動二輪車の製造機能等を果たさせ又はその機能を高めるた

め、自動二輪車の部品の販売取引に附随して行われた取引、⑤ 無形資産の使用に係る取引

は、Ｂ社等に自動二輪車の製造機能等を果たさせ、その機能を高め又はＢ社に自動二輪車の

販売機能を果たさせるため、自動二輪車の部品の販売取引に附随して行われた取引であると

解されるのであって、さらに、⑥ Ｅ社及びＦ社は、いずれも、Ｂ社の子会社であり、かつ、

Ｂ社の自動二輪車の製造機能を補完する機能を果たしているものであることをも併せ考え

ると、本件国外関連取引は、原告とＢ社との間の自動二輪車の組立部品の販売取引を主要部

分として、付随的に、原告とＢ社等との間の完成自動二輪車の販売取引、自動二輪車の補修

部品の販売取引、自動二輪車の製造設備等の販売取引、技術支援の役務提供取引及び無形資

産の使用に係る取引を組み合わせて構成され、Ｅ社及びＦ社との取引を含めて一体として行

われたものであるということができる。 

 そうすると、本件国外関連取引については、Ｅ社及びＦ社との取引を含めて一の取引とみ

て独立企業間価格を算定するのが相当である。 

ウ そこで、本件国外関連取引を一の取引とみて基本三法を適用して独立企業間価格を算定す

ることができるか否かについて検討するに、上記３(7)の認定事実によれば、本件調査担当

者は、ウェブサイト及び書籍の閲覧による公開情報の調査、原告に対する資料の提示又は提

出の求め及び措置法６６条の４第９項の規定に基づく原告の同業他社からの情報収集を行

い、合理的な調査を尽くしたが、それにもかかわらず、本件国外関連取引を一の取引とみて

も、個別の取引とみても、これと比較可能な比較対象取引を把握することができず、本件国

外関連取引に係る独立企業間価格の算定について基本三法を用いることができなかったと

認めることができる。そうであるとすると、本件国外関連取引に係る独立企業間価格の算定

については、基本三法を用いることができないことが事実上推定され、かつ、この推定を覆

すに足りる事情は、本件全証拠によってもこれを認めることができない。 

 したがって、本件国外関連取引に係る独立企業間価格の算定については、基本三法を用い

ることができないということができるから、措置法６６条の４第２項１号ニ及び２号ロに定

める基本三法に準ずる方法その他政令で定める方法を用いることができるというべきであ

る。 

(2) 残余利益分割法の選定等について 

 次に、本件国外関連取引に係る独立企業間価格の算定については、措置法６６条の４第２項

１号ニ及び２号ロに定める基本三法に準ずる方法その他政令で定める方法のうち、いずれの算

定方法を用いるのが相当であるかについて検討するに、残余利益分割法は、法人又は国外関連

者が重要な無形資産を有する場合に適用されるものであることは、上記２(3)イ(ア)のとおり
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であるところ、① Ｂ社各事業年度中、Ｂ社がブラジルの自動二輪車市場において約９０％に

も及ぶ極めて高い販売シェアを有していたことは、上記３(3)のとおりであり、その間、Ｂ社

等は多額の営業利益を得ていたことに加えて、② 原告は、本件各事業年度において、Ｂ社等

に対し、自動二輪車の製造及び販売に関する技術情報、部品及び製造設備の供給メーカー網を

含む量産体制の確立及び生産体質の改革に関するノウハウを供与し、原告の商標、ブランド等

の市場に関する無形資産の使用を許諾していたこと（上記３(6)オ）、及び、③ Ｂ社等も、原

告から供与された技術情報、ノウハウ等を用いて、Ｍ等の自動二輪車に改良を加え、その量産

体制を確立するとともに、生産体質を改善する過程で、自動二輪車の製造に関する独自の技術、

ノウハウを形成し、維持、発展させ、原告の商標、ブランド等の市場に関する無形資産を使用

して、事業活動を行っていたのであって（上記３(2)ウ及びオ）、Ｂ社の販売網は、数百店を超

える数多くのディーラー及び各ディーラーが雇用し又は委託契約を締結しているコンソルシ

オ販売員によるコンソルシオ販売網によりブラジルの大部分をカバーしていたこと（上記３

(2)カ）をも併せ考えると、原告及びＢ社等は、本件各事業年度において、いずれも、重要な

無形資産を有し、その貢献により重要な無形資産を有しない非関連者間取引において通常得ら

れる利益（基本的利益）を超える利益（超過利益）を得ていたと認めることができる。 

 したがって、本件国外関連取引に係る独立企業間価格の算定については、基本三法に準ずる

方法その他政令で定める方法のうち、残余利益分割法を用いて行うのが最も適切であるという

べきである。そして、上記(1)イによれば、残余利益分割法を適用するに当たっては、Ｅ社及

びＦ社との取引を含めて本件国外関連取引を一の取引とみて独立企業間価格を算定するのが

相当である。 

５ 基本的利益の算定の適否（争点２－３）について 

(1) 基本的利益の算定方法について 

 基本的利益、すなわち、重要な無形資産を有しない非関連者間取引において通常得られる利

益に相当する金額は、例えば、当該国外関連取引（検証対象取引）の事業と同種の事業を営み、

市場、事業規模等が類似する法人（重要な無形資産を有する法人を除く。）の事業用資産又は

売上高に対する営業利益の割合等で示される利益指標に基づいて算定されるものであり（事務

運営指針３－３）、そのようにして基本的利益の算定をする場合において、ある非関連者たる

法人を比較対象法人として選定するためには、当該法人が当該国外関連取引の事業と同種の事

業を営み、市場、事業規模等が類似するものであり（比較可能性）、かつ、重要な無形資産を

有する法人ではないことが、その要件となることは、上記２(3)イ(イ)のとおりである。 

(2) Ｂ社等の比較対象法人の選定について 

 処分行政庁は、① Ｂ社等の事業と同種の事業を営み、市場、事業規模等が類似する法人で

重要な無形資産を有しないものとして、市販のデータベースであるＵ社の「Ｖ」、Ｗ社の「Ｘ」

及びＹ株式会社の「Ｚ」に掲載されているブラジル企業のうち米国標準産業分類コードが３７

１３、３７１４及び３７５１である二輪及び四輪車並びにその関係製品を製造しているものの

中から、公開情報等に基づいて、次のアないしカの条件のいずれかに該当する企業を除外し、

財務情報を確認した上、８社（ａ、ｂ、ｄ、ｅ、ｆ、ｇ、ｈ、ｉ）を選定し（乙８５、１２７）、

② それらのＢ社各事業年度に最も近接する事業年度ごとの総費用営業利益率（金利負担の差

異調整後のもの）の中位値をブラジル側基本的利益率として（乙８４、８５）、Ｂ社等のＢ社

各事業年度の総費用（売上原価に販売費及び一般管理費、営業外費用として会計処理されてい



47 

る売掛金及び買掛金に係る為替差損益を加えたもの）の額からＢ社等が支出した重要な無形資

産の価値の指標となる費用の額を控除した金額に乗ずることにより、別表２の４「原告の基本

的利益及びＢ社の基本的利益の算定」のＢ社欄記載の金額のブラジル側基本的利益の算定をし

ているところ、原告は、処分行政庁がしたブラジル側基本的利益の算定のうちＢ社等の比較対

象法人の選定の違法を主張する。そこで、Ｂ社等の比較対象法人の選定の適否について、次の

(3)で検討することとする。 

ア 二輪車又は四輪車に関連しない事業が５０％以上である企業であること。 

イ 年売上高が２５００万ドル以下の企業であること。 

ウ ３年以上連続したデータが入手できない企業であること。 

エ アフターマーケット向け製品の売上高が５０％以上である企業であること。 

オ 関連会社との取引が売上げ又は総費用の５０％以上である企業であること。 

カ 営業利益率がマイナス、かつ、債務超過という状況等から継続性に問題がある企業である

こと。 

(3) マナウス税恩典利益の享受の有無と比較可能性について 

ア 原告は、処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために用いる除外基準として設定

した基準の中に「マナウスフリーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受して

いない企業であること」という基準がなく、Ｂ社等の比較対象法人として、マナウスフリー

ゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受していないブラジル側比較対象企業

が選定されていることについて、マナウス税恩典利益を享受していないブラジル側比較対象

企業は検証対象法人であるＢ社等との比較可能性を有するものではないのであって、その点

に関し適切な差異調整を行うことなくしてされた本件各更正等は違法であると主張する。 

イ そこで、検討するに、残余利益分割法の適用上、比較対象法人の事業用資産又は売上高に

対する営業利益の割合等で示される利益指標に基づいて基本的利益の算定をする場合にお

いては、比較対象法人が事業活動を行う市場と検証対象法人が事業活動を行う市場とが類似

するものであること（市場の類似性）を必要とするところ、一般に、政府の規制や介入は、

それが行われている市場における棚卸資産の価格や法人の利益に影響を及ぼし得る性質を

有し、それが行われている市場の条件を構成するということができるから、検証対象法人が

市場において事業活動を行うに当たりその利益に政府の規制や介入の影響を受けている場

合には、そのような影響を検証対象法人と同様に受けている法人を比較対象法人として選定

するのでなければ、比較対象法人が事業活動を行う市場と検証対象法人が事業活動を行う市

場とが類似するものであるということはできず、当該比較対象法人は検証対象法人との比較

可能性を有するものではないこととなると解される（移転価格ガイドラインのパラグラフ１．

５５は、「価格統制（場合によっては価格の切下げ）、金利統制、役務の提供や経営管理料に

対する支払統制、使用料の支払に対する統制、特定の部門に対する助成傘、為替管理、反ダ

ンピング課税又は為替相場政策などの政府介入を考慮して独立企業間価格の調整を行うべ

きだと納税者が主張する環境がある。原則として、これらの政府の介入は、特定の国の市場

の条件として扱われるべきであり、通常ならば、その市場における当該納税者の移転価格を

評価する場合に考慮に入れるべきである。そこで問題となるのは、これらの条件に照らした

上で、関連当事者間で行われた取引が、独立企業間で行われる取引と矛盾しないかという点

である」としており、改訂移転価格ガイドラインのパラグラフ１．７３にも、これと同旨の
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記載がある。また、措置法通達６６の４(2)－３は、「措置法６６条の４の規定の適用上、比

較対象取引に該当するか否かについては、例えば、次に掲げる諸要素の類似性に基づき判断

することに留意する」とした上、その(11)で「政府の規制」を掲げており、平成２３年１０

月２７日課法２－１３による改正後の措置法通達６６の４(3)－３の注２にも、これと同旨

の定めがある。さらに、参考事例集の事例２０は、国外関連者（Ｓ社）が事業活動を行うＸ

国の市場において、政府の価格規制により製品Ａの市場価格が国際的な水準からみて相当程

度高く維持されており、業界平均の利益水準が世界平均よりも高くなっているという事例を

掲げて、市場の特殊性による価格水準は、同じ市場で事業を行う者が同様に影響を受けるも

のと考えられ、残余利益分割法の適用上、市場の特殊性（政府の価格規制等）による価格へ

の影響については、同様の影響を受けていると考えられるＸ国の法人を選定してＳ社の基本

的利益を計算する過程で反映されることになるとしている。）。なお、同一の国内であっても、

政府の規制や介入がある特定の地域における棚卸資産の価格やある特定の地域で事業活動

を行う法人の利益にのみ影響を及ぼす場合には、当該特定の地域とその他の地域とでは市場

の条件が異なることとなるのであって、当該特定の地域とその他の地域はそれぞれ別個の市

場であると解するのが相当である。 

ウ これをマナウス税恩典利益の享受についてみると、マナウス税恩典利益は、それを享受す

る法人の輸入税及びＩＣＭＳの負担を軽減し、その売上原価を低減させることなどにより、

政府助成金や補助金と同様に当該法人の利益を増加させる性質を有している。すなわち、上

記３(1)エのとおり、ブラジルの企業会計上、輸入税は売上原価を構成するところ、輸入税

の軽減は、政府助成金や補助金と同様に売上原価の低減項目として費用を減少させ、売上総

利益ひいては営業利益を増加させ、また、ＩＣＭＳみなし仕入税額控除は、政府助成金や補

助金と同様に売上原価の低減項目として費用を減少させ、売上総利益ひいては営業利益を増

加させるし、ＩＣＭＳ税額免除及びＩＣＭＳ税軽減は、総売上げの控除項目であるＩＣＭＳ

費用額の低減項日として純売上げを増加させ、売上総利益ひいては営業利益を増加させる。

そうすると、マナウス税恩典利益は、それを享受する法人の営業利益に影響を及ぼす性質を

有し、政府助成金や補助金といった政府の介入の実質を有するものとして、マナウスフリー

ゾーンという市場の条件を構成するということができるのであって、検証対象法人がマナウ

スフリーゾーンで事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受している場合には、マナウスフ

リーゾーンで事業活動を行い検証対象法人と同様にマナウス税恩典利益を享受している法

人を比較対象法人として選定するのでなければ、比較対象法人が事業活動を行う市場と検証

対象法人が事業活動を行う市場とが類似するものであるということはできず、当該比較対象

法人は検証対象法人との比較可能性を有するものではないこととなるというべきである。 

 本件の場合、Ｂ社等は、マナウスフリーゾーンで事業活動を行い、マナウス税恩典利益を

享受しており、Ｂ社等がＢ社各事業年度中に享受したマナウス税恩典利益は、それを享受す

るためにアマゾナス州政府に対しＦＭＰＥ等の拠出金を負担しなければならなかったこと

を考慮しても、Ｂ社各事業年度のＢ社の営業利益の合計額である１３億７６０８万９０００

レアルの約５９％に相当する８億０６９２万７０００レアル（輸入税の軽減額２億９２９３

万６０００レアル、ＩＣＭＳみなし仕入税額控除額１億８９５８万３０００レアル、ＩＣＭ

Ｓ税額免除額１億３１９３万８０００レアル、ＩＣＭＳ税軽減額２億３０５９万９０００レ

アルの合計額から、ＦＭＰＥ８４３万６０００レアル、ＦＴＩ２４９２万７０００レアル、
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ＵＥＡ４７６万６０００レアルを控除した残額）に上っているのであって（甲４５、５２、

１３３）、マナウス税恩典利益の享受がＢ社等の営業利益に大きな影響を及ぼしたことは客

観的に明らかである。しかるに、処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために用い

る除外基準として設定した基準の中に「マナウスフリーゾーン外で事業活動を行いマナウス

税恩典利益を享受していない企業であること」という基準はなく、Ｂ社等の比較対象法人と

して選定されたブラジル側比較対象企業は、いずれも、マナウスフリーゾーン外のサンパウ

ロ州ほかのブラジル南部の工業地帯で事業活動を行い、マナウス税恩典利益を享受していな

い（この事実は弁論の全趣旨により認められる。）。したがって、ブラジル側比較対象企業が

事業活動を行う市場とＢ社等が事業活動を行う市場とが類似するものであるということは

できず、ブラジル側比較対象企業は、Ｂ社等との比較可能性を有するものではないというべ

きである。 

エ 以上と異なる被告の主張は、次のとおり、いずれも採用することができない。 

(ア) 被告は、重要な無形資産を有しない法人がマナウス税恩典利益を享受したとしても、

その効果は限定的なものにとどまるから、マナウス税恩典利益の享受の有無は比較対象法

人の比較可能性に重大な影響を及ぼす有意な差異ではないと主張する。 

 しかし、マナウス税恩典による輸入税の軽減及びＩＣＭＳみなし仕入税額控除の額は当

該法人がマナウスフリーゾーンでの生産に用いるために購入した部品、原材料の購入金額

を、ＩＣＭＳ税額免除及びＩＣＭＳ税軽減の額は当該法人がマナウスフリーゾーンで生産

し販売した製品の売上金額を、それぞれ基礎として一定の税率を乗じて計算されるもので

あるから（上記３(1)エ）、マナウス税恩典利益を享受する法人は、重要な無形資産を有し

ているか否かにかかわらず、その事業規模に応じた税恩典を受けられるものであり、また、

営業利益率という総費用や売上高に対する営業利益の割合という割合的な数値を問題と

する限りにおいては、マナウス税恩典利益を享受する法人は、事業規模の大小にかかわら

ず、そのような税恩典利益を享受できない場合と比較して、より高い営業利益率を得られ

ることは明らかであって、マナウス税恩典利益の享受の有無は、比較対象法人の比較可能

性に重大な影響を及ぼすものであるというべきである。 

 なお、被告は、一般に、政府から助成金の交付を受けた法人は、供給を増やす行動を取

り、その結果、販売価格が下落し、助成金の便益が消費者に移転する現象がみられるとし、

マナウス税恩典利益を享受する法人は、必ずしもその全てを収益に計上するものではなく、

その一部を価格政策に活用するといった現象が起こり得ると主張するが、マナウス税恩典

利益を享受している法人にそのような現象が起こっていることを客観的に裏付ける証拠

はなく、被告の主張するところは、マナウス税恩典利益の享受の有無は比較対象法人の比

較可能性に重大な影響を及ぼすものであるという上記の判断を左右するものではない。 

 また、被告は、マナウスフリーゾーンで事業活動を行うことには、消費地及び部品調達

基地として重要なブラジル南部との距離が長いことによる輸送費や保険料の増加という

マイナスの効果があり、そのマイナスの効果を補って営業利益を得るためには、相当程度

の事業規模を要することとなるから、重要な無形資産を有することなく基本的な機能のみ

を果たす法人は、マナウス税恩典利益を享受しても高い営業利益率を得ることはできない

と主張するが、輸送費や保険料といった費用の額は、その性質上、当該法人の事業規模の

大きさに従ってその大きさが決定されるものであり、事業規模が小さければ、それに応じ
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てこれらの費用も小さくなると考えられることからすれば、被告の主張は直ちに採用する

ことはできない。 

(イ) 被告は、Ｂ社等の製造工程は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の寄与なくし

ては構築することができなかったものであり、Ｂ社等がマナウス税恩典の認可要件である

ＰＰＢ基準を満たす製造工程を備えるに当たり、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産

が寄与したことによれば、Ｂ社等がマナウス税恩典利益の享受によって得た利益は、原告

及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献によって初めて得られたものであり、原告及び

Ｂ社等の有する重要な無形資産の貢献と極めて密接な関係にあるから、マナウス税恩典利

益の享受の有無は、基本的利益の算定において市場の条件として考慮されるべきではない

と主張する。 

 そこで、検討するに、マナウスフリーゾーンで工場を建設しマナウス税恩典利益のうち

輸入税の軽減を受けようとする者は、マナウス自由貿易地域監督庁（ＳＵＦＲＡＭＡ）か

ら、税恩典を享受しようとする工業プロジェクトに係る認可を取得する必要があり、この

認可を取得するためには、進出企業がマナウスフリーゾーンで事業活動を行うに当たり最

低限履行すべき基本製造工程を定めるＰＰＢ（基本製造工程）基準を達成する必要がある

こと、アマゾナス州政府からＩＣＭＳ税減免に係る認可を取得するためには、雇用を創出

し人件費の割合が製品の最終原価の少なくとも１．５％に相当することを要するところ、

進出企業は、ＳＵＦＵＲＡＭＡから当該工業プロジェクトに係る認可を取得しない限り、

工場を建設し稼働させることができず、労働者を雇用することもできないため、上記のＩ

ＣＭＳ税減免に係る認可の要件を満たすことができないこととなることは、上記３(1)イ

及びウのとおりである。したがって、進出企業がマナウス税恩典利益を享受するためには、

税恩典を享受しようとする工業プロジェクトについてＰＢＢ基準を満たす必要があると

いうことになる。 

 しかし、ＰＰＢ基準は、進出企業がマナウスフリーゾーンで事業活動を行うに当たり最

低限履行すべき基本製造工程について定めているものであるところ、これを本件で問題に

なる「オートバイ及びスクーター」に関するＰＰＢ基準についてみると、グループＡ「プ

レス、鋳造、加工、塗装、プラスチック注入」、グループＢ「燃料タンクの溶接と腐食防

止処理、車体の溶接と腐食防止処理、リアフォークの溶接と腐食防止処理、サイドスタン

ド、センタースタンド及びステップの溶接と腐食防止処理」、グループＣ「エンジンの組

立て、最終組立て、最終検査、梱包」と定めた上、オートバイ及びスクーターのメーカー

は、グループＡに定められた工程のうちの少なくとも２項目及びグループＢに定められた

工程のうちの少なくとも２項目を実行し、グループＣに定められた工程を実行しなければ

ならないものとしているにすぎず、各工程の内容や技術水準に関する具体的基準は示され

ていないのであって（上記３(1)イ）、このことによれば、ＰＰＢ基準は、基本的活動のみ

を行い重要な無形資産を有しない法人であっても有しているような基本的な技術、ノウハ

ウのみで満たすことができるものであり、重要な無形資産の貢献がなければ満たすことが

できないものではないということができる。 

 そうすると、Ｂ社等がマナウス税恩典利益の享受によって得た利益は、原告及びＢ社等

の有する重要な無形資産の貢献によって初めて得られたものであるとか、原告及びＢ社等

の有する重要な無形資産の貢献と極めて密接な関係にあるということはできない。被告の
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主張は採用することができない。 

(ウ) 被告は、本件製品がブラジルの自動二輪車市場において圧倒的な販売シェアを獲得し、

Ｂ社等が競争上優位な地位を築くことができたのは、原告及びＢ社等の有する重要な無形

資産の貢献があったからであり、Ｂ社等が事業規模を拡大し、多額の超過利益を得ている

主な要因は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献にあるとした上、マナウス税

恩典利益は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の寄与と一体的な関係にあるから、

残余利益として認識し、原告及びＢ社等がそれぞれ有する重要な無形資産の寄与の程度に

応じて分割するのが合理的であると主張する。 

 しかし、残余利益分割法は、法人又は国外関連者が重要な無形資産を有する場合に、分

割対象利益のうち重要な無形資産を有しない非関連者間取引において通常得られる利益

（基本的利益）に相当する金額を当該法人及び国外関連者それぞれに配分し、当該配分し

た金額の残額（残余利益）を当該法人又は国外関連者の有する重要な無形資産の価値に応

じて合理的に配分する方法により独立企業間価格を算定するものである。このように、法

人又は国外関連者の有する重要な無形資産の寄与によって得られた超過利益が存在する

可能性がある場合について、無形資産の寄与によって得られた利益自体を直接算出して配

分するのではなく、基本的利益をまず算出して配分し、分割対象利益から基本的利益を控

除した残額を法人又は国外関連者の有する重要な無形資産の寄与によって得られた超過

利益と認識して、それを重要な無形資産の価値に応じて合理的に配分する算定方法が採用

されているのは、技術、ノウハウ、ブランド等の無形資産は、それが法人の利益に寄与し

たといえる場合であっても、その範囲及び程度がどのようなものであるかを正確に判断す

ることが極めて困難であるためであると解される。そして、このことは、原告又はＢ社等

の有する無形資産についても当てはまるのであって、Ｂ社等が事業規模を拡大するに当た

り、原告及びＢ社等の有する無形資産が寄与したということはできるとしても、そうであ

るからといって、マナウス税恩典利益を基本的利益の算定において考慮せずに、これを残

余利益として認識し、本件国外関連取引に係る独立企業間価格を算定するのは、残余利益

分割法の適用を誤るものというべきである。被告の主張は採用することができない。 

(エ) 被告のその余の主張についても、これまで説示したところに照らし、いずれも採用す

ることができない。 

(4) 小括 

 以上のとおり、ブラジル側比較対象企業は、マナウス税恩典利益を享受していないという点

でＢ社等との比較可能性を有するものではないから、処分行政庁が、上記の差異につき何らの

調整も行わずにブラジル側基本的利益を算定した上、本件独立企業間価格を算定したことには

誤りがあるというべきである。そして、上記の差異は、市場の特殊性という営業利益に大きく

関わる基本的な差異であるため、そもそも、これにつき適切な差異調整を行うことができるの

か否かは不明であり、いずれにしても、本件の証拠関係の下では、原告が本件国外関連取引に

より支払を受けた対価の額が独立企業間価格に満たないものであることにつき立証があった

とは認められないから、本件国外関連取引に措置法６６条の４第１項を適用して移転価格税制

の課税を行うことはできないというべきである。 

６ 本件各更正等の適否について 

(1) 本件各更正について 
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 本件国外関連取引に移転価格税制の課税を行わないことを前提として、原告の本件各事業年

度の法人税の税額の計算をすると、別紙６（原告の法人税の税額）のとおり、平成１０年３月

期の納付すべき税額は４８３億７４８６万３５００円、平成１１年３月期の納付すべき税額は

４６９億４８７４万６８００円、平成１３年３月期の納付すべき税額はマイナス（還付金の額

に相当する税額）１６億１７０６万４５０６円、平成１４年３月期の納付すべき税額は６６億

５６０５万２１００円、平成１５年３月期の納付すべき税額は８８億６４１９万３１００円と

なる（なお、別紙６の税額計算の前提となる事実は、当事者間に争いのない事実及び弁論の全

趣旨により認められる事実である。）。 

 そうすると、本件各更正のうち上記の各納付すべき税額を超える部分は違法である。 

(2) 本件各賦課決定について 

 上記(1)によれば、平成１０年３月期及び平成１１年３月期の法人税については、それぞれ、

本件更正１及び２により新たに納付すべき税額はなかったことになるから、本件賦課決定１及

び２については、その全てが違法となる。 

 また、平成１３年３月期、平成１４年３月期及び平成１５年３月期の法人税については、そ

れぞれ、本件更正３及び４並びに本件更正５－１（ただし、いずれも上記(1)のとおり違法と

される部分を除く。）により新たに納付すべきこととなる税額（ただし、国税通則法６５条４

項の「正当な理由」があると認められる事実に係る分を除く。）に基づき原告が納付すべき過

少申告加算税の税額を計算すると、別紙６（原告の法人税の税額）のとおり、平成１３年３月

期について１４１９万１０００円、平成１４年３月期について８６万１０００円、平成１５年

３月期について３３０４万４０００円となるから、本件賦課決定３ないし５のうち上記の各納

付すべき過少申告加算税の税額を超える部分は違法である。 

第４ 結論 

 よって、原告の請求はいずれも理由があるから（ただし、本件更正５－１の一部取消しを求める

請求については、これと選択的に併合された本件更正５－２の一部取消しを求める請求を全部を認

容することから、判決の対象にはならない。）、これらを認容することとし、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官 増田 稔 

 裁判官内野俊夫及び裁判官日暮直子は異動のため署名押印をすることができない。 

裁判長裁判官 増田 稔 
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（別図） 

Ａ（株）取引関係図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［日本］ ［ブラジル］ 

(99.99％出資 ただし、平成15年３月期末時には100％出資) 

(100％出資) (99.99％出資) 

(99.99％出資・連結子会社) (99.99％出資・連結子会社) 

㈱Ｇ 

(Ｇ) 

原告が依託する研究開発 

 

 

 

Ｈ 

(Ｈ) 

自動二輪車製品開発 

Ｉ 

(Ｉ) 

Ｈの駐在員事務所 

  自動二輪車の 

  市場調査等 

Ｂ Ltda． 

(Ｂ) 

  自動二輪車、同部品、汎用製品 

  の製造販売等 
 

Ｅ Ltda． 

(Ｅ) 

 

 Ｂの自動二輪車用部品の製造 

 

Ｆ Ltda． 

(Ｆ) 
 
 Ｂの製造設備の調整・補修等 

 〃 金型製作・補修等 
 

Ｊ Ltda． 

(Ｊ) 

 

コンソルシオの運営管理、斡旋等 

 

 

Ｃ Ltda． 

(旧Ｄ Ltda．) 

（現地統括会社） 

 

 

 

Ａ㈱ 

（原告） 

 

国外関連取引 
・ｊ、ｍ等の二輪車完成品(CBU)販売取引 

・エンジン、部品等(KD部品)の販売取引 

・無形資産の使用に係る取引 

・技術支援等の役務提供取引 

・製造設備等(KD設備金型)の販売取引 

【Ｂ等等】 
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（別紙１） 

略語一覧 

 

移転価格税制 措置法６６条の４第１項の国外関連者との取引に係る課税の特例 

国外関連者 外国法人で、内国法人との間に措置法６６条の４第１項に規定する特殊

の関係のあるもの 

国外関連取引 法人が当該法人に係る国外関連者との間で行った資産の販売、資産の購

入、役務の提供その他の取引 

独立企業間価格 国外関連取引が特殊の関係にない者（非関連者）の間で同様の状況の下

で行われた場合に成立するであろう合意に係る価格 

基本三法 独立価格比準法、再販売価格基準法及び原価基準法 

独立価格比準法 措置法６６条の４第２項１号イに定める独立企業間価格の算定方法 

再販売価格基準法 措置法６６条の４第２項１号ロに定める独立企業間価格の算定方法 

原価基準法 措置法６６条の４第２項１号ハに定める独立企業間価格の算定方法 

利益分割法 措置法施行令３９条の１２第８項に定める独立企業間価格の算定方法 

残余利益分割法 利益分割法のうち措置法通達６６の４(4)－５に定める独立企業間価格

の算定方法 

分割要因 措置法施行令３９条の１２第８項に定める要因 

分割対象利益 利益分割法において分割要因に応じて帰属計算を行う所得。国外関連取

引に係る棚卸資産の販売等により法人及び国外関連者に生じた営業利

益の合計額 

 

基本的利益 重要な無形資産を有しない非関連者間取引において通常得られる利益。

検証対象法人と類似する重要な無形資産を有しない法人（比較対象法

人）を選定し、その事業用資産又は売上高に対する営業利益の割合等で

示される利益指標を算出し、その利益指標に基づいて算定されるもの 

残余利益 分割対象利益から基本的利益に相当する金額を法人及び国外関連者に

それぞれ配分した残額 

 

マナウスフリーゾーン マナウス自由貿易地域 

マナウス税恩典利益 法人がマナウスフリーソーンで事業活動を行うことにより享受する税

恩典利益 

マナウス税恩典 マナウス税恩典利益の基礎となる税制度 

ＳＵＦＲＡＭＡ マナウス自由貿易地域監督庁 

ＰＰＢ基準 基本製造工程基準 

ＩＣＭＳ 商品流通サービス税 

ＩＣＭＳ税減免 ＩＣＭＳみなし仕入税額控除、ＩＣＭＳ税額免除及びＩＣＭＳ税軽減 

ＩＣＭＳみなし仕入税額控除 ＩＣＭＳ税減免に係る認可を受けた企業がアマゾナス州以外の州から

購入した部品等の価格に通常課されるＩＣＭＳが含まれるものとみな

して受けることができる仕入税額控除 
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ＩＣＭＳ税額免除 ＩＣＭＳ税減免に係る認可を受けた企業がアマゾナス州政府と合意し

た生産販売基準数量を超過した製品に係る取引について受けることが

できる税額免除 

ＩＣＭＳ税軽減 ＩＣＭＳ税減免に係る認可を受けた企業がアマゾナス州政府と合意し

た生産販売基準数量未満の製品に係る取引について受けることができ

る税率軽減 

 

Ｂ社等 Ｂ社、Ｅ社及びＦ社 

Ｂ社 Ｂ Ltda． 

Ｅ社 Ｅ Ltda． 

Ｆ社 Ｆ Ltda． 

Ｃ社 Ｃ Ltda． 

Ｇ社 株式会社Ｇ 

Ｈ Ｇ社の事業所であるＨ 

Ｉ Ｇ社の海外駐在事務所であるＩ 

Ｊ社 ＪLtda． 

 

本件国外関連取引 原告とＢ社等との間で行われた自動二輪車の部品等の販売及び技術支

援の役務提供取引 

本件製品 Ｂ社が製造し、販売する自動二輪車 

本件独立企業間価格 処分行政庁が算定した本件国外関連取引に係る独立企業間価格 

 

日本側比較対象企業 本件国外関連取引に係る原告の事業と比較可能な日本企業として処分

行政庁が選定した法人 

日本側基本的利益率 日本側比較対象企業の本件各事業年度に最も近接する事業年度ごとの

総費用営業利益率の中位値 

日本側基本的利益 原告の基本的利益として処分行政庁が算定した金額。本件国外関連取引

に係る原告の本件各事業年度の総費用、その他の営業費用、委託研究費

の額から原告が重要な無形資産の開発のために支出した費用等の額を

控除し、この控除後の金額に日本側基本的利益率を乗じた金額 

ブラジル側比較対象企業 本件国外関連取引に係るＢ社等の事業と比較可能なブラジル企業とし

て処分行政庁が選定した法人。次の８社 

 ａ    ａ・S．A． 

 ｂ    ｂ・S．A． 

 ｄ    ｄ・S．A． 

 ｅ    ｅ・S．A． 

 ｆ    ｆ・S．A． 

 ｇ    ｇ・S．A． 

 ｈ    ｈ・S．A． 

 ｉ    ｉ・S．A． 
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ブラジル側基本的利益率 ブラジル側比較対象企業のＢ社各事業年度に最も近接する事業年度ご

との総費用営業利益率の中位値 

ブラジル側基本的利益 Ｂ社等の基本的利益として処分行政庁が算定した金額。Ｂ社等のＢ社各

事業年度の総費用の額からＢ社等が重要な無形資産の開発のために支

出した費用等の額を控除し、この控除後の金額にブラジル側基本的利益

率を乗じた金額 

本件残余利益 本件国外関連取引により原告及びＢ社等に生じた営業利益の合計額か

ら日本側基本的利益及びブラジル側基本的利益に相当する金額を原告

及びＢ社等にそれぞれ配分した残額 

日本側分割要因 原告の分割要因として処分行政庁が選定した要因 

ブラジル側分割要因 Ｂ社等の分割要因として処分行政庁が選定した要因 

（以上） 
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（別紙２） 

関係法令等の定め 

１ 租税特別措置法（平成１８年法律第１０号による改正前のもの） 

６６条の４（国外関連者との取引に係る課税の特例） 

(1) 法人が、昭和６１年４月１日以後に開始する各事業年度において、当該法人に係る国外関連

者（外国法人で、当該法人との間にいずれか一方の法人が他方の法人の発行済株式の総数又は出

資金額（当該他方の法人が有する自己の株式又は出資を除く。）の１００分の５０以上の株式の

数又は出資の金額を直接又は間接に保有する関係その他の政令で定める特殊の関係（次項及び６

項において「特殊の関係」という。）のあるものをいう。以下この条において同じ。）との間で資

産の販売、資産の購入、役務の提供その他の取引を行った場合に、当該取引（（中略）以下この

条において「国外関連取引」という。）につき、当該法人が当該国外関連者から支払を受ける対

価の額が独立企業間価格に満たないとき、又は当該法人が当該国外関連者に支払う対価の額が独

立企業間価格を超えるときは、当該法人の当該事業年度の所得（中略）に係る法人税法その他法

人税に関する法令の規定の適用については、当該国外関連取引は、独立企業間価格で行われたも

のとみなす。（１項） 

(2) 前項に規定する独立企業間価格とは、国外関連取引が次の各号に掲げる取引のいずれに該当

するかに応じ当該各号に定める方法により算定した金額をいう。（２項） 

ア 棚卸資産の販売又は購入 次に掲げる方法（ニに掲げる方法は、イからハまでに掲げる方法

を用いることができない場合に限り、用いることができる。）（１号） 

(ア) 独立価格比準法（特殊の関係にない売手と買手が、国外関連取引に係る棚卸資産と同種

の棚卸資産を当該国外関連取引と取引段階、取引数量その他が同様の状況の下で売買した取

引の対価の額（当該同種の棚卸資産を当該国外関連取引と取引段階、取引数量その他に差異

のある状況の下で売買した取引がある場合において、その差異により生じる対価の額の差を

調整できるときは、その調整を行った後の対価の額を含む。）に相当する金額をもって当該

国外関連取引の対価の額とする方法をいう。）(イ) 

(イ) 再販売価格基準法（国外関連取引に係る棚卸資産の買手が特殊の関係にない者に対して

当該棚卸資産を販売した対価の額（以下この項において「再販売価格」という。）から通常

の利潤の額（当該再販売価格に政令で定める通常の利益率を乗じて計算した金額をいう。）

を控除して計算した金額をもって当該国外関連取引の対価の額とする方法をいう。）(ロ) 

(ウ) 原価基準法（国外関連取引に係る棚卸資産の売手の購入、製造その他の行為による取得

の原価の額に通常の利潤の額（当該原価の額に政令で定める通常の利益率を乗じて計算した

金額をいう。）を加算して計算した金額をもって当該国外関連取引の対価の額とする方法を

いう。）(ハ) 

(エ） イからハまでに掲げる方法に準ずる方法その他政令で定める方法(ニ)  

イ 前号に掲げる取引以外の取引 次に掲げる方法（ロに掲げる方法は、イに掲げる方法を用い

ることができない場合に限り、用いることができる。）（２号） 

(ア) 前号イからハまでに掲げる方法と同等の方法(イ) 

(イ) 前号ニに掲げる方法と同等の方法(ロ) 

(3) １項の規定の適用がある場合における国外関連取引の対価の額と当該国外関連取引に係る同

項に規定する独立企業間価格との差額（括弧内省略）は、法人の各事業年度の所得の金額（括弧
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内省略）の計算上、損金の額に算入しない。（４項） 
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２ 租税特別措置法施行令（平成１６年政令第１０５号による改正前のもの） 

 ３９条の１２（国外関連者との取引に係る課税の特例） 

(1) 措置法６６条の４第２項１号ロに規定する政令で定める通常の利益率は、同条１項に規定す

る国外関連取引（以下この条において「国外関連取引」という。）に係る棚卸資産と同種又は類

似の棚卸資産を、特殊の関係（措置法６６条の４第１項に規定する特殊の関係をいう。）にない

者（以下この項及び次項において「非関連者」という。）から購入した者（以下この項において

「再販売者」という。）が当該同種又は類似の棚卸資産を非関連者に対して販売した取引（以下

この項において「比較対象取引」という。）に係る当該再販売者の売上総利益の額（当該比較対

象取引に係る棚卸資産の販売による収入金額の合計額から当該比較対象取引に係る棚卸資産の

原価の額の合計額を控除した金額をいう。）の当該収入金額の合計額に対する割合とする。ただ

し、比較対象取引と当該国外関連取引に係る棚卸資産の買手が当該棚卸資産を非関連者に対して

販売した取引とが売手の果たす機能その他において差異がある場合には、その差異により生じる

割合の差につき必要な調整を加えた後の割合とする。（６項） 

(2) 措置法６６条の４第２項１号ハに規定する政令で定める通常の利益率は、国外関連取引に係

る棚卸資産と同種又は類似の棚卸資産を、購入（非関連者からの購入に限る。）、製造その他の行

為により取得した者（以下この項において「販売者」という。）が当該同種又は類似の棚卸資産

を非関連者に対して販売した取引（以下この項において「比較対象取引」という。）に係る当該

販売者の売上総利益の額（当該比較対象取引に係る棚卸資産の販売による収入金額の合計額から

当該比較対象取引に係る棚卸資産の原価の額の合計額を控除した金額をいう。）の当該原価の額

の合計額に対する割合とする。ただし、比較対象取引と当該国外関連取引とが売手の果たす機能

その他において差異がある場合には、その差異により生じる割合の差につき必要な調整を加えた

後の割合とする。（７項） 

(3) 措置法６６条の４第２項１号ニに規定する政令で定める方法は、国外関連取引に係る棚卸資

産の同条１項の法人又は当該法人に係る同項に規定する国外関連者による購入、製造、販売その

他の行為に係る所得が、当該棚卸資産に係るこれらの行為のためにこれらの者が支出した費用の

額、使用した固定資産の価額その他これらの者が当該所得の発生に寄与した程度を推測するに足

りる要因に応じて当該法人及び当該国外関連者に帰属するものとして計算した金額をもって当

該国外関連取引の対価の額とする方法とする。（８項） 



60 

３ 租税特別措置法関係通達（法人税編）（平成１６年１２月２０日課法２－１４による改正前のも

の） 

(1) ６６の４(2)－１（比較対象取引の意義） 

 措置法６６条の４第１項に規定する独立企業間価格（以下「独立企業間価格」という。）の算

定の基礎となる比準取引（以下「比較対象取引」という。）は、例えば、同条２項１号に規定す

る棚卸資産の販売又は購入の場合にあっては、同条１項に規定する国外関連取引（以下「国外関

連取引」という。）を行った法人が非関連者（同条６項に規定する非関連者をいう。以下同じ。）

との間で行う取引（同項の適用がある取引を除く。）又は非関連者が他の非関連者との間で行う

取引（以下これらの取引を「非関連者間取引」という。）のうち、次に掲げる算定の方法の区分

に応じ、それぞれ次に掲げる取引となることに留意する。 

ア 措置法６６条の４第２項１号イに掲げる方法（以下「独立価格比準法」という。）国外関連

取引に係る棚卸資産と同種の棚卸資産を当該国外関連取引と同様の状況の下で売買した取引

（当該取引と国外関連取引とにおいて取引段階、取引数量その他に差異のある状況の下で売買

した場合には、その差異により生じる同号イに規定する対価の額の差を調整することができる

ものに限る。）（(1)） 

イ 措置法６６条の４第２項１号ロに掲げる方法（以下「再販売価格基準法」という。） 国外

関連取引に係る棚卸資産と同種又は類似の棚卸資産を、非関連者から購入した者が当該同種又

は類似の棚卸資産を非関連者に対して販売した取引（当該取引と国外関連取引とにおいて売手

の果たす機能その他に差異がある場合には、その差異により生じる措置法施行令３９条の１２

第６項に規定する割合の差につき必要な調整を加えることができるものに限る。）（(2)） 

ウ 措置法６６条の４第２項１号ハに掲げる方法（以下「原価基準法」という。） 国外関連取

引に係る棚卸資産と同種又は類似の棚卸資産を、購入（非関連者からの購入に限る。）、製造そ

の他の行為により取得した者が当該同種又は類似の棚卸資産を非関連者に対して販売した取

引（当該取引と国外関連取引とにおいて売手の果たす機能その他に差異がある場合には、その

差異により生じる措置法施行令３９条の１２第７項に規定する割合の差につき必要な調整を

加えることができるものに限る。）（(3)） 

(2) ６６の４(2)－２（同種又は類似の棚卸資産の意義） 

 措置法６６条の４第２項１号イに規定する「同種の棚卸資産」又は措置法施行令３９条の１２

第６項及び７項に規定する「同種又は類似の棚卸資産」とは、国外関連取引に係る棚卸資産と性

状、構造、機能等の面において同種又は類似である棚卸資産をいう。 

 ただし、これらの一部について差異がある場合であっても、その差異が措置法６６条の４第２

項１号イに規定する対価の額又は同号ロ及びハに規定する通常の利益率の算定に影響を与えな

いと認められるときは、同種又は類似の棚卸資産として取り扱うことができる。 

(3) ６６の４(2)－３（比較対象取引の選定に当たって検討すべき諸要素） 

 措置法６６条の４の規定の適用上、比較対象取引に該当するか否かについては、例えば、次に

掲げる諸要素の類似性に基づき判断することに留意する。 

ア 棚卸資産の種類、役務の内容等（(1)） 

イ 取引段階（小売り又は卸売り、一次問屋又は二次問屋等の別をいう。）（(2)） 

ウ 取引数量（(3)） 

エ 契約条件（(4)） 
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オ 取引時期（(5)） 

カ 売手又は買手の果たす機能（(6)） 

キ 売手又は買手の負担するリスク（(7)） 

ク 売手又は買手の使用する無形資産（著作権、基本通達２０－１－２１に定める工業所有権等

のほか、顧客リスト、販売網等の重要な価値のあるものをいう。以下同じ。）（(8)） 

ケ 売手又は買手の事業戦略（(9)） 

コ 売手又は買手の市場参入時期（(10)） 

サ 政府の規制（(11)） 

シ 市場の状況（(12)） 

(4) ６６の４(3)－１（取引単位） 

 独立企業間価格の算定は、原則として、個別の取引ごとに行うのであるが、例えば、次に掲げ

る場合には、これらの取引を一の取引として独立企業間価格を算定することができる。 

ア 国外関連取引について、同一の製品グループに属する取引、同一の事業セグメントに属する

取引等を考慮して価格設定が行われており、独立企業間価格についてもこれらの単位で算定す

ることが合理的であると認められる場合（(1)） 

イ 国外関連取引について、生産用部品の販売取引と当該生産用部品に係る製造ノウハウの使用

許諾取引等が一体として行われており、独立企業間価格についても一体として算定することが

合理的であると認められる場合（(2)） 

(5) ６６の４(4)－１（利益分割法の意義） 

 措置法施行令３９条の１２第８項に規定する方法（以下「利益分割法」という。）は、原則と

して、国外関連取引に係る棚卸資産の販売等により法人及び措置法６６条の４第１項に規定する

国外関連者（以下「国外関連者」という。）に生じた営業利益の合計額（以下「分割対象利益」

という。）を措置法施行令３９条の１２第８項に規定する要因により分割する方法をいうことに

留意する。 

(6) ６６の４(4)－２（分割要因） 

 利益分割法の適用に当たり、分割対象利益の配分に用いる要因は、国外関連取引の内容に応じ

法人又は国外関連者が支出した人件費等の費用の額、投下資本の額等これらの者が当該分割対象

利益の発生に寄与した程度を推測するにふさわしいものを用いることに留意する。 

 なお、当該要因が複数ある場合には、それぞれの要因が分割対象利益の発生に寄与した程度に

応じて、合理的に計算するものとする。 

(7) ６６の４(4)－４（比較利益分割法） 

 利益分割法の適用に当たり、分割対象利益の配分を、国外関連取引と類似の状況の下で行われ

た非関連者間取引に係る非関連者間の分割対象利益に相当する利益の配分割合を用いて合理的

に算定することができる場合には、当該方法により独立企業間価格を算定することができる。 

(8) ６６の４(4)－５（残余利益分割法） 

 利益分割法の適用に当たり、法人又は国外関連者が重要な無形資産を有する場合には、分割対

象利益のうち重要な無形資産を有しない非関連者間取引において通常得られる利益に相当する

金額を当該法人及び国外関連者それぞれに配分し、当該配分した金額の残額を当該法人又は国外

関連者が有する当該重要な無形資産の価値に応じて、合理的に配分する方法により独立企業間価

格を算定することができる。 
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注 当該重要な無形資産の価値による配分を当該重要な無形資産の開発のために支出した費用

等の額により行っている場合には、合理的な配分として、これを認める。 
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４ 移転価格事務運営要領（事務運営指針）（平成１７年４月２８日査調７－３ほかによる改正前の

もの） 

(1) ３－１（差異の調整方法） 

 国外関連取引と比較対象取引との差異について調整を行う場合には、例えば、次に掲げる場合

に応じ、それぞれ次に定める方法により行うことができることに留意する。 

ア 貿易条件について、一方の取引がＦＯＢ（本船渡し）であり、他方の取引がＣＩＦ（運賃、

保険料込み渡し）である場合 比較対象取引の対価の額に運賃及び保険料相当額を加減算する

方法（(1)） 

イ 決済条件における手形一覧後の期間について、国外関連取引と比較対象取引に差異がある場

合 手形一覧から決済までの期間の差に係る金利相当額を比較対象取引の対価の額に加減算

する方法（(2)） 

ウ 比較対象取引に係る契約条件に取引数量に応じた値引き、割戻し等がある場合 国外関連取

引の取引数量を比較対象取引の値引き、割戻し等の条件に当てはめた場合における比較対象取

引の対価の額を用いる方法（(3)） 

エ 機能又はリスクに係る差異があり、その機能又はリスクの程度を国外関連取引及び比較対象

取引の当事者が当該機能又はリスクに関し支払った費用の額により測定できると認められる

場合 当該費用の額が当該国外関連取引及び比較対象取引に係る売上又は売上原価に占める

割合を用いて調整する方法（(4)） 

(2) ３－３（残余利益分割法の取扱い） 

 措置法通達６６の４(4)－５に規定する残余利益分割法の適用に当たり、分割対象利益のうち

「重要な無形資産を有しない非関連者間取引において通常得られる利益に相当する金額」につい

ては、例えば、当該国外関連取引の事業と同種で、市場、事業規模等が類似する法人（重要な無

形資産を有する法人を除く。）の事業用資産又は売上高に対する営業利益の割合等で示される利

益指標に基づき計算することに留意する。 
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５ 租税特別措置法（平成２３年法律第８２号による改正後のもの） 

 ６６条の４（国外関連者との取引に係る課税の特例） 

(1) （１項については、本件との関係で実質的な改正がないため、省略） 

(2) 前項に規定する独立企業間価格とは、国外関連取引が次の各号に掲げる取引のいずれに該当

するかに応じ当該各号に定める方法のうち、当該国外関連取引の内容及び当該国外関連取引の当

事者が果たす機能その他の事情を勘案して、当該国外関連取引が独立の事業者の間で通常の取引

の条件に従って行われるとした場合に当該国外関連取引につき支払われるべき対価の額を算定

するための最も適切な方法により算定した金額をいう。（２項） 

ア 棚卸資産の販売又は購入 次に掲げる方法（１号） 

(ア) 独立価格比準法（特殊の関係にない売手と買手が、国外関連取引に係る棚卸資産と同種

の棚卸資産を当該国外関連取引と取引段階、取引数量その他が同様の状況の下で売買した取

引の対価の額（当該同種の棚卸資産を当該国外関連取引と取引段階、取引数量その他に差異

のある状況の下で売買した取引がある場合において、その差異により生じる対価の額の差を

調整できるときは、その調整を行った後の対価の額を含む。）に相当する金額をもって当該

国外関連取引の対価の額とする方法をいう。）(イ) 

(イ) 再販売価格基準法（国外関連取引に係る棚卸資産の買手が特殊の関係にない者に対して

当該棚卸資産を販売した対価の額（以下この項において「再販売価格」という。）から通常

の利潤の額（当該再販売価格に政令で定める通常の利益率を乗じて計算した金額をいう。）

を控除して計算した金額をもって当該国外関連取引の対価の額とする方法をいう。）(ロ) 

(ウ) 原価基準法（国外関連取引に係る棚卸資産の売手の購入、製造その他の行為による取得

の原価の額に通常の利潤の額（当該原価の額に政令で定める通常の利益率を乗じて計算した

金額をいう。）を加算して計算した金額をもって当該国外関連取引の対価の額とする方法を

いう。）(ハ) 

(エ) イからハまでに掲げる方法に準ずる方法その他政令で定める方法(ニ) 

イ 前号に掲げる取引以外の取引 同号イからニまでに掲げる方法と同等の方法（２号） 

(3) （４項については、本件との関係で実質的な改正がないため、省略） 
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６ 租税特別措置法施行令（平成２３年政令第１９９号による改正後のもの） 

 ３９条の１２（国外関連者との取引に係る課税の特例） 

(1) （６項及び７項については、本件との関係で実質的な改正がないため、省略） 

(2) 措置法６６条の４第２項１号ニに規定する政令で定める方法は、次に掲げる方法とする。（８

項） 

ア 国外関連取引に係る棚卸資産の措置法６６条の４第１項の法人及び当該法人に係る国外関

連者による購入、製造その他の行為による取得及び販売（以下この号において「販売等」とい

う。）に係る所得が、次に掲げる方法によりこれらの者に帰属するものとして計算した金額を

もって当該国外関連取引の対価の額とする方法（１号） 

(ア) 当該国外関連取引に係る棚卸資産と同種又は類似の棚卸資産の非関連者による販売等

（イにおいて「比較対象取引」という。）に係る所得の配分に関する割合（当該比較対象取

引と当該国外関連取引に係る棚卸資産の当該法人及び当該国外関連者による販売等とが当

事者の果たす機能その他において差異がある場合には、その差異により生ずる割合の差につ

き必要な調整を加えた後の割合）に応じて当該法人及び当該国外関連者に帰属するものとし

て計算する方法(イ) 

(イ) 当該国外関連取引に係る棚卸資産の当該法人及び当該国外関連者による販売等に係る

所得の発生に寄与した程度を推測するに足りるこれらの者が支出した費用の額、使用した固

定資産の価額その他これらの者に係る要因に応じてこれらの者に帰属するものとして計算

する方法(ロ) 

(ウ) (1)及び(2)に掲げる金額につき当該法人及び当該国外関連者ごとに合計した金額がこ

れらの者に帰属するものとして計算する方法(ハ) 

ａ 当該国外関連取引に係る棚卸資産の当該法人及び当該国外関連者による販売等に係る

所得が、当該棚卸資産と同種又は類似の棚卸資産の非関連者による販売等（(1)において

「比較対象取引」という。）に係る６項、前項又は次号から５号までに規定する必要な調

整を加えないものとした場合のこれらの規定による割合（当該比較対象取引と当該国外関

連取引に係る棚卸資産の当該法人及び当該国外関連者による販売等とが当事者の果たす

機能その他において差異がある場合には、その差異（当該棚卸資産の販売等に関し当該法

人及び当該国外関連者に独自の機能が存在することによる差異を除く。）により生ずる割

合の差につき必要な調整を加えた後の割合）に基づき当該法人及び当該国外関連者に帰属

するものとして計算した金額（(1)） 

ｂ 当該国外関連取引に係る棚卸資産の当該法人及び当該国外関連者による販売等に係る

所得の金額と(1)に掲げる金額の合計額との差額（(2)において「残余利益等」という。）

が、当該残余利益等の発生に寄与した程度を推測するに足りるこれらの者が支出した費用

の額、使用した固定資産の価額その他これらの者に係る要因に応じてこれらの者に帰属す

るものとして計算した金額（(2)） 

イ 国外関連取引に係る棚卸資産の買手が非関連者に対して当該棚卸資産を販売した対価の額

（以下この号において「再販売価格」という。）から、当該再販売価格にイに掲げる金額のロ

に掲げる金額に対する割合（再販売者が当該棚卸資産と同種又は類似の棚卸資産を非関連者に

対して販売した取引（以下この号において「比較対象取引」という。）と当該国外関連取引に

係る棚卸資産の買手が当該棚卸資産を非関連者に対して販売した取引とが売手の果たす機能
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その他において差異がある場合には、その差異により生ずる割合の差につき必要な調整を加え

た後の割合）を乗じて計算した金額に当該国外関連取引に係る棚卸資産の販売のために要した

販売費及び一般管理費の額を加算した金額を控除した金額をもって当該国外関連取引の対価

の額とする方法（２号） 

(ア) 当該比較対象取引に係る棚卸資産の販売による営業利益の額の合計額(イ) 

(イ) 当該比較対象取引に係る棚卸資産の販売による収入金額の合計額(ロ) 

ウ 国外関連取引に係る棚卸資産の売手の購入、製造その他の行為による取得の原価の額（以下

この号において「取得原価の額」という。）に、イに掲げる金額にロに掲げる金額のハに掲げ

る金額に対する割合（販売者が当該棚卸資産と同種又は類似の棚卸資産を非関連者に対して販

売した取引（以下この号において「比較対象取引」という。）と当該国外関連取引とが売手の

果たす機能その他において差異がある場合には、その差異により生ずる割合の差につき必要な

調整を加えた後の割合）を乗じて計算した金額及びイ(2)に掲げる金額の合計額を加算した金

額をもって当該国外関連取引の対価の額とする方法（３号） 

(ア) 次に掲げる金額の合計額(イ) 

ａ 当該取得原価の額（(1)） 

ｂ 当該国外関連取引に係る棚卸資産の販売のために要した販売費及び一般管理費の額

（(2)） 

(イ) 当該比較対象取引に係る棚卸資産の販売による営業利益の額の合計額(ロ) 

(ウ) 当該比較対象取引に係る棚卸資産の販売による収入金額の合計額からロに掲げる金額

を控除した金額(ハ) 

エ 前各号に掲げる方法に準ずる方法（４号） 
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７ 租税特別措置法関係通達（法人税編）（平成２３年１０月２７日課法２－１３による改正後のも

の） 

(1) ６６の４(2)－１（最も適切な算定方法の選定に当たって留意すべき事項） 

 措置法６６条の４第２項に規定する「最も適切な方法」の選定に当たり、同項の「当該国外関

連取引の内容及び当該国外関連取引の当事者が果たす機能その他の事情を勘案して」とは、国外

関連取引（同条１項に規定する国外関連取引をいう。以下同じ。）及び非関連者間取引（法人が

非関連者（同条５項に規定する非関連者をいう。以下同じ。）との間で行う取引（同項の適用が

ある取引を除く。）、国外関連者（同条１項に規定する国外関連者をいう。以下同じ。）が当該国

外関連者の非関連者との間で行う取引又は法人若しくは国外関連者の非関連者が当該非関連者

の他の非関連者との間で行う取引をいう。以下同じ。）に係る６６の４(3)－３に掲げる諸要素並

びに次に掲げる点を勘案することをいうのであるから留意する。 

ア 独立企業間価格（同条１項に規定する独立企業間価格をいう。以下同じ。）の算定における

同条２項各号に掲げる方法（以下「独立企業間価格の算定方法」という。）の長所及び短所（(1)） 

イ 国外関連取引の内容及び当該国外関連取引の当事者の果たす機能等に対する独立企業間価

格の算定方法の適合性（(2)） 

ウ 独立企業間価格の算定方法を適用するために必要な情報の入手可能性（(3)） 

エ 国外関連取引と非関連者間取引との類似性の程度（当該非関連者間取引について、措置法規

則２２条の１０第１項２号ホに規定する差異調整等を行う必要がある場合には、当該差異調整

等に係る信頼性を含む。）（(4)） 

(2) ６６の４(3)－１（比較対象取引の意義） 

 独立企業間価格の算定の基礎となる取引（以下「比較対象取引」という。）は、国外関連取引

との類似性の程度が十分な非関連者取引をいうのであるから、例えば、措置法６６条の４第２項

１号に規定する棚卸資産の販売又は購入の場合にあっては、次に掲げる独立企業間価格の算定方

法の区分に応じ、それぞれ次に掲げる取引となることに留意する。 

ア （(1)ないし(4)は省略) 

イ 措置法施行令３９条の１２第８項１号に掲げる方法（同号ハに掲げる方法に係る部分に限る。

以下「残余利益分割法」という。） 同号ハ(1)に掲げる金額（以下「基本的利益」という。）

を計算する場合において、６６の４(3)－１の(2)、(3)、(6)又は(7)に掲げる取引（ただし、

それぞれの取引に係る「当該取引と国外関連取引とにおいて売手の果たす機能その他に差異が

ある場合」の差異からは、法人及び国外関連者に独自の機能が存在することによる差異がある

場合の当該差異を除く。）（(5)） 

ウ （(6)及び(7)は省略） 

(3) ６６の４(3)－２（同種又は類似の棚卸資産の意義） 

 措置法６６条の４第２項１号イに規定する「同種の棚卸資産」又は措置法施行令３９条の１２

第６項、７項並びに８項１号イ、同号ハ(1)、２号及び３号に規定する「同種又は類似の棚卸資

産」とは、国外関連取引に係る棚卸資産と性状、構造、機能等の面において同種又は類似である

棚卸資産をいう。 

 ただし、これらの一部について差異がある場合であっても、その差異が措置法６６条の４第２

項１号イに規定する対価の額若しくは同号ロ及びハに規定する通常の利益率の算定又は措置法

施行令３９条の１２第８項１号イ、同号ハ(1)、２号及び３号に規定する割合の算定に影響を与
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えないと認められるときは、同種又は類似の棚卸資産として取り扱うことができる。 

(4) ６６の４(3)－３（比較対象取引の選定に当たって検討すべき諸要素） 

 措置法６６条の４の規定の適用上、比較対象取引に該当するか否かにつき国外関連取引と非関

連者間取引との類似性の程度を判断する場合には、例えば、法人、国外関連者及び非関連の事業

の内容等並びに次に掲げる諸要素の類似性を勘案することに留意する。 

ア 棚卸資産の種類、役務の内容等 

イ 売手又は買手の果たす機能 

ウ 契約条件 

エ 市場の状況 

オ 売手又は買手の事業戦略 

注１ (2)の売手又は買手の果たす機能の類似性については、売手又は買手の負担するリスク、

売手又は買手の使用する無形資産（著作権、基本通達２０－１－２１に定める工業所有権等

のほか、顧客リスト、販売網等の重要な価値のあるものをいう。以下同じ。）等も考慮して

判断する。 

２ (4)の市場の状況の類似性については、取引段階（小売り又は卸売り、一次問屋又は二次

問屋等の別をいう。）、取引規模、取引時期、政府の政策（法令、行政処分、行政指導その他

の行政上の行為による価格に対する規制、金利に対する規制、使用料等の支払に対する規制、

補助金の交付、ダンピングを防止するための課税、外国為替の管理等の政策をいう。）の影

響等も考慮して判断する。 

３ (5)の売手又は買手の事業戦略の類似性については、売手又は買手の市場への参入時期等

も考慮して判断する。 

(5) （取引単位については、実質的な改正がないため、省略） 

(6) ６６の４(5)－１（利益分割法の意義） 

 措置法施行令３９条の１２第８項１号に掲げる方法（以下「利益分割法」という。）は、同号

イからハまでに掲げるいずれかの方法によって、国外関連取引に係る棚卸資産の販売等により法

人及び国外関連者に生じた所得（以下「分割対象利益等」といい、原則として、当該法人に係る

営業利益又は営業損失に当該国外関連者に係る営業利益又は営業損失を加算した金額を用いる

ものとする。）を当該法人及び国外関連者に配分することにより独立企業間価格を算定する方法

をいうことに留意する。 

(7) ６６の４(5)－２（分割要因） 

 利益分割法の適用に当たり、分割対象利益等又は措置法施行令３９条の１２第８項１号ハ(2)

に規定する残余利益等（以下「残余利益等」という。）の配分に用いる要因が複数ある場合には、

それぞれの要因が分割対象利益等又は残余利益等の発生に寄与した程度に応じて、合理的に計算

するものとする。 

(8) ６６の４(5)－４（残余利益分割法） 

 残余利益分割法の適用に当たり、基本的利益とは、６６の４(3)－１の(5)に掲げる取引に基づ

き算定される独自の機能を果たさない非関連者間取引において得られる所得をいうのであるか

ら、分割対象利益等と法人及び国外関連者に係る基本的利益の合計額との差額である残余利益等

は、原則として、国外関連取引に係る棚卸資産の販売等において、当該法人及び国外関連者が独

自の機能を果たすことによりこれらの者に生じた所得となることに留意する。 
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 また、残余利益等を法人及び国外関連者で配分するに当たっては、その配分に用いる要因とし

て、例えば、法人及び国外関連者が無形資産を用いることにより独自の機能を果たしている場合

には、当該無形資産による寄与の程度を推測するに足りるものとして、これらの者が有する無形

資産の価額、当該無形資産の開発のために支出した費用の額等を用いることができることに留意

する。 
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８ 移転価格事務運営要領（事務運営指針）（平成２３年１０月２７日査調８－１３０ほか３課共同

による改正後のもの） 

(1) ２－１１（調査において検討すべき無形資産） 

 調査において無形資産が法人又は国外関連者の所得にどの程度寄与しているかを検討するに

当たっては、例えば、次に掲げる重要な価値を有し所得の源泉となるものを総合的に勘案するこ

とに留意する。 

ア 技術革新を要因として形成される特許権、営業秘密等(イ) 

イ 従業員等が経営、営業、生産、研究開発、販売促進等の企業活動における経験等を通じて形

成したノウハウ等(ロ) 

ウ 生産工程、交渉手順及び開発、販売、資金調達等に係る取引網等(ハ) 

 なお、法人又は国外関連者の有する無形資産が所得の源泉となっているかどうかの検討に当

たり、例えば、国外関連取引の事業と同種の事業を営み、市場、事業規模等が類似する法人の

うち、所得の源泉となる無形資産を有しない法人を把握できる場合には、当該法人又は国外関

連者の国外関連取引に係る利益率等の水準と当該無形資産を有しない法人の利益率等の水準

との比較を行うとともに、当該法人又は国外関連者の無形資産の形成に係る活動、機能等を十

分に分析することに留意する。 

(2) ２－１２（無形資産の形成、維持又は発展への貢献） 

 無形資産の使用許諾取引等について調査を行う場合には、無形資産の法的な所有関係のみなら

ず、無形資産を形成、維持又は発展（以下「形成等」という。）させるための活動において法人

又は国外関連者の行った貢献の程度も勘案する必要があることに留意する。 

 なお、無形資産の形成等への貢献の程度を判断するに当たっては、当該無形資産の形成等のた

めの意思決定、役務の提供、費用の負担及びリスクの管理において法人又は国外関連者が果たし

た機能等を総合的に勘案する。この場合、所得の源泉となる見通しが高い無形資産の形成等にお

いて法人又は国外関連者が単にその費用を負担しているというだけでは、貢献の程度は低いもの

であることに留意する。 

(3) ３－１（最も適切な方法の選定に関する検討） 

 措置法６６条の４第２項に規定する最も適切な方法（以下「最も適切な方法」という。）の選

定のための検討を行う場合には、措置法通達６６の４(3)－３に掲げる諸要素等に基づいて国外

関連取引の内容等を的確に把握し、措置法通達６６の４(2)－１の(1)から(4)までに掲げる点等

を勘案して当該国外関連取引に係る比較対象取引の有無等を検討することに留意する。 

(4) ３－２（独立企業間価格の算定における基本三法の長所） 

 独立企業間価格の算定方法のうち、取引の価格を直接比較する独立価格比準法（独立価格比準

法と同等の方法を含む。以下同じ。）、は、独立企業間価格を最も直接的に算定することができる

長所を有し、また、売上総利益に係る利益率（措置法６６条の４第２項１号ロ及びハに規定する

政令で定める通常の利益率をいう。）に基づき算定された価格を比較する再販売価格基準法及び

原価基準法（再販売価格基準法と同等の方法及び原価基準法と同等の方法を含む。以下同じ。）

は、独立価格比準法に次いで独立企業間価格を直接的に算定することができる長所を有すること

に留意する。 

 したがって、最も適切な方法の選定に当たり、措置法通達６６の４(2)－１の(1)から(4)まで

に掲げる点等を勘案した結果、最も適切な方法の候補が複数ある場合において、独立価格比準法
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の適用における比較可能性が十分であるとき（国外関連取引と比較対象取引との差異について調

整を行う必要がある場合は、当該調整を行うことができるときに限る。以下同じ。）には、上記

の長所により独立価格比準法の選定が最も適切となり、また、独立価格比準法を選定することは

できないが、再販売価格基準法又は原価基準法の適用における比較可能性が十分であるときには、

上記の長所により再販売価格基準法又は原価基準法の選定が最も適切となることに留意する。 

(5) ３－３（差異の調整方法） 

 国外関連取引と、比較対象取引又は措置法通達６６の４(3)－１の(5)に掲げる取引との差異に

ついて調整を行う場合には、例えば次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に定める方法により行う

ことができることに留意する。 

 なお、差異の調整は、その差異が措置法６６条の４第２項１号イに規定する対価の額若しくは

同号ロ及びハに規定する通常の利益率の算定又は措置法施行令３９条の１２第８項２号及び３

号に規定する割合の算定に影響を及ぼすことが客観的に明らかである場合に行うことに留意す

る（措置法６６条の４第２項２号の規定の適用において同じ。）。 

（(1)ないし(4)は省略） 

(6) ３－７（残余利益分割法の取扱い） 

 残余利益分割法の適用に当たり、措置法施行令３９条の１２第８項１号ハ(1)に掲げる金額（以

下「基本的利益」という。）については、同号ハ(1)に規定する「６項、前項、次号又は３号に規

定する必要な調整を加えないものとした場合のこれらの規定による割合」のうち、最も適切な利

益指標を選定して計算することに留意する。 

注 措置法通達６６の４(3)－１の(5)に掲げる取引が複数存在する場合の基本的利益の計算に

ついては、原則として、当該取引に係る上記の割合の平均値を用いるのであるが、当該上記の

割合の分布状況等に応じた合理的な値が他に認められる場合は、これを用いることに留意する。 

 なお、上記の割合は、措置法施行令３９条の１２第８項１号ハ(1)のかっこ書きに規定する

必要な調整を加えた後の割合であることに留意する。 

（以上） 
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（別紙３） 

課税処分の経緯 

１ 確定申告 

 原告は、本件各事業年度の法人税について、いずれも確定申告書の提出期限内に、処分行政庁に

対し、確定申告をした。それらの確定申告においては、原告が本件国外関連取引によりＢ社等から

支払を受けた対価の額が本件各事業年度の収益の額に算入されていた。 

２ 法人税の更正等 

(1) 処分行政庁は、平成１６年６月２９日、原告に対し、原告が本件国外関連取引によりＢ社等

から支払を受けた対価の額が利益分割法により算定した本件独立企業間価格に満たないことを

理由に、措置法６６条の４第１項の規定により、本件国外関連取引が本件独立企業間価格で行わ

れたものとみなして、本件更正等１ないし４及び本件更正等５－１をした。（甲１ないし５） 

 原告は、処分行政庁が原告に対し本件各事業年度のうち平成１０年３月期、平成１１年３月期、

平成１３年３月期及び平成１４年３月期の法人税について本件更正１ないし４の直前にした増

額更正、すなわち、① 平成１３年６月２７日付けでした原告の平成１０年３月期法人税の更正

（以下「本件直前更正１」という。）、② 平成１４年５月２８日付けでした原告の平成１１年３

月期法人税の更正（以下「本件直前更正２」という。）、③ 平成１５年４月２３日付けでした原

告の平成１３年３月期法人税の更正（ただし、平成１６年６月７日付け更正による一部取消し後

のもの。以下「本件直前更正３」という。）、④ 平成１５年４月２３日付けでした原告の平成１

４年３月期法人税の更正（ただし、平成１６年６月７日付け更正による一部取消し後のもの。以

下「本件直前更正４」という。）については不服申立てをしておらず、本件更正１ないし４のう

ち本件直前更正１ないし４に係る所得金額及び法人税額を超えない部分は確定しているので、本

件各事業年度のうち平成１０年３月期、平成１１年３月期、平成１３年３月期及び平成１４年３

月期については、上記所得金額及び法人税額を基礎として本件更正１ないし４の根拠を摘示する。 

(2) 本件更正１ないし４及び本件更正５－１の概要は、次のとおりである。 

ア 国外関連者 

 原告は、Ｂ社等の発行済株式の総数の９９％超を間接に保有しており、Ｂ社等は、措置法６

６条の４第１項、措置法施行令３９条の１２第１項１号に定める国外関連者に該当する。 

イ 国外関連取引 

 本件国外関連取引、すなわち、原告がＢ社等との間で行った完成自動二輪車、その部品、製

造設備等の販売取引、役務提供取引とこれらに密接に関係する重要な無形資産の使用に係る取

引を、措置法６６条の４第１項の規定の適用の有無の検討対象とする。 

ウ 独立企業間価格の算定 

(ア) 算定方法の選択 

 本件国外関連取引は、完成自動二輪車、その部品、製造設備等の販売取引、役務提供取引

と重要な無形資産の使用に係る取引とが一体となって営まれているものであるため、比較対

象取引を得ることができず、措置法６６条の４第２項１号イに定める方法（以下「独立価格

比準法」という。）、同号ロに定める方法（以下「再販売価格基準法」という。）、同号ハに定

める方法（以下「原価基準法」といい、これらの方法を併せて「基本三法」という。）及び

同項２号イに定める基本三法と同等の方法（以下、基本三法はそれぞれそれと同等の方法を

含むものとする。）を用いることができない。そこで、同項１号ニ及び２号ロ、措置法施行
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令３９条の１２第８項に定める利益分割法を用いて、措置法６６条の４第１項の独立企業間

価格を算定する。 

(イ) 分割対象利益及びその分割方法の決定 

 本件国外関連取引に係る原告の営業利益及びＢ社等の営業利益の合計金額を、措置法施行

令３９条の１２第８項に定める要因（以下「分割要因」という。）に応じて帰属計算を行う

所得（以下「分割対象利益」という。）とし、租税特別措置法関係通達（以下「措置法通達」

という。）６６の４(4)－５（平成２３年１０月２７日課法２－１３による改正前のもの。以

下同じ。）に定める残余利益分割法を用いて、分割対象利益のうち、重要な無形資産を有し

ない非関連者間取引において通常得られる利益（以下「基本的利益」という。）に相当する

金額を原告及び国外関連者にそれぞれ配分し、その残額（以下「残余利益」という。）を当

該重要な無形資産の価値に応じて原告及び国外関連者にそれぞれ配分する。 

(ウ) 基本的利益の算定 

ａ 原告の基本的利益の算定 

 ⓓ等の会員やⓔの標準産業分類コードが自動車及びオートバイ製造業である日本企業

の中から、① 年間売上高が５０億円以下の企業であること、② 売上高に対する研究開

発費の割合が３％を超える企業であること、③ 資本関係が２０％以上の関係会社との取

引が２０％以上を占める企業であること、④ ３年以上連続した財務情報を入手すること

ができないか又は現在稼働していない企業であること、⑤ 製造機能が５０％未満の企業

であることという除外条件に該当するものを除外して選定した３９社を、本件国外関連取

引に係る原告の事業と比較可能な日本企業（以下「日本側比較対象企業」という。）とし、

その総費用（売上原価に販売費及び一般管理費を加えた金額）に対する営業利益の割合（総

費用営業利益率）の中位値（以下「日本側基本的利益率」という。）を本件国外関連取引

に係る原告の総費用、その他営業費用、委託研究費の合計金額（ただし、原告が支出した

重要な無形資産の価値の指標となる費用の金額を除く。）に乗じて、原告の基本的利益（以

下「日本側基本的利益」という。）を算定する。 

ｂ Ｂ社等の基本的利益の算定 

 米国の標準産業分類コードが二輪及び四輪車並びにその関係製品の製造業であるブラ

ジル企業の中から、① 二輪車又は四輪車に関連しない事業が５０％以上の企業であるこ

と、② 年間売上高が２５００万ドル以下の企業であること、③ ３年以上連続した財務

情報を入手することができない企業であること、④ アフターマーケット向けの製品に係

る売上高が５０％以上の企業であること、⑤ 関係会社との取引が売上げ又は総費用の５

０％以上の企業であること、⑥ 営業利益率がマイナスで債務超過の状態にあることから

継続性に問題がある企業であることという除外条件に該当するものを除外して選定した

次の８社を、本件国外関連取引に係るＢ社等の事業と比較可能なブラジル企業（以下「ブ

ラジル側比較対象企業」という。）とし、Ｂ社等との売掛金、棚卸資産、買掛金に係る金

利負担の差異を調整した上、その総費用営業利益率の中位値（以下「ブラジル側基本的利

益率」という。）を本件国外関連取引に係るＢ社等の総費用、売掛金及び買掛金の為替差

損益、銀行手数料の合計金額（ただし、Ｂ社等が支出した重要な無形資産の価値の指標と

なる費用の金額を除く。）に乗じて、Ｂ社等の基本的利益（以下「ブラジル側基本的利益」

という。）を算定する。 
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(a) ａ・S．A.（以下「ａ」という。） 

(b) ｂ・S．A.（以下「ｂ」という。） 

(c) ｄ・S．A.（以下「ｄ」という。） 

(d) ｅ・S．A.（以下「ｅ」という。） 

(e) ｆ・S．A.（以下「ｆ」という。） 

(f) ｇ・S．A.（以下「ｇ」という。） 

(g) ｈ・S．A.（以下「ｈ」という。） 

(h) ｉ・S．A.（以下「ｉ」という。） 

(エ) 残余利益の分割 

 上記(イ)の分割対象利益から、上記(ウ)ａ及びｂの日本側基本的利益及びブラジル側基本

的利益を控除して、重要な無形資産の価値に応じて原告及びＢ社等に対して配分される残余

利益（以下「本件残余利益」という。）を算出する。その上で、本件残余利益を原告及びＢ

社等がそれぞれ有する重要な無形資産の価値に応じて合理的に配分するため、原告が支出し

た重要な無形資産の価値の指標となる費用（ブラジル向けの開発費用（委託研究費）、ブラ

ジル側の生産体制の確立のためのプロジェクト費用及び技術指導料、ブラジル側の部品の社

内製造化（以下「内製化」という。）、現地調達化（以下「現調化」という。）等のためのノ

ウハウの導入に必要な部品メーカーへの支払ロイヤルティ。以下「日本側分割要因」という。）

の金額と、Ｂ社等が支出した重要な無形資産の価値の指標となる費用（新機種導入時の量産

体制確立の費用、生産性向上の費用（内製化、現調化の推進、現地仕様図面の作成の費用）、

新規ディーラー開拓及びディーラー育成の費用、広告宣伝費。以下「ブラジル側分割要因」

という。）の金額とを用いて、原告に配分される残余利益の比率を算出し、これを残余利益

の金額に乗じて、原告に配分される残余利益を算定する。 

(オ) 独立企業間価格の算定 

 上記(ウ)ａの日本側基本的利益と上記(エ)の原告に配分される残余利益との合計金額か

ら本件国外関連取引に係る原告の営業利益を控除した金額に、原告がＢ社等から支払を受け

た本件国外関連取引の対価の額を加えて、本件独立企業間価格を算定する。 

エ 措置法６６条の４第１項の規定の適用 

 原告が本件国外関連取引によりＢ社等から支払を受けた対価の額が本件独立企業間価格に

満たないことを理由に、措置法６６条の４第１項の規定により、本件国外関連取引が本件独立

企業間価格で行われたものとみなして、更正をする。 

３ 異議申立て及び決定 

 原告は、平成１６年８月２７日、東京国税局長に対し、本件国外関連取引に対する措置法６６条

の４第１項の規定の適用の違法を理由に、本件更正等１ないし４及び本件更正等５－１の一部取消

しを求める異議申立てをしたところ、東京国税局長は、平成１９年７月９日、原告に対し、日本側

比較対象企業の一部について誤って前事業年度の財務情報を用いていたことを理由に、本件更正等

１を一部取り消し、原告のその余の異議申立てをいずれも棄却する決定をした。（甲１４２） 

４ 平成１５年３月期法人税の再更正 

 処分行政庁は、平成１７年４月２７日、原告に対し、平成１５年３月期法人税について、本件国

外関連取引に対する措置法６６条の４第１項の規定の適用の違法以外の違法を理由に、本件更正等

５－１の減額再更正及び減額変更決定をした。（甲６） 
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５ 平成１５年３月期法人税の再々更正 

 処分行政庁は、平成１８年３月２８日、原告に対し、平成１５年３月期法人税について、本件国

外関連取引に対する措置法６６条の４第１項の規定の適用以外を理由に、増額再々更正である本件

更正５－２及び過少申告加算税の賦課決定をした。（甲７） 

６ 審査請求及び裁決 

 原告は、平成１９年８月９日、国税不服審判所長に対し、本件国外関連取引に対する措置法６６

条の４第１項の規定の適用の違法を理由に、本件更正等１ないし４及び本件更正等５－１の一部取

消しを求める審査請求をしたところ、国税不服審判所長は、平成２２年９月９日、原告に対し、原

告の審査請求をいずれも棄却する裁決（以下「本件裁決」という。）をした。原告は、同月１６日

に本件裁決があったことを知った。（甲８ないし１０） 

（以上） 
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（別表１） 

 

１ 平成１０年３月期 

（単位 円） 

区分 年月日 所得金額 納付すべき税額 
過少申告加

算税の額  

重加算税の

額     

確 定 申 告 10. 6.26 208,038,470,648 47,535,097,300 - - 

更 正 等 11. 4.30 209,588,517,311 48,207,168,700 66,503,000 2,460,500 

更 正 等 12. 3.28 209,773,158,689 48,276,409,100 1,299,000 19,687,500 

更 正 等 13. 6.27 210,035,703,239 48,374,863,500 9,845,000 - 

本件更正等１ 16. 6.29 217,556,165,182 51,195,036,700 282,017,000 - 

異 議 申 立 て 16. 8.27 措置法６６条の４第１項（移転価格税制）適用部分の取消し 

異 議 決 定 19. 7. 9 217,528,218,632 51,184,556,600 △1,048,000 - 

審 査 請 求 19. 8. 9 措置法６６条の４第１項（移転価格税制）適用部分の取消し 

審 査 裁 決 22. 9. 9 棄却 

＊ 「過少申告加算税の額」欄の「△」は、当該決定により減少する税額を意味する。 
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２ 平成１１年３月期 

（単位 円） 

区分 年月日 所得金額 納付すべき税額 
過少申告加

算税の額  

重加算税の

額     

確 定 申 告 11. 6.29 265,220,754,494 45,793,599,000 - - 

更 正 等 12. 3.28 266,283,162,061 46,230,297,000 43,445,000 784,000 

更 正 等 13. 6.27 267,015,156,392 46,483,945,200 25,364,000 - 

更 正 等 14. 5.28 268,362,407,118 46,948,746,800 46,480,000 - 

本件更正等２ 16. 6.29 274,186,341,098 48,958,004,100 200,925,000 - 

異 議 申 立 て 16. 8.27 措置法６６条の４第１項（移転価格税制）適用部分の取消し 

異 議 決 定 19. 7. 9 棄却 

審 査 請 求 19. 8. 9 措置法６６条の４第１項（移転価格税制）適用部分の取消し 

審 査 裁 決 22. 9. 9 棄却 
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３ 平成１３年３月期 

（単位 円） 

区分 年月日 所得金額 納付すべき税額 
過少申告加

算税の額  

重加算税の

額     

確 定 申 告 13. 6.29 190,572,101,329 △2,581,185,852 - - 

更 正 等 14. 6.26 193,186,494,567 △1,678,058,076 90,305,000 - 

更 正 等 15. 4.23 193,405,790,695 △1,602,025,960 7,603,000 - 

更 正 等 16. 6. 7 192,953,089,195 △1,758,981,924 △15,695,000 - 

本件更正等３ 16. 6.29 196,335,594,791 △586,233,615 117,274,000 - 

異 議 申 立 て 16. 8.27 措置法６６条の４第１項（移転価格税制）適用部分の取消し 

異 議 決 定 19. 7. 9 棄却 

審 査 請 求 19. 8. 9 措置法６６条の４第１項（移転価格税制）適用部分の取消し 

審 査 裁 決 22. 9. 9 棄却 

＊ 「納付すべき税額」欄の「△」は、還付金の額に相当する税額を意味する。「過少申告加算税の額」

欄の「△」は、当該決定により減少する税額を意味する。 
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４ 平成１４年３月期 

（単位 円） 

区分 年月日 所得金額 納付すべき税額 
過少申告加

算税の額  

重加算税の

額     

確 定 申 告 14. 6.28 279,266,525,378 6,610,100,000 - - 

更 正 等 15. 4.23 281,359,212,488 6,672,880,600 6,278,000 - 

更 正 等 16. 6.7 280,504,966,238 6,647,253,200 △2,563,000 - 

本件更正等４ 16. 6.29 285,103,227,817 6,785,201,100 13,776,000 - 

異 議 申 立 て 16. 8.27 措置法６６条の４第１項（移転価格税制）適用部分の取消し 

異 議 決 定 19. 7. 9 棄却 

審 査 請 求 19. 8. 9 措置法６６条の４第１項（移転価格税制）適用部分の取消し 

審 査 裁 決 22. 9. 9 棄却 

＊ 「過少申告加算税の額」欄の「△」は、当該決定により減少する税額を意味する。 
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５ 平成１５年３月期 

（単位 円） 

区分 年月日 所得金額 納付すべき税額 
過少申告加

算税の額  

重加算税の

額     

確 定 申 告 15. 6.30 316,399,758,632 8,442,322,900 - - 

本件更正５－１ 16. 6.29 320,606,931,779 9,698,474,800 - - 

本件賦課決定５ 16. 6.29 - - 125,602,000 - 

異 議 申 立 て 16. 8.27 措置法６６条の４第１項（移転価格税制）適用部分の取消し 

更 正 等 17. 4.27 320,577,891,779 9,689,762,800 △871,000 - 

本件更正５－２ 18. 3.28 320,882,207,055 9,781,057,600 - - 

賦 課 決 定 18. 3.28 - - 9,129,000 - 

異 議 決 定 19. 7. 9 棄却 

審 査 請 求 19. 8. 9 措置法６６条の４第１項（移転価格税制）適用部分の取消し 

審 査 裁 決 22. 9. 9 棄却 

＊ 「過少申告加算税の額」欄の「△」は、当該決定により減少する税額を意味する。 
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（別紙４） 

課税処分の根拠 

１ 平成１０年３月期法人税（本件更正１の根拠） 

 原告の平成１０年３月期の所得金額は２１７６億１９８４万８２５１円、納付すべき法人税額は

５１２億１８９１万７８００円である。これらの計算根拠は、次のとおりである。 

(1) 所得金額 ２１７６億１９８４万８２５１円 

 上記金額は、次のアの金額にイの金額を加算した金額である。 

ア 本件直前更正１における所得金額 ２１００億３５７０万３２３９円 

 上記金額は、本件直前更正１における所得金額と同額である。 

イ 所得金額に加算すべき金額 ７５億８４１４万５０１２円 

 上記金額は、原告が平成１０年３月期に国外関連者であるＢ社等との間で行った本件国外関

連取引について、原告がＢ社等から支払を受けた対価の額が本件独立企業間価格に満たないこ

とから、措置法６６条の４第１項の規定に基づいて本件国外関連取引が本件独立企業間価格に

より行われたものとみなして算出された、原告の当期の所得金額に加算すべき金額である（た

だし、平成１９年７月９日付け異議決定による一部取消し後のもの）。上記金額の計算は、別

表２の１ないし８の各「平成１０年３月期」欄のとおりである。 

(2) 所得金額に対する法人税額 ８１６億０７４４万３０００円 

 上記金額は、上記(1)の所得金額（国税通則法１１８条１項の規定に基づき１０００円未満の

端数金額を切り捨てた後の金額。以下同じ。）に法人税法６６条（平成１０年法律第２４号によ

る改正前のもの）に規定する税率である１００分の３７．５を乗じて計算した金額である。 

(3) 法人税額の特別控除額 ７８億０１４４万２６２５円 

 上記金額は、措置法４２条の４（平成１０年法律第２３号による改正前のもの）に規定する試

験研究費の額が増加した場合の法人税額の特別控除額であり、本件直前更正１における金額と同

額である。 

(4) 法人税額から控除される所得税額等 ２２５億８７０８万２５００円 

 上記金額は、法人税法６８条（平成１５年法律第８号による改正前のもの。以下同じ。）に規

定する法人税額から控除される所得税額１０億０２４２万９７６３円及び同法６９条（平成１０

年法律第２４号による改正前のもの）に規定する法人税額から控除される外国税額２１５億８４

６５万２７３７円の合計額であり、本件直前更正１における金額と同額である。 

(5) 納付すべき法人税額 ５１２億１８９１万７８００円 

 上記金額は、上記(2)の金額から上記(3)の金額と上記(4)の金額を差し引いた金額（国税通則

法１１９条１項の規定に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額。以下同じ。）で

ある。 

(6) 既に納付の確定した本税額 ４８３億７４８６万３５００円 

 上記金額は、本件直前更正１において確定した法人税額と同額である。 

(7) 差引納付すべき法人税額 ２８億４４０５万４３００円 

 上記金額は、上記(5)の金額から上記(6)の金額を差し引いた金額であり、原告が新たに納付す

べき法人税額である。 

２ 平成１１年３月期法人税（本件更正２の根拠） 

 原告の平成１１年３月期の所得金額は２７４３億９１９３万９１７８円、納付すべき法人税額は
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４９０億２８９３万５４００円である。これらの計算根拠は、次のとおりである。 

(1) 所得金額 ２７４３億９１９３万９１７８円 

 上記金額は、次のアの金額にイの金額を加算し、ウの金額を減算した金額である。 

ア 本件直前更正２における所得金額 ２６８３億６２４０万７１１８円 

 上記金額は、本件直前更正２における所得金額と同額である。 

イ 所得金額に加算すべき金額 ６９億２８６３万３８６０円 

 上記金額は、原告が平成１１年３月期に国外関連者であるＢ社等との間で行った本件国外関

連取引について、原告がＢ社等から支払を受けた対価の額が本件独立企業間価格に満たないこ

とから、措置法６６条の４第１項の規定に基づいて本件国外関連取引が本件独立企業間価格に

より行われたものとみなして算出された、原告の当期の所得金額に加算すべき金額である。上

記金額の計算は、別表２の１ないし８の各「平成１１年３月期」欄のとおりである。 

ウ 事業税の損金算入額 ８億９９１０万１８００円 

 上記金額は、本件更正１によって本件直前更正１から増加した所得金額に、地方税法７２条

の２２第１項（平成１０年法律第２７号による改正前のもの）に定められている事業税の標準

税率である１２．０％を乗じて算出された事業税相当額であり、法人税基本通達９－５－２に

より、損金の額に算入される金額である（なお、当該金額は、本件更正等１が平成１９年７月

９日付け異議決定により一部取り消された後の増加所得金額で再計算した額である。）。 

(2) 所得金額に対する法人税額 ９４６億６５２１万８９５５円 

 上記金額は、上記(1)の所得金額に法人税法６６条（平成１８年法律第１０号による改正前の

もの）に規定する税率である１００分の３４．５を乗じて計算した金額である。 

(3) 法人税額の特別控除額 ４３億００８１万８２２４円 

 上記金額は、措置法４２条の４（平成１１年法律第９号による改正前のもの）に規定する試験

研究費の額が増加した場合の法人税額の特別控除額であり、本件直前更正２における金額と同額

である。 

(4) 法人税額から控除される所得税額等 ４１３億３５４６万５３１４円 

 上記金額は、法人税法６８条に規定する法人税額から控除される所得税額９億５５９５万５４

２３円及び同法６９条（平成１１年法律第１６０号による改正前のもの）に規定する法人税額か

ら控除される外国税額４０３億７９５０万９８９１円の合計額であり、本件直前更正２における

金額と同額である。 

(5) 納付すべき法人税額 ４９０億２８９３万５４００円 

 上記金額は、上記(2)の金額から上記(3)の金額と上記(4)の金額を差し引いた金額である。 

(6) 既に納付の確定した本税額 ４６９億４８７４万６８００円 

 上記金額は、本件直前更正２において確定した法人税額と同額である。 

(7) 差引納付すべき法人税額 ２０億８０１８万８６００円 

 上記金額は、上記(5)の金額から上記(6)の金額を差し引いた金額であり、原告が新たに納付す

べき法人税額である。 

３ 平成１３年３月期法人税（本件更正３の根拠） 

 原告の平成１３年３月期の所得金額は１９６５億７９５８万８５６９円、還付されるべき法人税

額は５億０１６３万８４５５円である。これらの計算根拠は、次のとおりである。 

(1) 所得金額 １９６５億７９５８万８５６９円 
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 上記金額は、次のアの金額にイの金額を加算し、ウの金額を減算した金額である。 

ア 本件直前更正３における所得金額 １９２９億５３０８万９１９５円 

 上記金額は、本件直前更正３における所得金額と同額である。 

イ 所得金額に加算すべき金額 ３６億２７０９万７８５１円 

 上記金額は、次の(ア)ないし(エ)の金額を合計した金額である。 

(ア) 国外関連者に対する所得移転金額 ３２億１７１７万３０６６円 

 上記金額は、原告が平成１３年３月期に国外関連者であるＢ社等との間で行った本件国外

関連取引について、原告がＢ社等から支払を受けた対価の額が本件独立企業間価格に満たな

いことから、措置法６６条の４第１項の規定に基づいて本件国外関連取引が本件独立企業間

価格により行われたものとみなして算出された、原告の当期の所得金額に加算すべき金額で

ある。上記金額の計算は、別表２の１ないし８の各「平成１３年３月期」欄のとおりである。 

(イ) 売上げの計上漏れ １億６１４０万１４４０円 

 上記金額は、原告は技術指導料の収益計上基準として役務提供完了基準を採用していたと

ころ、平成８年９月１日に原告と国外関連者であるトルコのｎとの間で締結した技術者交換

覚書に基づく技術指導料について、平成１３年３月期中に役務の提供を完了していたにもか

かわらず技術指導料として益金の額に算入しなかった金額であり、益金の額に算入すべき金

額である。 

(ウ) 損金の額に算入されない国外関連者に対する寄附金の額 １３０万３５００円 

 上記金額は、原告が国外関連者であるｑ有限公司との技術者派遣契約に基づいて請求すべ

き技術指導料のうち免除した金額であるが、免除することに相当の理由はなく、当該金額を

同社に対する寄付金の額と認めたものである。当該金額は、国外関連者に対する寄付金であ

り、措置法６６条の４第３項の規定により、損金の額に算入されない。 

(エ) 減価償却資産の償却超過額 ２億４７２１万９８４５円 

 上記金額は、減価償却資産である内燃力又はガス発電設備、焼却炉、ガソリン地下タンク

及び計量機について、減価償却の算出に係る耐用年数の適用を誤ったことにより、正当な耐

用年数に基づき算出された償却限度額を超えて損金の額に算入された金額であり、法人税法

３１条１項の規定により、損金の額に算入されない。 

ウ 貸倒引当金の繰入限度額超過額の過大額 ５９万８４７７円 

 上記金額は、法人税法５２条２項に規定する一括評価金銭債権に係る貸倒引当金について、

上記イ(イ)により売掛金の額が１億６１４０万１４４０円増加することに伴い、法人税法施行

令９６条２項（平成１３年政令第１９４号による改正前のもの）の規定に基づいて、期末一括

売掛債権等の額に１億６１４０万１４４０円を加算することにより貸倒引当金の損金算入額

の再計算を行った結果、当期繰入限度額が５９万８４７７円増加することとなるため、損金の

額に算入される金額である。 

(2) 所得金額に対する法人税額 ５８９億７３８７万６４００円 

 上記金額は、上記(1)の所得金額に、経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び

法人税の負担軽減措置に関する法律１６条に規定する税率である１００分の３０を乗じて計算

した金額である。 

(3) 法人税額の特別控除額 ５６億１４３８万２９９２円 

 上記金額は、措置法４２条の４（平成１３年法律第７号による改正前のもの）に規定する試験
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研究費の額が増加した場合の法人税額の特別控除額であり、本件直前更正３における金額と同額

である。 

(4) 法人税額から控除される所得税額等 ５３３億５９４９万３４０８円 

 上記金額は、法人税法６８条に規定する法人税額から控除される所得税額及び同法６９条（平

成１３年法律第６号による改正前のもの）に規定する法人税額から控除される外国税額の合計額

であり、上記(2)の金額から上記(3)の金額を差し引いた金額を限度として法人税額から控除され

る金額である。 

(5) 納付すべき法人税額 △５億０１６３万８４５５円 

 上記金額は、上記(4)において平成１３年３月期法人税額から控除しきれなかった所得税額及

び外国税額の金額であり、控除の対象となる所得税額１７億３０４４万８７０２円及び控除の対

象となる外国税額５２１億３０６８万３１６１円の合計額５３８億６１１３万１８６３円から、

上記(4)の金額を差し引いて算出される還付所得税額等の金額である。なお、金額に「△」を付

したものは、当該金額が還付金額であることを表す。 

(6) 既に納付の確定した本税額 △１７億５８９８万１９２４円 

 上記金額は、本件直前更正３において確定した還付所得税額等の金額と同額である。 

(7) 差引納付すべき法人税額 １２億５７３４万３４００円 

 上記金額は、上記(5)の金額から上記(6)の金額を差し引いた金額であり、原告が新たに納付す

べき法人税額である。 

４ 平成１４年３月期法人税（本件更正４の根拠） 

 原告の平成１４年３月期の所得金額は２８５４億５２５４万７８８６円、納付すべき法人税額は

６７億９５６８万０７００円である。これらの計算根拠は、次のとおりである。 

(1) 所得金額 ２８５４億５２５４万７８８６円 

 上記金額は、次のアの金額にイの金額を加算し、ウの金額を減算した金額である。 

ア 本件直前更正４における所得金額 ２８０５億０４９６万６２３８円 

 上記金額は、本件直前更正４における所得金額と同額である。 

イ 所得金額に加算すべき金額 ５２億２９２６万４９４９円 

 上記金額は、次の(ア)ないし(キ)の金額を合計した金額である。 

(ア) 国外関連者に対する所得移転金額 ４９億３５５４万７１３４円 

 上記金額は、原告が平成１４年３月期に国外関連者であるＢ社等との間で行った本件国外

関連取引について、原告がＢ社等から支払を受けた対価の額が本件独立企業間価格に満たな

いことから、措置法６６条の４第１項の規定に基づいて本件国外関連取引が本件独立企業間

価格により行われたものとみなして算出された、原告の当期の所得金額に加算すべき金額で

ある。上記金額の計算は、別表２の１ないし８の各「平成１４年３月期」欄のとおりである。 

(イ) 売上げの計上漏れ ２０７７万８２１１円 

 上記金額は、原告は技術指導料の収益計上基準として役務提供完了基準を採用していたと

ころ、平成１４年３月期中に役務の提供を完了していたにもかかわらず技術指導料として益

金の額に算入しなかった金額であり、益金の額に算入すべき金額である。 

(ウ) 損金の額に算入されない国外関連者に対する寄附金の額 １４２９万１１００円 

 上記金額は、原告が国外関連者であるｑ有限公司から収受すべき技術指導料を免除したこ

とによる寄附金の額であり、措置法６６条の４第３項の規定により、損金の額に算入されな
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い。 

(エ) 売上原価の過大計上額 １億１０３１万２４３２円 

 上記金額は、原告が「Ⓢ」中のＥＮＧ基幹部品現調費用として損金の額に算入した金額で

あるが、平成１４年３月期においてその役務は提供されていないのであり、損金の額に算入

されない。 

(オ) 減価償却資産の償却超過額 １億３７７３万７５９５円 

 上記金額は、減価償却資産である内燃力又はガス発電設備、焼却炉、ガソリン地下タンク

及び計量機について、適用すべき耐用年数を誤ったことにより、償却限度額を超えて損金の

額に算入された金額であり、法人税法３１条１項（平成１６年法律第１４号による改正前の

もの）の規定により、損金の額に算入されない。 

(カ) 子会社株式の取得価額に算入すべき額 １０００万００００円 

 上記金額は、原告が情報収集費として損金の額に算入した金額であるが、原告がその子会

社である株式会社ｔの株式を取得するために要した費用であり、子会社株式の取得価額に含

めるべきものであるから、損金の額に算入されない。 

(キ) 一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入額 ５９万８４７７円 

 上記金額は、本件更正３において損金の額に算入された一括評価金銭債権に係る貸倒引当

金の繰入額（上記３(1)ウ）と同額である。当該金額は、法人税法５２条９項（平成１４年

法律第７９号による改正前のもの）の規定により、翌事業年度において、益金の額に算入さ

れる（この点については、国税通則法６５条４項に規定する「正当な理由」が認められる。）。 

ウ 所得の金額から減算される金額 ２億８１６８万３３０１円 

 上記金額は、次の(ア)及び(イ)の各金額を合計した金額である。 

(ア) 貸倒引当金の繰入限度超過額の過大額 ４２万２２０１円 

 上記金額は、法人税法５２条２項（平成１４年法律第７９号による改正前のもの）に規定

する一括評価金銭債権に係る貸倒引当金について、上記３(1)イ(イ)及び上記イ(イ)により

売掛金の額が１億８２１７万９６５１円増加することに伴い、法人税法施行令９６条２項

（平成１４年政令第２７１号による改正前のもの）の規定に基づき計算した損金の額に算入

される金額が４２万２２０１円増加することとなるため、損金の額に算入される金額である。 

(イ) 事業税の損金算入額 ２億８１２６万１１００円 

 上記金額は、本件更正３によって本件直前更正３から増加した所得金額（ただし、平成１

３年３月期に係る平成１６年６月７日付け法人税の更正により減額された金額を除く。）に、

地方税法７２条の２２第１項（平成１５年法律第９号による改正前のもの）に定められる事

業税の標準税率である９．６％を乗じて算出された事業税相当額であり、法人税基本通達９

－５－２により、損金の額に算入される金額である。 

(2) 所得金額に対する法人税額 ８５６億３５７６万４１００円 

 上記金額は、上記(1)の所得金額に経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法

人税の負担軽減措置に関する法律１６条に規定する税率である１００分の３０を乗じて計算し

た金額である。 

(3) 法人税額の特別控除額 ８４億７８１１万８９９０円 

 上記金額は、措置法４２条の４（平成１４年法律第１５号による改正前のもの）に規定する試

験研究費の額が増加した場合等の法人税額の特別控除額であり、本件直前更正４における金額と
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同額である。 

(4) 法人税額から控除される所得税額等 ７０３億６１９６万４３９６円 

 上記金額は、次のアの金額とイの金額を合計した額である。 

ア 法人税額から控除される所得税額 ９億２００８万３７９７円 

 上記金額は、法人税法６８条に規定する法人税額から控除される所得税額であり、本件直前

更正４における金額と同額である。 

イ 法人税額から控除される外国税額 ６９４億４１８８万０５５９円 

 上記金額は、次の(ア)の金額と(イ)の金額を合計した金額である。 

(ア) 本件直前更正４に係る法人税額から控除される外国税額 

 ６８１億０６０３万３７２９円 

 上記金額は、法人税法６９条（平成１４年法律第７９号による改正前のもの）に規定する

法人税額から控除される外国税額であり、本件直前更正４における金額と同額である。 

(イ) 控除される外国税額の増加額 １３億３５８４万６８７０円 

 法人税法６９条（平成１４年法律第７９号による改正前のもの）の規定に基づき計算した

外国税額控除限度額は６９４億４１８８万０５９９円であり、本件直前更正４における控除

額６８１億０６０３万３７２９円との差額１３億３５８４万６８７０円が法人税額から控

除される金額である。 

(5) 納付すべき法人税額 ６７億９５６８万０７００円 

 上記金額は、上記(2)の金額から上記(3)の金額と上記(4)の金額を差し引いた金額である。 

(6) 既に納付の確定した本税額 ６６億４７２５万３２００円 

 上記金額は、本件直前更正４において確定した法人税額と同額である。 

(7) 差引納付すべき法人税額 １億４８４２万７５００円 

 上記金額は、上記(5)の金額から上記(6)の金額を差し引いた金額であり、原告が新たに納付す

べき法人税額である。 

５ 平成１５年３月期法人税（本件更正５－２の根拠） 

 原告の平成１５年３月期の所得金額は３２１２億５６４０万５７０９円、納付すべき法人税額は

９８億９３３１万７０００円である。これらの計算根拠は、次のとおりである。 

(1) 所得金額 ３２１２億５６４０万５７０９円 

 上記金額は、次のア金額にイの金額を加算し、ウの金額を減算した金額である。 

ア 申告所得金額 ３１６３億９９７５万８６３２円 

 上記金額は、原告の平成１５年３月期の法人税確定申告書（以下「平成１５年３月期確定申

告書」という。）に記載された所得金額と同額である。 

イ 所得金額に加算すべき金額 ５５億６６９８万１６８７円 

 上記金額は、次の(ア)ないし(チ)の各金額を合計した金額である。 

(ア) 国外関連者に対する所得移転金額（本件更正５－１） ３７億８９８３万８３０４円 

 上記金額は、原告が平成１５年３月期に国外関連者であるＢ社等との間で行った本件国外

関連取引について、原告がＢ社等から支払を受けた対価の額が本件独立企業間価格に満たな

いことから、措置法６６条の４第１項の規定に基づいて本件国外関連取引が本件独立企業間

価格により行われたものとみなして算出された、原告の当期の所得金額に加算すべき金額で

ある。上記金額の計算は、別表２の１ないし８の各「平成１５年３月期」欄のとおりである。 
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(イ) 売上計上漏れ（本件更正５－１） ２億８７２２万９２５５円 

 上記金額は、原告が、① 国外関連者であるｎに対する売上げにおいて、誤って二重に値

引計上したため、益金の額に算入しなかった金額１億５２２１万１１２０円、② 技術指導

料の収益計上基準として役務提供完了基準を採用していたところ、平成１５年３月期におい

て、国外関連者との技術派遣契約に基づく技術者派遣について、役務の提供を完了していた

にもかかわらず技術指導料として益金の額に算入していなかった金額、すなわち、同社に対

する技術指導料の額５１７３万０２９２円、Ⓐ有限公司に対する技術指導料の額１９９７万

２８５８円、ⒷCo．Ltd．に対する技術指導料の額３８６７万７７０７円、ⒸLtd．に対する

技術指導料の額１４９８万０４７８円、ｑ有限公司に対する技術指導料の額９６５万６８０

０円の合計額であり、益金の額に算入すべき金額である。 

(ウ) 損金の額に算入されない国外関連者に対する寄附金の額（本件更正５－１及び本件更正

５－２） ４億０３１４万５２８５円 

 上記金額は、原告が支出した寄附金の額のうち、国外関連者に対するもの、すなわち、ｑ

有限公司に対する寄附金の額６１３１万５８９３円、Ⓐ有限公司に対する寄附金の額９８８

３万０００９円、ⒹLtd．に対する寄附金の額１億１５３４万０１８８円、ⒺLtd．に対する

寄附金の額４６６６万５９４３円、ⒻLtd．に対する寄附金の額８０９９万３２５２円の合

計額である。これらは、いずれも国外関連者に対する寄附金であるから、措置法６６条の４

第３項の規定により、損金の額に算入されない。 

(エ) 売上原価の過大計上額（本件更正５－１） ５億２１９２万４９２３円 

 上記金額は、原告が売上原価として損金の額に算入した「Ⓢ」に係るＥＮＧ基幹部品現調

費用の額４億５８７５万９３６３円及び２４万台能拡費用の額６３１６万５５６０円の合

計額である。平成１５年３月期においてその役務は完了していないので、上記金額は損金の

額に算入されない。 

(オ) 子会社株式の取得価額に算入すべき額（本件更正５－１） ２億１４３８万７４８０円 

 上記金額は、原告が監査・鑑定弁護士料等として損金の額に算入した契約手数料等の額１

億３１１３万５６６３円及び監査法人、法律事務所等に対する報酬等の額８３２５万１８１

７円の合計金額である。当該金額は、原告が子会社である株式会社ｔの株式を取得するため

に要した費用であり、子会社株式の取得価額に算入すべきものであるから、損金の額に算入

されない。 

(カ) 減価償却資産の償却超過額（本件更正５－１） ２億４０２９万９０５７円 

 上記金額は、原告が、減価償却費として損金の額に計上したもののうち、適用すべき耐用

年数を誤ったことによる償却超過額１億６８０８万２８１１円、ソフトウエアの取得価額と

して資産計上すべき償却超過額７１３３万５６９１円及び一括償却資産の損金算入に係る

明細書を添付することなく取得価額の全額を損金の額に算入したことによる償却超過額８

８万０５５５円の合計金額であり、法人税法３１条（平成１６年法律第１４号による改正前

のもの）の規定により、損金の額に算入されない。 

(キ) 棚卸資産の計上漏れ（本件更正５－１） ２４２３万８１２３円 

 上記金額は、原告が二輪部品を棚卸資産として計上した額と、同部品の価額を材料費及び

加工費の額に基づいて算出した額との差額であり、期末の棚卸資産の価額を過少に計上して

売上原価を過大に計上したものであるから、損金の額に算入されない。 
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(ク) 固定資産の計上漏れ（本件更正５－１） ９４９万３８００円 

 上記金額は、原告が、ⓕ工場に係る修繕費及びⓖ工場に係る試験研究費として損金の額に

計上した金額であるが、これらは、機械装置等の新規取得に要したものであり、当該資産の

取得価額とすべきものであるから、損金の額に算入されない。 

(ケ) 国内普及活動費の過大計上額（本件更正５－１） ７１２万５０００円 

 上記金額は、原告が国内普及活動費として損金の額に計上した金額であり、これは、消費

税等の仮払金額であるから、損金の額に算入されない。 

(コ) 貯蔵品の計上漏れ（本件更正５－１） ６８４万００００円 

 上記金額は、原告が設備修繕費として損金の額に算入した金額であるが、平成１５年３月

期において、使用していない物品に係る金額であり、貯蔵品として計上すべきものであるか

ら、損金の額に算入されない。 

(サ) 売上金額の減算過大額（本件更正５－１） ４９３万００４４円 

 上記金額は、国内ロイヤルティの売上金額９８６０万０８９１円に係る消費税等の金額で

あり、原告が売上金額として二重に計上していたところ、消費税等の経理処理において税抜

経理方式を採用しているにもかかわらず、当該消費税額である仮受消費税等の額４９３万０

０４４円を含めた額１億０３５３万０９３５円を申告調整において所得金額から減算した

ことにより、仮受消費税等に相当する額を過大に益金の額から減算しているから、益金の額

に算入される。 

(シ) 外国源泉税の損金過大計上額（本件更正５－１） １０６４万４１４５円 

 上記金額は、原告が外国法人税等（外国税額控除）として損金の額に算入した金額のうち、

カナダからの技術指導料について課された外国源泉税等であり、カナダ税務当局への還付申

請により還付される税額であるから、損金の額に算入されない。 

(ス) 過年度調査額に係る加算漏れ（本件更正５－１） ２１７１万００４２円 

 上記金額は、平成１３年３月期法人税の更正に係る決算上の受入処理に伴い、所得金額に

加算した金額１億９０４１万８７６６円と、平成１３年３月期法人税の更正に伴い所得金額

に加算すべき金額２億１２１２万８８０８円との差額であり、益金の額に算入されていない

から、益金の額に算入される。 

(セ) 未収消費税の受入れとして過大に減算した額（本件更正５－１） 

 １６４８万４９０６円 

 上記金額は、原告が消費税等の経理処理において税抜き経理方式を採用しているところ、

仮受消費税、仮払消費税及び納付すべき消費税の額の端数調整をしていたにもかかわらず、

さらに所得金額から減算した金額であり、損金の額に算入されない。 

(ソ) ロイヤルティ計上漏れ（本件更正５－１） ２２６万９１２２円 

 上記金額は、原告がベトナムからのロイヤルティについて、４億９５９０万６１０７円を

売上げとして計上すべきところ、４億９３６３万６９８５円を売上げとして計上したことに

より生じた差額であり、益金の額が過少に計上されているから、益金の額に算入される。 

(タ) 益金の額に算入される貸倒引当金の繰入額（本件更正５－１） ４２万２２０１円 

 上記金額は、本件更正４において損金の額に算入された貸倒引当金の繰入額（上記４(1)

ウ(ア)）と同額であり、法人税法５２条９項（平成１５年法律第８号による改正前のもの）

の規定により、翌事業年度において、益金の額に算入される（この点については、国税通則



89 

法６５条４項に規定する「正当な理由」が認められる。）。 

(チ) 控除対象外国税の損金不算入額（本件更正５－１） ６００万００００円 

 上記金額は、法人税法６９条（平成１５年法律第８号のよる改正前のもの）の外国税額控

除の計算において、ポルトガルからの配当金に係る外国源泉税等の額１億５６７２万９７５

０円について、１億５０７２万９７５０円を税額控除対象として所得金額に加算したことに

より生じた差額であり、同法４１条の規定により損金の額に算入されない。 

ウ 所得金額から減算すべき金額 ７億１０３３万４６１０円 

 上記金額は、次の(ア)ないし(オ)の各金額を合計した金額である。 

(ア) 退職給付引当金等で所得金額から減算すべき金額（本件更正５－１） 

 ３億１３６６万１３９８円 

 上記金額は、退職給付引当金及び役員退職慰労引当金について、当期に所得の金額から減

算すべき金額が３億１３６６万１３９８円過少であることから、損金の額に算入される。 

(イ) 前期更正額の当期減算漏れ（本件更正５－１） ７７６万４３７６円 

 上記金額は、原告の本件直前更正２に係る申告調整において、所得金額から減算すべき金

額は、繰延資産計上漏れに係る当期の償却額１３６３万１７８９円及び固定資産計上漏れに

係る償却額１８９万６９６３円の合計１５５２万８７５２円であるにもかかわらず、７７６

万４３７６円を減算したことにより生じた差額であり、損金の額に算入される。 

(ウ) 貸倒引当金の繰入限度超過額の過大額（本件更正５－２） ４４万３４３６円 

 上記金額は、法人税法５２条２項（平成１５年法律第８号による改正前のもの）に規定す

る一括評価金銭債権に係る貸倒引当金について、平成１５年３月期末における売掛金の額が

４億６９４０万８９０６円増加し、未収入金の額が７４５万８１７６円増加することに伴い、

法人税法施行令９６条２項（平成２０年政令第１５６号による改正前のもの）の規定に基づ

き計算した損金の額に算入される金額が４４万３４３６円増加することとなるため、同額が

損金の額に算入される。 

(エ) 事業税の損金算入額（本件更正５－１） ３億５９４２万５４００円 

 上記金額は、本件更正４によって本件直前更正４から増加した所得金額（ただし、平成１

４年３月期に係る平成１６年６月７日付け法人税の更正により減額された金額を除く。）に、

地方税法附則第４０条１０項（平成１５年法律第９号による改正前のもの）に定められる事

業税の標準税率である９．６％を乗じて算出された事業税相当額であり、法人税基本通達９

－５－２により損金の額に算入される金額である。 

(オ) 配当金の過大計上額（平成１５年３月期法人税に係る平成１７年４月２７日付け減額再

更正） ２９０４万００００円 

 上記金額は、原告がⒼ有限公司からの受取配当金として収益に計上したものであるが、実

際に配当されていないから、益金の額から減算される。 

(2) 課税所得金額に対する法人税額 ９６３億７６９２万１５００円 

 上記金額は、上記(1)の所得金額に経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法

人税の負担軽減措置に関する法律１６条に規定する税率である１００分の３０を乗じて計算し

た金額である。 

(3) 法人税額の特別控除額 ９８億６９９１万６６３８円 

 上記金額は、措置法４２条の４（平成１５年法律第８号による改正前のもの）に規定する試験



90 

研究費の額が増加した場合等の法人税額の特別控除額であり、平成１５年３月期確定申告書にお

いて法人税額の特別控除額とされた金額と同額である。 

(4) 法人税額から控除される所得税額等 ７６６億１３６８万７８０１円 

 上記金額は、次のア及びイの各金額の合計額である。 

ア 法人税額から控除される所得税額 １０億６９３７万８７２２円 

 上記金額は、平成１５年３月期確定申告書に、法人税法６８条（平成１５年法律第８号によ

る改正前のもの）に規定する法人税額から控除される所得税額として記載された金額と同額で

ある。 

イ 法人税額から控除される外国税額 ７５５億４４３０万９０７９円 

 上記金額は、次の(ア)及び(イ)の各金額の合計額である。 

(ア) 平成１５年３月期確定申告書記載額 ７５５億３８３０万９０７９円 

 上記金額は、平成１５年３月期確定申告書に、法人税法６９条（平成１５年法律第８号に

よる改正前のもの）に規定する法人税額から控除される外国税額として記載された金額と同

額である。 

(イ) 控除される外国税額の増加額 ６００万００００円 

 上記金額は、法人税法６９条（平成１５年法律第８号による改正前のもの）の規定に基づ

き計算した法人税額控除限度額の増加額であり、法人税額から控除される金額である（本件

更正５－１）。 

(5) 納付すべき法人税額 ９８億９３３１万７０００円 

 上記金額は、上記(2)の金額から上記(3)の金額と上記(4)の金額を差し引いた金額である。 

(6) 既に納付の確定した法人税額 ８４億４２３２万２９００円 

 上記金額は、原告が平成１５年３月期確定申告書に記載した法人税額と同額である。 

(7) 差引納付すべき法人税額 １４億５０９９万４１００円 

 上記金額は、上記(5)の金額から上記(6)の金額を差し引いた金額である。 

６ 本件賦課決定１ないし４の根拠 

 本件更正１ないし４により新たに納付すべき法人税額の基礎となった事実のうち、本件更正１な

いし４よりも前における税額の基礎とされていなかったことについて、国税通則法６５条４項に規

定する「正当な理由」があると認められる部分は、平成１４年３月期の上記４(1)イ(キ)の貸倒引

当金の繰入限度超過額過大戻入に係る５９万８４７７円の部分のみであり、これ以外に「正当な理

由」があるとは認められない。したがって、本件更正１ないし４に伴って課される過少申告加算税

の各税額は、次の(1)ないし(4)のとおりである。 

(1) 本件賦課決定１の根拠 ２億８０９６万９０００円 

 上記金額は、本件更正１における差引納付すべき法人税額２８億０９６９万円（国税通則法１

１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後の金額。以下同じ。）に、同法６５条

１項の規定に基づき、１００分の１０の割合を乗じて算出した過少申告加算税の税額である。 

(2) 本件賦課決定２の根拠 ２億０１０４万１０００円 

 上記金額は、本件更正２における差引納付すべき法人税額２０億１０４１万円に、国税通則法

６５条１項の規定に基づき、１００分の１０の割合を乗じて算出した過少申告加算税の税額であ

る。 

(3) 本件賦課決定３の根拠 １億１７２７万４０００円 
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 上記金額は、本件更正３における差引納付すべき法人税額１１億７２７４万円に、国税通則法

６５条１項の規定に基づき、１００分の１０の割合を乗じて算出した過少申告加算税の税額であ

る。 

(4) 本件賦課決定４の根拠 １３７７万６０００円 

 上記金額は、本件更正４における差引納付すべき法人税額のうち、「正当な理由」があると認

められる部分（上記４(1)イ(キ)の貸倒引当金の繰入限度超過額過大戻入の洗替え）を除いた部

分に対応する法人税額１億３７７６万円に、国税通則法６５条１項の規定に基づき、１００分の

１０の割合を乗じて算出した過少申告加算税の税額である。 

７ 本件賦課決定５の根拠 １億２４７３万１０００円 

 本件賦課決定５（ただし、平成１７年４月２７日付け変更決定により一部取消し後のもの）は、

本件更正５－１（ただし、同日付け更正により一部取消し後のもの）に基づくものである。そして、

同更正により新たに納付すべき法人税額の基礎となった事実のうち、同更正よりも前における税額

の基礎とされていなかったことについて、国税通則法６５条４項に規定する「正当な理由」がある

と認められる部分は、上記５(1)イ(タ)の貸倒引当金の繰入限度超過額過大戻入に係る４２万２２

０１円の部分のみであり、これ以外に「正当な理由」があるとは認められない。 

 したがって、本件更正５－１（ただし、平成１７年４月２７日付け更正により一部取消し後のも

の）によって差引納付すべき税額は１２億４７４３万９９００円であるところ、これに伴って課さ

れる過少申告加算税は、上記の「正当な理由」があると認められる部分を除いた部分に対応する法

人税額１２億４７３１万円に、国税通則６５条１項の規定に基づき、１００分の１０の割合を乗じ

て算出した１億２４７３万１０００円となる。 

（以上） 
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別表２ 省略 
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（別紙５） 

当事者の主張 

(1) 本件更正５－１及び本件更正５－２の各取消しの訴えの適否（争点１）について 

（被告の主張） 

ア 本件更正５－１の取消しの訴えは訴えの利益を欠く不適法なものであること（争点１－１） 

 本件各訴えのうち本件更正５－１の一部取消しを求めるものは、訴えの利益を欠き、不適法

であるから、却下されるべきである。 

(ア) 当初の更正後に増額再更正がされた場合、増額再更正のみが取消訴訟の対象となり、当

初の更正の取消しを求める訴えの利益は失われる。すなわち、増額再更正は、増差税額に係

る課税標準及び税額のみを追加するものではなく、納付すべき税額を全面的に見直し、当初

の更正に係る税額を含む総額としての税額を確認するものであるから、当初の更正を包含し、

当初の更正は増額再更正に吸収されると解される（吸収説）ところ、このように解すると、

当初の更正における確認行為は、税額確定の効果を失わせるという取消訴訟の目的に照らし、

独立して取消訴訟の対象とする意義を失い、増額再更正における確認行為に吸収され、消滅

することとなる。 

(イ) 処分行政庁は、平成１５年３月期について、本件更正５－１の後に増額再更正である本

件更正５－２をしたのであり、本件更正５－１は、本件更正５－２に吸収され、独立して取

消訴訟の対象とする意義を失ったものである。したがって、本件各訴えのうち本件更正５－

１の一部取消しを求めるものは、訴えの利益を欠き、不適法であるから、却下されるべきで

ある。 

イ 本件更正５－２の取消しの訴えは不服申立て前置の規定及び出訴期間の規定に違反する不

適法なものであること（争点１－２） 

 本件各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求めるものは、次の(ア)のとおり、国税通

則法１１５条１項の不服申立て前置を欠くものであり、次の(イ)のとおり、そのことにつき同

項３号の「正当な理由」があるということはできない。また、その訴えは、次の(ウ)のとおり、

行政事件訴訟法１４条１項の出訴期間を経過して提起されたものであり、そのことにつき同項

ただし書の「正当な理由」があるということはできない。したがって、本件各訴えのうち本件

更正５－２の一部取消しを求めるものは、不適法であるから、却下されるべきである。 

(ア) 国税通則法１１５条１項の不服申立て前置を欠くこと 

 次のとおり、本件各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求めるものは、不服申立て

前置を欠く。 

ａ 国税通則法１１５条１項が国税に関する処分について不服申立て前置を要求している

趣旨は、国税に関する処分は課税標準の認定が複雑かつ専門的であるため、司法審査の前

に、専門的な知識と経験を有する行政庁に再検討の機会を与え、それによる自主的解決を

期待するとともに、大量かつ反復的に行われる国税に関する処分について訴訟が大量に提

起されることを回避し、税務行政の統一的、安定的運用を図るものである。また、同項が

異議申立てについての決定及び審査請求についての裁決という２段階の不服申立て前置

を要求している趣旨は、国税不服審判所長に国税に関する処分の当否を再検討させること

に加えて、納税者が所定の期間内に不服申立てをしない限り当該処分の効力を前提として

その後の徴収事務等を行うことができるようにすることにより、税務行政の安定を図るこ
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とにもある。 

 このような国税通則法１１５条１項の趣旨によれば、国税に関する処分については、そ

の取消しの訴えが提起される前に、当該処分について納税者による不服申立てがされ、そ

の不服申立てについての決定又は裁決がされることが予定されているということができ

る。このように解することは、同項の「異議申立てについての決定」又は、「審査請求に

ついての裁決」という文言にも合致する。したがって、同項に規定する不服申立て前置を

満たすためには、国税に関する処分について、納税者が不服申立てをし、それについての

裁決を経ていなけれげならない。 

ｂ 増額再更正の取消訴訟の場合、上記ア(ア)のとおり、増額再更正が当初の更正を吸収す

る関係にあるものの、これらは別個独立の処分であり、処分の理由が異なるから、実体法

上当然に一方が他方に吸収されるものではない。国税通則法９０条及び１０４条が、当初

の更正及び増額再更正がいずれも不服申立ての対象となることを前提として、併合審理等

に関する規定を設けていることからしても、取消しの訴えの提起前の段階では、当初の更

正と増額再更正が併存することは明らかである。増額再更正が当初の更正を吸収する関係

にあるとしても、それは、当初の更正と増額再更正を別訴で争うことにより審判の矛盾、

抵触が生ずるのを避けるため、当初の更正は増額再更正に包摂され、訴訟上吸収されると

解しているにすぎず、取消しの訴えの提起前の段階においては、それぞれの更正は併存す

るのであるから、処分の確定を妨ぐためには、それぞれ不服申立てを行なわなければなら

ない。 

ｃ これを本件についてみると、原告は、本件更正５－１については、異議申立て及び審査

請求をし、決定及び裁決を経ている。しかし、本件更正５－２は平成１８年３月２８日付

けでされ、その頃通知書が送達されたにもかかわらず、原告は、その通知書が送達された

日の翌日から２月の不服申立て期間内に、本件更正５－２について不服申立てをしていな

い。したがって、本件各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求めるものは、審査請

求についての裁決を経たものではないから、国税通則法１１５条１項の不服申立て前置を

満たしているということができない。 

(イ) 国税通則法１１５条１項３号の「正当な理由」がないこと 

 次のとおり、本件各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求めるものは、審査請求に

ついての裁決を経ないことにつき国税通則法１１５条１項３号の「正当な理由」があるとい

うことができない。 

ａ 国税通則法１１５条１項が国税に関する処分について不服申立て前置を要求している

趣旨は、上記(ア)ａのとおりであって、二つの処分がある場合に、一つの処分についての

み不服申立てをし、他の処分について不服申立てをしないことに「正当な理由」があると

きとは、司法審査に先立ち不服申立てを経由させることにつき合理的理由がない場合、す

なわち、各処分が実質的に同一である場合や、各処分がその理由を共通にし、不服申立て

において攻撃される点も専ら共通である場合であり、かつ、それに対する行政庁の基本的

な判断が一つの処分に対する不服申立てにおいて既に示されており変更の余地がないよ

うな場合に限られると解される。これは、先行する処分についての不服申立てに対する判

断が未だ示されていない段階では、なお他の処分について改めて不服申立てをして行政庁

の判断を求めることは無意味ではないからである。 
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ｂ これを本件についてみると、本件更正５－２は平成１８年３月２８日付けでされたもの

であり、これに対する不服申立てはその通知を受けた日の翌日から２か月以内にすること

ができた。本件更正５－１についての異議申立てを棄却する旨の決定は平成１９年７月９

日付けでされている。したがって、本件更正５－２に対する不服申立てをすることができ

た期間においては、本件更正５－１に係る異議申立ては審理中であり、行政庁の基本的な

判断が未だ示されていなかったのであって、本件更正５－２について、行政庁の基本的な

判断が本件更正５－１に対する不服申立てにおいて既に示されており変更の余地がない

ような状況にあったということはできないから、本件更正５－２に対する不服申立てが無

意味ということはできず、これを経由しないことにつき、国税通則法１１５条１項３号の

「正当な理由」があるということはできない。 

ｃ 原告の主張について 

 原告は、本件更正５－１に対する不服申立てにおいて移転価格税制の適用に関する原告

の主張には理由がない旨の実体判断がされており、これと異なる判断がされることは考え

られないことを根拠として、本件各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求めるもの

が審査請求についての裁決を経ていないことにつき国税通則法１１５条１項３号の「正当

な理由」があると主張する。 

 しかし、当初の更正に対する不服申立てについての裁決がされた後に再更正がされた場

合であれば、再更正がされた時には当初の更正に対する不服申立てにおいて行政庁の基本

的な判断が示されているが、本件はそれと異なり、本件更正５－２がされた時には、本件

更正５－１に対する不服申立てについての裁決がされておらず、行政庁の基本的な判断は

示されていなかった。原告の主張に係る事情は、本件更正５－２に対する不服申立て期間

を経過した後にされた決定及び裁決に基づくものにすぎない。同期間中には、本件更正５

－１に対する不服申立てについての異議決定及び裁決はいずれもされていないのである

から、原告の主張に係る事情は、本件更正５－２に対する不服申立てを経由しない理由と

なるものではない。 

(ウ) 行政事件訴訟法１４条１項ただし書の「正当な理由」がないこと 

 次のとおり、本件各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求めるものは、行政事件訴

訟法１４条１項の出訴期間を経過して提起されたものであり、そのことにつき同項ただし書

の「正当な理由」があるということができない。 

ａ 本件更正５－２は平成１８年３月２８日付けでされたものであり、その通知書はその頃

原告に送達されている。そして、本件各訴えは平成２３年３月１１日に提起されたもので

あるから、本件各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求めるものが、原告が本件更

正５－２があったことを知った日から６か月を経過した後に提起されたものであること

は明らかである。 

ｂ 原告の主張について 

 原告は、出訴期間を経過したことにつき行政事件訴訟法１４条１項ただし書の「正当な

理由」がある旨を主張する。 

 しかし、「正当な理由」の有無は、諸般の事情を総合して遅れた出訴を許容するのが社

会通念上相当であると評価することができるか否かにより決せられるものであるところ、

当初の更正に対する不服申立てについての裁決がされた後に再更正がされた場合であれ
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ば、再更正がされた時には当初の更正に対する不服申立てにおいて行政庁の基本的な判断

が示されており、再更正に対する不服申立てをする独自の意味が失われているが、本件は

それと異なり、本件更正５－２がされた時には、本件更正５－１に対する不服申立てにつ

いての裁決がされておらず、行政庁の基本的な判断は示されていなかったのであって、本

件更正５－２に対する不服申立てをする独自の意味は未だ失われていなかった。本件にお

いては、原告に本件更正５－２の取消しの訴えを提起することができない事情があったと

いうこともできないのであって、遅れた出訴を許容するのが社会通念上相当であると評価

することはできない。したがって、本件において、原告が本件各訴えのうち本件更正５－

２の一部取消しを求めるものを出訴期間を経過して提起したことにつき行政事件訴訟法

１４条１項ただし書の「正当な理由」があるということはできない。 

（原告の主張） 

ア 本件更正５－１の取消しの訴えは訴えの利益を欠く不適法なものではないこと（争点１－

１） 

 次のとおり、本件更正５－２がされたからといって、本件更正５－１の一部取消しを求める

訴えの利益は失われるものではない。したがって、その訴えは、不適法ではない。 

(ア) 吸収説を根拠として課税処分を争う途が狭められてはならないこと 

 一般に、当初の更正後に増額再更正がされた場合、増額再更正は、納付すべき税額を全面

的に見直し、当初の更正に係る税額を含む全体としての税額を確定するものであるから、当

初の更正は、増額再更正に吸収され、独立した存在意義を失うとされているところ、この考

え方（吸収説）は、課税処分の取消訴訟において納税義務を矛盾なく確定させる上で取消し

の対象を単一の処分に集約する必要があることから採用されているものであって、当初の更

正が増額再更正に吸収され外形上消滅するという説明は便宜的なものにすぎず、実体的に課

税処分の吸収消滅の事実が生ずるものではない。吸収説は、実体的に不可分一体である課税

要件事実について取消しの対象となる課税処分が複数併存し裁判所の判断に矛盾抵触が生

ずることを避けるため便宜的に創出された整理概念にすぎないというべきである。そして、

吸収説がこのような単なる整理概念にすぎないことによれば、吸収説は、それを採用するこ

とにより納税者に実体的な不利益が生じないことを当然の前提とするものであるというこ

とができるから、吸収説を根拠として納税者が課税処分を争うことが困難になるような解釈

をすることは許されない。吸収説を採用することにより納税者に実体的な不利益を生じさせ

ることは、吸収説の本来の目的を逸脱する。 

(イ) これを本件についてみると、本件更正５－１がされた後に増額再更正である本件更正５

－２がされているが、再更正は当初の更正とは別個独立の処分であり、再更正がされても当

初の更正はその存在を失うものではないから、当初の更正の取消しを求める訴えの利益は失

われないと解するのが相当であり、本件更正５－２がされたからといって、本件更正５－１

の一部取消しを求める訴えの利益は失われないというべきである。 

イ 本件更正５－２の取消しの訴えは不服申立て前置の規定又は出訴期間の規定に違反する不

適法なものではないこと（争点１－２） 

 本件各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求めるものは、次の(ア)のとおり、不服申

立て前置を欠くことにつき国税通則法１１５条１項３号の「正当な理由」がある。また、その

訴えは、次の(イ)のとおり、行政事件訴訟法１４条の出訴期間を経過して提起されたことにつ
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き「正当な理由」がある。したがって、本件各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求め

るものは、不適法ではない。 

(ア) 国税通則法１１５条１項３号の「正当な理由」があること 

ａ 国税通則法１１５条１項が国税に関する処分について不服申立て前置を要求している

趣旨は、行政庁の知識と経験を活用し訴訟に至ることなく事件の解決を図ることができる

こと、訴訟に移行した場合の事実関係の明確化に資すること、裁判所が訴訟の氾濫に悩ま

されることを回避することができること、税務行政の統一的運用に資することにあると解

されるところ、このような不服申立て前置の趣旨を踏まえると、直接の訴訟提起を認めて

も上記趣旨を阻害せず、むしろ、迅速な権利救済という観点からは合理的と解されるよう

な場合は、不服申立て前置を欠くことにつき「正当な理由」があるというべきである。そ

して、本件のように、当初の更正後に増額再更正がされた場合、① 当初の更正について

不服申立てを経ていること、② 当初の更正と再更正の内容が実質的に同一であること、

③ 当初の更正と再更正を通じて原告が主張する違法事由が共通であること、④ 当初の

更正に対する異議申立て及び審査請求の審理に長期間を要していること、⑤ 当初の更正

に対する審査請求に再更正に対しても不服申立てをする趣旨が含まれていることといっ

た事情が認められるのであれば、「正当な理由」があるというべきである。 

ｂ これを本件についてみると、原告は、本件更正５－１について裁決を経ており、処分行

政庁及び国税不服審判所長は、移転価格税制を課税根拠とする部分の取消しを求める原告

の主張には理由がない旨の実体判断をしている。本件更正５－１と本件更正５－２は、い

ずれも原告の平成１５年３月期法人税に関する処分であり、原告が争う意図を有しない寄

附金課税を除き、移転価格課税を課税根拠とする部分については実質的に同一である。原

告が本件更正５－２について主張する違法事由は、本件更正５－２に固有の課税根拠であ

る寄附金課税の違法ではなく、本件更正５－１の課税根拠である移転価格課税の違法であ

り、原告が主張する違法事由は本件更正５－１と本件更正５－２を通じて共通である。本

件更正５－１に対する異議申立ては約３年、審査請求も約３年を要しており、本件更正５

－２について不服申立ての前置を欠くことを理由にその取消しの訴えを不適法とすれば、

膨大な時間を掛けて本件更正５－１に対する不服申立てをした原告から合理的理由なく

権利救済の機会を奪うこととなる。本件更正５－１と本件更正５－２は実質的に同一の処

分であり、原告が主張する違法事由も共通であるから、本件更正５－１に対する審査請求

には本件更正５－２に対しても不服申立てをする趣旨が含まれている。このように、本件

各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求めるものについては、上記ａの①ないし⑤

のいずれの事情も認められるのであって、本件更正５－１について不服申立て前置をして

いるにもかかわらず、司法審査に先立ち本件更正５－２について別途不服申立て前置をさ

せることに合理的理由はなく、本件更正５－２については不服申立て前置をさせることな

く直接の訴え提起を認めることこそが迅速な権利救済に資する。本件更正５－２について

不服申立て前置をしていなくとも、不服申立て前置が要求される上記趣旨に何ら反するも

のではない。本件各訴えのうち本件更正５－２の一部取消しを求めるものが不服申立て前

置を欠くことについては、国税通則法１１５条１項３号の「正当な理由」があるというべ

きである。 

(イ) 行政事件訴訟法１４条１項ただし書の「正当な理由」があること 
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ａ 行政事件訴訟法１４条１項の趣旨は、処分が一般公共の利害に関係することから、行政

上の法律関係を早期に安定させ、法秩序の維持を図ることにあるところ、同項ただし書の

「正当な理由」の有無は、諸般の事情を総合して遅れた出訴を許容するのが社会通念上相

当であるか否かによって判断すべきである。そして、本件のように、当初の更正後に増額

再更正がされ、増額再更正の取消しの訴えの出訴期間が経過している場合については、訴

えを適法と認めても同項の趣旨に反せず、むしろ、原告の権利救済の必要性が高い場合に、

「正当な理由」があるというべきである。具体的には、① 当初の更正について出訴期間

内に訴えを提起していること、② 当初の更正と増額再更正が同一の対象についてされた

共通の処分であること、③ 当初の更正及び増額再更正を通じて主張する違法事由が共通

であること等の事情が認められる場合には、「正当な理由」があると解される。 

ｂ これを本件についてみると、本件更正５－１の取消しの訴えの出訴期間は原告が本件裁

決があったことを知った日から６か月であるところ、原告が本件裁決があったことを知っ

た日は平成２２年９月１６日であり、本件各訴えが提起された日は平成２３年３月１１日

であるから、原告は、本件更正５－１については出訴期間内に訴えを提起している。また、

本件更正５－１と本件更正５－２が実質的に同一であると解されることは、上記(ア)ｂの

とおりであるから、本件更正５－１と本件更正５－２は同一の対象についてされた共通の

処分である。原告が主張する違法事由は本件更正５－１と本件更正５－２を通じて共通で

あることも、上記(ア)ｂのとおりである。そうすると、本件更正５－２の一部取消しを求

める訴えの提起を許容するのが社会通念上相当であり、本件各訴えのうち本件更正５－２

の一部取消しを求めるものについては出訴期間を経過して提起されたことにつき「正当な

理由」があるというべきである。 

(2) 本件各更正等（本件独立企業間価格の算定）の適否（争点２）について 

（被告の主張） 

ア 本件各更正等の適法性 

 本件各更正は、原告が国外関連者であるＢ社等との間で本件国外関連取引を行い支払を受け

た対価の額が措置法通達６６の４(4)－５の残余利益分割法を用いて算定した本件独立企業間

価格に満たないことから、措置法６６条の４第１項の規定を適用してされたものであるところ、

同項の規定により、本件国外関連取引が本件独立企業間価格で行われたものとみなして、原告

の本件各事業年度の所得の金額を計算すると、原告の本件各事業年度の納付すべき税額は別紙

４（課税処分の根拠）のとおりであり、これらの金額はいずれも本件各更正における納付すべ

き税額を上回るから、本件各更正はいずれも適法である。また、原告の本件各事業年度の法人

税の過少申加算税の額は別紙４のとおりであり、これらの金額はいずれも本件各賦課決定にお

ける過少申加算税の額と同額であるから、本件各賦課決定はいずれも適法である。 

イ 移転価格税制 

(ア) 移転価格税制の趣旨 

 移転価格税制は、法人が国外関連者（特殊の関係のある外国法人）との間で行った国外関

連取引につき、支払を受ける対価の額（移転価格）が非関連者間で行われる取引において成

立する価格（独立企業間価格）に満たない場合、又は支払う対価の額（移転価格）が独立企

業間価格を超える場合（いずれも我が国の課税所得が減少する場合）に、当該国外関連取引

が独立企業間価格で行われたものとみなして、課税所得を計算するものである。国際間の経
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済交流の進展に伴い、多国籍化した企業のグループ内取引が飛躍的に増大しているところ、

このような企業グループ内における財貨又はサービスの移転に伴う取引価格は、一般に移転

価格（Transfer Price）と呼ばれ、自由市場における価格とは掛け離れたものとなることが

少なくない。そして、このような取引の当事者が異なる課税管轄内に所在する場合には、所

得が減少する企業を管轄する国の租税収入が減少し、その課税権が侵害される。移転価格税

制は、国外関連取引を通じて所得の海外移転が行われることを防止し、適正な国際課税を実

現しようとするものである。 

(イ) 移転価格税制の概要 

ａ 移転価格税制の仕組み 

 移転価格税制は、法人が国外関連者との間で国外関連取引を行った場合に、法人が国外

関連者から支払を受ける対価の額が独立企業間価格に満たないとき、又は法人が国外関連

者に支払う対価の額が独立企業間価格を超えるときは、その取引が独立企業間価格で行わ

れたものとみなして、法人税法その他法人税に関する法令の規定を適用するものである

（措置法６６条の４第１項）。 

ｂ 独立企業間価格 

(a) 独立企業間価格の概念 

 独立企業間価格（arm's length price）は、国外関連取引の当事者の所得を適正に計

算するための基準であり、支配従属関係のない独立した企業の間において当該国外関連

取引と取引条件その他の事情が同一又は類似の状況の下で取引が行われた場合に成立

するであろう対価の額である。独立企業間価格の額は、当該国外関連取引が棚卸資産の

販売又は購入であるか、それ以外の取引であるかに応じて、措置法６６条の４第２項に

定める方法により算定される。すなわち、独立企業間価格は、棚卸資産の販売又は購入

については、独立価格比準法、再販売価格基準法若しくは原価基準法という基本三法又

はこれらの方法に準ずる方法その他政令で定める方法のいずれかにより算定され（同項

１号イないしニ。ただし、基本三法に準ずる方法その他政令で定める方法は、基本三法

を用いることができない場合に限り、用いることができる。同号括弧書き）、それ以外

の取引については、基本三法と同等の方法又は基本三法に準ずる方法その他政令で定め

る方法と同等の方法により算定される（同項２号イ及びロ。ただし、基本三法に準ずる

方法その他政令で定める方法と同等の方法は、基本三法と同等の方法を用いることがで

きない場合に限り、用いることができる。同号括弧書き）。措置法施行令３９条の１２

第８項に定める利益分割法は、基本三法を用いることができない場合に限り用いること

ができる、その他政令で定める方法の一つである。 

 比較対象取引を用いて独立企業間価格を決定する場合、検証対象取引と比較対象取引

との比較可能性の有無とその程度について判断する必要があるところ、措置法通達６６

の４(2)－３は、独立企業間価格の算定における比較対象取引に該当するか否かについ

ては、例えば、棚卸資産の種類、役務の内容等、取引段階、取引数量、契約条件、取引

時期、売手又は買手の果たす機能、売手又は買手の負担するリスク、売手又は買手の使

用する無形資産、売手又は買手の事業戦略、売手又は買手の市場参入時期、政府の規制、

市場の状況の諸要素の類似性に基づいて判断することに留意するとしており、また、経

済協力開発機構（以下「ＯＥＣＤ」という。）租税委員会の移転価格ガイドライン（以
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下「移転価格ガイドライン」という。）も、比較可能性を判断する上での諸要素として

概ね同様の要素を挙げている。 

(b) 独立企業間価格の算定単位 

 独立企業間価格の算定の基礎となる取引の単位について規定した法令の定めはない

ところ、措置法通達６６の４(3)－１は、独立企業間価格の算定は、原則として、個別

の取引ごとに行うが、例えば、国外関連取引について、同一の製品グループに属する取

引や、同一の事業セグメントに属する取引を考慮して価格設定が行われており、独立企

業間価格についても、これらの単位で算定することが合理的であると認められる場合や、

国外関連取引について、生産用部品の販売取引とその製造ノウハウの使用許諾取引が一

体として行われており、独立企業間価格についても、一体として算定することが合理的

であると認められる場合には、これらの取引を一の取引として独立企業間価格を算定す

ることができるとしている。この通達は、独立企業間価格の算定は個々の取引ごとに行

うのが原則であるが、同一製品グループや同一事業セグメントに属する取引、生産用部

品の価格とその製造ノウハウの使用許諾とが相関関係にあるため一体として行われて

いるような取引の場合には、その実態に応じ、いわゆるパッケージ取引として算定する

ことができるとしたものであり、移転価格ガイドラインも、これらの取引を一の取引と

して算定することができるとしている。 

(c) 独立企業間価格の算定における無形資産の取扱い 

 我が国の企業が海外で子会社を設立し、その子会社の工場が本格的に稼動するまでの

過程で、多くの無形資産が使用される。具体的には、特許権や製造ノウハウ、製造に関

する指示書やマニュアルなどの著作権などであり、工場における機械のレイアウトなど

も高収益の源泉となっている場合があり、これも無形資産ということができる。ところ

が、無形資産はその価値を適正に評価することが困難なことが多く、無形資産の取引の

場合においても、比較対象取引を見出すことは困難である。そのため、無形資産の貢献

を適切に把握して独立企業間価格を算定するには特に配慮を要する。措置法通達６６の

４(2)－３は、比較対象取引の選定に当たり検討すべき諸要素として売手又は買手の使

用する無形資産を挙げ、措置法通達６６の４(4)－５は、利益分割法の適用に当たり法

人又は国外関連者が重要な無形資産を有する場合にはその無形資産の貢献度を考慮し

て利益分割がされるよう配慮するとしており、この考え方は、移転価格ガイドラインに

も現れている。 

 移転価格税制における無形資産の意義を定めた法令の規定はなく、措置法通達６６の

４(2)－３は、無形資産とは、著作権、法人税基本通達２０－１－２１に定める工業所

有権等のほか、顧客リスト、販売網等の重要な価値のあるものをいうとする。そして、

法人税基本通達２０－１－２１に定める工業所有権等とは、特許権、実用新案権、意匠

権、商標権の工業所有権及びその実施権等のほか、これらの権利の目的にはなっていな

いが、生産その他業務に関し繰り返し使用し得るまでに形成された創作、すなわち、特

別の原料、処方、機械、器具、工程によるなど独自の考案又は方法を用いた生産につい

ての方式、これに準ずる秘けつ、秘伝その他特別に技術的価値を有する知識及び意匠等

であり、ノウハウはもちろん、機械、設備等の設計及び図面等に化体された生産方式、

デザインも含まれるが、海外における技術の動向、製品の販路、特定の品目の生産高等
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の情報又は機械、装置、原材料等の材質等の鑑定若しくは性能の調査、検査等は含まれ

ない。 

ｃ 利益分割法 

(a) 利益分割法の概要 

 措置法施行令３９条の１２第８項は、措置法６６条の４第２項１号ニに規定する政令

で定める方法は、国外関連取引に係る棚卸資産の法人又は国外関連者による購入、製造、

販売その他の行為に係る所得が、当該棚卸資産に係るこれらの行為のためにこれらの者

が支出した費用の額、使用した固定資産の価額その他これらの者が当該所得の発生に寄

与した程度を推測するに足りる要因に応じて当該法人及び当該国外関連者に帰属する

ものとして計算した金額をもって当該国外関連取引の対価の額とする方法とすると定

めている。この利益分割法（Profit Split Method）は、他の算定方法を用いることが

困難な場合においても関連者間の取引を通じた所得の海外移転に対して適正な課税を

実現するための方法として、国外関連取引に係る棚卸資産の販売等を行う各取引当事者

の営業利益を合算した分割対象利益を各取引当事者が支出した費用の額など当該分割

対象利益の発生に寄与した程度を推測するに足りる要因（分割要因）に応じて各取引当

事者に分割した金額をもって独立企業間価格を計算するものである。立法担当者によれ

ば、利益分割法は、他の方法の使用が困難な場合に、法人と国外関連者が当該棚卸資産

の製造、販売等による所得の発生に寄与した程度に応じて利益の配分を受ける結果とな

るような価格を算定するものであり、利益配分の基準としていかなるものを用いるかは

個々の事案に即して判断すべきであるが、取引当事者が果たす機能を正確に分析し、製

造、輸送、販売といった様々な行為に妥当なウエイトを付けることができる基準でなけ

ればならないとされている。 

(b) 残余利益分割法の概要 

 措置法通達６６の４(4)－５は、利益分割法の適用に当たり、法人又は国外関連者が

重要な無形資産を有する場合には、分割対象利益のうち重要な無形資産を有しない非関

連者間取引において通常得られる利益（基本的利益）に相当する金額を当該法人及び国

外関連者にそれぞれ配分し、当該配分した金額の残額（残余利益）を当該法人又は国外

関連者の有する当該重要な無形資産の価値に応じて合理的に配分する方法により独立

企業間価格を算定することができるとして、残余利益分割法を定めた上、その適用に当

たり、当該重要な無形資産の価値による配分を当該重要な無形資産の開発のために支出

した費用等の額により行っている場合には、合理的な配分として、これを認めるとして

いる。法人又は国外関連者が重要な無形資産を有しており、それが貢献して生み出され

た利益がある場合には、その貢献による利益を区分しないまま人件費等の費用の額、投

下資本等の額等を分割要因として分割対象利益を配分すると、法人又は国外関連者の有

する重要な無形資産の貢献により獲得した利益があるにもかかわらず、その貢献度が分

割対象利益の配分に反映されないため、必ずしも合理的な配分ということができない。

残余利益分割法は、第１段階で重要な無形資産を有しない非関連者間取引において通常

得られる利益に相当する金額（基本的利益）を配分し、第２段階で配分した金額の残額

（残余利益）を当該重要な無形資産の価値に応じて合理的に配分することにより、重要

な無形資産の貢献を分割要因に反映することができる点で合理的な算定方法であって、
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移転価格ガイドラインのパラグラフ３．７も、利益分割法の下では、関連者間取引の当

事者の双方が評価の対象とされるため、いずれか一方の当事者に極端かつ非現実的な利

益が残る結果になる可能性が低いことを指摘している。 

(c) 残余利益分割法の適用要件 

 残余利益分割法は、重要な無形資産の貢献により通常の非関連者間取引よりも多額の

営業利益（超過収益）を獲得している場合に、その営業利益を重要な無形資産の価値に

応じて合理的に配分することにより、適切な独立企業間価格の算定を可能とする方法で

あって、適用対象法人又は国外関連者が重要な無形資産を有する場合に適用される。

「重要な」無形資産とは、無形資産のうち基本的活動のみを行う法人との比較において

基本的活動のみからは発生しない超過収益の源泉となっているものである。 

(d) 残余利益分割法による独立企業問価格の算定 

 残余利益分割法を用いて独立企業間価格の算定をする場合、まず、分割対象利益の算

出をする。分割対象利益は、国外関連取引に係る棚卸資産の販売等により適用対象法人

及び国外関連者に生じた営業利益の合計額である。 

 次に、適用対象法人及び国外関連者のそれぞれの基本的利益の算定をし、分割対象利

益から配分する。基本的利益の額は、例えば、国外関連取引の事業と同種の事業を営み、

市場、事業規模等々が類似する法人（重要な無形資産を有するものを除く。比較対象法

人）の事業用資産又は売上高に対する営業利益の割合等で示される利益指標に基づいて

計算する。残余利益分割法を用いて独立企業間価格の算定をする場合、他の算定方法よ

りも比較対象法人の比較可能性の要件を緩和し、取引商品や機能の類似性は要求せず

（棚卸資産の価格そのものを比較する独立価格比準法においては棚卸資産についての

厳格な類似性（同種性）が要求され、売上総利益に係る利益率を比較する再販売価格基

準法や原価基準法においては主として売手又は買手の果たす機能の類似性が要求され

る。）、その他の要件も推定課税に近いものとする。そもそも、比較可能性分析の結果、

比較対象取引を把握することができず、基本三法の適用可能性がないと判断して、残余

利益分割法を適用する場合について、再度同程度に厳密な比較可能性分析を行う必要が

あるということはできないのであって、残余利益分割法における基本的利益の算定は、

米国財務省規則に規定する利益比準法（Comparable Profit Method）により、資料の入

手が可能な範囲において、独立企業であれば合理的に期待したであろう利益分割に可能

な限り近似させるため、平均的な市場利益の水準を推測することができるものであれば

足り、比較可能性について厳密な検討が求められるものではないと解するのが相当であ

る。そして、このような観点からすると、検証対象法人と比較対象法人との間の差異が、

当該比較対象法人に係る取引の価格や利益に重要な影響を及ぼすことが客観的に明ら

かであるか否かにより、比較可能性の有無や差異調整の要否を判断すべきである。 

 最後に、分割対象利益から適用対象法人及び国外関連者の基本的利益の合計額を控除

して残余利益の算出をし、適用対象法人又は国外関連者の有する重要な無形資産の価値

に応じて合理的に残余利益の分割をする。重要な無形資産の価値による配分は、その無

形資産の開発のために支出した費用等の額によって行うことができる（措置法通達６６

の４(4)－５）。 

(e) 原告の主張について 
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 原告は、平成２３年政令第１９９号による措置法施行令改正により残余利益分割法が

明文化され、租税法律主義違反の疑いは解消されたものの、従前の事業年度については

かえってその疑いが浮き彫りになったのであり、同改正前の規定は、合理的限定解釈を

行うのでなければ、残余利益分割法を定めていると解することは困難であると主張する

（原告の主張イ(ウ)ｂ）。 

 しかし、平成２３年政令第１９９号による措置法施行令改正は、独立企業間価格の算

定方法の適用上の優先順位について、個々の事案の状況に応じて最も適切な方法を選定

することとしたことに伴い、利用可能な独立企業間価格の算定方法が法令において一覧

することができることが望ましいことから、従前、法令上は利益分割法として一括して

規定されていた比較利益分割法、寄与度利益分割法及び残余利益分割法について、それ

ぞれ法令において明確化することとしたものにすぎず、残余利益分割法に租税法律主義

違反の疑義があったわけではない。同改正前の措置法施行令３９条の１２第８項は、残

余利益分割法を包含する。１９７９年（昭和５４年）に公表された移転価格ガイドライ

ンには記載されていなかった比較利益分割法、残余利益分割法及び取引単位営業利益法

が、１９９５年（平成７年）の改訂において新たに加えられたことに伴い、我が国の既

存の法令の規定から読み取ることができる比較利益分割法及び残余利益分割法は、平成

１２年の措置法通達の改正により法令解釈として明らかにされ、我が国の既存の法令の

規定から読み取ることができない取引単位営業利益法は、平成１６年度税制改正により

創設されたものである。昭和６１年の移転価格税制の創設時の措置法施行令３９条の１

２第８項の規定が、比較利益分割法及び残余利益分割法の適用を念頭に置くものではな

かったとしても、その規定内容から移転価格ガイドラインの新たな算定方法（比較利益

分割法及び残余利益分割法）を読み取ることができるのであれば、法令解釈による対応

で何ら問題はなく、残余利益分割法が措置法通達にしか根拠を有しないということには

ならない。 

ウ 本件国外関連取引 

(ア) 本件国外関連取引の概要 

 本件国外関連取引は、原告とＢ社等との間の完成自動二輪車の販売取引、自動二輪車の部

品の販売取引、自動二輪車の製造設備の販売取引、技術支援の役務提供取引に加えて、重要

な無形資産の使用に係る取引から成るものであるところ、ここに技術支援の役務提供取引及

び重要な無形資産の使用に係る取引とは、原告が、Ｂ社等の要請を受けて、Ｂ社等の現調化、

新機種製造管理計画等を支援するため、Ｂ社等に対し、Ｂ社等の工場に原告又は設備メーカ

ーの技術者を派遣して技術指導の役務の提供をするとともに、それにより、Ｂ社等に対し、

自動二輪車の製造及び販売に関する技術情報、部品及び製造設備の供給メーカー網を含む量

産体制の確立及び生産体質の改革に関するノウハウを提供し、Ｂ社等がこれらの情報を使用

して自動二輪車を製造及び販売し、原告の商標、ブランド等の市場に関する無形資産を使用

することを許諾するものである。そして、そうであるにもかかわらず、原告とＢ社等は、ブ

ラジルにおいてはロイヤルティの支払に関する規制が行われていることを踏まえて、ロイヤ

ルティの収受を行っていなかった。原告は、後記エ(カ)ｄ(a)のとおりＢ社等に配賦した委

託研究費の一部をＢ社等との間の棚卸資産の取引の価格に含ませることにより、一部回収し

ているが、当該価格は、ブラジルの移転価格税制に準拠して売上総利益率が２０％になるよ
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うに固定されているから、その固定された価格に阻まれて、十分なロイヤルティを回収する

ことができていない可能性がある。 

(イ) 本件国外関連取引に係る重要な無形資産 

 本件国外関連取引においては、次のａないしｇの原告及びＢ社等の各自の企業活動により、

次のｈの技術情報、ノウハウ及びブランドが形成、維持又は発展され、これらが原告及びＢ

社等の有する重要な無形資産として本件国外関連取引による利益の源泉となった。 

ａ Ｂ社の販売シェアの獲得 

 Ｂ社の１９９７年（平成９年）から２００２年（平成１４年）まで間のブラジルにおけ

る自動二輪車の販売シェアは、８６．２％ないし９２．２％であり、Ｂ社は、ブラジルの

自動二輪車市場において圧倒的な地位を得ていた。 

ｂ 原告の研究開発活動 

 原告は、その委託研究機関であるＧ社において、将来の製品技術の基盤となる独創的、

革新的な新技術の創造のための基礎研究を行うとともに、商品開発の具現化に向けて「Ⓦ」

（技術要素の基本的な耐久性、信頼性、性能等を、長期的に研究開発し、創造的で革新的

な技術として完成させることを目的として行われる研究）及び「Ⓧ」（社会のニーズや顧

客の期待に応える商品づくりをすることを目的として行われる開発）を行っている。Ｇ社

の国内事業所であるＨは、原告が製造する自動二輪車の研究開発を行っており、一つ一つ

の部品から完成車までの全てに関与している。Ｈは、原則として図面を作成するとともに、

最終的に全ての図画、仕様書を確認し、誰が作っても必ず同一の機能、性能、耐久性を持

った製品を作ることができるようにしている。 

ｃ Ｈ及びＩの市場調査 

 Ｇ社の海外駐在事務所であるＩは、ブラジルにおいて、製品に対する市場の評価やニー

ズを把握するための市場調査やその結果の分析を行い、それによって得られた価格面、仕

様面に関する顧客のニーズや開発のタイミングに関するデータから商品開発の基本コン

セプトをまとめ、Ｈにその方向性を提案している。Ｈは、Ｉから調査結果の報告及び商品

開発の提案を受けて、Ｉと意見交換をしながら、Ｉのスケッチ及びフレーム構造変更の提

案に基づく検討を行い、設計図を作成し、クレイモデル及びテスト車を製作している。Ｂ

社は、製造者としてＨと合同で検討を行い、Ｉは、先行モデルを製作する。Ｈは、先行モ

デルを受けて、図面を作成して、Ｂ社に提供し、テスト車を製作して、Ｉと共同でテスト

を行っている。 

ｄ 原告のＢ社等に対する技術者派遣による技術支援 

 原告は、海外の生産拠点の自立化と現地化を進めながら核となる生産技術の開発や現地

支援業務は自らを中心として行うグローバル戦略を採用しているところ、ブラジルの自動

二輪車市場については、Ⓥが新機種導入の支援を担当し、新機種に関連する組立部品の出

荷を含む品質、コスト、物流の領域を支援することとし、Ⓨが生産ラインの支援を担当し、

生産能力拡大、生産体質の向上、品質保証体制の確立を支援することとしている。原告は、

本件各事業年度において、Ｂ社等に対する支援として、次のようなプロジェクトを立ち上

げ、技術者の派遣による支援を行った。 

(a) Ｂ社等から技術者派遣の依頼を受けて、Ⓥにおいて、新機種導入の支援として、Ｂ

社等に対し、製造管理計画の作成のノウハウを伝えるため、原告の技術者を派遣した。 
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(b) Ⓥにおいて、生産ラインの現調化推進の支援として、Ｂ社等が現調化を提案する部

品が規格を満たすか否か、材料の成分が適合するか否か、耐久性を有するか否かを検討

し、又はＢ社等にテスト方法を提案し、適合証明書を発行した。 

(c) Ｂ社等から技術者派遣の依頼を受けて、Ⓨにおいて、生産体質の改革の支援として、

Ｂ社等に対し、生産工程ごとに担当者を派遣し、Ｂ社等が計画台数を生産する上での問

題点を洗い出し、その改善策を提案した。Ｂ社等は、この提案を受けて、設備メーカー

の推薦及び適切な設備の選択を依頼し、Ⓨにおいて、Ｂ社等に対し、設備の導入及び保

守のノウハウを伝えるため、設備メーカーと契約を締結し、その技術者を派遣すること

を委託した。 

ｅ 原告のＢ社等に対する技術援助の委託 

 原告は、原告に向けて自動二輪車の部品を製造する株式会社Ｒ（以下「Ｒ」という。）

及びＳ株式会社（以下「Ｓ」といい、Ｒと併せて「提携部品メーカー」という。）との間

で、技術援助契約を締結しているところ、提携部品メーカーは、この契約に基づいて、原

告に対し、本件製品の部品の製造及び組立てに必要な技術資料を提供し、原告の要請を受

けて、Ｂ社等に対し、提携部品メーカーの従業員を派遣して、技術指導をし、また、本件

製品の部品の製造に必要な製造設備を製作し、Ｂ社等に対し、引き渡した。原告は、本件

各事業年度において、提携部品メーカーに対し、これらの技術援助の対価として、ロイヤ

ルティの支払をした。 

ｆ Ｂ社等の生産体制の確立 

 原告の進出当時、ブラジルでは完成自動二輪車の輸入規制が強く、現地で自動二輪車を

製造する必要があった。しかし、ブラジルには、自動二輪車向けの部品メーカーがなく、

現地の技術では、原告が求める品質の部品を供給することができなかった。そこで、Ｂ社

等は、Ｈから提供された図面を翻訳し、我が国の材料を現地の材料に置き換え、仕様変更

したブラジル向け図面（以下「●図」という。）を作成し、このことにより本件製品の部

品の内製化及び現調化を可能にした。本件製品は、部品の内製化及び現調化によってコス

ト削減を図ったことが高収益の一因となった。Ｈから提供された図面は、Ｂ社の製品技術

部で●図に置き換えられ、仕様管理課が●図に基づいて工程表及び部品表を作成する。そ

の後、生産技術課が内製工程、能力の検証、設備の検討、生産負荷シミュレーションを行

い、将来投資を提案し、投資削減のため、工数削減を行う。新機種センターは、新機種が

目指す販売価格を実現するため、投資やコストの管理を行い、生産管理部は、新機種セン

ターの提案を実行することができるか否かを検討し、段取確認、量産確認、最終品質確認

のイベント管理及び生産計画への反映を行う。製品技術部テスト課は、試作された完成車

及びエンジンの耐久テストを行う。このような過程を経て、商品の生産が開始される。 

ｇ Ｂ社の販売網 

 Ｂ社のブラジルにおける販売店数は、１９９７年（平球９年）から２００２年（平成１

４年）までの間に、３７８店から５６３店に増加した。Ｂ社のディーラーは、店舗販売と

コンソルシオ販売という二つの販売システムを有し、店舗販売に従事する店舗販売員とコ

ンソルシオ販売に従事するコンソルシオ販売員を、雇用又は本件製品の販売委託により、

確保している。コンソルシオ販売員は、人の往来が多い場所に設けられたセールスポイン

トを拠点とし、本件製品を車に載せて遠くまで出かけて行き、本件製品を展示し、デモン
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ストレーションを行うなど、店舗以外の場所で販売を行っている。Ｂ社のディーラーは、

Ｊ社と様々な催し物を共催するなどして、本件製品の販売促進を行っている。 

ｈ 原告及びＢ社等の有する重要な無形資産 

 本件製品は、原告の技術情報、ノウハウに裏付けられた品質ときめ細かなサービス、ブ

ラジル人の求めるデザインと価格帯により、頑丈で経済的なブラジルのポピュラーバイク

の地位を確立し、ブラジルの自動二輪車市場において圧倒的な販売シェアを有しているの

であって、原告及びＢ社等は、これにより、競争上優位な地位を築いている。原告及びＢ

社等がこのような地位を獲得することができたのは、原告が、研究開発、市場の調査及び

分析、海外支援体制の確立等の企業活動により、① 知的財産権及びデザイン、図面、基

準、設計書その他自動二輪車の製造及び販売に関する技術情報や、② 部品及び製造設備

の供給メーカー網を含む量産体制の確立及び生産体質の改革に関するノウハウを提供す

ることによって、③ 本件製品及び原告のブランドを形成、維持又は発展させ、また、Ｂ

社等が、原告の支援を受けながら、④ ブラジル向け製品を具現化するための量産体制の

確立と生産体質の改革に関する製造設備及び工作工程の設計改良のノウハウや、⑤ コス

ト削減を実現するための内製化及び現調化の推進に関するブラジル固有のノウハウを形

成するとともに、⑥ 本件製品のイメージを普及させるためのノウハウを形成、維持又は

発展させ、量産体制及び販売網を確立して、本件製品を製造及び販売したためである。本

件国外関連取引において、上記①ないし③は原告の有する重要な無形資産であり、上記④

ないし⑥はＢ社等の有する重要な無形資産である。 

ⅰ 原告及びＢ社等の有する上記技術情報等が重要な無形資産に該当すること 

(a) 残余利益分割法の適用において重要な無形資産であるか否かを判断するに当たって

は、その資産を使用する法人にとって当該無形資産が利益を得る上で重要であるか否か

を個別的に検討しなければならないところ、残余利益分割法は、重要な無形資産の貢献

により通常の非関連者間取引に比べて多額の利益（超過利益）を得ていると考えられる

場合に、その超過利益を重要な無形資産の価値に応じて合理的に配分することにより独

立企業間価格を算定する方法であり、重要な無形資産は、超過利益を合理的に配分する

ための指標であるから、比較対象法人が一切保有し使用していないような検証対象法人

独自の無形資産には限られず、比較対象法人が保有し使用しているような無形資産であ

っても、その無形資産を用いて行う活動（機能）自体が独自な（ユニークな）ものであ

り、そのような活動を行っていない者が得られる利益を超える利益（超過利益）を得て

いる場合には、当該利益をそのような無形資産の価値に応じて合理的に配分することが

当然に予定されている（平成２３年政令第１９９号による改正後の措置法施行令におい

て、重要な無形資産を含む概念として「独自の機能」という概念が用いられることとな

ったのも、このような考え方に基づいている。）。したがって、重要な無形資産であるか

否かを判断するに当たっては、当該無形資産が基本的活動のみを行う法人との比較にお

いて基本的活動のみからでは生じない所得の源泉となっているか否かが指標とされる

べきであり、重要な無形資産は、比較対象法人が一切保有し使用していないような検証

対象法人独自の無形資産に限られるものではない。 

(b) 原告の主張について 

 原告は、残余利益分割法の適用上、重要な無形資産とは、基本的活動のみを行う法人
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との比較において独自性があるもののみをいうところ、上記ｈの①ないし⑥の多くは、

ブラジル側比較対象企業の通常の事業活動において保有し使用されているものであり、

独自性があるものではなく、超過利益の源泉である重要な無形資産たり得ないと主張す

る（原告の主張カ(ア)ｄ(b)ⅶ）。 

 しかし、Ｂ社等は、ブラジルにおいて自動二輪車の需要が急拡大した時期に、本件製

品が９割にも達する販売シェアを獲得し、競争上優位な地位を築き、事業規模を拡大し

たことにより、本件各事業年度において、基本的活動のみからでは生じない超過利益を

得たところ、これは、Ｂ社等が、原告から自動二輪車の製造に関する技術情報及び製造

ノウハウやブランドイメージの保持活用を含む販売ノウハウ（上記ｈの①ないし③）の

提供を受け、ブラジルにおいてＡブランドの自動二輪車を効率よく量産及び販売するこ

とができる体制を構築するとともに、それらの技術情報、ノウハウを蓄積することがで

きた（上記ｈの④ないし⑥）からなのであって、上記の技術情報、ノウハウは、基本的

活動のみを行う法人との比較において基本的活動のみからでは生じない所得の源泉と

なったものであり、残余利益分割法の適用における重要な無形資産に該当する。原告は、

ブラジル側比較対象企業においても、これらの技術情報、ノウハウを保有している旨を

いうが、例えば、コスト削減を実現するための活動に関するノウハウについてみると、

Ｂ社等は、コスト削減目的から、設計図を変更し、現地調達率（以下「現調率」という。）

を更に高め、製造原価を大幅に低減させたものであり、この活動は、ブラジル側比較対

象企業では成し遂げることができない水準で現調化を達成し、製造原価を低減させ、本

件製品の価格競争力を高め、超過利益の源泉となったものであるから、上記のノウハウ

は、重要な無形資産に該当する。 

エ 本件独立企業間価格 

(ア) 本件国外関連取引の特殊性 

 本件国外関連取引は、原告とＢ社等との間で行われた、① 完成自動二輪車の販売取引、

② 自動二輪車の部品の販売取引、③ 自動二輪車の製造設備の販売取引、④ 技術支援の

役務提供取引、⑤ 重要な無形資産の使用に係る取引から成るところ、Ｂ社の有する工場の

敷地内において、Ｅ社は、Ｂ社が製造する自動二輪車のマフラー、リム、ホイール、シート

等の部品の製造を行い、Ｆ社は、Ｂ社及びＥ社が使用する製造設備の調整及び補修並びに金

型の製作及び補修を行い、それぞれＢ社の自動二輪車の製造工程の一部を担う不可欠の役割

を果たしている。 

 ここで、本件国外関連取引とＢ社等の役割との関係についてみると、上記③の自動二輪車

の製造設備の販売取引により、Ｂ社及びＥ社が、原告から自動二輪車の製造設備及び金型を

買い受け、自動二輪車の部品を製造する。上記②の自動二輪車の部品の販売取引により、Ｂ

社が、原告からブラジル側で製造していないドリブンギヤ、クランクシャフト、シリンダー

ヘッド等の部品を買い受け、自動二輪車を製造する。その過程で、上記④の技術支援の役務

提供取引及び上記⑤の重要な無形資産の使用に係る取引により、原告から、Ｂ社及びＥ社は、

自動二輪車の製造に必要な技術支援を受け、Ｆ社は、自動二輪車の製造設備の調整及び補修

に必要な技術支援を受けている。そして、Ｂ社は、自らが製造した自動二輪車と上記①の完

成自動二輪車の販売取引により仕入れた自動二輪車をブラジルの自動二輪車市場で販売し、

その販売シェアを拡大している。これは、上記⑤の重要な無形資産の使用に係る取引に基づ
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いて、原告から提供される販売戦略に関するコンサルタントにより、幅広いラインナップを

揃えることができるためであり、原告から使用許諾を受けた商標の使用により、Ａブランド

の付加価値を上乗せすることができるためでもある。上記④の技術支援の役務提供取引及び

上記⑤の重要な無形資産の使用に係る取引は、技術支援だけでなく、重要な無形資産である

技術情報、ノウハウ及びブランドの提供をも目的とするものであり、これらの技術支援や重

要な無形資産の提供が本件製品の価値を高めているということができる。また、原告は、Ｂ

社に対し、本件製品の製造及び販売を許可し、技術情報及び商標の使用を許諾しているとい

うことができる。本件国外関連取引は、Ｂ社等の自動二輪車の製造及び販売に係る一体の取

引であり、相互に重要な無形資産が寄与している点に特殊性がある。 

(イ) 処分行政庁が合理的な調査を尽くしても基本三法を適用することができなかったこと 

 処分行政庁は、本件国外関連取引について合理的な調査を尽くしたが、本件国外関連取引

を個別の取引とみても、一の取引とみても、比較可能性が担保された比較対象取引を把握す

ることができず、基本三法を用いることができなかった。すなわち、棚卸資産の種類の同種

性又は類似性の観点からすると、本件国外関連取引に係る比較対象取引は、自動二輪車の製

造及び販売に係る取引でなければならず、その自動二輪車は、品質や販売数量において本件

製品と比較可能なものでなければならない。契約条件、売手又は買手が果たす機能、売手又

は買手が負担するリスク、政府の規制、市場の状況の類似性を担保するためには、本件国外

関連取引に係る比較対象取引は、その市場がブラジルであることが不可欠である。処分行政

庁は、まず、内部比較対象取引（原告又はその国外関連者と非関連者との間で行われた比較

対象取引）について調査したところ、ブラジルにおいては、Ｂ社等のほかに、原告から部品

の供給、無形資産の提供を受けて自動二輪車の製造及び販売を行っている企業や、原告と役

務提供取引を行っている企業はなく、本件国外関連取引と比較可能な内部比較対象取引を把

握することはできなかった。処分行政庁は、次に、外部比較対象取引（非関連者の間で行わ

れた比較対象取引）について調査したところ、ブラジルの自動二輪車市場は、圧倒的な販売

シェアを占める本件製品と、第２位の販売シェアを有するＰ株式会社（以下「Ｐ」という。）

製の自動二輪車による寡占状態にあり、そのほかの企業が製造した自動二輪車は、その品質

や販売数量において本件製品との比較可能性を欠き、Ｐ製の自動二輪車の製造及び販売につ

いては、関連者間取引のみが行われているため、本件国外関連取引と比較可能な外部比較対

象取引を把握することはできなかった。このように、処分行政庁が本件国外関連取引につい

て合理的な調査を尽くしたにもかかわらず、本件国外関連取引には基本三法を用いることが

できなかったことによれば、本件は基本三法を用いることができない場合に該当する。 

(ウ) 本件独立企業間価格の算定方法として残余利益分割法が最適であること及び独立企業

間価格の算定単位 

ａ 本件独立企業間価格の算定方法として残余利益分割法が最適であること 

 そこで、措置法６６条の４第２項１号ニ及び２号ロに規定するその他政令で定める方法

の適用を検討すると、利益分割法のうち残余利益分割法の適用が最適である。すなわち、

原告とＢ社等は、ブラジルにおいて自動二輪車の製造及び販売を行うため、その業務を分

担しているものであるから、本件独立企業間価格は、双方の営業利益の合計を分割する利

益分割法により算定するのが妥当であるところ、原告は、Ｂ社等に対し、① 知的財産権

及びデザイン、図面、基準、設計書その他自動二輪車の製造及び販売に関する技術情報や、
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② 部品及び製造設備の供給メーカー網を含む量産体制の確立及び生産体質の改革に関

するノウハウを提供することによって、③ 本件製品及び原告のブランドを形成、維持又

は発展させたのであるから、上記①ないし③は、いずれも原告の有する無形資産であるし、

また、Ｂ社等は、原告の支援を受けながら、④ ブラジル向け製品を具現化するための量

産体制の碓立と生産体質の改革に関する製造設備及び工作工程の設計改良のノウハウや、

⑤ コスト削減を実現するための内製化及び現調化の推進に関するブラジル固有のノウ

ハウを形成するとともに、⑥ 本件製品のイメージを普及させるためのノウハウを形成、

維持又は発展させたのであるから、上記④ないし⑥は、いずれもＢ社等の有する無形資産

である。そして、原告及びＢ社等は、これらの無形資産を総合的に活用することにより、

ブラジルの自動二輪車市場において圧倒的な販売シェアを有するに至っているのである

から、本件国外関連取引において、それぞれ利益の源泉である重要な無形資産を有してい

るということができる。このように原告及びＢ社等の有する重要な無形資産が利益の獲得

に寄与している点に着目すると、本件国外関連取引については、利益分割法のうち重要な

無形資産の価値に応じて残余利益を合理的に配分する残余利益分割法を適用して独立企

業間価格を算定することが最適である。 

ｂ 独立企業間価格の算定単位 

(a) 本件国外関連取引に残余利益分割法を適用して独立企業間価格を算定するに当たっ

ては、その単位が問題になるところ、独立企業間価格の算定は、原則として個別の取引

ごとに行われるが、複数の取引を個別的に評価するよりも一の取引とみて評価する方が

合理的である場合には、例外的に一の取引とみて独立企業間価格を算定することができ

る（措置法通達６６の４(3)－１）。そこで、この点について検討すると、本件国外関連

取引のうち、自動二輪車の部品の販売取引と自動二輪車の製造設備の販売取引は、ブラ

ジルにおける製造過程の一部を担い、完成自動二輪車の販売取引は、ブラジルの自動二

輪車市場における販売戦略と密接に関連している。技術支援の役務提供取引及び重要な

無形資産の使用に係る取引は、技術支援だけでなく、重要な無形資産である技術情報、

ノウハウ及びブランドの提供をも目的とするものであり、これらの技術支援や重要な無

形資産の提供が本件製品の価値を高めている。原告は、Ｂ社等に対し、本件製品の製造

及び販売を許可し、技術情報及び商標の使用を許諾しているところ、無形資産の一つ一

つが製品の価値を高めるのにどの程度の寄与をしているかを測ることは困難であって、

本件国外関連取引は、Ｂ社等の自動二輪車の製造及び販売に係る一体の取引であり、相

互に重要な無形資産が寄与しているから、無形資産の寄与する範囲で一体とみて残余利

益分割法を適用するのが合理的である。また、本件国外関連取引と市場の関係について

みても、原告がＢ社等に輸出する自動二輪車の部品等は、それ自体が市場で評価される

ものではなく、Ｂ社等が製造した自動二輪車を販売して初めて市場で評価されるもので

あるから、本件国外関連取引を、原告及びＢ社等のブラジルにおける自動二輪車の製造

及び販売事業とみて、原告とＢ社等は、その業務を分担しているものにすぎず、本件国

外関連取引は、Ｂ社等の自動二輪車の製造及び販売に係る一体の取引であるとすること

には、合理性がある。したがって、本件国外関連取引は、各取引を個別的に評価するよ

りも一の取引とみて評価する方が合理的であり、一の取引とみて本件独立企業間価格を

算定することができる。 
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(b) この点について敷衍すると、マナウス税恩典利益のうち法人所得税に係るものは、

ブラジル連邦政府から認可を受けることにより、１０年間その全額の免除を受けること

ができ、１０年間が経過した後も更に認可を受けることにより、その軽減を受けること

ができるが、その軽減の内容は７５％の控除にとどまるところ、Ｅ社は、Ｂ社が設立か

ら１０年を経過し、法人所得税の全額免除が５０％（当時の控除割合）の控除に縮小さ

れるおそれがあったことから、設立されたものであり、Ｆ社は、１９９２年（平成４年）

に上記優遇措置が取り消されるおそれがあったことから、設立されたものである。この

ような設立経緯及び上記事業実態によれば、Ｂ社、Ｅ社及びＦ社は、Ｂ社という一つの

法人がブラジルにおける自動二輪車の製造及び販売事業を行うに当たりマナウス税恩

典利益を享受し続けるために形式上三つに分割され、原告及びＢ社のブラジルにおける

自動二輪車の製造及び販売事業の業務を分担しているものにすぎず、このように複数の

国外関連者が共助一体的に事業を行っている場合、当該複数の国外関連者について個別

的に残余利益分割法を適用すると、内部利益が含まれたままの利益が分割されることに

なり、適正な利益を基礎とする分割にならないから、当該複数の国外関連者の内部取引

に係る損益を消去した連結利益を一括して、残余利益分割法を適用し、独立企業間価格

の算定を行うことには合理性がある。 

(c) 原告の主張について 

 原告は、措置法６６条の４第１項が国外関連取引を法人と国外関連者との間の一対一

の取引と定義していることからすると、国外関連者が複数存在する場合、独立企業間価

格の算定は法人と各国外関連者との間の取引ごとに行わなければならないと主張する

（原告の主張オ(ウ)）が、同項に、国外関連者を単独の法人に限る趣旨があるとは解さ

れず、同項は、国外関連取引を法人と国外関連者との間の一対一の取引と定義している

ものではない。同項の定めは、本件国外関連取引を一の取引とみることを否定する根拠

とはならないのであり、原告の上記主張は失当である。 

(エ) 本件国外関連取引に係る分割対象利益の算出 

ａ 分割対象利益の算出方法 

 利益分割法は、国外関連取引に係る棚卸資産の法人又は国外関連者による購入、製造、

販売その他の行為に係る所得が、当該棚卸資産に係るこれらの行為のためにこれらの者が

支出した費用の額、使用した固定資産の価額その他これらの者が当該所得の発生に寄与し

た程度を推測するに足りる要因に応じて当該法人及び当該国外関連者に帰属するものと

して計算した金額をもって当該国外関連取引の対価の額とする方法であり、措置法施行令

３９条の１２第８項に規定する分割要因に応じて帰属計算を行う分割対象利益は、国外関

連取引に係る棚卸資産の販売等により法人及び国外関連者に生じた営業利益の合計額で

ある（措置法通達６６の４(4)－１）。したがって、利益分割法を用いて本件独立企業間価

格を算定するに当たり、分割対象利益は、本件各事業年度及びＢ社各事業年度（本件各事

業年度に対応するＢ社等の各事業年度。以下同じ。）ごとの本件国外関連取引に係る原告

及びＢ社等の営業利益の合計額となる。 

ｂ 原告の営業利益の算出 

 本件国外関連取引に係る原告の本件各事業年度の営業利益の額は、原告のＢ社等に対す

る売上高から当該売上高に係る売上原価、販売費及び一般管理費その他の営業費用、委託
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研究費を控除した金額である（別表２の１「原告の営業利益の算出」）。上記売上原価、販

売費及び一般管理費その他の営業費用、委託研究費の額は、原告の総費用、その他の営業

費用、委託研究費の全額ではなく、本件国外関連取引に係る部分に限定した金額である。 

ｃ Ｂ社等の営業利益の算出 

 Ｂ社等のＢ社各事業年度の営業利益の額は、原告が本件の調査を担当した東京国税局の

所部の係官（以下「本件調査担当者」という。）に提出したＢ社等の連結損益計算書中の

ドル建ての計算書における売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除した金額に、

営業外費用として会計処理されている売掛金及び買掛金に係る為替差損益を加算し、又は

減算し、これにより算出された金額を電信売買相場の仲値の年中平均値によって円に換算

した金額である（別表２の３「Ｂ社の営業利益の算出」）。 

(オ) 本件国外関連取引に係る基本的利益の算定 

ａ 基本的利益の算定方法 

 残余利益分割法は、法人又は国外関連者が重要な無形資産を有する場合に、分割対象利

益のうち、重要な無形資産を有しない非関連者間取引において通常得られる利益（基本的

利益）に相当する金額を法人及び国外関連者に配分し、残額（残余利益）を法人又は国外

関連者の有する重要な無形資産の価値に応じて合理的に配分することにより、独立企業間

価格を算定するものであるところ、基本的利益の額は、国外関連取引の事業と同種で、市

場、事業規模等が類似する法人（重要な無形資産を有する法人を除く。）の事業用資産又

は売上高に対する営業利益の割合等で示される利益指標に基づいて計算する。（平成１３

年６月１日付け査調７－１ほか３課共同「移転価格事務運営要領の制定について（事務運

営指針）」（以下「事務運営指針」という。）３－３）。すなわち、基本的利益は、まず、検

証対象法人と類似する重要な無形資産を有しない法人（比較対象法人）を選定し、次に、

その事業用資産又は売上高に対する営業利益の割合等で示される利益指標を算出し、その

利益指標に基づいて算定するものである。原告及びＢ社等の本件各事業年度又はＢ社各事

業年度の基本的利益の額は、次のｂ及びｃのとおり、本件国外関連取引に係る原告の事業

と比較可能な日本企業及びＢ社等の事業と比較可能なブラジル企業を選定し、次のｄ及び

ｅのとおり算定した金額である。なお、利益分割法における比較対象法人の選定基準は、

利益分割法が基本三法では比較対象法人を選定することができない場合に代替手段とし

て用いられるものであることに鑑みると、基本三法における比較対象法人の選定基準より

も緩やかにならざるを得ず、また、原告及びＢ社等の比較対象法人の選定に当たっては、

日本側企業とブラジル側企業とでは財務情報の取得可能性が異なり、日本側企業の除外基

準とブラジル側企業の除外基準を同一のものとすることは適当でないことをも勘案し、合

理的な除外基準を設定しなければならない。 

ｂ 原告の比較対象法人の選定 

(a) 原告の基本的利益の算定の基礎となる原告の比較対象法人として、ⓗ又はⓘの会員

企業及び市販のデータベースであるＵ社の「Ⓗ」に掲載されている日本企業のうちⓔ標

準産業分類コードが３７１１１（自動車及びオートバイ製造業）に該当するものを抽出

し、ホームページ等の公開情報に基づき次のⅰないしⅴの条件のいずれかに該当する企

業を除外して、３９社を選定した。 

ⅰ 年売上高が５０億円以下の企業であること。 
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ⅱ 売上高に対する研究開発費の割合が３％を超える企業であること。 

ⅲ 資本関係が２０％以上の関係会社との取引が２０％以上を占める企業であること。 

ⅳ ３年以上連続した財務情報を入手することができないか又は現在稼動していない

企業であること。 

ⅴ 製造機能が５０％未満の企業であること。 

(b) 原告の比較対象法人の選定の合理性 

 処分行政庁がした原告の比較対象法人の選定は、まず、データベース等を基礎として

日本に所在する原告と同種の事業を営む企業を抽出した上、関連者間取引、機能、取扱

製品の特徴、事業規模、継続性に留意して除外基準を設け、ⅰの基準により事業規模が

異なる企業を、ⅱの基準により重要な無形資産を有する企業を、ⅲの基準により関連者

間取引を行う企業を、ⅳの基準により一定期間連続した財務情報を入手することができ

ない企業を、ⅴの基準により製造機能の割合が低い企業を、それぞれ除外したものであ

るところ、これは、抽出の段階で取扱製品、事業の類似性を、ⅰの基準により事業規模

の類似性を、ⅱの基準により重要な無形資産の有無を、ⅲの基準により通常の利益率の

適正さを、ⅳの基準により財務情報の連続性を、ⅴの基準により機能の類似性を、それ

ぞれ検討し、様々な観点から原告との比較可能性を欠く企業を除外したものであるから、

合理性がある。 

ｃ Ｂ社等の比較対象法人の選定 

(a) Ｂ社等の基本的利益の算定の基礎となるＢ社等の比較対象法人として、市販のデー

タベースであるＵ社の「Ｖ」、Ｗ社の「Ⓜ」又はＹ株式会社の「Ｚ」に掲載されている

ブラジル企業のうち米国標準産業分類コードが３７１３、３７１４、３７５１（二輪、

四輪車、その関係製品の製造）に該当するものを抽出し、ホームページ等の公開情報に

基づき次のⅰないしⅵの条件のいずれかに該当する企業を除外して、８社（ａ、ｂ、ｄ、

ｅ、ｆ、ｇ、ｈ、ｉ）を選定した。 

ⅰ 二輪車又は四輪車に関連しない事業が５０％以上の企業であること。 

ⅱ 年売上高が２５００万ドル以下の企業であること。 

ⅲ ３年以上連続した財務情報を入手することができない企業であること。 

ⅳ アフターマーケット向けの製品に係る売上高が５０％以上の企業であること。 

ⅴ 関連会社との取引が売上又は総費用の５０％以上の企業であること。 

ⅵ 営業利益率がマイナスで債務超過の状態にあることから継続性に問題がある企業

であること。 

(b) Ｂ社等の比較対象法人の選定の合理性 

 処分行政庁がしたＢ社等の比較対象法人の選定は、まず、データベース等を基礎とし

てブラジルに所在するＢ社等と同種の事業を営む企業を抽出した上、関連者間取引、機

能、取扱製品の特徴、事業規模、継続性に加えて、財務情報の取得可能性が日本側とブ

ラジル側とで異なることにも留意して除外基準を設け（ブラジル企業については日本企

業と同程度の財務情報を取得することができないため、比較対象法人の選定について日

本側とは異なる基準を採らざるを得なかった。）、ⅰの基準により明らかにＢ社等との比

較可能性を欠く企業を、ⅱの基準により事業規模が異なる企業を、ⅲの基準により一定

期間連続した財務情報を入手することができない企業を、ⅳの基準により取扱製品の類
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似性を欠く企業を、ⅴの基準により関連者間取引を行う企業を、ⅵの基準により通常の

事業状況にない企業を、それぞれ除外したものであるところ、これは、抽出の段階並び

にⅰ及びⅳの基準により取扱製品、事業の類似性を、ⅱの基準により事業規模の類似性

を、ⅲの基準により財務情報の連続性を、ⅴ及びⅵの基準により通常の利益率の適正さ

を、それぞれ検討し、様々な観点からＢ社等との比較可能性を欠く企業を除外したもの

であるから、合理性がある。 

 なお、ブラジル側比較対象企業の重要な無形資産の有無については、貸借対照表上の

勘定科目として無形資産が計上されていても、当該無形資産が移転価格税制において考

慮すべき重要な無形資産であるか否かを判断することはできないこと、例えば、自己創

設の営業権は貸借対照表上に計上されず、償却の有無によっても会計処理が相違するな

ど、貸借対照表の記載のみでは無形資産の有無を正確に判断することはできないことか

ら、貸借対照表上の無形資産の有無は、Ｂ社等の比較対象法人を選定するために用いる

除外基準として採用しなかった。本件調査担当者は、ホームページ等の公開情報に基づ

いて個別に確認しても、重要な無形資産の有無を判断することができなかったため、財

務諸表上の研究開発費の割合により重要な無形資産の有無を判断することとし、財務諸

表上の研究開発費を確認することができた２社のうち、その割合が高い１社を除外する

こととしたが、同社は他の除外基準（上記(a)のⅰの基準）に該当するものであったこ

とから、Ｂ社等の比較対象法人を選定するために用いる除外基準として重要な無形資産

の有無に関する基準は設定しなかった。 

ｄ 原告の基本的利益の算定 

 日本側比較対象企業の本件各事業年度に最も近接する事業年度ごとの総費用営業利益

率（総費用に対する営業利益の割合）を算出し、その中位値を日本側基本的利益率とする。

そして、本件国外関連取引に係る原告の本件各事業年度の総費用、その他の営業費用、委

託研究費の額から後記(カ)ｄの原告が重要な無形資産の開発のために支出した費用等の

額を控除し、この控除後の金額に日本側基本的利益率を乗ずると、原告の基本的利益の額

は、別表２の４「原告の基本的利益及びＢ社の基本的利益の算定」の原告欄記載の金額と

なる。 

ｅ Ｂ社等の基本的利益の算定 

 ブラジル側比較対象企業のＢ社各事業年度に最も近接する事業年度ごとの総費用営業

利益率（次の金利負担の差異調整をした後のもの）を算出し、その中位値をブラジル側基

本的利益率とする。そして、Ｂ社等のＢ社各事業年度の総費用（Ｂ社等については、売上

原価に販売費及び一般管理費だけでなく営業外費用として会計処理されている売掛金及

び買掛金に係る為替差損益を加えたもの。以下同じ。）の額から後記(カ)ｅのＢ社等が重

要な無形資産の開発のために支出した費用等の額を控除し、この控除後の金額にブラジル

側基本的利益率を乗ずると、Ｂ社等の基本的利益の額は、別表２の４「原告の基本的利益

及びＢ社の基本的利益の算定」のＢ社欄記載の金額となる。 

 なお、金利負担の差異調整は、① 売掛債権の回転期間が長い比較対象法人は、高い販

売価格で金利相当分を回収していると考えられるため、金利相当分を調整額として売上高

から減算し、② 買掛債務を多く有する比較対象法人は、仕入先に金利相当分割高な購入

価格を支払っていると考えられるため、金利相当分を調整額として総費用から減算し、③
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 棚卸資産を長期間有している比較対象法人は、金利相当分を高い販売価格又は低い購入

価格で回収していると考えられるため、調整額を総費用に加算するものである。 

(カ) 本件国外関連取引に係る残余利益の分割 

ａ 残余利益の算定 

 残余利益の額は、分割対象利益のうち基本的利益に相当する金額を法人及び国外関連者

に配分した残額である。したがって、本件国外関連取引における残余利益の額は、本件各

事業年度及びＢ社各事業年度ごとに、上記(エ)で算出した分割対象利益の額から上記(オ)

で算定した原告の基本的利益の額及びＢ社等の基本的利益の額を控除した額となる（別表

２の５「残余利益の算定」）。 

ｂ 残余利益の分割比率の算出方法 

 残余利益の分割は、法人又は国外関連者の有する重要な無形資産の価値に応じて合理的

に行うものであり、重要な無形資産の価値による配分を当該重要な無形資産の開発のため

に支出した費用等の額により行っている場合には、合理的な配分として認められる（措置

法通達６６の４(4)－５）ところ、法人又は国外関連者の有する重要な無形資産の価値に

ついては、当該無形資産の法的な所有関係のみならず、それを形成、維持又は発展させる

ための活動において法人又は国外関連者の行った貢献の程度をも勘案する必要があり、そ

の貢献の程度は、当該無形資産の形成等のための意思決定、役務の提供、費用の負担及び

リスクの管理において法人又は国外関連者が果たした機能を総合的に判断して決定され

る（平成１９年６月２５日付け査調７－２１ほか３課共同による改正後の事務運営指針２

－１２）。これは、市場に関する無形資産を形成、維持又は発展させるためには、費用の

掛かる宣伝活動やその他のマーケティング活動を行うことを要するので、販売者は、売上

げや販売シェアを通じて無形資産の価値を高めた場合、その投資から収益を得る資格があ

るためである。また、重要な無形資産の開発のために支出した費用等の額を残余利益の分

割要因とする場合、当該無形資産の形成活動と関係が深い費用（特許権、製造ノウハウ等

の製造活動に用いられる無形資産については、研究開発部門、製造部門の関係費用等。ブ

ランド、商標、販売網、顧客リスト等のマーケティング活動に用いられる無形資産につい

ては、広告宣伝部門、販売促進部門、マーケティング部門の関係費用等。事業判断、リス

ク管理、資金調達、営業に関するノウハウ等の上記以外の事業活動に用いられる無形資産

については、企画部門、業務部門、財務部門、営業部門等、活動の主体となっている部門

の関係費用等）の中から関係する費用を特定する（事務運営指針の別冊「移転価格税制の

適用に当たっての参考事例集」（以下「参考事例集」という。）の事例２２）。 

ｃ 本件国外関連取引に係る重要な無形資産 

 原告は、① 知的財産権及びデザイン、図面、基準、設計書その他自動二輪車の製造及

び販売に関する技術情報や、② 部品及び製造設備の供給メーカー網を含む量産体制の確

立及び生産体質の改革に関するノウハウを提供することによって、③ 本件製品及び原告

のブランドを形成、維持又は発展させたのであるから、上記①ないし③は、いずれも原告

の有する無形資産である。また、Ｂ社等は、原告の支援を受けながら、④ ブラジル向け

製品を具現化するための量産体制の確立と生産体質の改革に関する製造設備及び工作工

程の設計改良のノウハウや、⑤ コスト削減を実現するための内製化及び現調化の推進に

関するブラジル固有のノウハウを形成するとともに、⑥ 本件製品のイメージを普及させ
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るためのノウハウを形成、維持又は発展させたのであるから、上記④ないし⑥は、いずれ

もＢ社等の有する無形資産である。そして、これらが原告及びＢ社等の利益の獲得に貢献

した重要な無形資産である。 

ｄ 分割比率の算出の基礎となる原告の支出額 

 本件各事業年度ごとに、上記ａの残余利益の額を、原告又はＢ社等の有する重要な無形

資産の価値に応じて合理的に配分するため、上記ｃの重要な無形資産の開発のために支出

した費用等の額についてみると、原告が支出した額は、本件国外関連取引に係る原告の本

件各事業年度の総費用、その他の営業費用、委託研究費の額のうち、次の(a)ないし(c)の

合計額である。 

(a) ブラジル向け研究開発費 

 原告は、Ｇ社に対し、技術や商品の研究開発を包括的に委託しているところ、Ｇ社は、

その国内事業所であるＨにおいて自動二輪車製品の開発を行い、ブラジルにおける海外

駐在事務所としてＩを設置している。上記ウ(イ)ｂ及びｃのとおり、Ｇ社は、自ら又は

Ｈ若しくはＩにおいて、原告の研究開発活動及びブラジルの市場調査を行っているとこ

ろ、原告は、上記委託に係る委託研究費のうち、■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

管理会計上、Ｂ社などの国外関連者に負担させている。これらの委託研究費は、原告と

当該国外関連者との間で、棚卸資産の取引の価格に含められ、又はロイヤルティの支払

として、回収されているが、原告とＢ社等との間では、上記ウ(ア)のとおり、その一部

が棚卸資産の取引の価格に含ませることにより回収されているにとどまり、回収されて

いなかった。これらのブラジル向け研究開発費は、上記ｃの①ないし③の重要な無形資

産の開発のために原告が支出した費用であるから、その額（原告が本件各事業年度にお

いて管理会計上Ｂ社等に係る研究開発費として計上した平成１５年９月２６日付け「セ

グメント別損益」と題する書面の１９９８年３月期及び１９９９年３月期、２００１年

３月期ないし２００３年３月期の■■■■■■■■■■■■■■■■■に記載された

額。ただし、１９９８年３月期及び１９９９年３月期の額は、２００１年３月期以降、

研究開発費の配賦方式が単体売上高によるものから連結売上高によるものに変更され

たことから、上記欄に記載された額を現行の配賦方式によるものに引き直したもの）は、

日本側分割要因となる。 

 ブラジル向け研究開発費のうち、原告が日本側分割要因とならないとする、イネの遺

伝子研究、太陽電池の開発、航空機の風洞実験及び風力シミュレーション、自立歩行ロ

ボットに関する原告の基礎研究等の費用（以下「イネの遺伝子研究費用等」という。）、

Ｋの開発費が日本側分割要因となることは、次のⅰ及びⅱのとおりである。 

ⅰ イネの遺伝子研究費用等 

 イネの遺伝子研究費用等は、本件各更正等の調査時に、原告自らが特定したもので

あり、そこでＢ社等が便益を享受したものとして配賦された金額は、日本側分割要因
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となる。本件では、原告の有する「Ａ」ブランドが、重要な無形資産として、超過利

益の発生に寄与しているところ、原告は、自立歩行ロボット、太陽電池、航空技術、

イネの遺伝子研究等の先駆的技術の開発に積極的に投資し、それにより企業イメージ

の向上を図っており、これらの基礎研究活動の成果は、実際にＢ社のパンフレットや

ブラジルで行われたモーターショーで広告宣伝のために活用され、Ｂ社等は、その便

益を享受している。イネの遺伝子研究等は、原告の企業イメージを向上させ、そのブ

ランド力を高める要因になっている。原告は、こうした取組により、種々の先進技術

を有していることを発信し、企業イメージを向上させているのであり、原告が基礎研

究に係る便益を享受しているグループ企業に対し、その便益に対応する一定の基準を

もってその費用を配賦していることからすれば、イネの遺伝子研究費用等を日本側分

割要因として選定することに特段の不合理はない。このことは、イネの遺伝子研究等

が、モビリティに主眼を置き、二次元から三次元へ、更に四次元へと事業領域を広げ

る（航空技術研究、ロボット技術研究）、エネルギー分野での取組を行う（太陽電池

研究、イネの遺伝子研究）という二つの方向に沿ったものであること、及び、このよ

うな基礎研究を行うことが、原告の企業イメージを向上させ、直ちに業績面に寄与す

ることはないにしても、いずれ原告のグローバルな活動を引っ張るエンジンになると

いう原告の認識からも、裏付けられる。イネの遺伝子研究等は、原告の有する重要な

無形資産であるブランドを形成、維持又は発展させたものであるから、その費用は、

原告の有する重要な無形資産が残余利益の発生に寄与した程度を推測するに足りる

要因であり、イネの遺伝子研究費用等のうちＢ社等に配賦された金額は、日本側分割

要因となる。 

ⅱ Ｋの開発費 

 Ｋは、Ｂ社の最新機種であり、本件各事業年度には販売されていなかったが、Ｂ社

は、原告の継続的な研究開発活動により、自ら研究開発活動を行わなくても幅広い製

品の品揃えを実現することができるという意味でも、幅広い製品の品揃えによって醸

成される「Ａ」ブランドを使用することができるという意味でも、これらの研究開発

費が支出された年度において便益を受けているということができるから、製品の販売

が翌期以降となる研究開発費についても、研究開発活動が継続的に行われている限り、

費用として計上された事業年度に係る分割要因とすることには一定の合理性がある。

すなわち、無形資産の取得原価のように、重要な無形資産を形成、維持又は発展させ

るために支出した費用を資産化することができる場合には、残余利益の発生と分割要

因とを直接対応させることができるから、前の事業年度に支出した費用であっても、

当該事業年度において残余利益の発生に寄与したものとして分割要因とすることが

できる。他方で、当該事業年度に支出した費用であっても、当該事業年度以降に販売

する製品の開発のために支出したものは、基本的には、当該事業年度においては残余

利益の発生に寄与したものではないから、分割要因とすることができない。しかし、

特許権や製造ノウハウを形成、維持又は発展させるために継続的に研究開発が行われ

る場合には、その費用を支出した時点と研究開発の結果、無形資産に価値が生ずる時

点との間にずれが生ずることがあるし、複数の技術やノウハウを同時並行して研究開

発することもあるため、研究開発のために支出した費用を個別に特定することは困難
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なことが多いのであって、これらによれば、無形資産の研究開発活動が継続的に行わ

れており、その活動を反映する費用の発生状況が各事業年度において安定している場

合、上記費用の額は、各事業年度において重要な無形資産が残余利益の発生に寄与し

た程度を推測するに足りる要因となると解される。 

 これを本件についてみると、Ｋの開発においては、搭載されるエンジンの型式がＭ

のものから切り替えられたものの、その他の仕様及び構造には大幅な変更はない。そ

して、新たに採用されたエンジンも、その機構自体は既に確立されていたものであっ

て、Ｋの開発は、新しい技術を開発したものではなく、既存の技術をブラジルに適合

させるものであったということができる。したがって、Ｋの開発は、本件各事業年度

において、既存の技術の延長線上にある開発行為が継続的に行われたものとみるべき

である。また、本件各事業年度におけるブラジル向け研究開発費の発生状況は比較的

安定している。そうすると、本件においては、原告による無形資産の開発活動を反映

する本件各事業年度の費用の額は、本件各事業年度において原告の有する重要な無形

資産が本件残余利益の発生に寄与した程度を推測するに足りる要因となるから、Ｋの

開発費を日本側分割要因とすることができる。 

(b) ブラジル向けプロジェクト費用及び技術指導料 

 上記ウ(イ)ｄのとおり、原告は、本件各事業年度において、Ｂ社等に対する支援プロ

ジェクトを立ち上げ、Ｂ社等に対し、Ⓥ及びⓎの技術者の派遣による支援を行った。原

告が本件各事業年度において、Ｂ社等の新機種導入、生産ラインの現調化推進等の支援

のためのⓋ及びⓎのプロジェクト費用及び技術指導料として計上した費用は、上記ｃの

①ないし③の重要な無形資産の開発のために原告が支出した費用であるから、その額

（原告が本件調査担当者に提出した平成１５年１２月１８日付け「二輪南米課プロジェ

クト費用／技指料推移（７４～７９期）」と題する書面の７４期及び７５期、７７期な

いし７９期の「Ｍｓｓ」欄及び「Ｋｓｓ」欄の「プロジェクト費用合計」欄の各期「実

績」欄に記載された額。なお、上記「Ｍｓｓ」はⓎを、上記「Ｋｓｓ」はⓋを、それぞ

れ意味する。）は、日本側分割要因となる。 

 ブラジル向けプロジェクト費用及び技術指導料のうち、原告が日本側分割要因となら

ないとする、コロンビア共和国（以下「コロンビア」という。）で事業活動を行ってい

るコロンビア企業であり原告の取引先であるＬ（以下「Ｌ社」という。）向けの原告の

プロジェクト費用、原告の技術者及び設備メーカーの技術者をＢ社等に派遣して行った

技術支援の費用が日本側分割要因となることは、次のⅰないしⅴのとおりである。 

ⅰ Ｌ社向けプロジェクト費用 

 Ｌ社向けプロジェクト費用は、本件各更正等の調査時に、原告自らがブラジル向け

プロジェクト費用及び技術指導料として特定したものであり、日本側分割要因となる。

Ｌ社は、原告やＢ社から組立部品の供給を受けて、Ｍ等のＢ社モデルを中心とする自

動二輪車の製造及び販売事業を行っているものである（原告は、Ｌ社との資本関係は

有しないものの、技術援助契約を締結し、技術情報及びノウハウを供与し、その対価

としてロイヤルティの支払を受けている。）ところ、原告が本件各事業年度にＢ社等

に対してした技術者派遣による技術支援の中には、Ｂ社がＬ社に供給する組立部品の

製造に関する技術指導が含まれているのであって、Ｌ社向けプロジェクト費用は、Ｂ
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社においてＬ社に対する自動二輪車の組立部品の供給事業を行うため、原告がＢ社等

に対しＬ社向けの組立部品の製造に関する技術情報及びノウハウを供与するために

支出されたものであるから、Ｂ社等のブラジル自動二輪車事業による利益と関連性を

有する。Ｌ社向けプロジェクトにおいても、他のＢ社等に対する技術支援と同様に、

原告の有する重要な無形資産が提供されているのであり、それにより、Ｂ社等は、Ｌ

社との取引を通じて超過利益を獲得した。したがって、Ｌ社向けプロジェクト費用は、

本件各事業年度において原告の有する重要な無形資産が本件残余利益の発生に寄与

した程度を推測するに足りる要因となるから、日本側分割要因となる。 

ⅱ 技術者派遣による技術支援の費用 

 原告は、平成１０年１０月１日付けで、Ｂ社との間で、技術者派遣覚書を作成し、

自動二輪車の製造又は製造設備の運転に必要な技術支援、人員の研修を行うことを目

的として、原告は原告及び設備メーカーの技術者をＢ社に派遣し、Ｂ社は技術指導料

として技術者一人一日当たり８万５０００円を原告に支払う旨の合意をした。原告は、

本件各事業年度において、この合意に基づいて、Ｂ社等に対し、原告の技術者を派遣

し、又は設備メーカーに委託してその技術者を派遣させ、Ｂ社等の量産体制の確立及

び生産体質の改革を主眼とする技術指導をした。原告は、それ以前は、製造ライセン

ス及び技術支援に関する合意に基づいて、Ｂ社等に対する技術支援に際し、Ｂ社等に

対して、原告の有する重要な無形資産である技術情報及びノウハウを提供していたと

ころ、本件各事業年度においては、原告とＢ社等との間で、無形資産の提供に関する

合意書は作成されていないが、実際には、原告は、本件各事業年度においても、それ

以前と同様に、Ｂ社等に対する技術支援に際し、Ｂ社等に対して、原告の有する重要

な無形資産である技術情報及びノウハウを提供していたのであって、原告とＢ社との

間の技術者派遣覚書に基づく合意には、技術支援に際し、原告の有する重要な無形資

産である技術情報及びノウハウを提供する旨の合意が含まれていた。原告のＢ社等に

対する技術者派遣は、Ｂ社等が原告から技術情報及びノウハウの提供を受けることな

くしては原告が指示する仕様の部品や製品を製造することが困難な状況にあったこ

とから行われたものであって、原告の有する技術情報及びノウハウの提供を含み、Ｂ

社等の超過利益の発生に寄与している。技術者派遣による技術支援によって技術情報

及びノウハウを提供する態様は二つある。一つは、現地従業員を指導教育することに

より、製造関連の技術及びノウハウを体得させ、現地においても原告と同じ水準で作

業することができるようにするというものであり（主としてⓋが担当した技術支援）、

もう一つは、既に確立した技術及びノウハウについて、ブラジルに適合するよう現地

仕様化を図った上で伝授するというものである（主としてⓎが担当した技術支援）。

原告のＢ社等に対する技術者派遣は、原告からＢ社等に派遣された技術者が、原告の

有する技術情報及びノウハウを使用して技術指導を行い、Ｂ社等に当該技術情報及び

ノウハウを伝授するという一連の活動であり、人的役務の提供の側面と原告の有する

重要な無形資産の提供の側面とを切り分けることはできない。このように、Ｂ社等に

提供された自動二輪車の製造に関する技術情報並びに量産体制の確立及び生産体質

の改革に関するノウハウは、Ｂ社等が新たに開発したものではなく、原告の有する重

要な無形資産であり、Ｂ社等は、それを使用しているにすぎないのであって、Ｂ社等
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が原告に支払った技術者一人一日当たり８万５０００円の技術指導料は、原告の有す

る重要な無形資産をＢ社等が使用するために支出した費用にすぎず、Ｂ社等の有する

重要な無形資産の形成、維持又は発展のために支出した費用ではないから、ブラジル

側分割要因となるものではない。 

 原告が支出した原告及び設備メーカーの技術者派遣の費用は、日本側分割要因とな

る。すなわち、原告が、原告の技術者をＢ社等に派遣し、新機種導入の支援及び生産

ラインの支援を行うことにより、Ｂ社等は、原告から、原告の有する重要な無形資産

である自動二輪車の製造に関する技術情報並びに量産体制の確立及び生産体質の改

革に関するノウハウの提供を受け、これらを使用して生産体制を整え、本件製品を製

造及び販売し、その結果、販売シェアを拡大し、超過利益を得ることができたのであ

って、原告が支出した原告の技術者派遣の費用は、単なる役務提供の費用にとどまら

ず、原告の有する重要な無形資産の形成、維持又は発展のために支出した費用である

から、原告の有する重要な無形資産が本件残余利益の発生に寄与した程度を推測する

に足りる要因として、日本側分割要因となる。また、原告は、設備メーカーとの間で、

技術者派遣委託契約を締結し、Ｂ社等において製造設備の設置工事、調整及び試運転

を実施するに当たり、設備メーカーが、設備メーカーの技術者をＢ社等に派遣し、Ｂ

社等に技術指導をし、原告がその対価として技術料を設備メーカーに支払うこととし

ていたところ、原告が、技術者派遣委託契約に基づいて設備メーカーに技術者派遣の

対価を支払い、設備メーカーの有する無形資産を原告の支配下に置くことにより、Ｂ

社等は、設備メーカーから、初めて設備メーカーの技術情報及びノウハウの提供を受

け、これと原告固有の技術情報やノウハウを一体的に使用して生産体制を整え、本件

製品を製造及び販売し、その結果、販売シェアを拡大し、超過利益を得ることができ

たものである（乙１３２によれば、Ｂ社等は、設備メーカーから購入した機械や、そ

の据付け、試運転等の技術情報及びノウハウについて、専ら設備メーカーに依存して

おり、原告は、それらの技術情報及びノウハウを有していないため、Ｂ社等が原告に

その関係で技術指導を求めることはなかったというのであり、設備メーカーは、Ｂ社

等に対し、人的役務の提供をするのみならず、技術情報、ノウハウ等の無形資産の供

与をもしていたものである。）。原告の有する重要な無形資産がＢ社等において十分発

揮されるためには、原告は、設備メーカーに技術者派遣の費用を支払わなければなら

ないところ、そのことは、Ｂ社等の残余利益の発生に寄与するものであり、原告が支

出した設備メーカーの技術者派遣の費用は、単なる役務提供の費用にとどまらず、原

告の有する重要な無形資産の形成、維持又は発展のために支出した費用であるから、

原告の有する重要な無形資産が本件残余利益の発生に寄与した程度を推測するに足

りる要因として、日本側分割要因となる。 

ⅲ 原告の主張について 

 原告は、設備メーカーによる設備の設置等は、無形資産の提供ではなく、通常の役

務提供取引であり、原告が設備メーカーに支払った費用は、役務提供を受けるために

支出した費用にすぎないのであって、当該設備メーカーが無形資産を有していても、

原告は、その無形資産を有するに至るものではないと主張する（原告の主張キ(エ)ｂ）。 

 しかし、原告が、設備メーカーの技術者に対し、Ｂ社等への派遣中に知り得た量産
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体制の確立及び生産体質の改革の内容について秘密保持義務を負わせていることか

らも明らかなとおり、自動二輪車の量産体制の確立及び生産体質の改革に係るノウハ

ウは、原告の有する重要な無形資産であり、その形成、維持又は発展に貢献した程度

を測る分割要因として設備メーカーに支払った設備の設置等の費用を選定したこと

は、合理的である。また、残余利益分割法において、残余利益は、国外関連取引の当

事者の有する重要な無形資産の価値に応じて分割されるものである（措置法通達６６

の４(4)－５）が、重要な無形資産の価値を検討する上で、その対象は、法律上の所

有関係のある無形資産のみに限定されるものではなく、商業活動における使用上所有

又は支配することができる無形資産も、その対象に含まれるところ、原告は、設備メ

ーカーとの間の契約に基づいて、設備メーカーに対価を支払うことにより、設備メー

カーの有する無形資産を原告の支配下に置き、Ｂ社等がその事業を行うに当たり不可

欠な技術情報、ノウハウの提供を図っているのであって、設備メーカーの有する無形

資産も、原告が商業活動における使用上支配することができるものであるから、原告

の有する無形資産であるとするのが相当である。 

ⅳ 原告は、Ｂ社等から一人一日当たり８万５０００円の対価の支払を受けたことにつ

いて、それにより原告及び設備メーカーの技術者派遣の費用の負担が零円となるため、

その費用を原告の有する無形資産の本件残余利益の獲得に対する寄与とみることは

できないと主張する（原告の主張キ(エ)ｂ及びｃ）。 

 しかし、残余利益分割法は、国外関連取引の当事者の下に発生した残余利益を、国

外関連取引の当事者の有する重要な無形資産の貢献の程度に応じて分割するもので

あるから、分割要因は、法人及び国外関連者がそれぞれ有する重要な無形資産が残余

利益の発生に寄与した程度を推測するに足りる要因であることを要する。そして、そ

うであれば、費用の補填又は回収がされた金額があるとしても、当初支出した金額か

らこれを控除した金額を直ちに残余利益の分割要因とすることは合理的でなく、当初

費用を支出した者の有する重要な無形資産の貢献の程度を減殺する要因に伴い費用

が分担された場合に初めて、当初支出した金額から費用分担した額を控除した残額を

残余利益の分割要因とすべきである（参考事例集の事例１４）。そこで検討するに、

原告がＢ社等から技術指導料の支払を受けたことにより、原告の有する重要な無形資

産が本件残余利益の発生に寄与した程度は減殺されるものではなく、また、そもそも、

Ｂ社等は、技術者派遣に係る原告の費用を負担したものではないから、いずれにして

も、原告の上記主張は失当である。 

 原告がＢ社等から技術指導料の支払を受けたことにより、原告の有する重要な無形

資産が本件残余利益の発生に寄与した程度は減殺されるものではない。技術者派遣に

よる技術支援において、原告の有する重要な無形資産が本件残余利益の発生に寄与し

た程度についてみると、その技術支援の目的は、Ｂ社等の生産体制を整えるため、原

告の有する無形資産をＢ社等に提供することにあり、当該無形資産は、原告からの原

告及び設備メーカーの技術者派遣という手段を通じて初めてＢ社等にもたらされた

ものである。これは、原告が派遣した技術者が、原告の有するノウハウを現場で伝授

することにより、当該ノウハウが実践で利用することができる状態になったことを意

味しており、その意味において、技術者派遣に係る原告の活動は、当該ノウハウの価
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値を高めたものである。そして、そうであるからこそ、原告が支出した原告及び設備

メーカーの技術者派遣の費用は、原告の有する無形資産を形成、維持又は発展させる

ために支出された費用として捉えることができ、原告の有する無形資産が本件残余利

益の発生に寄与した程度を測る指標となるのである。このような事情を踏まえて、原

告がＢ社等から支払を受けた技術指導料についてみると、その技術指導料は、Ｂ社等

が原告からの技術支援の対価として支払ったものであり、原告の有する重要な無形資

産の形成、維持又は発展のために原告が貢献した程度に影響を与えるものではない。

原告がＢ社等から技術指導料の支払を受けたことにより、原告の有する重要な無形資

産の形成、維持又は発展のために原告が負担するリスクや果たすべき機能に変更が生

ずるものではなく、原告における重要な無形資産の形成、維持又は発展に係る活動の

内容や範囲が縮小するものではないから、原告の有する重要な無形資産が本件残余利

益の発生に寄与した程度は減殺されるものではない。 

 また、Ｂ社等が原告に対して支払った技術指導料は、Ｂ社等が原告の有する重要な

無形資産を使用するために支出されたものにすぎず、原告において発生した費用を補

填する目的で支払われたものではない。本件では、単に、技術支援に係る原価に対応

する収入が原告において計上されているにすぎず、原告がＢ社等から費用の負担を受

ける（あるいは原告とＢ社等が費用を分担している）というものではなく、Ｂ社等は、

技術者派遣に係る原告の費用を負担したものではない。 

ⅴ ここで、原告が派遣した技術者が、原告の有するノウハウを現場で伝授することに

より、当該ノウハウが実践で利用することができる状態になり、その意味において、

技術者派遣に係る原告の活動は、当該ノウハウの価値を高めたものであることについ

て敷衍すると、原告の技術者をＢ社等に派遣してした原告の活動は、原告の有する技

術情報及びノウハウを、現地で使用することができない状態から使用することができ

る状態に転化させることにより、その価値を高めたものであり、原告の有する重要な

無形資産の「発展」に寄与したということができる。ライセンサーから無形資産の提

供を受けただけでは、ライセンシーが当該無形資産を使用することができる状態には

至らず、ライセンサーがライセンシーに技術指導をすることにより初めて、ライセン

シーが当該無形資産を使用することができる状態に高められることがある。残余利益

分割法は、国外関連取引の当事者の下に発生した残余利益を、国外関連取引の当事者

の有する重要な無形資産の貢献の程度に応じて分割するものであるから、分割要因は、

国外関連取引の当事者がそれぞれ有する重要な無形資産の絶対的な価値（金額）を意

味するものではなく、それぞれの有する重要な無形資産が残余利益の発生に寄与した

程度ないし割合を相対化することができるものであれば足りるところ、ライセンシー

に無形資産を提供したライセンサーがした、ライセンシーが当該無形資産を使用する

ことができない状態から使用することができる状態に転化させる活動は、当該無形資

産を実施の筋道の立つものとして十分に機能させるためにされたものであり、その意

味において、当該無形資産の価値を高めたものにほかならず、当該無形資産の「発展」

に寄与したということができる。これを本件についてみると、原告の技術者をＢ社等

に派遣してした原告の活動は、原告の技術者を派遣してＢ社等に技術指導を行い、原

告の有する重要な無形資産である技術情報及びノウハウを伝授したものであり、この
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技術指導がなければ、原告がＢ社等に提供した技術情報及びノウハウは、Ｂ社等にお

いて実施の筋道が立たない無形資産であったということができる。そうすると、原告

の技術者をＢ社等に派遣してした原告の活動は、原告の有する技術情報及びノウハウ

を、Ｂ社等において使用することができない状態から使用することができる状態に転

化させたものであり、そのことにより、原告の有する技術情報及びノウハウの価値を

高めたものであるから、原告の有する重要な無形資産の「発展」に寄与したというこ

とができる。 

 また、原告の技術者をＢ社等に派遣してした原告の活動は、原告の技術者が技術指

導を通じて得た見識ないし知見を、原告の有するノウハウに還元することにより、そ

の価値を高めたものであり、原告の有する重要な無形資産の「発展」に寄与したとい

うことができる。原告からＢ社等に派遣された原告の技術者は、現地従業員と交わり、

技術指導を行うことにより、我が国では得られない見識ないし知見を得る場合があり、

この見識ないし知見がその後の技術支援に生かされるという意味において、原告の技

術者をＢ社等に派遣することは、原告の技術者が得た見識ないし知見を、原告の有す

るノウハウに還元し、その価値を高めるものであるから、原告の有する当該ノウハウ

の「発展」に寄与する。原告は、「需要のある所で生産する」という理念の下、世界

各地に生産活動の場を広げ、生産拠点の自立化を進めており、原告自身が果たす役割

として、先進の技術を生み出し世界に供給することや、全世界最適のためのコーディ

ネートを行うことなど、支援機能を大切にしているのであって、技術情報及びノウハ

ウを世界全体に通用するものとして調整することも、原告自身が果たす役割となる。

そして、そうであれば、原告は、世界各地の生産拠点の現地法人に対する技術支援を

行う中で技術者が得た経験を基に、原告の有する技術情報及びノウハウの価値を高め、

世界各地の現地法人に対する供給源となることを企図していると考えられる。原告か

らＢ社等に派遣された原告の技術者は、現地従業員に技術及びノウハウを体得させた

ものにおいても、技術及びノウハウを現地仕様にしたものにおいても、つまり、上記

ⅱの技術支援によるノウハウ等の提供の二つの態様のいずれを行った者においても、

Ｂ社等における技術指導の経験から得た見識ないし知見を次回以降の技術支援に生

かす旨を表明しているのであって、原告からＢ社等に派遣された原告の技術者は、技

術指導により、我が国では得られない見識ないし知見を得て、その後の技術支援に生

かしており、原告の技術者をＢ社等に派遣してした原告の活動は、原告の技術者が技

術指導を通じて得た見識ないし知見を、原告の有するノウハウに還元することにより、

その価値を高めたものであり、原告の有する重要な無形資産の「発展」に寄与したと

いうことができる。 

 加えて、設備メーカーの技術者をＢ社等に派遣してした原告の活動は、設備メーカ

ーの有する重要な無形資産を原告の支配下に置くためのものであり、原告の有する重

要な無形資産の「形成、維持又は発展」に寄与したということができる。原告は、技

術者派遣委託契約に基づいて、設備メーカーに対し、Ｂ社等への技術者派遣の対価を

支払うことにより、当該設備メーカーの有する重要な無形資産を原告の支配下に置き、

これと原告固有の重要な無形資産を併せてＢ社等に提供することにより、Ｂ社等がそ

の業務を行うに当たり不可欠な一連のノウハウを初めて得ることができるようにし
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ているのであって、原告が設備メーカーに支払った設備メーカーの技術者派遣の費用

は、原告固有の無形資産がＢ社等において十分発揮されるための費用であるという意

味において、当該無形資産の維持又は発展に寄与するものであるということができる。

また、設備メーカーの有する重要な無形資産を原告の支配下に置くための活動は、原

告における重要な無形資産の「形成又は維持」に寄与するものでもある。設備メーカ

ーとＢ社等との間には、無形資産の使用に関する取決めが存在していないから、設備

メーカーの技術情報やノウハウをＢ社等に提供するためには、原告が設備メーカーの

無形資産を支配下に置く必要がある。移転価格税制上の無形資産とは、有形資産や金

融資産ではないもので、商業活動における使用上所有又は支配することができるもの

をいうところ、このような考え方に立てば、移転価格税制上は、他の者の有する無形

資産であるが、自己の支配下に置き、自らが望むように使用することができるように

なった段階で、新たな無形資産を形成し、これを維持しているとみることができる。 

ⅵ 原告が技術者派遣覚書に基づいてＢ社等に対してした技術支援は、原告から派遣さ

れた技術者が、単に現地従業員に代わって作業を行ったものではなく、Ｂ社等の生産

体制を整えるためのノウハウをＢ社等に提供したものでもあるのであり、両者は一体

的に行われ、不可分の関係にあるから、技術者派遣の費用は、その全額が原告の有す

る重要な無形資産の形成、維持又は発展のための費用として日本側分割要因となる。 

(c) 提携部品メーカーへの支払ロイヤルティ 

 提携部品メーカーに対するロイヤルティの支払は、原告と提携部品メーカーとの間の

技術援助契約に基づいてされたものである。上記ウ(イ)ｅのとおり、提携部品メーカー

は、原告との間の技術援助契約に基づいて、原告に対し、本件製品の部品の製造及び組

立てに必要な技術資料を提供したほか、原告の要請を受けて、Ｂ社等に対し、提携部品

メーカーの従業員を派遣し、技術指導をしており、原告は、提携部品メーカーに対し、

これらの技術援助の対価として、ロイヤルティの支払をした。提携部品メーカーからの

技術支援も、Ｂ社等の自動二輪車の量産体制の確立及び生産体質の改革に係るノウハウ

の形成、維持又は発展に貢献したものであるから、その費用は、無形資産の開発のため

の費用として日本側分割要因となる。また、原告は、提携部品メーカーの技術情報及び

ノウハウを利用し、その対価としてロイヤルティを支払ったのであり、これは、本件製

品及び原告のブランドを形成、維持又は発展させるため、他社のノウハウを利用したも

のであるから、本件製品及び原告のブランドという無形資産の開発のための費用という

面からも、日本側分割要因となる。無形資産の価値を検討する上で、重要な無形資産の

保有を法律上の所有関係のみに限定すべきではない。原告が本件各事業年度において、

上記技術援助契約に基づいて提携部品メーカーに技術援助の対価として支払ったロイ

ヤルティは、原告が第三者である提携部品メーカーの技術情報や製造ノウハウを使用す

る対価として支払ったものであり、上記ｃの②及び③の重要な無形資産の開発のために

原告が支出した費用であるから、その額（原告が本件調査担当者に提出した平成１５年

１２月１８日付け「部品メーカーへの支払いロイヤルティー」と題する書面の９７年、

９８年及び００年の「契約先Ｒ」欄の各年「合計金額」欄に記載された額）は、日本側

分割要因となる。 

 原告は、提携部品メーカーとの間で、Ｂ社等への技術援助を委託する技術援助契約を



124 

締結しているところ、この技術援助契約によれば、① 提携部品メーカーは、原告に対

し、自動二輪車の部品の製造及びその組立てに必要な技術資料を提供し、原告は、Ｂ社

等に対し、その技術資料を開示することができる、② 提携部品メーカーは、原告の要

請に応じて、Ｂ社等に対し、提携部品メーカーの従業員を派遣して技術指導をするほか、

製造設備を製造して引き渡す、③ 原告は、提携部品メーカーに対し、これらの対価と

してロイヤルティを支払うことになる。原告は、提携部品メーカーとの契約関係に基づ

いて、提携部品メーカーに対し、技術支援の対価であるロイヤルティを支払うことによ

り、提携部品メーカーの有する無形資産を原告の支配下に置き、これと原告固有の無形

資産を併せてＢ社等に提供しているところ、Ｂ社等は、これにより、必要な技術情報や

ノウハウを初めて得ることができるのであって、Ｂ社等は、提携部品メーカーから技術

情報やノウハウの提供を受け、これと原告固有の技術情報やノウハウを一体的に使用し

て生産体制を整え、本件製品を製造及び販売し、その結果、販売シェアを拡大し、超過

利益を得ることができた。原告の有する重要な無形資産がＢ社等において十分発揮され

るためには、原告は、提携部品メーカーにロイヤルティを支払わなければならないとこ

ろ、そのことは、Ｂ社等の残余利益の発生に寄与するものであり、原告が支出した提携

部品メーカーへの支払ロイヤルティは、原告の有する重要な無形資産の形成、維持又は

発展のために支出した費用であるから、日本側分割要因となる。 

ｅ 分割比率の算出の基礎となるＢ社の支出額 

 Ｂ社各事業年度ごとに、上記ａの残余利益の額を、原告又はＢ社等の有する重要な無形

資産の価値に応じて合理的に配分するため、上記ｃの重要な無形資産の開発のために支出

した費用等の額についてみると、Ｂ社等が支出した額は、Ｂ社等のＢ社各事業年度の総費

用の額のうち、次の(a)ないし(d)の合計額である。 

(a) 新機種導入時の量産体制確立の費用 

 Ｂ社等は、新機種導入時に、上記ウ(イ)ｆのとおりＨから提供された図面その他の技

術情報を使用して、製造設備及び製造工程を設計し、新機種の量産体制を確立した。Ｂ

社等がＢ社各事業年度において、新機種導入時の量産体制確立の関係部署である製品技

術部テスト課、仕様管理課、新機種センター、生産企画室、生産技術課、生産管理部、

品質管理部部品検査課及び材料検査課について支出した費用は、新機種を高品質に量産

するための生産体制の確立に貢献したものであり、上記ｃの④の重要な無形資産の開発

のためにＢ社等が支出した費用であるから、その額（原告が本件調査担当者に提出した

平成１６年５月７日付け「EMPLOYES QUANTITY-NEW MODEL」と題する書面に記載された

額）は、ブラジル側分割要因となる。 

(b) 生産性向上の費用 

 Ｂ社等は、上記ウ(イ)ｆのとおりＨから提供された図面その他の技術情報を使用して、

本件製品の部品の内製化及び現調化を推進し、生産性を向上させた。Ｂ社等がＢ社各事

業年度において支出した、① 製品技術部設計課における●図の発行に貢献のある費用、

② 生産体質の改革に関する費用のうち上記(a)の新機種導入時の量産体制確立の費用

を控除したもの、③ 材料検査、研究及びテストに係る費用は、コスト削減を実現する

内製化及び現調化の推進、生産性の向上に貢献したものであり、上記ｃの⑤の重要な無

形資産の開発のためにＢ社等が支出した費用であるから、その額（上記①について、上
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記(a)の「EMPLOYES QUANTITY-NEW MODEL」と題する書面に記載された額、上記②及び③

について、原告が本件調査担当者に提出した「Process Engineering Departnt（生産体

質改革）」及び「Quality Control Department（品質管理部門（材料検査課））」と題す

る書面に記載された額）は、ブラジル側分割要因となる。 

(c) 新規ディーラー開拓及びディーラー育成の費用 

 Ｂ社は、新規ディーラーの開拓及びディーラーの育成を行い、上記ウ(イ)ｇのとおり

販売網を確立した。Ｂ社がＢ社各事業年度において支出した新規ディーラーの開拓及び

ディーラーの研修のための費用は、本件製品のイメージを普及させるためのノウハウを

形成、維持又は発展させるのに貢献したものであり、上記ｃの⑥の重要な無形資産の開

発のためにＢ社等が支出した費用であるから、その額（原告が本件調査担当者に提出し

た「DEALER DEVELOPMENT-related」と題する書面及び「Ｂ-SIGNS IN DEALERS DEPRECIA

TION EXPENSES」と題する書面に記載された額）は、ブラジル側分割要因となる。 

(d) 広告宣伝費 

 Ｂ社は、本件製品の広告宣伝を行い、本件製品のイメージを普及させた。Ｂ社がＢ社

各事業年度において支出した広告宣伝費は、本件製品のイメージを普及させるためのノ

ウハウの形成、維持又は発展に貢献したものであり、上記ｃの⑥の重要な無形資産の開

発のためにＢ社等が支出した費用であるから、その額（原告が本件調査担当者に提出し

た「Ⓝ」と題する書面に記載された額）は、ブラジル側分割要因となる。 

ｆ 原告に配分すべき残余利益の額 

 上記ｄ及びｅの原告及びＢ社等がそれぞれ重要な無形資産の開発のために支出した費

用に基づいて上記ａの残余利益を配分すると、原告に配分すべき残余利益の額は、上記ａ

の残余利益の額に、原告とＢ社等の上記ｄ及びｅの各支出の合計額に占める原告の上記ｄ

の支出額の割合を乗じた金額となる（別表２の６「残余利益の分割比率の算出」及び同７

「原告に配分すべき残余利益の額の計算」）。 

(キ) 本件国外関連取引に係る所得移転額 

ａ 独立企業間価格の算定 

 本件独立企業間価格は、本件各事業年度ごとに、本件国外関連取引の対価の額に、上記

(オ)ｄの原告の基本的利益の額と上記(カ)ｆの原告に配分すべき残余利益の額との合計

額から上記(エ)ｂの原告の営業利益の額を控除した後の金額を加えた金額である（別表２

の８「独立企業間価格の算定と所得移転額の計算」）。 

ｂ 所得移転額の計算 

 本件国外関連取引に係るＢ社等への所得移転額は、本件独立企業間価格から本件国外関

連取引の対価の額を差し引いた金額であり、別表２の８「独立企業間価格の算定と所得移

転額の計算」に記載のとおり、平成１０年３月期について７５億８４１４万５０１２円、

平成１１年３月期について６９億２８６３万３８６０円、平成１３年３月期について３２

億１７１７万３０６６円、平成１４年３月期について４９億３５５４万７１３４円、平成

１５年３月期について３７億８９８３万８３０４円である。 

（原告の主張） 

ア 本件各更正等の違法性 

 次の(イ)ないし(オ)のとおり、本件各更正等は、独立企業間価格の算定方法の選択、独立企
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業間価格の算定単位の設定、残余利益分割法の適用における基本的利益の算定、残余利益の分

割にそれぞれ瑕疵がある違法なものであるから、取り消されるべきである。 

(ア) 残余利益分割法の概要 

 残余利益分割法は、重要な無形資産を有しない非関連者間取引において通常得られる利益

に相当する金額（基本的利益）の算定を比較可能な独立企業の非関連者間取引の利益率を用

いて行い、法人及び国外関連者にそれぞれ配分した残額（残余利益）を当該重要な無形資産

の価値に応じて合理的に分割する、という２段階で分割対象利益を分割する利益分割法であ

る。利益分割法には、残余利益分割法のほかに、分割対象利益の発生に寄与した割合に応じ

て利益を分割する寄与度利益分割法及び類似の状況下で比較可能な非関連者間取引の利益

の分割割合に応じて利益の分割を行う比較利益分割法が存在する。残余利益分割法は、基本

的利益の算定と残余利益の分割という２段階の分割を行うことを特徴とし、基本的利益の算

定と残余利益の分割は、いずれも残余利益分割法の不可欠の構成要素である。 

(イ) 独立企業間価格の算定方法の選択の瑕疵（争点２－１） 

 措置法施行令３９条の１２第８項に定める利益分割法は措置法６６条の４第２項１号イ

ないしハ及び２号イに定める基本三法を用いることができない場合に限り用いることがで

きるものであるから、基本三法の適用可能性について合理的な調査を尽くすことなく利益分

割法を用いて独立企業間価格の算定をすることは許されない。ところが、処分行政庁は、基

本三法の適用可能性について合理的な調査を尽くさないまま、基本三法の適用可能性がない

とし、利益分割法を用いて本件独立企業間価格の算定をしたのであって、本件独立企業間価

格の算定には瑕疵がある。この点については、後記エで詳論する。 

(ウ) 独立企業間価格の算定単位の設定の瑕疵（争点２－２） 

 本件国外関連取引は、原告とＢ社、原告とＥ社、原告とＦ社の間のそれぞれ別個の取引か

ら成り、また、これらの取引は、いずれも完成自動二輪車の販売取引、自動二輪車の部品の

販売取引、自動二輪車の製造設備の販売取引、技術支援の役務提供取引という複数の種類の

取引から成るところ、これらを一括して独立企業間価格の算定をすることに合理性はないか

ら、本件独立企業間価格は、原告とＢ社、原告とＥ社、原告とＦ社のそれぞれの間のそれぞ

れの種類の取引ごとに算定しなければならない。ところが、処分行政庁は、複数の種類の取

引を一の取引として本件独立企業間価格の算定をしただけではなく、原告とＢ社、原告とＥ

社、原告とＦ社の間のそれぞれ別個の取引を一の取引として本件独立企業間価格の算定をし

たのであって、本件独立企業間価格の算定単位の設定には瑕疵がある。この点については、

後記オで詳論する。 

(エ) 基本的利益の算定の瑕疵（争点２－３） 

 措置法通達６６の４(4)－５に定める残余利益分割法の基本的利益の算定に当たっては、

当該国外関連取引の事業と同種で、市場、事業規模等が類似する法人（重要な無形資産を有

する法人を除く。）を比較対象法人として選定し、その事業用資産又は売上高に対する営業

利益の割合等で示される利益指標に基づいて基本的利益を計算する。ところが、次のとおり、

処分行政庁は、Ｂ社等の比較対象法人を選定するために用いる除外基準としてマナウスフリ

ーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受していない法人を除外する基準を

設けることなく、Ｂ社等の比較対象法人としてＢ社等との比較可能性を欠くブラジル側比較

対象企業を選定する等してブラジル側基本的利益の算定をしたのであって、本件独立企業間
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価格のブラジル側基本的利益の算定には瑕疵がある。この点については、後記カで詳論する。 

(オ) 残余利益の分割の瑕疵（争点２－４） 

 残余利益の分割は、残余利益を当該法人又は国外関連者の有する重要な無形資産の価値に

応じて合理的に配分する方法により行わなければならないところ、処分行政庁がした残余利

益の分割には、Ｂ社等の有する重要な無形資産であるコンソルシオ販売網に係るブラジル側

分割要因を選定しておらず、残余利益の発生に寄与した程度を合理的に推測するに足りる要

因に応じて分割したということができない等の瑕疵がある。この点については、後記キで詳

論する。 

イ 残余利益分割法 

(ア) 残余利益分割法と独立企業原則 

ａ 独立企業原則 

 我が国の移転価格税制は、１９７９年（昭和５４年）のＯＥＣＤ租税委員会報告書「移

転価格と多国籍企業」及びＯＥＣＤ理事会の勧告を受けて、米国ほかの諸外国の制度を基

礎付ける独立企業原則を取り入れることを目指して導入されたものであって、立法担当者

の解説である「昭和６１年度改正税法のすべて」は、移転価格税制について、特殊関係企

業との取引を通じた所得の海外移転に対処し、諸外国と共通の基盤に立って適正な国際課

税を実現することを目的とするものであり、諸外国がその制度を基礎付けている独立企業

原則を我が国においても取り入れるものであるとしている。また、移転価格ガイドライン

は、独立企業原則について、比較可能な非関連者間取引において独立企業間であれば得ら

れたであろう条件を参考に利益を調整しようとするものであり、焦点はこれらの構成企業

間の取引の性質及びその条件が比較可能な非関連者間取引において得られたと思われる

条件と異なるか否かに置かれることとなるとした上、このような関連者間取引と非関連者

間取引の分析は「比較可能性分析」と呼ばれ、独立企業原則を適用する上での核心である

としている。このように、独立企業原則は、我が国の移転価格税制の根幹を成すものであ

り、比較可能性分析は、それを適用する上での核心であることによれば、残余利益分割法

の適用の適否は、独立企業原則及び比較可能性分析に基づいて判断しなければならない。 

ｂ 残余利益分割法の適用基準の明確化の必要性 

 独立企業間価格という概念は、不確定概念ではないが、不明確であるため、独立企業間

価格の算定については処分行政庁に自由裁量はなく、何が独立企業間価格であるかは司法

審査に服するものの、移転価格税制の適用は恣意的になりやすく、法的安定と予測可能性

が害される危険が大きい。そのため、移転価格税制については、その趣旨に遡って、独立

企業間価格の算定方法を明確化しなければならず、特に、利益分割法は、利益を配分する

基準に客観性がなく、その適用が恣意的になりやすいため、明確化の必要性はより大きい。

また、そもそも、残余利益分割法は、通達に定められているものであり、法令にその根拠

を有しないから、租税法律主義違反の可能性もあり、その疑念を解消する上でも、明確化

され、法的安定と予測可能性を確保しなければならない（課税要件明確主義）。そして、

この明確化は、我が国の移転価格税制の根幹を成す独立企業原則に従ってしなければなら

ない。すなわち、残余利益分割法は、法的安定と予測可能性の確保の観点から、独立企業

原則に則した合理的な方法でなければならず、その適用の適否の判断は厳格にしなければ

ならない。 
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(イ) 措置法及び措置法施行令の規定の解釈 

ａ 措置法の政令への委任も独立企業原則を反映していること 

 措置法６６条の４第２項は独立企業原則を反映しているものであるから、同項１号ニ及

び２号ロの政令への委任も独立企業原則に沿った方法を定めることを命じていると解す

べきである。そして、そのような委任に基づいて定められた措置法施行令３９条の１２第

８項の解釈及び適用は独立企業原則に従って行われなければならない。 

ｂ 措置法施行令は独立企業原則に沿った内容を定めていること 

 移転価格課税は、国外関連取引の当事者を独立企業と課税上同等に置き、比較可能な独

立企業間取引であれば設定されたであろう独立企業間価格に基づいて行われる。そのため、

利益分割法においては、同様の状況に置かれた独立企業であればどのように利益を分割す

るかという観点から検討するのでなければ独立企業原則を踏み越えるおそれがあるので

あり、そのような事態を避けるためには、独立企業原則の内容を示す移転価格ガイドライ

ンを検討しなければならない。 

 残余利益分割法は、従前から、法令上の明確な根拠を欠き、措置法通達６６の４(4)－

５のみによって認められる、租税法律主義違反の疑いがあるとされてきたところ、平成２

３年政令第１９９号による措置法施行令改正は、この問題をクローズアップした。すなわ

ち、同改正により残余利益分割法が明文化され（３９条の１２第８項１号ハ）、租税法律

主義違反の疑いは解消されたものの、従前の事業年度についてはかえってその疑いが浮き

彫りになったのであり、上記改正前の同項の規定は、上記ａの合理的限定解釈を行うので

なければ、残余利益分割法を定めていると解することは困難である。同規定と上記改正後

の同項１号ロの寄与度利益分割法の規定は、表現が若干異なるだけで、実質的に同一であ

るところ、寄与度利益分割法と残余利益分割法は、別個のものとして上記改正後の同号ロ

及びハに規定されており、上記改正後の寄与度利益分割法の規定（同号ロ）から同号ハに

規定された残余利益分割法を読み取ることは困難であるから、上記改正前においても、同

項の規定から残余利益分割法を読みとることは困難であった。このように、残余利益分割

法は、法令上の根拠を欠き、租税法律主義違反の疑いがあるものであるから、上記ａの合

理的限定解釈を行う必要がある。ところが、処分行政庁は、これを行わず、かえって同項

の規定から残余利益分割法を読み取ることが困難であることに藉口して処分行政庁に広

範な裁量が付与されているかのような解釈適用を行っている。措置法通達や参考事例集は、

予測可能性の確保の観点からできる限りその文言のとおりの解釈適用を行うべきもので

あり、あたかも処分行政庁が広範な裁量を付与されているかのような解釈適用を行うこと

は許されない。 

 このように、平成２３年政令第１９９号による改正前の措置法施行令３９条の１２第８

項には租税法律主義違反の疑いがあり、この疑いを回避するためには独立企業原則に厳格

に則して比較可能性の基準の内容を明らかにする合理的限定解釈を行わなければならな

い。具体的には、残余利益分割法の基本的利益の算定における比較可能性の基準は、取引

単位営業利益法の比較可能性の基準から実質的に乖離しない範囲で、市場等について「類

似性の程度が十分」で「十分な比較可能性が確保」される比較対象取引又は比較対象法人

を選定するものである必要がある。 

ｃ 残余利益分割法の基本的利益の算定も比較可能性分析に基づいてする必要があること 



129 

 関連者間取引の条件が非関連者間取引の条件と比較可能か否かを分析することが、比較

可能性分析と呼ばれ、独立企業原則を適用する上での核心であることは、上記(ア)ａのと

おりであるところ、このことは利益分割法にも当てはまり、平成２３年度税制改正大綱は、

利益分割法には寄与度利益分割法のみならず比較利益分割法及び残余利益分割法も含ま

れるとしている。すなわち、利益分割法は、比較可能な非関連者間取引における利益の分

割割合に応じて利益分割を行う比較利益分割法と、残余利益の分割前に比較可能な非関連

者間取引における営業利益率により基本的利益の算定をする残余利益分割法という、比較

可能性分析を核心とする二つの算定方法を含んでいる。したがって、これら二つの利益分

割法の適用の適否を判断するに当たっては、比較可能性分析を核心とする独立企業原則を

反映するものとして、その適法性の基準（後記のとおり、基本三法や取引単位営業利益法

の比較可能性の基準及び差異調整の基準から実質的に乖離しない合理的な基準）に従った

解釈をしなければならない。 

(ウ) 残余利益分割法の基本的利益の算定 

ａ 市場の特殊要因による影響を排除しなければならないこと 

 独立企業間価格の算定は、比較可能な非関連者間取引を選定することにより市場の特殊

要因による価格や売上総利益又は営業利益への影響を排除してすべきものである。すなわ

ち、移転価格課税は、国外関連取引価格の独立企業間価格との乖離の有無及び程度を検討

するものであるところ、移転価格の設定以外の要因が価格又は利益に及ぼす影響を排除し

なければ、上記乖離の有無及び程度の検討を正確に行うことができなくなるのであり、こ

のことは、残余利益分割法の基本的利益の算定にも当てはまる。 

ｂ 残余利益分割法の基本的利益は取引単位営業利益法と実質的に同じ方法で算定するこ

と 

 参考事例集及び事務運営指針は、残余利益分割法の基本的利益の算定について、政府助

成金を含む政府の規制や市場の特殊要因を考慮して行うべきであるとしているものの、類

似性又は比較可能性の基準や差異調整の基準は示しておらず、比較可能性分析を核心とす

る独立企業原則の観点からすると各基準を明確化する必要がある。そして、その際には、

独立企業原則を謳う移転価格ガイドラインや、我が国の移転価格税制の参考となった米国

の移転価格税制を参照すべきであるところ、平成２２年７月に公表された移転価格ガイド

ライン（以下「改訂移転価格ガイドライン」という。）のパラグラフ２．１２１は、残余

利益分割法の基本的利益の算定について、「関連者間取引に関係するユニークではない貢

献に対する独立企業間報酬が配分される。通常、この報酬は、伝統的な取引基準法又は取

引単位営業利益法を適用し、独立企業間の比較可能な取引の報酬を参考にして決定され

る」としており、米国移転価格規則も、「残余利益分割法の基本的利益の算定における営

業利益率は、基本三法と適合した形で、類似の活動に従事する非関連者が獲得する利益率

を参照して決定すべきである」としている。基本三法（伝統的な取引基準法）には、再販

売価格基準法と原価基準法が含まれており、取引単位営業利益法は、国外関連取引の一方

当事者の機能に類似する独立企業の比較可能な非関連者間取引における当該独立企業の

営業利益率を基準に独立企業間価格の算定をする方法である。そして、残余利益分割法の

基本的利益の算定と取引単位営業利益法とは実質的に同じであり、平成２３年政令第１９

９号による改正後の措置法施行令３９条の１２第８項１号ハは、残余利益分割法の基本的
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利益の算定について、再販売価格基準法、原価基準法又は取引単位営業利益法の比較対象

取引の利益率により行うものとしている。このように、上記改正後の措置法施行令も、改

訂移転価格ガイドラインも、再販売価格基準法や原価基準法のような伝統的な取引基準法

や取引単位営業利益法を適用して残余利益分割法の基本的利益の算定をするとしている

のであって、残余利益分割法の基本的利益は、比較可能な非関連者間取引において得られ

る通常の利益を取引単位営業利益法と実質的に同じ基準で算定するものである。 

 残余利益分割法において、比較可能性分析を核心とする独立企業原則は、基本的利益の

算定に強く反映されているのであり、残余利益分割法の基本的利益の算定が、基本三法又

は取引単位営業利益法の比較可能性の基準に比べて基準を不合理に緩め、独立企業原則に

反してされた場合には、措置法６６条の４第２項１号ニ及び２号ロの委任に基づき独立企

業原則を反映した適正な利益分割法の基準を逸脱し、違法となる。例えば、検証対象法人

と比較対象法人との間の差異が営業利益率に客観的に明らかな差異をもたらす場合、その

差異について適切な調整をしない限り、違法となる。 

ｃ 基本三法及び取引単位営業利益法における比較可能性の基準及び差異調整の基準 

 そこで、まず、基本三法及び取引単位営業利益法における比較可能性の基準及び差異調

整の基準についてみると、次のとおりである。 

(a) 基本三法における比較可能性の基準 

 政府の規制の態様、市場の地理的場所等を含む市場の状況が価格に影響を及ぼすこと

は自明である。同一の国内であっても、政府の規制や介入により生産市場の状況が他の

地域と大きく異なり、価格や利益率に影響を及ぼす。再販売価格基準法及び原価基準法

の下では、同じ商品の販売業者であっても、販売市場が異なれば売上総利益率に階差が

生じ得るため、販売市場の同一性も重要である。改訂移転価格ガイドラインは、比較可

能性の要件を満たすためには、比較対象法人と検証対象法人が事業を行っている市場の

差異が価格ひいては利益率に重要な影響を及ぼさないことが必要であるとし（パラグラ

フ１．５５）、政府による助成金などの政府の介入は特定の国又は地域の市場の条件と

して扱われるべきであるとしており（パラグラフ１．７３）、政府助成金も、政府の規

制と同様に、特定の国又は地域の市場の条件として比較可能性の判断において重視しな

ければならないから、検証対象法人が政府助成金を受けられる市場で事業を行っている

場合、それを受けられない市場で事業を行っている企業の取引を比較対象として選定す

ることは、それが市場の差異の故に価格や売上総利益率に客観的に明らかな差異をもた

らすときは、比較可能性を欠き、違法となる。 

(b) 取引単位営業利益法における比較可能性の基準 

 取引単位営業利益法は、再販売価格基準法又は原価基準法と類似の形で機能する。改

訂移転価格ガイドラインは、取引単位営業利益法が信頼性をもって適用されるためには、

再販売価格基準法又は原価基準法が適用される形と整合性のある形で適用されなけれ

ばならないとしているのであり（パラグラフ２．５８）、取引単位営業利益法の比較可

能性の判断においても市場の類似性は重要である。そして、取引単位営業利益法は、営

業利益を基準とする独立企業間価格の算定方法であり、営業利益に影響を及ぼす政府の

助成金や規制などの市場の要因によりその信頼性が影響を受ける（パラグラフ２．７１）

から、政府助成金や政府の規制といった市場の特殊要因が検証対象法人の営業利益に影
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響を及ぼしている場合、このような市場の影響を同様に受けている比較対象法人を選定

し、移転価格の設定とは無関係な市場の特殊要因の有無が営業利益に及ぼす影響を排除

しなければならない。そうすると、検証対象法人が政府助成金を受けられる市場で事業

を行っている場合、それを受けられない市場で事業を行っている企業の取引を比較対象

として選定することは、それが市場の差異の故に営業利益率に客観的に明らかな差異を

もたらすときは、比較可能性を欠き、違法となる。 

(c) 基本三法及び取引単位営業利益法における差異調整の基準 

 基本三法については、国外関連取引と比較対象取引との間に差異がある場合に調整を

すべきことが法令に規定され（措置法６６条の４第２項１号イないしハ、措置法施行令

３９条の１２第６項及び７項）、この調整に当たっては、売手又は買手の機能及びリス

ク、政府の規制、市場の状況等を考慮すべきものとされている（措置法通達６６の４(2)

－３）。差異調整は、調整対象の差異が取引価格の差に表れていることが客観的に明ら

かであるときに、行うべきであり、価格ではなく通常の利益率に基づいて独立企業間価

格の算定をする再販売価格基準法及び原価基準法の場合、政府の規制や市場の状況等が

通常の利益率に影響を及ぼすことが客観的に明らかであるときに、行う必要がある（平

成２３年１０月２７日査調８－１３０ほか３課共同による改正後の事務運営指針３－

３）。そして、差異調整を欠くときは、違法となる。 

 取引単位営業利益法については、国外関連取引と比較対象取引との間の差異調整は再

販売価格基準法又は原価基準法と同様に行うものとされ、売手の果たす機能その他の差

異が営業利益率に客観的に明らかな差異をもたらしているときは、差異調整を行わなけ

ればならないものとされている（平成２３年政令第１９９号による改正後の措置法施行

令３９条の１２第８項２号及び３号、平成２３年１０月２７日査調８－１３０ほか３課

共同による改正後の事務運営指針３－３）。そのため、差異調整は、検証対象法人と比

較対象法人との間で市場の特殊要因の影響の有無又は程度に違いがあり、営業利益率に

客観的に明らかな影響を及ぼしているときに、行うべきであり、差異調整を欠くときは、

違法となる。 

ｄ 残余利益分割法における比較可能性の基準及び差異調整の基準 

 上記ｃを前提として、残余利益分割法における比較可能性の基準及び差異調整の基準に

ついてみると、次のとおりである。 

(a) 残余利益分割法における比較可能性の基準 

 残余利益分割法も、独立企業間価格の算定方法の一つであるところ、残余利益分割法

における基本的利益の算定も、比較可能性分析を核心とする独立企業原則に沿った合理

的なものであることが求められ、その基本的利益の算定としては、それと実質的に同じ

ものである取引単位営業利益法が用いられるから、基本的利益の算定が適法であるため

には、基本三法又は取引単位営業利益法における比較可能性の基準から実質的に乖離し

ない比較可能性の基準を満たさなければならず、検証対象法人が事業を行っている市場

と同一の市場で事業を行う企業を比較対象として選定しなければならない。したがって、

残余利益分割法の基本的利益の算定に当たっても、政府助成金や政府の規制といった市

場の特殊要因が検証対象法人の営業利益率に影響を及ぼしている場合、このような市場

の影響を同様に受けている比較対象法人を選定し、移転価格の設定とは無関係な市場の
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特殊要因の差異が営業利益率に及ぼす影響を排除しなければならない。そうすると、検

証対象法人が政府助成金を受けられる市場で事業を行っている場合、それを受けられな

い市場で事業を行っている企業の取引を比較対象として選定することは、それが市場の

差異の故に営業利益率に客観的に明らかな差異をもたらすときは、比較可能性を欠き、

違法となる。 

(b) 残余利益分割法における差異調整の基準 

 残余利益分割法における基本的利益の算定は、取引単位営業利益法と実質的に同じも

のであり、基本的利益の算定においては、通常、基本三法又は取引単位営業利益法が用

いられることによれば、残余利益分割法における差異調整についても、上記ｃ(c)が基

本的に当てはまる。すなわち、差異調整は、当該市場の差異が営業利益率に客観的に明

らかな影響を及ぼしているときに、行うべきであり、差異調整を欠くときは、違法とな

る。 

ｅ 残余利益分割法における比較可能性の基準と市場の類似性 

 ここで、残余利益分割法の基本的利益の算定における比較可能性を、市場の類似性に焦

点を当てて検討すると、次の(a)ないし(c)のとおり、政府助成金や補助金のような政府の

介入（税恩典利益もを含む。）は、移転価格ガイドラインでも市場の条件とされており、

基本的利益の算定において考慮しなければならない。 

(a) 十分な比較可能性が確保される必要があること 

 平成２３年１０月２７日課法２－１３による改正後の措置法通達６６の４(3)－１は、

国外関連取引との類似性の程度が十分な非関連者間取引を比較対象取引として選定し

なければならないとしている。また、参考事例集の事例２１の解説も、基本的利益の算

定において、本件のように公開情報から得られる企業単位による数値を用いる場合、十

分な比較可能性が確保される必要があるとしている。基本的利益の算定における比較可

能性の基準を満たすためには、比較対象取引を行う比較対象法人が、国外関連取引を行

う検証対象法人との間で、類似性の程度が十分で十分な比較可能性が確保されていなけ

ればならず、残余利益分割法の基本的利益の算定における市場の類似性の判断は、取引

単位営業利益法の比較可能性の基準又はその基準から実質的に乖離しない合理的基準

により十分な比較可能性が確保されているかという観点から行わなければならない。 

(b) 市場の類似性の基準 

 基本的利益の算定においては、市場が類似する企業を選定する必要がある。移転価格

ガイドラインは、「比較可能性を達成するためには、独立企業と関連者が事業を行って

いる市場が類似していること、市場の差異が価格に実質的な影響を及ぼさないこと、あ

るいは、適切な調整を行うことができることが求められる」としている。上記(a)のと

おり、残余利益分割法の基本的利益の算定においては、独立企業原則に則して類似性の

程度が十分な比較対象取引を選定する必要があり、そのためには市場の類似する比較対

象法人を選定しなければならない（市場の類似性の基準）ところ、このことは移転価格

ガイドラインからも明らかである。そして、残余利益分割法の下では、残余利益は重要

な無形資産の貢献から生ずるとされているから、市場の類似性の問題は、残余利益では

なく基本的利益との関連において検討しなければならない。 

 生産市場が異なれば原材料費や人件費が異なり、販売市場が異なれば商品に対する需
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給や競争状況が異なるので、市場の差異は売上総利益率や営業利益率に影響を及ぼす可

能性が高く、残余利益分割法の基本的利益の算定において比較可能性を達成するために

は検証対象法人と市場の類似する比較対象法人を選定する必要がある。残余利益分割法

について租税法律主義違反の疑いを避けようとするならば、独立企業原則に厳格に則し

て類似性の程度が十分な比較対象取引を選定し、基本的利益の算定をしなければならな

いところ、基本的利益の算定は、取引単位営業利益法と実質的に同じであるから、措置

法通達６６の４(4)－５についても、それをより具体的に定めた事務運営指針３－３に

ついても、取引単位営業利益法の比較可能性の基準又はその基準から実質的に乖離しな

い合理的基準により十分な比較可能性が確保されているかという観点からその合理的

解釈を行わなければならない。参考事例集の事例２１を素直に読めば、基本的利益の算

定において検証対象法人と市場が類似する比較対象法人を選定しなければならないこ

とは明らかであり、この解釈は移転価格ガイドラインとも整合する。基本的利益の算定

に当たっては、市場が類似する比較対象法人を選定しなければならず、異なる市場で事

業活動を行う法人は除外しなければならない。 

(c) 政府の規制と市場の類似性 

 被告は、移転価格ガイドラインにおいて、政府助成金や補助金といった政府の介入が

市場の条件とされていることを前提としつつ、そのパラグラフ１．５６を引用し、政府

から助成金の交付を受けた企業が通常どのような行動を取るかを一定程度推測するこ

とができれば、これに基づいて市場の条件として考慮するか否かを判断することも許さ

れると主張する（被告の反論ア(ア)ｂ(a)）。 

 しかし、移転価格ガイドラインのパラグラフ１．５６は、「価格統制を行っている国

は、当該統制の対象となっている商品を販売する企業が稼得し得る利益にはこれらの統

制が影響を与えるであろうということを考慮しなければならないことは、極めて明白で

ある」とし、政府助成金と同様に政府の介入の一つとされる価格統制は、それが行われ

ている市場で事業活動を行う企業の利益に影響を及ぼすから、市場の条件として考慮し

なければならないとしているのであり、政府の介入は、市場の条件として基本的利益の

算定において考慮しなければならない。そして、政府の介入が企業の利益率に客観的に

明らかで重大な影響を及ぼす場合には、その政府の介入が行われている市場で事業活動

を行う企業とそれが行われていない市場で事業活動を行う企業は類似性を欠く。 

 政府の規制、市場の地理的場所等を含む市場の状況が価格に影響を及ぼすことは自明

であり、同一の国内であっても、政府の介入により、ある地域の生産市場の状況が他の

地域の生産市場の状況と大きく異なり、価格や利益率に重大な影響を及ぼすこともある。

同一の国内であっても、政府助成金という政府の介入が存在する地域と、それが存在し

ない地域とでは、同様の事業活動を行っていても、企業の利益率に大きな差異が生ずる。

参考事例集の事例２０は、市場の特殊性（顧客の嗜好、政府の価格規制等）による価格

水準は同じ市場で事業を行う者が同様に影響を受けるとした上、残余利益分割法の適用

に当たり、市場の特殊性による利益への影響は、同様の影響を受けている法人を選定し

て基本的利益の算定をする過程で反映されるとしている。措置法通達６６の４(2)－３

は、類似性の判断要素として政府の規制を挙げ、平成２３年１０月２７日課法２－１３

による改正後の措置法通達６６の４(3)－３も、類似性の判断要素として市場の状況を
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挙げ、その中には価格に対する規制や助成金の交付といった政府の政策が含まれるとし

ている。検証対象法人が政府の規制が存在する市場で事業活動を行う場合、基本的利益

の算定において十分な比較可能性を確保するためには、同様の影響を受けて事業活動を

行う法人を比較対象法人として選定しなければならない。 

 政府助成金や補助金は、残余利益分割法の基本的利益の算定において市場の条件とし

て考慮しなければならないのであり、被告の上記主張は誤りである。移転価格税制は、

国外関連取引の価格設定を通じた所得の国外移転に対処するため比較可能な非関連者

間取引において成立する価格や利益率からの乖離の有無及び程度を分析することを基

本的内容とするところ、政府の介入の影響を排除しなければ、国外関連者の利益率が高

いとしても、それが、国外関連取引の価格設定を通じた所得の移転によるものか、政府

の介入によるものかが明らかでなく、独立企業間価格の算定が困難となる。企業の利益

率に客観的に明らかで重大な影響を及ぼす政府の介入の影響を比較対象法人の選定を

通じて排除することなくした課税処分は、適切な差異調整をしない限り、違法である。 

ウ Ｂ社等の事業活動とマナウス税恩典 

(ア) Ｂ社等の事業活動 

ａ Ｂ社等の事業活動の概要 

 Ｂ社等は、自動二輪車の製造に必要な部品、原材料の多くを国内で調達しており、輸入

部品、原材料の割合は大きくない。Ｂ社の主要機種であるＭの場合、部品総数の９０％を

国内で調達しており、２００２年（平成１４年）の時点で国内の供給業者は１００社を上

回っていた。Ｂ社は、完成自動二輪車を国内のディーラーに販売しており、本件各対象事

業年度の輸出割合は４％ないし１０％にすぎない。同年の時点でＢ社のディーラーは５６

３店に達しており、処分行政庁も、Ｂ社のディーラー販売網はＢ社等の有する重要な無形

資産であるとしていた。Ｂ社と他社とではコンソルシオ販売網に圧倒的な違いがあり、１

９９４年（平成６年）以降のＢ社の販売の伸びにはそれが大きく貢献した。コンソルシオ

販売がＢ社等の超過利益に重要な貢献をしていることは、後記キ(イ)のとおりである。 

ｂ Ｂ社の設立及び事業活動 

 Ｂ社の設立及び操業場所の選定に決定的な影響を及ぼしたのはマナウス税恩典であっ

た。マナウスフリーゾーンでの製造は、マナウス税恩典により、製造原価を大きく低減さ

せる。当初サンパウロに進出していたＰも、マナウスフリーゾーンとの差異から生ずる製

造コストの違いのため、１９８５年（昭和６０年）以降、マナウスフリーゾーンに移転せ

ざるを得なくなった。Ｂ社がブラジルの自動二輪車市場において圧倒的なシェアを確保し

ている理由として、当初からマナウスフリーゾーンに進出したＡはＰに比べてコスト競争

力に勝るという指摘がある。 

(イ) マナウス税恩典 

ａ マナウス税恩典の目的 

 マナウス税恩典は、ブラジルの安全保障の観点から導入された制度である。アマゾン地

域は、ブラジルの国土の６０％を占め、７か国と接し、その国境線が１万kmにも及んでい

るため、そこが産業のない無人地帯であることは、国家の安全保障、豊富な天然資源の確

保の観点からみて重大な問題である。マナウス税恩典は、アマゾン地域に産業を誘致し、

雇用の創出を図り、住民の定住を促進することをその目的とする。 
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ｂ 原告ほかの企業がマナウスフリーゾーンに進出した理由 

 原告のみならず、Ｐ、Ⓣ株式会社など５００を超える企業がブラジル南部の都市部から

遠く離れたマナウスに進出しているのは、その短所を補ってなお余りある長所がある、す

なわち、マナウス税恩典利益を享受することにより、製造コストが低減し、多額の利益を

得ることができるためである。Ｂ社は、１９７５年（昭和５０年）に、輸入税、工業製品

税及び法人所得税に係る税恩典についてブラジル連邦政府の認可を受けた。その当時、マ

ナウス税恩典利益を享受するためには、一定の現調率を達成する必要があったが、その後、

連邦政府が国内産業の育成と雇用の促進を目的とする輸入制限から輸入自由化に政策を

変更したため、その基準は、マナウスフリーゾーンにおける雇用の確保を目的とするＰＰ

Ｂ基準に切り替えられた。Ｂ社は、１９９０年（平成２年）に、ＩＣＭＳに係る税恩典に

ついてアマゾナス州政府の認可を受けた。Ｅ社及びＦ社も、それぞれマナウス税恩典につ

いて認可を受けている。 

ｃ 輸入税の軽減及びＩＣＭＳ税減免がＢ社等の利益に及ぼす影響 

 ブラジルの会計基準上、輸入税は製造原価となるところ、Ｂ社等は、納付猶予を受けた

後の輸入税の納付時に、これを販売費として会計処理をしていたのであり、輸入税の軽減

はＢ社等の営業利益を増加させる。 

 また、ブラジルの会計基準上、ＩＣＭＳは総売上げの控除項目となるところ、ＩＣＭＳ

みなし仕入税額控除は、売上原価の低減項目となり、Ｂ社等の売上総利益ひいては営業利

益を増加させる。ＩＣＭＳ税額免除及びＩＣＭＳ税軽減は、総売上げの控除項目の貸方と

して処理され、ＩＣＭＳみなし仕入税額控除と同様に、Ｂ社等の売上総利益及び営業利益

を増加させる。 

エ 独立企業間価格の算定方法の選択の瑕疵（争点２－１） 

 次の(ア)のとおり、利益分割法は基本三法を用いることができない場合に限り用いることが

できるものであるから、基本三法の適用可能性について合理的な調査を尽くすことなく利益分

割法を用いて独立企業間価格の算定をすることは許されない。ところが、次の(イ)のとおり、

処分行政庁は、基本三法の適用可能性について合理的な調査を尽くさないまま、基本三法の適

用可能性がないとして、利益分割法を用いて本件独立企業間価格の算定をしたのであって、本

件独立企業間価格の算定には瑕疵がある。 

(ア) 基本三法が優先されること 

 基本三法のうち、独立価格比準法は、国外関連取引により移転された棚卸資産の価格を比

較可能な非関連者間取引により移転された同種の棚卸資産の価格と比較して独立企業間価

格の算定をする方法である。再販売価格基準法及び原価基準法は、国外関連取引の当事者と

類似の機能を果たす独立企業の比較可能な非関連者間取引に係る売上総利益率（粗利益率）

を用いて独立企業間価格の算定をする方法である。基本三法は、伝統的な取引基準法とも呼

ばれ、国外関連取引と比較可能な非関連者間取引を用いて独立企業間価格の算定をする方法

である。基本三法はその他の方法に優先され（措置法６６条の４第２項１号及び２号の各括

弧書き）、利益分割法は基本三法を用いることができない場合に限り用いることができるも

のであるから、基本三法の適用可能性について合理的な調査を尽くすことなく利益分割法を

用いて独立企業間価格の算定をすることは許されない。 

(イ) 基本三法の適用可能性について合理的な調査を尽くさなかったこと 
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 処分行政庁は、適切な比較対象取引を把握することができず、基本三法を用いることはで

きないとし、利益分割法を用いて、本件独立企業間価格の算定をしているが、基本三法の適

用可能性について合理的な調査を尽くさないまま、基本三法の適用可能性がないとして、利

益分割法を用いたものである。例えば、自動二輪車の製造設備の販売取引は、原告がＢ社等

の依頼に基づいて設備メーカーから設備を購入しＢ社等に転売するものであって、機械設備

の売買を行う商社であれば類似の取引を行っていることが合理的に予測され、このような比

較可能な取引を行う商社の売上総利益率を使用して再販売価格基準法を適用すれば、独立企

業間価格の算定をすることができる。このように、本件国外関連取引には基本三法を用いる

ことが可能であることは適切な調査を行えば容易に分かるのであって、処分行政庁は、基本

三法の適用可能性について合理的な調査を尽くさないまま、基本三法の適用可能性がないと

して、利益分割法を用いたものである。 

オ 独立企業間価格の算定単位の設定の瑕疵（争点２－２） 

 次の(ア)のとおり、本件国外関連取引は、別個の取引から成り、次の(イ)のとおり、これら

の取引は、いずれも複数の種類の取引から成るところ、次の(ウ)のとおり、これらを一括して

独立企業間価格の算定をすることに合理性はないから、本件独立企業間価格は、原告とＢ社、

原告とＥ社、原告とＦ社のそれぞれの間のそれぞれの種類の取引ごとに算定しなければならな

い。ところが、処分行政庁は、複数の種類の取引を一の取引として本件独立企業間価格の算定

をしただけではなく、それぞれ別個の取引を一の取引として本件独立企業間価格の算定をした

のであって、本件独立企業間価格の算定単位の設定には瑕疵がある。 

(ア) 本件国外関連取引が別個の取引から成ること 

 Ｂ社、Ｅ社及びＦ社は、それぞれ別個の国外関連者であり、本件国外関連取引は、原告と

Ｂ社、原告とＥ社、原告とＦ社の間のそれぞれ別個の取引から成る。 

(イ) 本件国外関連取引が複数の種類の取引から成ること 

 完成自動二輪車の販売取引、自動二輪車の部品の販売取引、自動二輪車の製造設備の販売

取引、技術支援の役務提供取引は、それぞれ別個の取引であり、原告とＢ社、原告とＥ社、

原告とＦ社の間の取引は、いずれも複数の種類の取引から成る。 

(ウ) 本件独立企業間価格は個別の取引ごとに算定しなければならないこと措置法６６条の

４第２項及び措置法施行令３９条の１２第８項は、独立企業間価格の算定は個別の取引ごと

に行うものとしており、移転価格ガイドラインが「取引単位利益法」、「取引単位利益分割法」、

「取引単位営業利益法」という名称を付しているのも、これと同じ趣旨によるものである。

また、措置法６６条の４第１項が国外関連取引を法人と国外関連者との間の一対一の取引と

定義していることからすると（同項にいう「法人」が単独の法人であることが明らかであり、

同項が「国外関連者」を法人と同等のものとしていることによれば、国外関連者も単独の法

人であると解するのが合理的である。）、国外関連者が複数存在する場合、独立企業間価格の

算定は法人と各国外関連者との間の取引ごとに行わなければならない。 

 そして、完成自動二輪車の販売取引と自動二輪車部品の販売取引といった複数の種類の本

件国外関連取引は、それぞれ独自に完結する性質の取引であり、個別に評価したのではかえ

って不合理であるという実情にはない。また、原告とＢ社、原告とＥ社といった複数の国外

関連者との本件国外関連取引は、いずれかの取引の価格等の取引条件を考慮して他の取引の

価格等の取引条件を設定するといった相関関係になく、取引を一つにまとめて価格を一本化



137 

するいわゆるパッケージ取引にも該当しない。措置法通達６６の４(3)－１は、「生産用部品

の販売取引と当該生産用部品に係る製造ノーハウの使用許諾取引等が一体として行われて」

いる場合として、同一製品について各取引が一体として行われるからこそ一体的な評価が許

されることを示しており、移転価格ガイドラインも、「製造ノウハウの使用許諾と不可欠な

部品の供給」（パラグラフ１．４２）、「多くの便益について、取引を一つにまとめ、価格を

一本化する」場合（パラグラフ１．４３）を挙げ、一体的評価のためには、取引の一体性又

は価格設定における不可分性がなければならないことを示しているところ、本件国外関連取

引の場合、原告とＢ社等との間の完成自動二輪車の販売取引、Ｅ社との間の自動二輪車の部

品の販売取引及びＦ社との間の自動二輪車の製造設備の販売取引は、それぞれ対象製品が同

一でなく、同一製品の販売と使用許諾のような取引の一体性又は不可分性も存在しないから、

一括りの評価をすることは許されないというべきである。これらの事情がないにもかかわら

ず、一括りの評価をすれば、「公正な市場価値の最も正確な近似値を得るためには、取引ご

とに独立企業原則を適用すべきであるとする取引単位の原則（移転価格ガイドラインのパラ

グラフ１．４２）に反する。 

 本件国外関連取引を一括して独立企業間価格の算定をすることに合理性はなく、本件独立

企業間価格は、原告とＢ社、原告とＥ社、原告とＦ社のそれぞれの間のそれぞれの種類の取

引ごとに算定しなければならない。 

カ 基本的利益の算定の瑕疵（争点２－３） 

 Ｂ社等は、マナウスフリーゾーンで事業活動を行い、ブラジル連邦憲法を始めとするブラジ

ル連邦法及びアマゾナス州法の下でマナウス税恩典利益を享受しているものである。これに対

して、ブラジル側比較対象企業は、いずれも、マナウスフリーゾーン外のサンパウロ州ほかの

ブラジル南部の工業地帯で事業活動を行い、マナウス税恩典利益を享受していない。処分行政

庁は、Ｂ社等の比較対象法人を選定するために用いる除外基準としてマナウスフリーゾーン外

で事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受していない法人を除外する基準を設けることな

く、Ｂ社等の比較対象法人としてブラジル側比較対象企業を選定し、かつ、マナウス税恩典利

益の享受の有無についてＢ社等とブラジル側比較対象企業との差異調整をすることなく、ブラ

ジル側比較対象企業の総費用営業利益率の中位値をブラジル側基本的利益率として、ブラジル

側基本的利益の算定をしている。しかし、マナウス税恩典利益は、マナウスフリーゾーンとい

うブラジル連邦憲法で保障された特殊な市場に基因するものであり、マナウスフリーゾーンで

事業活動を行う認可企業に付与される政府助成金や補助金といった政府の介入の実質を有し、

その享受の有無がＢ社等及びブラジル側比較対象企業の営業利益ひいては営業利益率に客観

的に明らかで重大な影響を及ぼすものであるから、マナウスフリーゾーン外で事業活動を行い

マナウス税恩典利益を享受していない企業は、マナウスフリーゾーンで事業活動を行いマナウ

ス税恩典利益を享受しているＢ社等との比較可能性を欠くのであって、Ｂ社等の比較対象法人

の選定に当たっては、マナウス税恩典利益の享受の有無をＢ社等との比較可能性の判断におけ

る重要な要素として考慮し、マナウスフリーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典利益を

享受していない法人を除外する基準を設けなければならず、また、そのような企業をＢ社等の

比較対象法人として選定するのであれば、マナウス税恩典利益の享受の有無についてＢ社等と

ブラジル側比較対象企業との間の適切な差異調整をしなければならなかった。 

 そのほかにも、処分行政庁は、Ｂ社等の比較対象法人を選定するために杜撰かつ不合理な除
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外基準を用い、Ｂ社等の比較対象法人としてＢ社等との比較可能性を欠くブラジル側比較対象

企業を選定するなどしているのであって、本件独立企業間価格のブラジル側基本的利益の算定

には瑕疵がある。 

(ア) マナウス税恩典利益を享受していない企業を除外する基準を設定することなく、マナウ

ス税恩典利益を享受していない企業をＢ社等の比較対象法人として選定し、適切な差異調整

を行わなかった瑕疵 

ａ マナウス税恩典利益の享受の有無は基本的利益の算定において考慮しなければならな

いこと 

 独立企業原則が根幹を成す我が国の移転価格税制では、残余利益分割法の基本的利益の

算定において、同様の市場の状況にある企業を比較対象法人として選定しなければならな

いところ、マナウス税恩典利益の付与は、政府助成金や補助金の交付などの政府の介入の

実質を有し、その享受の有無は、Ｂ社等及びブラジル側比較対象企業の営業利益ひいては

営業利益率に客観的に明らかで重大な影響を及ぼしているから、マナウス税恩典利益を享

受していないブラジル側比較対象企業は、Ｂ社等との比較可能性を欠くのであり、マナウ

ス税恩典利益の享受の有無は、マナウスフリーゾーンという市場の条件として、ブラジル

側基本的利益の算定において考慮しなければならない。 

ｂ マナウス税恩典利益の付与は政府助成金や補助金の交付といった政府の介入の実質を

有すること 

 次のとおり、マナウス税恩典利益は、マナウスフリーゾーンというブラジル連邦憲法で

保障された特殊な市場に基因するものであり、マナウス税恩典利益の付与は、マナウスフ

リーゾーンで事業活動を行う認可企業に対する政府助成金や補助金の交付といった政府

の介入の実質を有する。 

(a) マナウス税恩典利益の付与は、政府助成金や補助金の交付といった政府の介入の実

質を有する。一定の要件の下で輸入税やＩＣＭＳを減免するマナウス税恩典利益の付与

は、ブラジル連邦政府やアマゾナス州政府によって行われる助成金の交付と実質的に同

じである。マナウス税恩典利益の享受は、政府によってもたらされる人為的なロケーシ

ョンセービングであり、マナウスフリーゾーンに進出した企業のみに超過利益をもたら

す政府の規制である。そもそも、関連の法令を制定し、マナウス税恩典を創設、維持し、

マナウスに工場を誘致するのは、市場の条件とされる政府の介入にほかならない。マナ

ウス税恩典利益の享受の有無は、基本的利益の算定において考慮される市場の条件であ

る。 

(b) マナウス税恩典は、マナウスに産業を誘致し、雇用を作り出すことにより、国家の

安全保障を図るという目的の下に付与されるものであり、マナウスの生産市場と密接不

可分である。マナウス税恩典利益は、マナウスフリーゾーンで事業活動を行う法人のみ

に付与されるものであり、マナウスフリーゾーン外で事業活動を行う法人は、享受する

ことができず、このように地域と密接不可分な利益がその地域に進出した企業に帰属す

ることは明らかである。マナウスフリーゾーンに進出した企業のみがマナウス税恩典利

益を享受することができるのであるから、ブラジル側基本的利益としなければならない。

Ｂ社等は、マナウスフリーゾーン外に進出した企業には付与されない恩典による超過利

益を、通常の製造機能を通じて達成しているのであり、このように特殊な要因によって
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もたらされる利益はＢ社等に帰属する。この利益は、重要な無形資産が生み出す残余利

益ではなく、マナウス税恩典が生み出す基本的利益である。マナウス税恩典利益は、原

告に配分されるべきではなく、基本的利益としてＢ社等に配分されるべきである。マナ

ウス税恩典利益は、マナウスフリーゾーンと密接不可分であり、これをマナウスフリー

ゾーンから切り離し残余利益とすることは、マナウス税恩典の制度趣旨を正解しないも

のである。 

(c) マナウス税恩典利益は、その享受の有無がブラジル側基本的利益の算定において考

慮され、Ｂ社等の基木的利益としてＢ社等に帰属する。 

ｃ マナウス税恩典利益はこれを享受している企業の営業利益率に客観的に明らかで重大

な影響を及ぼすこと 

 マナウス税恩典利益の享受の有無は、Ｂ社等及びブラジル側比較対象企業の営業利益ひ

いては営業利益率に客観的に明らかで重大な影響を及ぼしている。マナウス税恩典利益の

享受の有無は、これを享受している企業の営業利益ひいてはその営業利益率に客観的に明

らかで重大な影響を及ぼすから、比較可能性の判断に当たり、市場の特殊要因として重視

しなければならない。 

(a) マナウス税恩典利益の享受の有無は、Ｂ社等の営業利益ひいては営業利益率に客観

的に明らかで重大な影響を及ぼしている。マナウス税恩典利益は、Ｂ社の営業利益の４

５％ないし６８％を占め、営業利益に重大な影響を及ぼしている。Ｂ社が本件各事業年

度に享受した輸入税の軽減額は２億９２９３万レアル、ＩＣＭＳ税減免の額は５億５２

１２万レアルであり、その合計額である８億４５０５万レアル（５５０億円）は、Ｂ社

の本件各事業年度の営業利益の６２％を占めている。 

(b) 仮にＢ社等がマナウスフリーゾーン外のサンパウロ州で事業活動を行うものである

とすると、Ｂ社等は、マナウス税恩典利益を享受することができなくなる反面、そのこ

とによるマイナスの効果である、消費地としても部品調達基地としても重要なブラジル

南部との距離が長いことによる輸送費や保険料の増加、アマゾナス州に対する拠出金の

負担を免れることとなるが、その金額は、マナウス税恩典利益の額に比べて相当に小さ

いので、Ｂ社等の営業利益は、やはり大きく減少する。マナウス税恩典利益を享受する

ことによるマイナスの効果を考慮しても、マナウス税恩典利益の享受の有無がＢ社等の

営業利益ひいては営業利益率に客観的に明らかで重大な影響を及ぼしていることは異

ならない。 

(c) 総費用営業利益率に基づく基本的利益の算定は、事業内容や機能の類似する企業が

同じ費用を投入すれば同じ基本的利益を上げることができることを前提とするもので

あり（平成２３年１０月２７日課法２－１３による改正後の措置法通達６６の４(3)－

１は、比較対象取引は国外関連取引との類似性が十分な非関連者間取引でなければなら

ないとし、事務運営指針の事例２１も、比較対象法人は十分な比較可能性が確保されて

いなければならないとしている。）、Ｂ社等とブラジル側比較対象企業が十分に類似して

いるならば、Ｂ社等の総費用にブラジル側比較対象企業の利益指標であるブラジル側基

本的利益率を乗ずることにより、Ｂ社等が行う基本的な事業活動（及び機能）が通常も

たらす基本的利益の算定をすることができる。しかし、Ｂ社等は、輸入税の軽減及びＩ

ＣＭＳ税減免による利益を享受することができるのに対して、ブラジル側比較対象企業
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は享受することができないのであり、マナウス税恩典利益の享受の有無に差異があるか

ら、Ｂ社等の総費用にブラジル側基本的利益率を乗じても、あるべきブラジル側基本的

利益を導くことはできない。マナウスフリーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典

利益を享受していないブラジル側比較対象企業の総費用営業利益率は、Ｂ社等の総費用

営業利益率よりもマナウス税恩典利益の分だけ小さくなるから、これを乗じてブラジル

側基本的利益率を算定すると、マナウス税恩典利益の分だけ基本的利益が圧縮される。

輸入税の軽減及びＩＣＭＳ税減免による利益を享受していないことは、ブラジル側比較

対象企業の総費用営業利益率に客観的に明らかで重大な影響を及ぼしている。マナウス

税恩典利益を享受しているＢ社等と享受していないブラジル側比較対象企業との間に

市場の類似性はなく、ブラジル側比較対象企業がＢ社等との比較可能性を有しないこと

は明らかである。 

ｄ 被告の反論について 

(a) 被告の反論ア(ア)について 

ⅰ 被告は、重要な無形資産を有しない法人がマナウス税恩典利益を享受したとしても、

その効果は限定的なものにとどまるから、マナウス税恩典利益を享受している重要な

無形資産を有しない法人は、マナウス税恩典利益を享受しておらず重要な無形資産を

有しない法人に比して、平均的な市場利益の水準として高い営業利益率を得ているも

のではないのであって、マナウス税恩典利益の享受の有無は、比較対象法人の比較可

能性に重要な影響を及ぼす有意な差異ではなく、基本的利益の算定において市場の条

件として考慮されるべきではないと主張する。 

ⅱ しかし、マナウス税恩典に係る認可を受けた企業（以下「マナウス税恩典認可企業」

という。）が享受する輸入税の軽減の額はその輸入金額を、ＩＣＭＳみなし仕入税額

控除の額はそれがアマゾナス州外から購入する部品、原材料の代金額を、ＩＣＭＳ税

額免除はそれが基準数量を超過して製造及び販売する製品に係る売上金額を、それぞ

れ基礎として計算されることから、マナウス税恩典利益の大きさは、当該企業の事業

規模（製造原価等の費用から構成される総費用や売上高）の大きさと強い関連性を有

しているのであって、事業規模が大きくなれば、重要な無形資産の有無にかかわらず、

マナウス税恩典利益の額も増加するから、Ｂ社等と事業規模が類似する企業であれば、

重要な無形資産の有無にかかわらず、Ｂ社等と同様に、営業利益ひいては営業利益率

に客観的に明らかで重大な影響を及ぼすマナウス税恩典利益を享受することとなる。

そして、事業規模の大きさは、重要な無形資産の貢献のみによってもたらされるもの

ではないのであって、重要な無形資産を有しない法人であっても、その事業規模は大

きくなり得る（Ⓘ株式会社や台湾のⒿのように、重要な無形資産を有していなくても

事業規模参大きな企業は現に多数存在している。）。ブラジルの自動二輪車市場におい

ては、高度な技術情報及びブランドを含む重要な無形資産を有していなくても、低価

格販売戦略が成功しさえすれば、事業規模は大きくなる。事業規模の大きさは、重要

な無形資産の有無よりも、その市場における潜在的な顧客の数、その所得水準、その

市場の成熟度といった市場の状況によって大きな影響を受けるものであり、低所得者

の数が圧倒的に多いブラジルの自動二輪車市場においては、重要な無形資産を有しな

い独立企業も、低価格販売によって販売シェアを伸ばすことができる。 
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ⅲ これを、マナウスフリーゾーンで、重要な無形資産を有することなく、自動二輪車

の製造及び販売事業を行っている会社であるⓁ・S．A．（以下「Ⓛ」という。）の自動

二輪車セグメントについてみると、マナウス税恩典利益は、２００４年（平成１６年）

には営業利益の３８％を、２００５年（平成１７年）には３６％を、それぞれ占め、

総費用営業利益率は、２００４年（平成１６年）には３３．３％、２００５年（平成

１７年）には３４．６％と、ブラジル側比較対象企業の中位値の２倍ないし３倍にな

っている。また、これを、株式会社Ⓞのマナウスフリーゾーンにおける子会社で、重

要な無形資産を有することなく、Ｂ社等及びＰの子会社であるＰ Ltda．（以下「Ｐ」

という。）に向けて自動二輪車用発電機の製造及び販売事業を行っているⓀ Ltdaにつ

いてみても、総費用営業利益率は、２００３年（平成１５年）には３９．５％、２０

０４年（平成１６年）には３１．３％、２００５年（平成１７年）には３３．５％と、

ブラジル側比較対象企業の中位値の２倍ないし３倍になっている。 

ⅳ 上記ⅱ及びⅲによれば、被告が主張するように、重要な無形資産を有しない法人が

マナウス税恩典利益を享受したとしても、その効果は限定的なものにとどまるという

ことはできないのであって、マナウス税恩典利益の享受は、重要な無形資産を有する

ことなく、マナウスフリーゾーンで自動二輪車の製造及び販売事業を行っている独立

企業の営業利益ひいては営業利益率にも客観的に明らかで重大な影響を及ぼしてい

る。 

ⅴ 被告は、一般に、政府から助成金の交付を受けた法人は、供給を増やす行動を取り、

その結果、販売価格が下落し、助成金の便益が消費者に移転する現象がみられるので

あって、助成金の交付を受けた法人にその全てが利益として残存するものではないと

主張する（被告の反論ア(ア)ｂ(b)）。 

 しかし、仮に、助成金の交付を受けた法人が、低い販売価格を設定し、供給を増や

す行動を取るとしても、上記ⅱのとおり、マナウス税恩典利益の大きさは、当該企業

の事業規模の大きさと強い関連性を有していることからすると、製品に対する需要が

増加し、売上げが伸びている局面では、マナウス税恩典利益の額は、かえって増加す

ると考えられる。すなわち、合理的な企業であれば、販売価格を維持してマナウス税

恩典利益をそのまま享受するよりも、マナウス税恩典利益を用いて販売価格を下げる

ことによって売上げを伸ばした方が、より多くのマナウス税恩典利益を享受すること

ができることから、販売価格を下げるものであるはずである。また、需要が大きく増

加している局面では、販売価格を下げなくても、売上げは伸びるから、企業には、マ

ナウス税恩典利益を用いて販売価格を下げるインセンティブが働かないと考えるこ

ともできる。被告の上記主張は、利益の最大化を追求する企業の活動を理解していな

いものである。 

 被告は、Ｂ社は、本件製品の小売価格にインフレーションを反映させない価格政策

を採用し、低所得者でも購入可能な値段に据え置いたと主張する（被告の反論ア(ア)

ｂ(b)）ところ、確かに、Ｂ社は、１９９４年（平成６年）には、Ｍの小売価格を大

きく引き下げたが、１９９７年（平成９年）には、インフレ率にほぼ見合った形でそ

の小売価格を引き上げたのであって、被告が主張するように、マナウス税恩典利益は

実質的には消費者に移転しているということはできない。 
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ⅵ 被告は、マナウス税恩典認可企業の状況をみても、その営業利益率が高い水準に収

斂する傾向はみられず、様々な営業利益率を示していることを指摘する（被告の反論

ア(ア)ｂ(c)）。 

 しかし、マナウス税恩典認可企業の営業利益率年差異が生ずるのは、経済状況の変

化や市場の変動、事業戦略等により業績に差異があるためであり、営業利益率だけを

みたところで、マナウス税恩典利益の額を測らない限りは、マナウス税恩典利益の享

受が企業の営業利益ひいては営業利益率に及ぼす影響の有無及び程度を知ることは

できない。相当額のマナウス税恩典利益を享受していても、競争激化のため、業績が

悪化し、営業利益ひいては営業利益率が低下することもあるところ、マナウス税恩典

利益を享受している法人の営業利益には、マナウス税恩典利益が含まれており、その

額は自明ではないから、マナウス税恩典利益の額を測らないまま、営業利益率だけを

みても、マナウス税恩典利益の享受が営業利益ひいては営業利益率に及ぼす影響の有

無及び程度を明らかにすることはできない。 

ⅶ 被告は、マナウスフリーゾーンで事業活動を行うことにより、常に、ブラジル南部

との距離が長いことによる輸送費や保険料の増加というマイナスの効果が生ずるか

のように主張する（被告の反論ア(ア)ｂ(d)）。 

 しかし、２０００年（平成１２年）の時点でブラジル全体に対する販売割合で３９％

を占めており、近時重要性を増しているブラジル北部に製品を出荷する場合について

は、マナウスフリーゾーンで事業活動を行う方が、ブラジル南部で事業活動を行うよ

りも、輸送費や保険料の負担は軽くなる。Ｂ社の販売台数のうち、ブラジル北部向け

のものは、全体の４割を占めているのであって、ブラジル北部向けのものよりも南部

向けのものの方が若干多いことによる差額分のみ、マナウスフリーゾーンで事業活動

を行うことにより輸送費や保険料が増加するにすぎない。 

ⅷ 被告は、重要な無形資産を有することなく基本的な機能のみを果たす法人において

は、マナウスフリーゾーンで事業活動を行うことによるマイナスの効果があるため、

最終的に得られる営業利益は相当に少額となるから、マナウス税恩典利益の享受によ

り上記のマイナスの効果を補ってなお余りある営業利益を上げることはできないと

主張する（被告の反論ア(ア)ｂ(d)）。 

 しかし、上記ⅱのとおり、マナウス税恩典利益は、事業規模と強い関連性を有し、

事業規模が大きくなれば、マナウス税恩典利益の額も増加するものであるところ、輸

送費や保険料の負担は、輸送数量（すなわち事業規模）と比例的関係にあるから、事

業規模の大小にかかわらず、輸送費及び保険料を控除した後のマナウス税恩典利益の

額は、事業規模と比例的になるのであって、被告が主張するように、相当の事業規模

がなければ、マナウス税恩典利益の享受はプラスには作用しないということはできな

い。 

(b) 被告の反論ア(イ)について 

ⅰ 被告は、Ｂ社等の製造工程は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産なくしては

構築することができなかったものであり、Ｂ社等がマナウス税恩典の認可要件である

ＰＰＢ基準を満たす製造工程を備えるに当たり、原告及びＢ社等の有する重要な無形

資産が寄与したことによれば、仮にＢ社等がマナウス税恩典利益の享受によって得た
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利益があるとしても、その利益は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献に

よって初めて得られたものであり、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献と

極めて密接な関係にあるから、マナウス税恩典利益の享受の有無は、基本的利益の算

定において市場の条件として考慮されるべきではないと主張する。 

ⅱ しかし、マナウス税恩典利益は、重要な無形資産の貢献によって初めて得られるも

のではなく、重要な無形資産の貢献と密接な関係にはない。自動二輪車のＰＰＢ基準

は、自動二輪車の製造に関し、最低限履行すべき基礎的な製造工程を抽象的に定めて

いるものにすぎず、各工程の技術の内容や水準については何ら示していない。自動二

輪車のＰＰＢ基準は、単純な組立作業さえ許容しており、高度な技術とは関係しない。

自動二輪車の組立部品を輸入し、マナウスフリーゾーンでは組立作業を行っているに

すぎないⓁの研究開発費は、売上高の０．２％にすぎず、Ⓛは、重要な無形資産を有

していないが、ＰＰＢ基準を満たし、輸入税の軽減を受けているのであって、重要な

無形資産の貢献は、ＰＰＢ基準を満たし、マナウス税恩典の認可を取得する上で不可

欠な要素ではなく、輸入税の軽減は、重要な無形資産の貢献によって初めて得られる

ものではない。ＰＰＢ基準は、マナウスフリーゾーンにおける雇用の確保を目的とす

るものであり、工場労働者の人件費は、基本的利益の算定において考慮されるもので

あるから、ＰＰＢ基準を満たすことにより享受することができる輸入税の軽減は、基

本的利益との関連性が強く、重要な無形資産の貢献と密接な関係にはない。また、Ｐ

ＰＢ基準は、ＩＣＭＳ税減免を受けるために満たすことが必要とされるものではなく、

ＩＣＭＳ税減免は、重要な無形資産の貢献によって初めて得られるものではないとこ

ろ、マナウスフリーゾーンにおける雇用の創出を目的とするＩＣＭＳ税減免は、基本

的利益との関連性が強く、重要な無形資産の貢献と密接な関係にはない。 

ⅲ Ｂ社の販売台数は、Ｂ社が実用車を中心とする販売戦略の大きな転換やコンソルシ

オ販売の積極的活用を行った１９９０年代中頃以降、急増したものであり、原告の有

する技術情報、ノウハウ、商標等の無形資産がその原因であるとすることには重大な

疑問がある。Ｂ社の販売台数は、現地生産を開始した１９７６年（昭和５１年）から

１９９３年（平成５年）までは、低迷していたところ、原告の有する技術情報、ノウ

ハウ、商標等の無形資産が販売台数の増加に大きく貢献するのであれば、そのように

はならなかったはずである。Ｂ社の販売台数の急増の原因は、ブラジルのインフレー

ションが収束し、経済が安定する中、低所得者が圧倒的に多い市場の特性を重視して、

実用モデルであるＭを中心機種とし、低価格販売に事業戦略の大きな転換を図ったこ

とと、コンソルシオ販売を積極的に活用したことである。コンソルシオ販売は、ブラ

ジルにおいて一般的な販売形態であるが、それを積極的に活用するのでなければ、販

売台数の増加にはつながらない。Ｂ社の販売戦略の転換とコンソルシオ販売の積極的

活用が、顧客のニーズに合致し、金融機関から融資を受けることができない低所得者

の需要を掘り起こしたことにより、販売台数が急増したものである。Ｍは、元々、ア

ジア市場（発展途上国）用に開発されたものであり、原告が先進国で販売する機種に

用いている高度な先端技術を必要としない。Ｍのベースとなったモデルには、当時既

に主流となっていたＯＨＣ（オーバーヘッドカムシャフト）エンジンが搭載されてい

たが、発展途上国で求められる耐久性やメンテナンス性を重視して、Ｍには、敢えて
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古い機構であるＯＨＶ（オーバーヘッドバルブ）エンジンが搭載され、Ｂ社は、その

後、ＯＨＣエンジンを搭載したＫを開発するまで、Ｍについては、日常の使い勝手の

向上を目的とする変更と、消費者を飽きさせないための外観の変更のみを行い、本件

各更正等の当時既に陳腐化した旧式の機構となっていたＯＨＶエンジンを含む基本

設計は変更しなかった。 

 被告は、原告がしたＯＨＶエンジンの採用や市場調査がＢ社等の事業規模の拡大に

貢献したかのように主張する（被告の反論ア(イ)ｂ(b)）が、１９９３年、（平成５年）

以前においても、Ｍ及びそのマイナーチェンジモデルであるＯにはＯＨＶエンジンが

搭載されていたにもかかわらず、その販売は低迷し、Ｂ社等の事業規模は拡大しなか

ったのであり、原告がしたＯＨＶエンジンの採用がＢ社等の事業規模の拡大に貢献し

たということはできない。また、日本人とブラジル人とでは美感や好みが異なるため、

ブラジル人の感性を正確に把握しようとするならば、日本人が市場調査を行うことは

できず、現地のブラジル側従業員に頼らざるを得ないのであって（現に、１９９４年

（平成６年）に上市したＮの市場調査は、Ｂ社のローカルスタッフがそのほとんどを

行っている。）、原告がした市場調査がＢ社等の事業規模の拡大に貢献したということ

はできない。 

ⅳ １９９４年（平成６年）以降のＢ社等の事業規模の拡大及びそれによるマナウス税

恩典利益の増加をもたらした主たる要因としては、Ｂ社等とその従業員が、次のとお

り、① Ｂ社等を再建するため、インフレ率に応じて本件製品の販売価格を引き上げ

る原告主導の販売戦略を、低価格販売戦略に転換したこと、② 本件製品の低価格化

のため、大幅な人員削減を断行した上、もの造りの原点に立ち返って、工場の製造現

場で地道で日常的な努力を積み重ねる工場改革を実行し、生産効率の向上並びに内製

化及び現調化によるコスト削減を実現したこと、③ それとともに、コンソルシオ販

売を積極的に活用し、低所得者が多いブラジル北部市場を開拓したこと、④ 同年の

レアルプランの導入によるブラジル経済の安定及び発展に伴い、ブラジル国民の所得

が増加し、自動二輪車に対する需要が高まった絶妙なタイミングで、Ｏのマイナーチ

ェンジモデルであるＮを上市したことを挙げることができるところ、これらは、いず

れも、無形資産の貢献ではなく、Ｂ社等の基本的活動に関係し、重要な無形資産によ

らないブラジル側基本的利益の獲得の要因となるものなのであって、Ｂ社等の事業規

模の拡大は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献によるものではない。 

 Ｂ社は、それまで、原告の指示に従って、インフレ率に応じて本件製品の販売価格

を引き上げ、通貨価値の下落分を消費者に転嫁していたため、本件製品は低所得者に

は購入することができないものとなり、その販売は低迷していた。原告からＢ社に工

場長として出向していた乙（以下「乙元工場長」という。）ほかのＢ社等の従業員は、

その再建を目的として、１９９４年（平成６年）のＮの上市を契機にＢ社の販売戦略

を低価格販売戦略に転換し、低所得者でも購入することができるように本件製品の価

格を大幅に引き下げた。乙元工場長らは、工場の操業を一時停止し、大幅な人員削減

を行い、工場の製造現場で、生産効率の向上等のための地道で日常的な努力を積み重

ね、内製化及び現調化を推進し、コストを削減し、低コストで頑強な企業体質を作り

上げた。乙元工場長らは、人員削減により一旦解雇した従業員を再雇用するなど人を
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大切にする施策を採ることにより、ブラジル人従業員の意識改革にも成功し、生産効

率及び品質が大きく向上した。乙元工場長らは、コンソルシオ販売の積極的活用及び

ブラジル北部市場の開拓を進め、本件製品に対する需要を拡大した。Ｎの上市のタイ

ミングは、ブラジルのハイパーインフレーションが収束し、経済が安定した時期と重

なり、ブラジル国民の所得水準の高まりに伴い、本件製品に対する需要も大きく増加

した。Ｂ社等の事業規模の拡大は、Ｂ社が販売戦略を低価格販売戦略に転換し、工場

の製造現場での地道で日常的な努力の積み重ねによりコストを削減し、販売価格を引

き下げることにより本件製品に対する需要が拡大したことによるものである。 

 Ｐも、原告と同様に技術力とブランドに定評のある世界有数の自動二輪車メーカー

であり、原告と同じ時期にブラジルで自動二輪車の製造販売を開始したにもかかわら

ず、両者の間で大きな事業規模の格差が生じていることからすれば、Ｂ社等の事業規

模の拡大は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献によるものではない。 

ⅴ 被告は、原告からＢ社に出向した乙元工場長らの活動を原告の有する無形資産の供

与と同視している。しかし、処分行政庁は、乙元工場長ほかの原告からＢ社に出向し

た者の活動は、それらの者の人数が限られており、日々の生産管理に追われているこ

と、及び、日々の生産管理と並行した生産性向上の努力は原告の工場でも通常行われ

ていることからすると、Ｂ社等の基本的利益の獲得に貢献したにとどまり、Ｂ社等の

超過利益の発生に貢献したものではなく、原告からＢ社に出向した者に係る人件費は

原告又はＢ社等の有する無形資産のＢ社等の超過利益の発生に対する貢献の指標と

なるものではないと判断し、原告からＢ社に出向した者に係る人件費を日本側分割要

因及びブラジル側分割要因の双方から除外しているのであって、上記のとおり、被告

が、原告からＢ社に出向した乙元工場長らの活動を原告の有する無形資産の供与と同

視していることは、処分行政庁が、原告からＢ社に出向した者に係る人件費が、原告

の有する無形資産のＢ社等の超過利益の発生に対する貢献となることを否定してい

たことと矛盾し、不合理である。そして、被告が乙元工場長らの活動として掲げる項

目は、いずれも、原告の有する無形資産の貢献ととらえることができず、ブラジルに

おいても製造業者であれば通常行われる日常的活動として（原告には馴染みのないイ

ンフレ会計に対応するコスト管理の改善については、ブラジルの製造業者であれば通

常行われる日常的活動として）Ｂ社等の基本的活動に関係するものである。なお、被

告は、親会社が海外子会社に社員を出向させ、親会社が形成、維持又は発展させた無

形資産をその社員を通じて海外子会社に供与した場合の例として、参考事例集の事例

１５を引用するが、その解説によれば、同事例は、出向社員が従前所属していた親会

社の技術開発部門の同僚研究者と頻繁に連絡を取り合い、資料の提供を受けたり、ア

ドバイスをもらったりしているという事実を前提としているのであり、乙元工場長ら

が原告の支援を期待することができない状況の下でＢ社に出向し、原告から独立した

努力を継続した本件とは事案が異なる。 

 被告は、処分行政庁は、本件各事業年度における現地駐在員の人件費について、日

本側とブラジル側のいずれの分割要因とも認めることができないという判断を示し

たにすぎないのであって、それ以前の事業年度における現地駐在員の活動がＢ社等の

超過利益の発生に貢献したものではないと判断したものではないと主張する（被告の



146 

反論ア(イ)ｂ(g)）が、被告が乙元工場長らの活動として掲げる項目が、いずれも、

原告の有する無形資産の貢献ととらえることができず、Ｂ社等の基本的活動に関係す

るものであることは、上記のとおりであるところ、このことに、本件各事業年度にお

けるものであるか、それ以前の事業年度におけるものであるかによる差異はないから、

本件各事業年度におけるものが、無形資産の貢献ととらえることができず、Ｂ社等の

基本的活動に関係するものであるとされた以上、それ以前の事業年度におけるものも

同様に取り扱われるべきである。また、現地駐在員の数は、乙元工場長らが赴任した

１９９２年（平成４年）当時は１０人であり、１３人ないし２１人がいた本件各事業

年度よりも少なかったのに対して、生産量の増加割合は、１９９２年（平成４年）以

降の方が本件各事業年度よりも大きかったのであって、本件各事業年度についてさえ、

現地駐在員の人数が限られており、生産量の増加に伴い日々の生産管理に追われてい

るとして、Ｂ社等の基本的活動に関係するものとされる以上、それ以前の事業年度に

ついても、同様とされるべきである。加えて、処分行政庁は、超過利益の獲得に対す

る重要な無形資産の貢献を、本件各事業年度に支出された費用に基づいて把握してい

るのであって、それ以前の事業年度に支出された費用は、本件各事業年度の重要な無

形資産の貢献として扱われていない。本件各事業年度以前の事業年度に支出された費

用によって表象される現地駐在員の貢献は、本件各事業年度の重要な無形資産の貢献

には該当せず、本件各事業年度に発生したマナウス税恩典利益との関連性も全くない。

被告の上記主張は失当である。 

ⅵ そもそも、上記(a)ⅱのとおり、事業規模の大きさは、重要な無形資産の貢献のみ

によってもたらされるものではなく、企業の事業規模は、重要な無形資産を有してい

なくても、相当程度に至り得る。また、事業規模を表す指標である売上高、人件費等

の総費用は、基本的利益の算定の基礎となるものであり、基本的利益の算定における

比較可能性の有無の判断の重要な考慮要素の一つでもあるから、事業規模は基本的利

益との関係が強固であるところ、被告は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の

貢献により、Ｂ社等の事業規模が拡大し、その結果、マナウス税恩典利益が増加した

から、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産とマナウス税恩典利益との関連性が認

められるとするが、そうであるとするならば、重要な無形資産の貢献により、事業規

模が拡大し、その結果、事業規模と強固な関係が認められる基本的利益が増加するこ

ととなるので、重要な無形資産と、重要な無形資産の貢献によらない利益とされてい

る基本的利益との関連性が認められるという結論となり、論理矛盾が生ずる。 

ⅶ 被告の主張（被告の主張ウ(イ)ⅰ(a)）に係る原告及びＢ社等の有する重要な無形

資産は、不当に広範なものである。残余利益分割法の適用上、重要な無形資産とは、

基本的活動のみを行う法人との比較において独自性があるもの（販売網については、

他にはみられない広範なものやユニーク（独自）なもの）のみをいい、重要な無形資

産に該当するためには、当該無形資産自体に独自性があることを必要とすると解され

るところ、被告が主張する原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の多くは、ブラジ

ル側比較対象企業の通常の事業活動においても保有し使用されているものであり、独

自性があるものではなく、超過利益の源泉である重要な無形資産たり得るものではな

い。すなわち、ブラジル側比較対象企業においても、① 知的財産権及びデザイン、
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図面、基準、設計書その他自動二輪車、四輪車の部品等の製造及び販売に関する技術

情報や、② 部品及び製造設備の供給メーカー網を含む量産体制の確立及び生産体質

の改革に関するノウハウを保有しているのであり、③ 後記(イ)ａ(b)のとおり、ｂ

及びｆにおいてはブランドを保有している。さらに、ブラジル側比較対象企業は、④

 量産体制の確立と生産体質の改革に関する製造設備及び工作工程の設計改良のノ

ウハウや、⑤ コスト削減を実現するための活動に関するノウハウ、⑥ 販売網を含

む販売ノウハウをも保有している（なお、上記①について、Ｂ社等は、ＨがＪＩＳ規

格に準拠して作成した図面を、ブラジルで用いられるＤＪＮ規格（ドイツ工業規格）

に準拠するものに作り直し、国内で入手可能な部品、原材料を使用することができる

ようにしている。また、上記②について、Ｂ社等は、多くの製造設備を種々の国から

独自に購入し、製造設備の供給メーカー網を形成、維持又は発展させる活動に大きな

役割を果たしているほか、部品の供給メーカー網を形成、維持又は発展させる活動を

も主体的に行っている。）。 

 被告は、無形資産そのものではなく、その無形資産を用いて行う活動（機能）に、

独自性が認められれば、重要な無形資産となる旨を主張する（被告の主張ウ(イ)ⅰ

(a)）ところ、確かに、平成２３年政令第１９９号による改正後の措置法施行令にお

いては「独自の機能」という概念が用いられているが、本件に適用されるのは同改正

前の措置法施行令であり、同改正前の措置法施行令及び措置法通達６６の４(4)－５

は、残余利益を法人及び国外関連者の有する重要な無形資産の価値に応じて分割する

旨を定めるにとどまり、「独自の機能」という概念は一切用いていない。被告の上記

主張は、平成２３年政令第１９９号による改正後の措置法施行令から同改正前の措置

法施行令及び措置法通達６６の４(4)－５にいう「重要な無形資産」の意義を明らか

にしようとするものであり、不合理である。 

ｅ マナウス税恩典利益を享受していない企業を除外する基準を設定し又はマナウス税恩

典利益の享受の有無について適切な差異調整をしなければならなかったこと 

 上記ｂ及びｃによれば、マナウスフリーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典利益

を享受していない企業は、マナウスフリーゾーンで事業活動を行いマナウス税恩典利益を

享受しているＢ社等との比較可能性を欠くのであり、Ｂ社等の比較対象法人の選定におい

ては、市場の特殊要因であるマナウス税恩典利益の享受の有無をＢ社等との比較可能性の

判断における重要な要素として考慮し、マナウスフリーゾーン外で事業活動を行いマナウ

ス税恩典利益を享受していない法人を除外する基準を設けなければならず、マナウスフリ

ーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受していない企業をＢ社等の比較

対象法人として選定するのであれば、マナウス税恩典利益の享受の有無についてＢ社等と

ブラジル側比較対象企業との間の適切な差異調整をしなければならなかった。 

(a) マナウス税恩典利益を享受していない企業を除外する基準を設定しなければならな

かったこと 

 マナウスフリーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受していない企

業は、マナウスフリーゾーンで事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受しているＢ社

等との比較可能性を欠くのであり、Ｂ社等の比較対象法人の選定においては、マナウス

税恩典利益の享受の有無をＢ社等との比較可能性の判断における重要な要素として考
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慮し、マナウスフリーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受していない

法人を除外する基準を設け、マナウス税恩典利益を享受している比較対象法人を選定す

ることにより、国外関連取引の価格設定とは無関係な市場の特殊要因の営業利益率への

影響を排除しなければならなかった。 

(b) マナウス税恩典利益の享受の有無について適切な差異調整を行わなければならなか

ったこと 

 国外関連取引と比較対象取引との差異調整は、比較対象取引としての合理性を確保す

るために行われるものであるところ、処分行政庁は、Ｂ社等とブラジル側比較対象企業

の売掛金、棚卸資産及び買掛金の割合の差異に係る金利負担の差異調整のみを行い、マ

ナウス税恩典利益の享受の有無に係る差異調整は行っていない。上記金利負担の差異調

整は、運転資本が利益に与える影響を排除するものにすぎず、マナウス税恩典利益の享

受の有無は、それとは比べものにならない影響をＢ社等及びブラジル側比較対象企業の

営業利益ひいては営業利益率に及ぼしているものであるから、処分行政庁は、マナウス

税恩典利益め享受の有無について適切な差異調整を行わなければならなかった。 

 残余利益分割法の基本的利益の算定は、取引単位営業利益法と実質的に同じであるか

ら、残余利益分割法の差異調整は、取引単位営業利益法の差異調整と実質的に同じでな

ければならない。平成２３年政令第１９９号による改正後の措置法施行令３９条の１２

第８項１号ハは、国外関連取引と比較対象取引との間で当事者の果たす機能その他に差

異がある場合には差異調整を行う旨を定めているところ、その文言は、取引単位営業利

益法の差異調整に関する同項２号の規定とほぼ同じである。取引単位営業利益法におい

て、国外関連取引と比較対象取引との間の差異調整は、再販売価格基準法又は原価基準

法と同様に行われており、原価基準法においては、利益率の算定に重大な影響を及ぼす

差異が存在するのであれば、当該差異は相当程度正確に調整することを要し、それがで

きないのであれば、当該比較対象取引に基づいて独立企業間価格の算定をすることは許

されないと解される（移転価格ガイドラインのパラグラフ１．３０も、市場に差異があ

る場合、比較可能性を達成するためには適切な調整を行うことができることが求められ

るとしており、そのようなな調整をすることができないときは比較対象取引とすること

ができない。）ところ、この解釈は、残余利益分割法の基本的利益の算定にも当てはま

る。 

ｆ 本件独立企業間価格のブラジル側基本的利益の算定の瑕疵 

 上記ｅのとおり、Ｂ社等の比較対象法人の選定においては、マナウスフリーゾーン外で

事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受していない法人を除外する基準を設けなけれ

ばならないが、処分行政庁は、そのような除外基準を設けることなく、Ｂ社等の比較対象

法人としてブラジル側比較対象企業を選定した。また、Ｂ社等の比較対象法人としてマナ

ウスフリーゾーン外で事業活動を行いマナウス税恩典利益を享受していない企業を選定

するのであれば、マナウス税恩典利益の享受の有無について適切な差異調整をしない限り、

比較対象法人としてそのような企業を選定してした基本的利益の算定は違法となるが、処

分行政庁は、そのような差異調整をすることなく、ブラジル側比較対象企業の総費用営業

利益率の中位値をブラジル側基本的利益率としてブラジル側基本的利益の算定をした。こ

れらの瑕疵があることによれば、本件独立企業間価格のブラジル側基本的利益の算定は、
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独立企業原則を反映した措置法施行令３９条の１２第８項に沿った合埋的なものと解す

ることができない。 

ｇ 本件各更正等の違法性 

 以上のとおり、本件独立企業間価格のブラジル側基本的利益の算定には、Ｂ社等の比較

対象法人を選定するために用いる除外基準の設定及びＢ社等の比較対象法人の選定の瑕

疵があり、かつ、マナウス税恩典利益の享受の有無に係る差異調整をすることなくブラジ

ル側基本的利益の算定をした瑕疵がある。そして、独立企業間価格の算定は、第１段階の

基本的利益の算定と第２段階の残余利益の分割とによって構成されるところ、これらは、

いずれも独立企業間価格の算定の重要な要素であるから、第１段階の基本的利益の算定が

違法であれば、その違法性が第２段階の残余利益の分割ひいては独立企業間価格の算定全

体に影響を及ぼすのであって、ブラジル側基本的利益の算定の上記瑕庇は、本件独立企業

間価格の算定全体の違法をもたらす。本件各更正等は違法である。 

(イ) 基本的利益の算定のその余の瑕疵１（Ｂ社等の比較対象法人の除外基準の設定及び選定

の瑕疵） 

 本件独立企業間価格のブラジル側基本的利益の算定には、上記(ア)のマナウス税恩典利益

の享受の有無に係る瑕疵のほか、次のとおり、Ｂ社等の比較対象法人を選定するために用い

る除外基準の設定及びＢ社等の比較対象法人の選定の瑕疵があり、かつ、Ｂ社等とブラジル

側比較対象企業との差異に係る差異調整をすることなくブラジル側基本的利益の算定をし

た瑕疵がある。これらの瑕疵があることによれば、本件独立企業間価格のブラジル側基本的

利益の算定は、独立企業原則を反映した措置法施行令３９条の１２第８項に沿った合理的な

ものと解することができない。そして、ブラジル側基本的利益の算定の瑕疵は、本件独立企

業間価格の算定全体の違法をもたらすのであって、本件各更正等は違法である。 

ａ 重要な無形資産を有する法人を除外する基準が設定されていないこと及び重要な無形

資産を有していること 

(a) 処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために設けた基準には、重要な無形

資産を有する法人を除外する基準が設けられていない。残余利益分割法は、まず重要な

無形資産に関わらない基本的利益の算定をし、次に国外関連取引の当事者の有する重要

な無形資産の価値に応じて残余利益の分割をするものであり、比較対象法人が重要な無

形資産を有していると、基本的利益の算定が歪められ、残余利益の分割にも重大な影響

を及ぼすから、基本的利益の算定は、重要な無形資産を有しない法人の取引によってし

なければならない。ところが、処分行政庁が設けた基準には、重要な無形資産を有する

法人を除外する基準が設けられていないのであり、独立企業原則を反映した措置法施行

令３９条の１２第８項に沿った合理的なものと解することができない。 

(b) 重要な無形資産を有する法人は、比較対象法人としての適格性を欠くから、比較対

象法人の選定において除外しなければならないところ、ブラジル側比較対象企業のうち、

ｂ、ｈ、ｅ及びｆは、いずれも、特許権や技術、ノウハウ、商標及びブランドといった

重要な無形資産を有しているのであって、比較対象法人としての適格性を欠く。ｂは、

世界最大のバス車体メーカーの一つであり、多くの著名ブランドに加えて、重要な技術

情報、ノウハウを有している。また、ｆは、自らが営む自動車部品、鉄道機器、車両及

び設備の製造販売事業にかかわる多くの特許権を有していた。 
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ｂ 人件費水準が異なる法人、国外で事業活動を行う法人や輸出割合が大きい法人を除外す

る基準が設定されていないこと及びＢ社等と人件費水準や販売市場の差異があること 

(a) 人件費水準が異なる法人を除外する基準が設定されていないこと及び人件費水準の

差異があること 

ⅰ 処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために設けた基準には、マナウスフ

リーゾーンと人件費水準が異なる市場で事業活動を行う法人を除外する基準が設け

られていない。人件費水準が低い地域で事業活動を行うと、製造原価が低減し、営業

利益が増加するのであり（ロケーションセービング）、低い人件費水準は、営業利益

ひいては営業利益率に影響を及ぼすから、検証対象法人が事業活動を行う市場の低い

人件費水準の恩恵を受けている場合、比較対象法人から人件費水準が異なる市場で事

業活動を行う法人を除外し、比較対象法人として同一地域で同様に低い人件費水準の

恩恵を受けている法人を選定することにより、比較可能性を確保しなければならない

（参考事例集の事例１９）。マナウスフリーゾーンとブラジル南部の工業地帯の間に

は、人件費水準の差異があり、マナウスフリーゾーンで事業活動を行う法人は、低い

人件費水準の恩恵を受けている。人件費水準の差異により、マナウスフリーゾーンで

事業活動を行うか、ブラジル南部で事業活動を行うかによって、製造コストが大きく

異なり、営業利益率に重大な影響が及ぶ。ところが、処分行政庁が設けた基準には、

マナウスフリーゾーンと人件費水準が異なる市場で事業活動を行う法人を除外する

基準が設けられていないのであり、独立企業原則を反映した措置法施行令３９条の１

２第８項に沿った合理的なものと解することができない。 

ⅱ 人件費水準が異なる市場で事業活動を行う法人は、検証対象法人との比較可能性を

欠くから、比較対象法人の選定において除外しなければならないところ、ブラジル側

比較対象企業の製造拠点は、サンパウロ州ほかのブラジル南部の工業地帯に置かれて

おり、サンパウロ州で製造業に従事する労働者一人当たりの人件費は、本件各事業年

度において、マナウスフリーゾーンで製造業に従事する労働者一人当たりの人件費に

比べて４６％ないし６９％も高い。この人件費水準の差異は、マナウスフリーゾーン

からサンパウロ州に製造拠点を移管することにより軽減される輸送費の額よりも大

きく、Ｂ社の営業利益の１５．８％ないし２６．６％を占めているのであり、Ｂ社等

の営業利益率に重大な影響を及ぼしている。ブラジル南部で事業活動を行うブラジル

側比較対象企業は、いずれも、マナウスフリーゾーンで事業活動を行うＢ社等と人件

費水準が大きく異なるのであって、Ｂ社等との比較可能性を欠く。 

(b) 国外で事業活動を行う法人や輸出割合が大きい法人を除外する基準が設定されてい

ないこと及び販売市場の差異があること 

ⅰ 処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために設けた基準には、ブラジルの

国外で事業活動を行う法人や輸出割合が大きい法人など販売市場が異なる法人を除

外する基準が設けられていない。Ｂ社等の比較対象法人としては、Ｂ社等と市場が類

似する法人を選定しなければならないところ、Ｂ社等は、ブラジルの国内で事業活動

を行っており、輸出割合も小さいから、Ｂ社等の比較対象法人としては、国内で事業

活動を行っている法人を選定しなければならず、国外で事業活動を行う法人は、Ｂ社

等との比較可能性を欠く。また、同じ製品であっても、販売市場が異なれば、需給や
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競争の状況も異なり、営業利益率に影響を及ぼすから、輸出割合が大きい法人は、Ｂ

社等との比較可能性を欠く。ところが、処分行政庁が設けた基準には、国外で事業活

動を行う法人や輸出割合が大きい法人など販売市場が異なる法人を除外する基準が

設けられていないのであり、独立企業原則を反映した措置法施行令３９条の１２第８

項に沿った合理的なものと解することができない。 

ⅱ 販売市場が異なる法人は、検証対象法人との比較可能性を欠くから、比較対象法人

の選定において除外しなければならないところ、ブラジル側比較対象企業のうち、ｂ、

ａ、ｉ及びｅは、いずれも、ブラジルの国外で重要な事業活動を行っており、又は輸

出割合が大きく、Ｂ社と販売市場が異なるのであって、Ｂ社等との比較可能性を欠く。

ｂは、アルゼンチン共和国、コロンビア、メキシコ合衆国、南アフリカ共和国に工場

を有し、国外での事業活動及び輸出に係る売上げが全体の６３％を占め、また、ｉは、

米国向け輸出に係る売上げが全体の３３％を占めるところ、これらの国は、ブラジル

と経済状況が異なるのであり、ｂ及びｉの売上げには、ブラジルと経済状況が異なる

国での売上げが相当量含まれている。 

ｃ 取引段階が異なる法人や機能及びリスクが異なる法人を除外する基準が設定されてい

ないこと並びにＢ社等と取引段階や機能及びリスクの差異があること 

(a) 処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために設けた基準には、取引段階が

異なる法人や機能及びリスクが異なる法人を除外する基準が設けられていない。取引段

階の差異は価格や利益率に大きな影響を及ぼすから、基本的利益の算定において取引段

階を考慮し、異なる市場で活動する法人を除外しなければならない（参考事例集の事例

２１）。完成品の製造及び販売事業を行う法人の比較対象法人として部品の製造及び販

売事業を行う法人を選定し、その営業利益率を用いて検証対象法人の通常の利益率を求

めようとしても、完成品の製造及び販売においては組立工程や広告宣伝活動の比重が大

きいなど、各取引段階ごとに必要となる資産や労働者数、原材料その他の投入要素が異

なるため、費用構造が異なり、営業利益率も異なることから、適正な基本的利益を算定

をすることができない。我が国の完成自動車メーカーと部品メーカー（１次サプライヤ

ー）との間には、営業利益率に客観的に明らかな差異があり、ブラジルにおいても同様

の可能性が高い。ところが、処分行政庁が設けた基準には、取引段階が異なる法人を除

外する基準が設けられていないのであり、独立企業原則を反映した措置法施行令３９条

の１２第８項に沿った合理的なものと解することができない。また、売手又は買手の果

たす機能及び売手又は買手の負担するリスクが異なれば、営業利益率も異なることから

すると、比較対象法人の機能及びリスクは、検証対象法人の機能及びリスクと類似のも

のでなければならず、基本的利益の算定において機能及びリスクが異なる法人を比較対

象法人から除外しなければならない。ところが、処分行政庁が設けた基準には、機能及

びリスクが異なる法人を除外する基準が設けられていないのであり、独立企業原則を反

映した上記規定に沿った合理的なものと解することができない。 

(b) 取引段階が異なる法人は、検証対象法人との比較可能性を欠くから、比較対象法人

の選定において除外しなければならないところ、バスの完成車の製造及び販売を行うｂ

を除くブラジル側比較対象企業は、いずれも、完成車メーカーに供給する部品の製造及

び販売を行うか、又はその重要性が大きいメーカーであり、Ｂ社等と取引段階に差異が
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あるのであって（特に、ｉは、部品メーカーに供給する部品の売上げが半分近くを占め、

２次サプライヤーとしての機能も大きいため、取引段階の差異が大きい。）、Ｂ社等の取

引先で利益配分において利害が対立するｅ及びａだけではなく、ｉ、ｆ、ｇ、ｈ及びｄ

も、Ｂ社等との比較可能性を欠く。また、機能及びリスクが異なる法人は、検証対象法

人との比較可能性を欠くから、比較対象法人の選定において除外しなければならないと

ころ、Ｂ社等とブラジル側比較対象企業は、取引段階が異なるため、機能及びリスクが

異なる。すなわち、Ｂ社等が、自動二輪車の製造及び販売を主たる事業活動とし、多数

のディーラーに完成自動二輪車を販売し、多数のサプライヤーから部品の供給を受けて

いるのに対して、ｂを除くブラジル側比較対象企業は、自動車部品の製造及び販売を主

たる事業活動とし、少数の完成車メーカーに部品を供給し、少数のサプライヤーから原

材料の供給を受けている。そのため、上記ブラジル側比較対象企業は、いずれも、Ｂ社

等と機能及びリスクが異なるのであって、Ｂ社等との比較可能性を欠く。 

ｄ 事業規模が異なる法人を除外する基準が不合理に緩やかであること及びＢ社等と事業

規模の差異があること 

(a) 処分行政庁は、原告の比較対象法人を選定するための除外基準として年売上高が５

０億円以下の企業という基準を、Ｂ社等の比較対象法人を選定するための除外基準とし

て年売上高が２５００万ドル以下の企業という基準を、それぞれ設けている。参考事例

集の事例２１は、事業規模が異なる法人を除外するとしているところ、平成１５年３月

期の原告のＢ社向け売上高は約２３６億円であり、Ｂ社の売上高は約９億９２００万ド

ルであるから、処分行政庁は、日本側について原告のＢ社向け売上高の約５分の１、ブ

ラジル側についてＢ社の売上高の約４０分の１という異なる基準を採用したというこ

とになる。そのため、売上高が１０分の１の場合には、日本側では比較対象法人から除

外されるのに対して、ブラジル側では除外されないという正反対の結果がもたらされる

こととなるが、売上高が１０分の１であっても比較対象法人として選定されてしまうよ

うな事業規模の差異にかかわる除外基準は、独立企業原則を反映した措置法施行令３９

条の１２第８項に沿った合理的なものと解することができない。 

(b) 事業規模が異なる法人は、検証対象法人との比較可能性を欠くから、比較対象法人

の選定において除外しなければならないところ、ｇの２０００年（平成１２年）ないし

２００２年（平成１４年）の売上規模はＢ社の２０分の１、ｉの２００１年（平成１３

年）及び２００２年（平成１４年）の売上規模はＢ社の１０分の１未満であり、ｂの純

売上げはＢ社の２分の１であるものの、その余のブラジル側比較対象企業の純売上げは

いずれもＢ社の３分の１以下にすぎない。比較可能性の確保のためには売上高が５分の

１の範囲内の法人を選定しなければならないとするならば、ブラジル側比較対象企業の

うち、ｇ及びｉだけではなく、２００１年（平成１３年）及び２００２年（平成１４年）

のｆ及びｅも、Ｂ社等と事業規模が異なるのであって、Ｂ社等との比較可能性を欠く。 

ｅ 事業の種類や取扱製品が異なる法人を除外する基準が不合理に緩やかであること及び

Ｂ社等と事業の種類や取扱製品の差異があること 

(a) 処分行政庁は、Ｂ社等の比較対象法人を選定するための除外基準として、二輪車又

は四輪車に関連しない事業が５０％以上の企業という基準を設けている。事業の種類や

取扱製品が異なれば、それに伴って機能及びリスクが異なり、営業利益率も異なるから、
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事業の種類や取扱製品の同種性は、比較可能性の判断の要因となり（参考事例集の事例

２１）、Ｂ社等と事業の種類や取扱製品が異なる法人は、Ｂ社等との比較可能性を欠く。

ところが、処分行政庁は、上記の緩やかな基準を設けたにすぎず、このような基準では、

事業の種類や取扱製品がＢ社等と異なる事業が相当部分を占める法人も比較対象法人

として選定されてしまうのであり、独立企業原則を反映した措置法施行令３９条の１２

第８項に沿った合理的なものと解することができない。 

(b) 事業の種類や取扱製品が異なる法人は、検証対象法人との比較可能性を欠くから、

比較対象法人の選定において除外しなければならないところ、ブラジル側比較対象企業

のうち、バスの完成車の製造及び販売を行うｂ、合弁会社を通じて鉄道車両の製造及び

販売を行うｆ並びに特殊車両用部品の製造及び販売を行うｄは、Ｂ社等と事業の種類や

取扱製品が異なるのであって、Ｂ社等との比較可能性を欠く。 

ｆ 通常の事業状況にない法人を除外する基準が不合理に緩やかであること及び通常の事

業状況にないものがあること 

(a) 処分行政庁は、Ｂ社等の比較対象法人を選定するための除外基準として、営業利益

率がマイナス、かつ、債務超過という状況から継続性に問題がある法人という基準を設

けている。基本的利益は、非関連者間取引において通常得られる利益であるから、比較

対象法人として通常の事業状況にない法人を選定することは許されない。ところが、処

分行政庁は、上記の限定的な除外基準を設けたにすぎず、このような基準では、親会社

からの支援なしには事業活動を継続することが困難な法人や、会計監査人から財務諸表

について無限定適正意見を得られなかった財務情報の信頼性に問題がある法人を除外

することができないのであり、独立企業原則を反映した措置法施行令３９条の１２第８

項に沿った合理的なものと解することができない。 

(b) 通常の事業状況にない法人は、比較対象法人としての適格性を欠くから、比較対象

法人の選定において除外しなければならないところ、ブラジル側比較対象企業のうち、

２００２年（平成１４年）に親会社が多額の債務を引き受けた上で全株式をわずか１０

レアルで売却したｉ及び数年にわたり一貫して多額の営業損失を計上し財務諸表につ

いて会計監査人の限定意見が付されていたｆは、通常の事業状況になかったのであって、

比較対象法人としての適格性を欠く。 

ｇ 関連会社との取引割合の大きい法人を除外する基準が不合理に緩やかであること及び

関連会社との取引割合の大きいものがあること 

(a) 処分行政庁は、原告の比較対象法人を選定するための除外基準として関係会社との

取引が２０％以上の企業という基準を、Ｂ社等の比較対象法人を選定するための除外基

準として関連会社との取引が売上げ又は総費用の５０％以上の企業という基準を、それ

ぞれ設けている。基本的利益は、非関連者間取引において通常得られる利益であるから、

比較対象法人として営業利益率に影響を及ぼす関連者間取引を行っている法人を選定

することは、基本的利益の算定を歪め、独立企業原則に反する。関連者間取引の割合が

１０％であったとしても、その取引価格が独立企業間価格から大きく乖離しているなら

ば、営業利益率に重大な影響を及ぼす可能性があるから、２０％という割合さえも、関

連者間取引が営業利益率に及ぼす影響を排除するために適切であるということはでき

ず、少しでも関連者間取引を行っている企業は比較対象法人から除外するのが独立企業
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原則に沿う。また、処分行政庁は、Ｂ社等に係る除外基準について、原告のそれよりも

高い割合を採用しているが、仮に日本企業に比べてブラジル企業は入手可能な公開情報

が限られるとしても、除外基準を不合理に緩めて独立企業原則に反する基本的利益の算

定をすることを正当化することはできない。 

(b) 関連会社との取引割合の大きい法人は、比較対象法人としての適格性を欠くから、

比較対象法人の選定において除外しなければならないところ、ブラジル側比較対象企業

のうち、ｉ、ｈ及びｅは、関連会社との取引の割合が大きいのであって、比較対象法人

としての適格性を欠く。 

ｈ 上記ａないしｇのとおり、本件独立企業間価格のブラジル側基本的利益の算定には、Ｂ

社等の比較対象法人を選定するために用いる除外基準の設定及びＢ社等の比較対象法人

の選定の瑕疵があるところ、Ｂ社等の比較対象法人として上記ａないしｇのとおりの企業

を選定するのであれば、Ｂ社等とそれらの企業との差異について適切な差異調整をしない

限り、比較対象法人としてそのような企業を選定してした基本的利益の算定は違法となる

が、処分行政庁は、そのような差異調整をすることなく、ブラジル側比較対象企業の総費

用営業利益率の中位値をブラジル側基本的利益率としてブラジル側基本的利益の算定を

した。 

(ウ) 基本的利益の算定のその余の瑕疵２（利益指標の選定の瑕疵） 

 残余利益分割法の基本的利益の算定における利益指標としては、総費用営業利益率のほか、

事業用資産に対する営業利益の割合や売上高に対する営業利益の割合が存在し、いずれを用

いるかにより基本的利益の額が異なる可能性があるから、処分行政庁は、本件事案に最も適

切な利益指標を選定しなければならなかった。特に、取引段階が異なる法人を比較対象法人

として選定し、その総費用営業利益率を用いて基本的利益の算定をすると、機能及びリスク

の差異の故に合理性を欠く結果がもたらされるし、総費用営業利益率には、検証対象である

国外関連取引の対価による影響を受けるという問題がある。すなわち、Ｂ社の総費用には、

本件国外関連取引の対価が含まれており（例えば、原告から供給された部品に対する対価は

Ｂ社の売上原価に含まれている。）、そのような総費用にブラジル側比較対象企業の総費用営

業利益率の中位値を乗じてブラジル側基本的利益の算定をすることが独立企業原則に沿っ

た合理的なものであるか否かが問題になる（処分行政庁は、本件国外関連取引の対価の額は

低すぎるとするのであるから、本来あるべき対価の額を用いるならば、Ｂ社の総費用はより

高くなる。そして、その額に基づいて算定すれば、Ｂ社等に配分されるブラジル側基本的利

益はより高くなるから、残余利益はより低くなり、本件各更正等に係る更正額も低くなる。）。

残余利益分割法においては、基本的利益の算定を正確にしなければ、独立企業間価格の算定

を正確にすることができないところ、総費用営業利益率を用いて基本的利益の算定をする場

合、独立企業間価格が確定しなければ、総費用の額が確定せず、基本的利益の算定を正確に

することができないという循環論に陥るのであって、本件独立企業間価格のブラジル側基本

的利益の算定が適法であるためには、このような問題があるにもかかわらず、他の利益指標

ではなく、総費用営業利益率を用いることが、独立企業原則に沿った合理的なものであると

いえなければならない。 

 ところが、処分行政庁は、本件事案に最も適切な利益指標を慎重に検討することなく、総

費用営業利益率を用いてブラジル側基本的利益の算定をしたのであり、本件独立企業間価格
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のブラジル側基本的利益の算定は、独立企業原則を反映した措置法施行令３９条の１２第８

項に沿った合理的なものと解することができない。そして、ブラジル側基本的利益の算定の

瑕疵は、本件独立企業間価格の算定全体の違法をもたらすのであって、本件各更正等は違法

である。 

キ 残余利益の分割の瑕疵（争点２－４） 

 本件独立企業間価格の残余利益の分割には、次の(ア)ａのとおり、本件残余利益にマナウス

税恩典利益が混入した瑕疵があるほか、次の(ア)ｂ及び(イ)のとおり、本件残余利益の発生に

寄与したＢ社等の要因をブラジル側分割要因として選定せず、次の(ウ)及び(エ)のとおり、本

件残余利益の発生に寄与していない原告の要因を日本側分割要因として選定したという、本件

残余利益の発生に寄与した程度を合理的に推測するに足りる要因を選定していない瑕疵があ

る。これらの瑕疵があることによれば、本件独立企業間価格の残余利益の分割は、独立企業原

則を反映した措置法施行令３９条の１２第８項に沿った合理的なものと解することができな

い。そして、本件残余利益の分割の瑕疵は、本件独立企業間価格の算定全体の違法をもたらす

のであって、本件各更正等は違法である。 

(ア) マナウス税恩典利益の混入とブラジル側分割要因の選定の瑕疵(1) 

 次のａのとおり、残余利益は、専ら重要な無形資産に基因する利益のみによって構成され

るものであるにもかかわらず、本件残余利益には、マナウス税恩典利益が混入している。ま

た、次のｂのとおり、本件独立企業間価格のブラジル側分割要因は、マナウス税恩典利益の

発生に寄与したＢ社等の要因が選定されていないのであり、本件残余利益の発生に寄与した

程度を合理的に推測するに足りるものではない。 

ａ マナウス税恩典利益の混入 

(a) 残余利益分割法は、基本的利益の算定と残余利益の分割という２段階の分割を行う

ことを特徴とするところ、基本的利益の算定においては、比較可能性分析がされ、比較

可能な非関連者間取引における利益率に応じた配分が行われるのに対して、残余利益の

分割においては、重要な無形資産の価値を、残余利益の発生に寄与した程度を合理的に

推測するに足りる要因として、これに応じた分割が行われるのであって、その分割が合

理的であるためには、その対象となる残余利益が専ら重要な無形資産に基因するものの

みでなければならない。残余利益の中に重要な無形資産以外の要因に基因するものが含

まれているにもかかわらず、その要因を無視し、重要な無形資産の価値のみに応じて分

割するのは、不合理である。 

 マナウス税恩典利益は、重要な無形資産に基因するものではなく、マナウスフリーゾ

ーンという市場の特殊要因に基因するものであるから、残余利益の分割ではなく、基本

的利益の算定において考慮しなければならない。ところが、処分行政庁は、基本的利益

の算定において、マナウスフリーゾーン外で事業を行いマナウス税恩典利益を享受して

いない企業をＢ社等の比較対象法人として選定し、適切な差異調整もしなかったのであ

って、専ら重要な無形資産に基因する利益のみによって構成されるべきものである本件

残余利益に、マナウス税恩典利益が混入している。 

(b) マナウスフリーゾーンという特定の市場と密接不可分の関係にあるマナウス税恩典

利益を、その市場から切り離して残余利益に含め、その分割を通じて原告に帰属させ、

我が国の課税権に服せしめることは、我が国とブラジルとの間の租税条約の趣旨にも反
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する。すなわち、「所得に対する租税に関する二重課税の回避のための日本国とブラジ

ル連邦共和国との間の条約」（昭和４２年条約第２１号。以下「日伯租税条約」という。）

２２条(2)(b)ⅱは、「ブラジルの経済開発を促進するための特別の奨励措置であって１

９７６年３月２３日に実施されているもの又はその修正若しくはそれへの追加として

ブラジルの租税に関する法令にその後導入されることがあるものに従って免除又は軽

減が行われないとしたならば納付されたであろうブラジルの租税の額」を、いわゆるみ

なし外国税額控除の対象としている。これは、日伯租税条約の締結時のブラジルのよう

な発展途上国が先進国からの投資を促進するため租税を減免すると、先進国が外国税額

控除の対象とする外国税額も減少し、発展途上国がした優遇税制の効果が減殺されるこ

とから、我が国の外国税額控除の適用上、上記優遇税制は存在しないものとみなし、減

免前の外国税額の控除を認めるものであり、我が国の税収が減少するという財政的犠牲

の下で発展途上国の経済開発を支援する制度である。そして、日伯租税条約を修正補足

する議定書に関する書簡の交換の告示及び合意された議事録７条(1)(b)は、マナウスフ

リーゾーンを含むアマゾン地域における投資に係る所得に対する租税の軽減又は免除

をみなし外国税額控除の対象とする旨を定めている。 

 マナウス税恩典利益には、輸入税の軽減及びＩＣＭＳ税減免のほか、法人所得税の軽

減も含まれるところ、法人所得税の軽減は、みなし外国税額控除の対象とされている。

アマゾン地域の経済開発の目的でＢ社等に付与されたマナウス税恩典利益を残余利益

に含め、その分割を通じて原告に帰属させ、我が国の課税権に服せしめることは、ブラ

ジル連邦政府の税収を我が国が横取りするものであり、我が国の財政的犠牲の下で発展

途上国の経済開発を支援するみなし外国税額控除の趣旨に反し違法である。 

ｂ ブラジル側分割要因の選定の瑕疵(1) 

 仮に本件残余利益にマナウス税恩典利益が混入していることをもって直ちに違法とし

ないとしても、マナウス税恩典利益は、Ｂ社の営業利益の６０％以上を占めるものである

から、マナウス税恩典利益の発生に寄与したＢ社等の要因をブラジル側分割要因として選

定するのでなければ、本件残余利益の発生に寄与した程度を合理的に推測するに足りる要

因に応じた適正な分割にはならない。残余利益分割法は、残余利益の発生に寄与した程度

を合理的に推測するに足りる要因に応じて当該利益を分割するものであり、マナウス税恩

典利益が本件残余利益に含まれるのであれば、その分割は、その発生に寄与した程度を合

理的に推測するに足りる要因に応じてしなければならない。ところが、処分行政庁は、マ

ナウス税恩典利益の発生に寄与したＢ社等の要因をブラジル側分割要因として選定して

いないのであり、マナウス税恩典利益が本件残余利益に含まれるとした上、マナウス税恩

典利益の発生とは無関係な無形資産に係る費用に応じて本件残余利益を分割した本件各

更正等は、残余利益分割法の基本的な考え方に反し、著しく不合理である。本件独立企業

間価格のブラジル側分割要因は、本件残余利益の発生に寄与した程度を合理的に推測する

に足りるものではない。 

(イ) ブラジル側分割要因の選定の瑕疵(2) 

 次のとおり、コンソルシオ販売網は、Ｂ社等の有する重要な無形資産であり、本件残余利

益には、Ｂ社のコンソルシオ販売網に基因する利益が含まれている。ところが、処分行政庁

は、コンソルシオ販売網が本件残余利益の発生に寄与した程度を合理的に推測するに足りる
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要因をブラジル側分割要因として選定していないのであり、本件独立企業間価格のブラジル

側分割要因は、本件残余利益の発生に寄与した程度を合理的に推測するに足りるものではな

い。 

ａ 被告は、ブラジル特有のノウハウを形成、維持又は発展させ、付加価値を創出し、販売

網を確立したことをもって、Ｂ社等の有する重要な無形資産であるものとしている。そし

て、そうであるならば、Ｂ社の販売網の一部を構成するコンソルシオ販売網も、Ｂ社等の

有する重要な無形資産であるというべきである。 

ｂ 本件残余利益には、Ｂ社のコンソルシオ販売網に基因する利益が含まれている。ブラジ

ル国民の自動二輪車の購入におけるコンソルシオ販売の役割は大きい。１９９３年（平成

５年）には１０万台に満たなかったＢ社の自動二輪車の生産台数が２００２年（平成１４

年）には約９０万台に達した重要な原因として、コンソルシオ販売の積極的活用がある。

ブラジルでは低所得者の割合が大きく、その多くは金融機閣から借入れを受けることがで

きないため、高額商品である自動二輪車を単独で購入することは困難であるが、コンソル

シオ販売の積極的活用に成功すれば、購買層を拡大し、売上げ及び利益を大幅に増加させ

ることができる。Ｊ社が組成し管理するコンソルシオ販売を利用して販売されたＢ社の自

動二輪車の売上台数は、全体の売上台数の３０％を超えている。 

ｃ ブラジル側比較対象企業は、コンソルシオ販売を行っていないのであり、Ｂ社のコンソ

ルシオ販売網に基因する利益は、Ｂ社等の基本的利益ではなく、本件残余利益に含まれて

いる。仮にＢ社のコンソルシオ販売がＰのコンソルシオ販売と同程度の販売台数にとどま

ったものとすると、Ｂ社の自動二輪車の販売台数は２０％減少し、Ｂ社の営業利益は、１

９９７年（平成９年）事業年度から２００２年（平成１４年）事業年度までの間、１５％

（合計１５０億円）減少するのであって、コンソルシオ販売は、Ｂ社の営業利益に大きな

影響を及ぼしている。 

ｄ ところが、処分行政庁は、Ｊ社が負担した広告宣伝費及びＢ社のディーラーに対するコ

ミッションの支払をブラジル側分割要因として選定していないのであり（これらの費用は、

コンソルシオ販売網の形成、維持又は発展に大きく貢献している。）、コンソルシオ販売網

が本件残余利益の発生に寄与した程度を合理的に推測するに足りる要因を選定していな

い。 

(ウ) 日本側分割要因の選定の瑕疵(1) 

 処分行政庁は、Ｌ社向けの原告のプロジェクト費用、イネの遺伝子研究費用等、Ｋの開発

費を日本側分割要因として選定している。しかし、ある無形資産の形成、維持又は発展に貢

献した費用が残余利益の分割の分割要因に該当するためには、当該無形資産が重要な無形資

産であることに加えて、当該無形資産ないし費用が残余利益と関連性を有するものであるこ

とをも要するものと解されるところ、次のとおり、上記の各費用は、いずれも、本件残余利

益との関連性を有さず、本件残余利益の獲得に寄与しているものではないのであって、本件

独立企業間価格の日本側分割要因は、本件残余利益の発生に寄与した程度を合理的に推測す

るに足りるものではない。 

ａ Ｌ社向けプロジェクト費用 

 Ｌ社向けプロジェクト費用は、Ｂ社等とは別個の法人であるＬ社における部品、原材料

の現調率を高めるプロジェクトの費用であり、被告が日本側分割要因であるとするブラジ
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ル向けプロジェクト費用及び技術指導料の一部であるところ、その金額は、平成１３年３

月期につき１４１６万円、平成１４年３月期につき６４８万円、平成１５年３月期につき

２３９万円である。このＢ社等とは別個の法人であるＬ社に対する支援のための費用は、

原告とＢ社等との間の取引である本件国外関連取引から生ずる本件残余利益との関連性

を有さず、本件残余利益の獲得に寄与しているものではない。また、Ｌ社向けプロジェク

ト費用は、原告がＢ社等に技術者を派遣しＬ社向けの組立部品の製造に関する技術指導を

するために要した費用であり、原告がしたＢ社等に対する原告の技術者派遣の費用である

から、後記(エ)ｃのとおり、その費用は日本側分割要因とならない。 

 被告は、Ｂ社がＬ社に対して組立部品を供給している点を捉えて、Ｌ社向けプロジェク

ト費用は日本側分割要因となると主張する（被告の主張エ(カ)ｄ(b)ⅰ）が、ブラジルと

は異なり、コロンビアの自動二輪車市場においては、本件製品は競争力を有しておらず、

Ｂ社のＬ社向け事業の利益率は低く、そもそも超過利益が発生しないのであって、Ｌ社向

けプロジェクト費用は日本側分割要因とならない。 

ｂ イネの遺伝子研究費用等 

 原告は、イネの遺伝子研究等の「将来を担う技術の研究活動」を行っている（例えば、

イネの遺伝子研究は、イネの背丈を低くし、倒れにくくすることにより、米の収穫量を増

大させるものである。）。イネの遺伝子研究費用等は、被告が日本側分割要因であるとする

ブラジル向け研究開発費の一部であり、基礎研究費に含まれるところ、その金額は、■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■である。処分行政庁は、イネの遺

伝子研究費用等について、「技術力及び市場ニーズを的確・迅速に反映できる製品開発力

に貢献する支出」であるとしているが、原告がイネの遺伝子研究等を行っているからとい

って、ブラジルにおける現在の自動二輪車の製造及び販売事業においてその販売台数が大

きく増加することは、合理的に期待することができないのであり、これらの費用は、本件

残余利益との関連性を有さず、本件残余利益の獲得に寄与しているものではない。 

 被告は、イネの遺伝子研究等は原告の企業イメージを向上させるものであり、Ｂ社等は

その便益を享受していると主張する（被告の主張エ(カ)ｄ(a)ⅰ）。確かに、原告は、将来

の技術の基礎となる独創的で革新的な新技術を創造すべく、基礎技術の研究を行っている

が、これに関連するプロジェクトは、当面の売上げや利益には結び付かない超長期のプロ

ジェクトであり、ブラジルにおける自動二輪車事業とは全く関係のないものである。被告

は、原告の基礎研究活動の成果はＢ社の広告宣伝のために活用され、Ｂ社等はその便益を

享受していると主張するが、そもそも、分割要因は、所得の発生に寄与した程度を推測す

るに足りる要因でなければならないところ、仮にイネの遺伝子研究等により原告ないしＢ

社等の企業イメージが向上したということができるものとしても、それが本件各事業年度

の利益に、現実にどの程度寄与しているかは明らかでなく、その費用は、所得の発生に寄

与した程度を推測するに足りる要因ではないから、日本側分割要因とはならない。 

ｃ Ｋの開発費 

 Ｋの開発費は、被告が日本側分割要因であるとするブラジル向け研究開発費の一部であ
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り、Ⓧ費に含まれるところ、その金額は、■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■である。しかし、Ｋは、２０

０４年（平成１６年）２月に生産が開始されたＢ社の最新機種であり、本件各事業年度に

は販売されていなかったのであって、本件残余利益は、その前機種であるＭの販売により

獲得されたものである。Ｋの開発費は、本件残余利益との関連性を有さず、本件残余利益

の獲得に寄与しているものではない。 

 被告は、Ｋの開発がＭに関する既存の技術の延長であるかのように主張する（被告の主

張エ(カ)ｄ(a)ⅱ）が、明らかに誤っている。原告における自動二輪車の開発は、技術革

新や改善の程度に応じて、四つの種類に分類される。最も大きな技術革新を伴うフルモデ

ルチェンジが「Ｐフロー」、単なるカラーリングやストライプの変更といった最も小さな

変更が「Ｓフロー」であり、その間に、「Ｍフロー」と「Ｃフロー」がある。Ｍに加えら

れてきた改良は、全てＳフロー等のマイナーチェンジであったのに対して、Ｋの開発は、

Ｂ社の設立以来初となるＰフローに該当し、ブラジル生産モデルとしては初めてＲ領域に

属するエンジン開発が行われたのであって、Ｍの開発や改良とは技術レベルの全く異なり、

Ｍの開発とＫの開発との間に継続性はなく、断絶的である。ＯＨＶエンジンを採用するＭ

と、燃費を飛躍的に向上させたＯＨＣエンジンを採用するＫとでは、技術的近接性はない

ため、Ｋの開発は、専らＫの販売による利益の獲得に貢献しているのであり、Ｍの販売に

よる利益の獲得に貢献するものではない。そして、Ｋの生産及び販売の開始は、２００４

年（平成１６年）２月であったから、本件各事業年度に支出されたＫの開発費は、本件各

事業年度において原告の有する重要な無形資産がＢ社等の残余利益の発生に寄与した程

度を推測するに足りる要因とはならない。被告は、費用の発生状況が比較的安定している

か否かを重視するが、費用の発生状況は、研究開発費を分割要因に含めるか否かとは全く

関連性を有しない事実であるし（費用の発生状況が同程度であっても、研究開発活動の内

容は異なり得るから、費用の発生状況が安定しているからといって、費用を同程度のもの

とみることはできない。）、そもそも、本件各事業年度中の原告のＢ社向け委託研究費は大

きく変動しており、費用の発生状況が安定しているということはできない。 

(エ) 日本側分割要因の選定の瑕疵(2) 

 処分行政庁は、原告が提携部品メーカーに支払ったロイヤルティ、設備メーカーに支払っ

た設備の設置等の費用、原告がその従業員をＢ社等に派遣して行った技術支援の費用を日本

側分割要因として選定している。しかし、次のとおり、これらの費用は、いずれも、重要な

無形資産の保有とは関係がなく、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産に基因する本件残

余利益の獲得に寄与しているものでなく、本件独立企業間価格の日本側分割要因は、本件残

余利益の発生に寄与した程度を合理的に推測するに足りるものではない。 

ａ 提携部品メーカーへの支払ロイヤルティ 

 原告は、提携部品メーカーに対し、ロイヤルティ（使用料）を支払っている。提携部品

メーカーに対するロイヤルティの支払の金額は、平成１０年３月期につき３３万１９３３

円、平成１１年３月期につき３８万３０６１円、平成１３年３月期につき１０２万８６９

８円である。なお、原告は、提携部品メーカーに対するロイヤルティの支払について、Ｂ

社等から何らの支払も受けていない。 

 残余利益分割法において、残余利益は、国外関連取引の当事者の有する重要な無形資産
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の価値に応じて分割されるものであるところ、提携部品メーカーにロイヤルティを支払う

ことにより、無形資産を有するに至るものではなく、それを使用することができるにすぎ

ない。重要な無形資産の開発のために支出した費用の額により配分を行っている場合には

合理的な配分として認められるが、これは、開発であれば無形資産の保有につながるため

であり、使用は無形資産の保有につながるものではない。原告が提携部品メーカーに支払

ったロイヤルティは、重要な無形資産の保有とは関係がなく、原告及びＢ社等の有する重

要な無形資産に基因する本件残余利益の獲得に寄与しているものではない。 

ｂ 設備メーカーに支払った設備の設置等の費用 

 Ｂ社等が設備メーカーから製造設備を購入する場合、原告を通じて購入することが多く、

売買契約は、形式的には、Ｂ社等と原告との間、及び、原告と設備メーカーとの間で、そ

れぞれ締結される。この場合、設備メーカーは、原告との間の技術者派遣委託契約に基づ

いて、Ｂ社等に技術者を派遣し、設備の据付、検査及び調整、試運転を行う。そして、原

告は、設備メーカーに対し、それらの対価を支払い、Ｂ社等からは、Ｂ社との間の技術者

派遣に関する覚書に基づいて、技術者一人１日当たり８万５０００円と定められた対価の

支払を受ける。設備メーカーの技術者派遣の費用は、被告が日本側分割要因であるとする

ブラジル向けプロジェクト費用及び技術指導料の一部であるところ、その金額は、■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■である。 

 残余利益分割法において、残余利益は、国外関連取引の当事者の有する重要な無形資産

の価値に応じて分割されるものである（措置法通達６６の４(4)－５）ところ、設備メー

カーによる設備の設置等は、無形資産の提供ではなく、通常の役務提供取引であり（設備

メーカーが派遣した技術者による据付、検査及び調整、試運転に係る作業指示は、販売し

た製造設備を使用するために当然必要な作業であり、アフターケアの一種でしかなく、そ

の過程で設備メーカーが派遣した技術者から重要な無形資産の提供がされるとは考えら

れない。法人税基本通達２０－１－１４は、機械設備を販売した業者が当該機械設備の据

付、検査及び調整、試運転のために技術者を派遣する行為は機械設備の販売に付随するも

のにすぎないとしている。）、原告が設備メーカーに支払った設備の設置等の費用は、役務

提供を受けるために支出した費用にすぎないのであって、当該設備メーカーが無形資産を

有していても、原告は、その無形資産を有するに至るものではない。また、仮に、設備メ

ーカーが、技術者派遣を通じて、原告に対し、何らかの無形資産を提供しているものとし

ても、原告は、設備メーカーに技術者派遣の費用を支払うことにより、無形資産を有する

に至るものではなく、その無形資産は、設備メーカーの有するものにすぎない（設備メー

カーがＢ社等に技術者を派遣するに当たり、Ｂ社等との間で直接、契約を締結せず、一旦

原告との間で契約を締結しているのは、国際間の契約を締結することにより生ずる各種事

務手続の負担を回避するためであり、このことは、Ｂ社等においても同様である。そうす

ると、事務負担の点を除けば、設備メーカーとＢ社等との間で直接、設備売買契約及び技

術者派遣契約を締結することも不可能ではないのであり、購入する設備の選定や仕様の確

定はＢ社等が行っていることによれば、設備メーカーとＢ社等との間の設備売買契約及び
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それに付随する技術者派遣契約の締結を原告が仲介しているというのが実態に近い。設備

の据付、検査及び調整、試運転は、専ら設備メーカーの技術者とＢ社等の従業員が行って

おり、原告の従業員は、その作業には関与せず、設備メーカーの技術者をＢ社等の従業員

等に紹介するなどしているにすぎないし、設備メーカーの技術者が作業を行う際には原告

の技術者が必ず同行するという関係もない。原告が設備メーカーとの間で技術者派遣委託

契約を締結していることのみをもって、設備メーカーの有する無形資産を原告がその支配

下に置いているということはできない。）。さらに、残余利益分割法の適用上、重要な無形

資産とは、基本的活動のみを行う法人との比較において独自性があるもののみをいうこと

は、上記カ(ア)ｄ(b)ⅴのとおりであるところ、設備メーカーは、Ｂ社等に限らず、設備

を購入した顧客に対しては、設備の据付、検査及び調整、試運転の指導を行うものである

から、ブラジル側比較対象企業も、通常の事業活動の過程において、類似の設備メーカー

により、購入した設備の据付、検査及び調整、試運転の指導を受けていると推認すること

ができるのであって、被告が、設備メーカーがＢ社等に対して提供したと主張するノウハ

ウは、ブラジル側比較対象企業の通常の事業活動において保有し使用されているものであ

り、独自性があるものではないから、超過利益の源泉である重要な無形資産たり得るもの

ではない。原告が設備メーカーに支払った設備の設置等の費用は、重要な無形資産の保有

とは関係がなく、原告の有する重要な無形資産の形成、維持又は発展のための費用として

捉えることができないから、日本側分割要因とならない。上記費用は、原告及びＢ社等の

有する重要な無形資産に基因する本件残余利益の獲得に寄与しているものではない。 

 加えて、原告は、設備メーカーに支払った設備の設置等の費用について、Ｂ社等から一

人一日当たり８万５０００円の対価の支払を受けているのであり、実質的には立替払をし

たにすぎない。仮に、設備メーカーの技術者派遣の費用の負担により、原告が本件残余利

益の獲得に寄与したものとしても、原告は、Ｂ社等から一人一日当たり８万５０００円の

対価の支払を受けたことにより、設備メーカーの技術者派遣の費用を全て回収しており、

その負担が零円となるため、その費用を原告の有する無形資産の本件残余利益の獲得に対

する寄与とみることはできない。原告が設備メーカーに支払った技術者派遣の費用の額は、

平均すると一人一日当たり８万５０００円を下回るのであり、それを原告の有する無形資

産の本件残余利益の獲得に対する寄与とみることはできず、日本側分割要因とならない。 

ｃ 原告の従業員をＢ社等に派遣して行った技術支援の費用 

 原告は、Ｂ社等の要請により、Ｂ社等を支援するため、Ｂ社との間の技術者派遣に関す

る覚書に基づいて、原告の技術者をＢ社に派遣する。そして、その場合、原告は、Ｂ社等

から、技術者一人一日当たり８万５０００円と定められた対価の支払を受ける。原告の技

術者派遣の費用は、被告が日本側分割要因であるとするブラジル向けプロジェクト費用及

び技術指導料の一部であるところ、その金額は、平成１０年３月期につき２２９４万５８

２７円（５７４日分）、平成１１年３月期につき３３０１万２７０６円（８１１日分）、平

成１３年３月期につき６０５４万１８９８円（１５０８日分）、平成１４年３月期につき

５１６５万５６０５円（１２９５日分）、平成１５年３月期につき１億３３４２万１７８

３円（３０１３日分）である。 

 残余利益分割法において、残余利益は、国外関連取引の当事者の有する重要な無形資産

の価値に応じて分割されるものであるところ、従業員の派遣による技術支援は、無形資産
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の開発とは異なり、通常の役務提供取引であり（契約の一方当事者が技術者の派遣を他方

当事者に要請し、派遣された技術者が一定の期間、要請された作業を行い、その対価とし

て一人一日当たり定額の支払を受けるのは、役務提供取引の典型的な内容である。これに

対して、ノウハウの提供の場合、一定の期間及び範囲の中で、ライセンシーによる技術資

料や技術情報の裁量的な使用が許諾され、典型的には、その対価として、売上高や生産高

の一定割合のロイヤルティの支払が義務付けられる。本件の場合、原告とＢ社との間の技

術者派遣覚書の定めは、役務提供取引の典型的な内容であり、原告の技術者の派遣による

技術支援は、原告から出向した駐在員が通常業務の処理で手一杯であるため、新機種導入

時の人手不足の際に駐在員に代わって役務提供を行うという、駐在員の役務提供の代替的

な性質を有するものであった。）、無形資産の保有に至るものではないのであって、原告が

その従業員をＢ社等に派遣して行った技術支援の費用は、役務提供のために支出した費用

にすぎない。また、上記カ(ア)ｄ(b)ⅴのとおり、残余利益分割法の適用上、重要な無形

資産とは、基本的活動のみを行う法人との比較において独自性があるもののみをいうとこ

ろ、原告がその従業員をＢ社等に派遣して行った技術支援の内容は、多くの製造業者がそ

の製造活動において行っている作業と同様のものであって、被告が、原告がＢ社等に対し

て提供したと主張するノウハウは、ブラジル側比較対象企業の通常の事業活動において保

有し使用されているものであり、独自性があるものではないから、超過利益の源泉である

重要な無形資産たり得るものではない。原告がその従業員をＢ社等に派遣して行った技術

支援の費用は、重要な無形資産の保有とは関係がなく、原告の有する重要な無形資産の形

成、維持又は発展のための費用として捉えることができないから、日本側分割要因となら

ない。上記費用は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産に基因する本件残余利益の獲

得に寄与しているものではない。 

 加えて、原告は、その従業員をＢ社等に派遣して行った技術支援の費用について、Ｂ社

等から一人一日当たり８万５０００円の対価の支払を受けているのであり、実質的には立

替払をしたにすぎない。仮に、原告の技術者派遣の費用の負担により、原告が本件残余利

益の獲得に寄与したものとしても、原告は、Ｂ社等から一人一日当たり８万５０００円の

対価の支払を受けたことにより、原告の技術者派遣の費用を全て回収しており、その負担

が零円となるため、その費用を原告の有する無形資産の本件残余利益の獲得に対する寄与

とみることはできない。原告の技術者派遣の費用の額は、一人一日当たり４万５０００円

に満たないのであり、それを原告の有する無形資産の本件残余利益の獲得に対する寄与と

みることはできず、日本側分割要因とならない。 

ｄ 被告の主張について 

ⅰ 被告は、原告の技術者をＢ社等に派遣してした原告の活動は、原告の有する技術情

報及びノウハウを、現地で使用することができない状態から使用することができる状

態に転化させることにより、また、原告の技術者が技術指導を通じて得た見識ないし

知見を、原告の有するノウハウに還元することにより、その価値を高めたものであり、

原告の有する重要な無形資産の「発展」に寄与したということができると主張する（被

告の主張エ(カ)ｄ(b)ⅴ）。 

 しかし、仮に原告の技術者を派遣してする技術支援に原告の有するノウハウの提供

の側面があるとしても、技術指導の過程で原告の有するノウハウを提供し、これを実
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践で利用することができる状態にすることや、派遣された技術者が技術指導の過程で

経験を積んだ結果、将来の技術支援に生かすことができるようになることは、当該ノ

ウハウの価値を高めるものではなく、単なる技術指導の役務提供取引の具体的遂行又

はそれを通じた技術者の経験の蓄積を意味するにすぎないのであって、原告の技術者

派遣の費用は、原告の有する重要な無形資産の形成、維持又は発展のための費用と捉

えることができない。Ｂ社等が要請した技術者による技術支援の目的が達成されるた

めには、派遣された技術者による技術指導の現場でノウハウが提供され、実践で使用

することができる状態にならなければならない。このように、技術指導の過程でノウ

ハウを提供し、これを実践で使用することができる状態にすることは、役務提供取引

の具体的遂行そのものであり、役務提供の結果、技術支援の目的が達成されたことを

意味するにすぎないのであって、原告の有するノウハウの状態が転化したことを意味

するものではなく、役務提供の過程で原告の有するノウハウを当てはめた結果、Ｂ社

等の便益の程度が高まったにすぎない。また、仮にＢ社等に派遣された技術者が技術

指導の過程で経験を積んだ結果、将来の技術支援に生かすことができるようになった

としても、それが本件国外関連取引から生じた本件残余利益の発生に寄与したという

ためには、少なくとも、当該技術者が、本件各事業年度中に、Ｂ社等に対する技術支

援に再度派遣されていなければならないし、そもそも、技術者の経験の蓄積をもって

超過利益の発生に寄与する重要な無形資産と捉えることには無理がある。Ｂ社等にお

ける技術指導を通じた技術者の経験の蓄積が将来の技術支援に生かすことができる

ものであるとしても、そのことは、原告の技術者派遣の費用が日本側分割要因となる

ことの根拠とはならない。 

ⅱ 被告は、Ｂ社等に対する技術者派遣は役務提供の側面とノウハウの提供の側面が一

体的に行われ、不可分の関係にあるから、技術者派遣の費用は、その全額が原告の有

する重要な無形資産の形成、維持又は発展のための費用として日本側分割要因となる

と主張する（被告の主張エ(カ)ｄ(b)ⅵ）。 

 しかし、仮に、原告の技術者を派遣してする技術支援に原告の有するノウハウの提

供の側面があり、技術者を派遣してする役務提供の側面と原告の有するノウハウの提

供の側面とを切り分けることが容易でないとしても、それを根拠に、技術者派遣の費

用は、その全額をノウハウの提供の費用と捉えるべきであるとすることには、何の合

理性もない。法人税基本通達２０－１－２３は、工業所有権等の無形資産の提供が役

務提供を通じて行われる場合において、当該取引の対価のうち、工業所有権等の無形

資産の提供の対価（使用料）として扱われる部分は、工業所有権等を使用した回数、

期間、生産高等に応じて算定されるもの、または、役務提供に要した経費の金額に通

常の利潤の額を加算した金額を超えるものであり、それらに該当する金額以外の金額

は、役務提供の対価であるとしている。この通達は、移転価格税制とは別の局面にお

ける扱いを定めたものであるものの、無形資産の提供の対価と役務提供の対価の区別

という同一の問題について、社会通念上合理的な考え方を示すものであり、移転価格

税制の適用においても、同様の考え方によるのが合理的である。 

(オ) 残余利益の分割のその余の瑕疵 

 本件各事業年度における我が国とブラジルの人件費や物価水準は大きく異なる。そのため、
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同じ技術を有する原告の日本人従業員とＢ社等のブラジル人従業員が、それぞれ我が国とブ

ラジルで同様の残余利益の獲得にかかわる開発作業に携わったとしても、ブラジル側分割要

因に比べて日本側分割要因の額が著しく大きくなってしまうのであって、このような差異に

全く意を払わずに残余利益の分割を行うことは、残余利益の発生に寄与した程度を合理的に

推測するに足りる要因により残余利益を分割することを求めている措置法施行令３９条の

１２第８項の規定に違反するというべきである。 

（被告の反論） 

ア 基本的利益の算定の適否（争点２－３）について 

(ア) 重要な無形資産を有しない法人においてはマナウス税恩典利益の効果は限定的なもの

にとどまること（原告の主張カ(ア)について(1)） 

 原告は、マナウス税恩典利益は、その付与がマナウスフリーゾーンで事業活動を行う認可

企業に対する政府助成金や補助金の交付といった政府の介入の実質を有するため、その享受

の有無がブラジル側基本的利益の算定において考慮され、Ｂ社等の基本的利益としてＢ社等

に帰属する旨を主張する。しかし、次のとおり、マナウス税恩典利益の付与が政府助成金や

補助金の交付と同じ効果をもたらすものであるとみた場合には、マナウス税恩典利益の享受

の有無を市場の条件として捉えることもできないものではないが、マナウス税恩典利益を享

受している重要な無形資産を有しない法人は、マナウス税恩典利益を享受しておらず重要な

無形資産を有しない法人に比して、平均的な市場利益の水準として高い営業利益率を得てい

るものではないのであって、マナウス税恩典利益の享受の有無は、比較対象法人の比較可能

性に重要な影響を及ぼす有意な差異ではなく、基本的利益の算定において市場の条件として

考慮されるべきではない。基本的利益の算定において、マナウスフリーゾーン外で事業活動

を行いマナウス税恩典利益を享受していない企業をブラジル側比較対象企業として選定し

たからといって、Ｂ社等との比較可能性が損なわれることにはならない。 

ａ マナウス税恩典利益の享受の有無は、比較対象法人の比較可能性に重要な影響を及ぼす

有意な差異ではなく、基本的利益の算定において市場の条件として考慮されるべきではな

いこと 

(a) 基本的利益の算定は、国外関連取引の事業と同種の事業を営み、市場、事業規模等

が類似する法人（重要な無形資産を有する法人を除く。）の事業用資産又は売上高に対

する営業利益の割合等で示される利益指標に基づいて行われるところ、移転価格ガイド

ラインのパラグラフ１．５５は、市場の類似性について、「価格統制、金利統制、役務

の提供や経営管理料に対する支払統制、使用料の支払に対する統制、特定の部門に対す

る助成金、為替管理、反ダンピング課税、又は為替相場政策などの政府の介入を考慮し

て独立企業間価格の調整を行うべきだと納税者が主張する環境がある。原則として、こ

れらの政府の介入は、特定の国の市場の条件として扱われるべきであり、通常ならば、

その市場における当該納税者の移転価格を評価する場合に考慮に入れるべきである」と

しており、措置法通達６６の４(2)－３も、比較対象取引の選定に当たり検討すべき要

素の一つとして「政府の規制」を挙げている。そして、税自体は、いずれの企業でも発

生する製造及び販売コストの要因の一つにすぎないが、原告が主張するように、マナウ

ス税恩典利益の付与が政府助成金や補助金の交付と同じ効果をもたらすものであると

みた場合には、マナウス税恩典利益の享受の有無を市場の条件として捉えることもでき
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ないものではない。 

(b) 原告は、市場の条件による利益は基本的利益に含まれるから、マナウス税恩典利益

の享受の有無が市場の条件である以上、マナウス税恩典利益は基本的利益に含まれる旨

を主張するが、市場の条件として捉えることができるものであっても、基本的利益の算

定において差異調整を要する市場の条件として直ちに考慮すべきこととなるものでは

ない。基本的利益の算定が、比較可能な法人の事業用資産又は売上高に対する営業利益

の割合等で示される利益指標に基づいて行われることは、上記(a)のとおりであるとこ

ろ、比較可能性の有無の判断をする際には、検証対象法人との間の実質的な差異の有無

を考慮しなければならず、独立企業間の取引条件に影響を与える取引又は企業の属性を

考慮する必要がある。この属性として、移転される資産又は役務の特性、当事者が果た

す機能、契約条件、当事者の経済環境、当事者が遂行している事業戦略が挙げられ（移

転価格ガイドラインのパラグラフ１．１７）、当事者の経済環境として、市場の類似性、

市場の差異が価格又は利益率に実質的な影響を及ぼさないこと、適切な調整を行うこと

ができることが挙げられるところ、市場の類似性の要素の一つとして市場に対する政府

の規制の性格と程度がある（パラグラフ１．３０）。基本的利益の算定において市場の

条件として考慮されるべきであるか否かは、個々の事案に応じ、その市場の条件が比較

対象法人の比較可能性に重要な影響を及ぼす有意な差異であるか否かを検討し判断す

べきものであり、市場の条件として捉えることができるからといって、それを基本的利

益の算定において差異調整を要する市場の条件として直ちに考慮すべきであることに

はならない。基本的利益の算定において市場の条件として考慮するためには、その市場

の条件が比較対象法人の比較可能性に重要な影響を及ぼす有意な差異であることを要

する（その市場の条件が比較対象法人の比較可能性に重要な影響を及ぼす有意な差異で

はないのであれば、当該比較対象法人は市場の条件について比較可能性を有するが、有

意な差異であるのであれば、適切な差異調整をして比較可能性を確保しない限り、当該

比較対象法人は比較可能性を有することとならない。）。 

 これを本件についてみると、マナウス税恩典利益の享受の有無を基本的利益の算定に

おいて市場の条件として考慮するためには、マナウス税恩典利益の享受の有無が比較対

象法人の比較可能性に重要な影響を及ぼす有意な差異であることを要するところ、基本

的利益は、重要な無形資産を有しない法人が基本的な機能のみを果たすことにより通常

得られる利益であり、その算定は、国外関連取引の事業と同種の事業を営み、市場、事

業規模等が類似する法人で、重要な無形資産を有しないもの（比較可能な比較対象法人）

の事業用資産又は売上高に対する営業利益の割合等で示される利益指標に基づいて行

われるものであるから、比較対象法人の比較可能性に重要な影響を及ぼす有意な差異で

あるか否かは、マナウス税恩典利益を享受している重要な無形資産を有しない法人が、

マナウス税恩典利益を享受しておらず重要な無形資産を有しない法人に比して、平均的

な市場利益の水準として高い営業利益率を得ているものであるか否かという観点から

判断されるべきである。そして、次のｂのとおり、マナウス税恩典利益を享受している

重要な無形資産を有しない法人は、マナウス税恩典利益を享受しておらず重要な無形資

産を有しない法人に比して、平均的な市場利益の水準として高い営業利益率を得ている

ものではないのであって、マナウス税恩典利益の享受の有無は、比較対象法人の比較可
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能性に重要な影響を及ぼす有意な差異ではなく、基本的利益の算定において市場の条件

として考慮されるべきではない。 

ｂ 重要な無形資産を有しない法人はマナウス税恩典利益を享受しても高い営業利益率を

得ているものではないこと 

 次のとおり、重要な無形資産を有しない法人がマナウス税恩典利益を享受したとしても、

その効果は限定的なものにとどまるから、マナウス税恩典利益を享受している重要な無形

資産を有しない法人は、マナウス税恩典利益を享受しておらず重要な無形資産を有しない

法人に比して、平均的な市場利益の水準として高い営業利益率を得ているものではない。

なお、被告が、重要な無形資産を有しない法人がマナウス税恩典利益を享受したとしても

その効果は限定的なものにどどまるとする「効果」とは、税恩典による税の減免額に対す

る効果ではなく、営業利益ないし営業利益率に対する効果を指す。 

(a) 移転価格ガイドラインのパラグラフ１．５５によれば、「特定の部門に対する補助

金」は、市場の条件である政府の介入の一つとして検討することとなるが、そのパラグ

ラフ１．５６は、「多国籍企業は、実際にはかかる統制を考慮してその移転価格に調整

を行うことなどせず、発生するであろう利益に対する制約を最終販売者に被らせたまま

にするか、あるいは最終販売者と中間の供給者との間で何らかの方法により負担を分け

合うよう価格を設定するであろう。独立した供給企業であれば価格統制によって発生す

るコストを分担するか否か、また、独立企業であれば別の製品ラインや事業機会を模索

するかどうかを考慮すべきである」としているのであって、政府から助成金の交付を受

けた企業が通常どのような行動を取るかを一定程度推測することができれば、これに基

づいて市場の条件として考慮するか否かを判断することも許されるところ、次の(b)の

とおり、政府から助成金の交付を受けた法人は、供給を増やす行動を取り、その結果、

販売価格が下落し、助成金の便益が消費者に移転するのであって、助成金の交付を受け

た法人にその全てが利益として残存するものではない。次の(c)のとおり、重要な無形

資産を有することなく基本的な機能のみを果たす法人においては、Ｂ社等と同程度のマ

ナウス税恩典利益の享受の効果が発生するものではないから、当該法人に対するマナウ

ス税恩典利益の付与を政府助成金としてみても、当該法人が享受するマナウス税恩典利

益の額は、Ｂ社等と比べて、相当に少額になるし、次の(d)のとおり、マナウス税恩典

利益の享受をすることによるマイナスの効果（消費地としても部品調達基地としても重

要なブラジル南部との距離が長いことによる輸送費や保険料の増加）をも考慮すると、

重要な無形資産を有することなく基本的な機能のみを果たす法人を比較対象とする限

り、マナウス税恩典の享受の有無は顕著な利益水準の差異を生じさせない。重要な無形

資産を有しない法人においては、当該法人が最終的に享受するマナウス税恩典利益は相

当に少額となり、その効果は限定的なものにとどまる。 

(b) 一般に、政府から助成金の交付を受けた法人は、供給を増やす行動を取り、その結

果、販売価格が下落し、助成金の便益が消費者に移転する現象がみられるのであって、

助成金の交付を受けた法人にその全てが利益として残存するものではない。これと同様

に、マナウス税恩典利益を享受する法人は、必ずしもその全てを収益に計上するもので

はなく、その一部を価格政策に活用するといった現象が起こり得る。実際に、Ｂ社等は、

本件製品の小売価格にインフレーションを反映させない価格政策を採用し、低所得者で
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も購入可能な値段に据え置くことにより、潜在顧客に対し、割安感を演出した。Ｂ社等

では、マナウス税恩典利益の享受により製造コストを下げ、販売価格を維持することに

よって売上げを伸ばし、売上げの増加によってマナウス税恩典利益を増加させるという

好循環が続いている。このように、Ｂ社等は、マナウス税恩典利益を価格政策に活用し

ているのであり、マナウス税恩典利益は、実質的には消費者に移転している。 

(c) マナウス税恩典認可企業が享受する輸入税及びＩＣＭＳに係る減免額は、当該企業

の部品、原材料の購入金額又は売上高を基礎として計算されるものであるから、当該企

業の事業規模の大きさに比例して大きくなる性質を有している。すなわち、輸入税は、

輸入品の価格に運賃と保険料を加えた金額を課税標準とするものであるから、輸入税の

軽減を受けるマナウス税恩典認可企業においては、輸入金額が増加すれば軽減される輸

入税の額も増加する。Ｂ社等においても、製造販売数量の拡大に伴い、原告からの部品

等の輸入金額が増加するに従って、軽減される輸入税の額も増加している。また、事業

者がＩＣＭＳを納付する場合、売上げに係るＩＣＭＳの額から仕入れに係るＩＣＭＳの

額を控除して納付額を算出するところ、ＩＣＭＳみなし仕入税額控除の額は、ＩＣＭＳ

が含まれていないアマゾナス州以外の州から購入した部品等の価格に通常課されるＩ

ＣＭＳが含まれるものとみなして仕入税額控除を受けるものであるから、ＩＣＭＳみな

し仕入税額控除を受けるマナウス税恩典認可企業においては、アマゾナス州以外の州か

ら購入する部品等の代金額が増加すればＩＣＭＳみなし仕入税額控除の額も増加する。

Ｂ社等においても、製造販売数量の拡大に伴い、アマゾナス州以外の州からの部品等の

購入が増加するに従って、ＩＣＭＳみなし仕入税額控除の額も増加している。さらに、

ＩＣＭＳ税額免除は、アマゾナス州政府と合意した生産販売数量基準を満たしたマナウ

ス税恩典認可企業が基準数量を超過した製品に係る取引について受けることができる

ものであるから、ＩＣＭＳ税減免を受けるマナウス税恩典企業においては、基準数量を

超過する製造販売数量が増加すればＩＣＭＳ税減免の額も増加する。Ｂ社等においても、

製造販売数量の拡大に伴い、基準数量を超過する製造販売数量が増加するに従って、Ｉ

ＣＭＳ税減免の額も増加している。このように、マナウス税恩典認可企業が受ける輸入

税及びＩＣＭＳに係る減免額は、当該企業の製造原価及び売上高の増大に伴って、すな

わち、事業規模の拡大に伴って大きくなる。Ｂ社等は、１９９４年（平成６年）以降、

ブラジル経済が安定し、自動二輪車の需要が急拡大した時期に、他社の製品を寄せ付け

ず、その事業規模を拡大し、それに応じた税の減免による利益を享受しているものであ

る。 

 重要な無形資産を有することなく基本的な機能のみを果たす法人であるⓁの場合、２

００４年（平成１６年）の自転車セグメントの売上高は１億２８６０万レアルであるの

に対して、自動二輪車セグメントの売上高は４２９０万レアルであり、自転車セグメン

トは自動二輪車セグメントの３倍以上の事業規模を有しているにもかかわらず、自転車

セグメントの営業利益率はマイナス０．５４％、自動二輪車セグメントの営業利益率は

２１．６８％であって、事業規模と営業利益率は比例的関係になく、また、２００５年

（平成１７年）、自転車セグメントにおいて、付加価値の高い製品に重点を置くなどの

変更を行ったことにより、売上高が１億１８８０万レアルに減少したにもかかわらず、

営業利益率は３．９６％に上昇している。そのほかにマナウス税恩典認可企業の状況を
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みても、その営業利益率が高い水準に収斂する傾向はみられず、様々な営業利益率を示

していることによれば、重要な無形資産を有することなく基本的な機能のみを果たす法

人においては、事業規模と営業利益率は必ずしも連動せず、Ｂ社等と同程度のマナウス

税恩典利益の享受の効果が発生するものではない。 

(d) マナウスフリーゾーンで事業活動を行うことには、消費地及び部品調達基地として

重要なブラジル南部との距離が長いことによる輸送費や保険料の増加というマイナス

の効果があり、そのマイナスの効果を補ってなお余りある営業利益を得るためには、マ

ナウス税恩典の仕組みからみて、当程度の事業規模を票することとなるから、重要な無

形資産を有することなく基本的な機能のみを果たす法人は、マナウス税恩典利益を享受

しても、そのマイナスの効果を補ってなお余りある営業利益を得ることはできない。マ

ナウス税恩典認可企業であるⓅ・S．A．の営業利益率は、２０００年（平成１２年）か

ら２０１０年（平成２２年）まで、マイナスが続いており、マナウス税恩典認可企業の

営業利益率が高水準に収斂する傾向は看て取ることができない。重要な無形資産を有す

ることなく基本的な機能のみを果たす法人においては、上記のマイナスの効果があるた

め、最終的に得られる営業利益は相当に少額となる。Ｂ社等がマナウス税恩典利益の享

受によりその事業規模に応じた多額の営業利益を上げているとしても、それは、Ｂ社等

が、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献により、ブラジル一国の自動二輪車

市場をほぼ独占するまでに事業規模を拡大することができたからこそ可能となったも

のであり、重要な無形資産を有することなく基本的な機能のみを果たす法人であれば、

マナウス税恩典利益の享受により上記のマイナスの効果を補ってなお余りある営業利

益を上げることはできない。そして、そうであるとすれば、重要な無形資産を有するこ

となく基本的な機能のみを果たす法人を比較対象法人とする限りにおいては、マナウス

税恩典の享受の有無は顕著な利益水準の差異を生じさせないというべきである。 

(イ) Ｂ社等が享受したマナウス税恩典利益は原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢

献と極めて密接な関係にあること（原告の主張カ(ア)について(2)） 

 基本的利益の算定において、比較対象法人としては重要な無形資産を有しない法人を選定

しなければならないところ、ある税制度によって得られる利益が重要な無形資産の貢献によ

って初めて得られるなど、その利益が重要な無形資産の貢献と極めて密接な関係にある場合

に、その税制度の有無を市場の条件として考慮し比較対象法人を選定すると、実質的には重

要な無形資産を有する法人を選定することと等しくなるのであって、その場合には、その税

制度の有無は、基本的利益の算定において市場の条件として考慮されるべきではない。 

 これを本件についてみると、Ｂ社等の製造工程は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資

産の寄与なくしては構築することができなかったものであり、Ｂ社等がマナウス税恩典の認

可要件であるＰＰＢ基準を満たす製造工程を備えるに当たり、原告及びＢ社等の有する重要

な無形資産が寄与したことによれば、仮にＢ社等がマナウス税恩典利益の享受によって得た

利益があるとしても、その利益は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献によって

初めて得られたものであり、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献と極めて密接な

関係にあるから、マナウス税恩典利益の享受の有無は、基本的利益の算定において市場の条

件として考慮されるべきではない。 

ａ Ｂ社等の多額の利益は本件製品によるブラジルの自動二輪車市場の占有によって得ら
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れたものであることを踏まえて基本的利益の算定をしなければならないこと 

 本件製品は、原告の技術情報、ノウハウに裏付けられた品質ときめ細かなサービス、ブ

ラジル人の求めるデザインと価格帯により、頑丈で経済的なブラジルのポピュラーバイク

の地位を確立している。１９９４年（平成６年）以降、ブラジルの自動二輪車市場が急成

長する中で、本件製品が９割にも達する販売シェアを獲得し、競争上優位な地位を築いた

ことにより、Ｂ社等は、事業規模を拡大し、多額の超過利益を得ている。本件製品の販売

台数は、ブラジルにおいて、インフレーションの抑制のため、レアルプランが導入されて

から、急速に増加し、本件各事業年度には４０万台から７０万台を超えるまでに達してい

たのであって、Ｂ社等は、このような事業規模の拡大により、多額の利益を得ている。本

件においては、本件製品が成長を続けるブラジルの自動二輪車市場を占有していることを

背景にＢ社等が事業規模を拡大し超過利益を得ている状況や、本件製品がブラジルの自動

二輪車市場を占有している要因を踏まえて、基本的利益の算定をしなければならない。 

ｂ Ｂ社等の多額の利益は原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献によって得られ

たものであること 

(a) 本件製品がブラジルの自動二輪車市場において圧倒的な販売シェアを獲得し、Ｂ社

等が競争上優位な地位を築くことができたのは、原告の有する技術情報、ノウハウ、商

標やＢ社等の有するノウハウ、ディーラー販売網の貢献があったからである。原告の有

する無形資産が、高品質、高イメージで価格競争力がある本件製品を生み出し、ブラジ

ルにおけるＡブランドを形成、維持又は発展させ、Ｂ社等の有する無形資産が活用され

ることにより、ブラジルの自動二輪車市場の需要拡大期における拡大需要の大半を取り

込むことができたのである。上記ａのとおり、急成長するブラジルの自動二輪車市場に

おいて、本件製品が圧倒的な販売シェアを獲得し、Ｂ社等が競争上優位な地位を築き、

事業規模を拡大し、多額の超過利益を得ている主な要因は、原告及びＢ社等の有する重

要な無形資産の貢献にある。 

(b) この点について敷衍すると、原告の有する市場調査及び分析に係るノウハウの貢献

により、ブラジル人のニーズに合致する製品が生み出された。Ｂ社の主力製品であるＭ

にＯＨＶエンジンが搭載されたのは、ＯＨＣエンジン搭載の自動二輪車はその機構の複

雑さから発展途上国での過酷な乗り方と当時の販売店のサービス力とではその長所を

生かすことができず、市場調査の結果、実用的で耐久性がある自動二輪車とりわけメン

テナンスフリーのエンジンの開発が要請されたためであり、Ｍは、自動二輪車の使用状

況が過酷で相当な強度が必要とされるブラジルの市場特性に適合したものであった。そ

して、Ｍのモデルチェンジ時の企画又は提案に係る原告の貢献によれば、原告の有する

重要な無形資産の貢献がブラジル人のニーズに合致する製品が生み出された要因の一

つとなったということができる。すなわち、Ｉのローカルスタッフは、１９９４年（平

成６年）のモデルチェンジ時に、市場調査やその結果の分析を行い、Ｈからの出向者の

サポートを受けながら次期モデルの方向性を固め、Ｉとして新機種の企画提案書を作成

した。Ｉは、ブラジルマインドを織り込んだ具体的な製品スケッチを作成し、Ｈは、そ

れを元にクレイモデルを製作し、Ｉと共に検討を行った。Ｉは、１９９９年（平成１１

年）のモデルチェンジ時にも、「ＮＥＷ Ｍモデル提案書」を作成した。 

 また、原告の有する技術情報、ノウハウを用いた支援体制は、Ｂ社等の事業規模の著
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しい拡大を支えた。原告は、技術情報、ノウハウを用いてＢ社等を支援していたところ、

この技術支援が、Ｂ社等の新機種導入に係る量産体制の確立、部品の内製化及び現調化

によるコスト削減、生産体質の改革による生産能力の拡大といった効果をもたらすこと

で、ブラジルの自動二輪車市場の急成長に対応するためのＢ社等の生産体制を構築する

とともに、価格競争力を強化し、Ｂ社等の事業規模の著しい拡大を支えた。市場が急成

長する局面においては、これに見合う供給体制がなければ急増する需要に応えることが

できず、他社による販売シェアの浸食を防ぐためには価格競争力を高める必要があると

ころ、原告の有する技術情報、ノウハウを用いた支援体制が要因の一つとなって、ブラ

ジルの自動二輪車市場が急成長する局面においても、Ｂ社等は、急増する需要に応え、

その生産販売数量を著しく増加させることができ、他社による販売シェアの浸食を防ぐ

ことができた（本件製品の生産販売数量は、１９９４年（平成６年）までは、インフレ

ーションによる経済の混乱等の影響もあって大きく伸びていなかったが、本件製品の販

売シェアは、それ以前から、長期にわたり７０％程度を維持していた。）。 

 原告は、コンソルシオ販売の積極的活用がＢ社の販売台数の増加に貢献したと主張す

る（原告の主張カ(ア)ｄ(b)ⅲ）が、コンソルシオ販売は、ブラジルにおける一般的な

販売形態の一つにすぎない上、１９９９年（平成１１年）以降、Ｂ社の販売台数が増加

するに従い、その販売台数中のコンソルシオ販売を利用したものの割合は低下しており、

Ｂ社の販売台数中のＪ社によるコンソルシオ販売を利用したものの割合は３０％にと

どまる。また、原告は、Ｍは、元々、アジア市場（発展途上国）用に開発されたもので

あり、原告が先進国で販売する機種に用いている高度な先端技術を必要としないと主張

する（原告の主張カ(ア)ｄ(b)ⅲ）が、ある製品が市場で受け入れられるか否かは、市

場のニーズや嗜好を的確に汲み取り、それを十分に満たすことができるか否かにかかっ

ており、販売戦略を構築するに当たっては、技術の最新性だけが問題になるものではな

い。上記のとおり、原告は、ブラジルの自動二輪車市場のニーズを汲み取り、ＭにＯＨ

Ｖエンジンを搭載することを選択したものであり、それがＢ社の販売台数の増加に貢献

したのであるから、仮にＭに使用された原告の技術が高度な先端技術でなかったとして

も、そのことをもって、原告の有する重要な無形資産の貢献を否定することはできない

ものというべきである。 

(c) 原告からＢ社に出向した乙元工場長らは、その経歴からして原告の有する様々なノ

ウハウを知悉しているものであるところ、それらの者の活動を通じてＢ社等の事業規模

が拡大したことも、原告の有する無形資産が「重要な無形資産」としてＢ社等の超過利

益の発生に貢献したことを裏付ける。 

 親会社が、海外子会社に社員を出向させ、その社員を通じて海外子会社に親会社が形

成、維持又は発展させた無形資産を供与し、その供与された無形資産が、基本的活動の

みを行う法人との比較において、国外関連取引に係る所得の源泉となっている場合、そ

の無形資産による貢献は親会社にあるものと解される（参考事例集の事例１５）ところ、

出向社員を通じて親会社から海外子会社に供与される無形資産には、当該出向社員の親

会社における各種経験に基づくノウハウも含まれる。 

 乙元工場長らは、Ｂ社等において、工場の操業停止や従業員の大幅な削減といったリ

ストラ策、ブラジル人従業員の技術向上や意識改革、コスト管理の改善といった各種の
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工場改革を発案、実行したほか、人動率の向上や製造工程の見直しにより製造効率の改

善を図り、メンテナンスや生産過程の無駄の排除をも行った。これらの活動は、いずれ

もＢ社等の業務ないし収益の改善に寄与したものである（これらの活動により、Ｂ社等

において、コスト削減を実現するための内製化及び現調化の推進に関するブラジル固有

のノウハウが形成、維持又は発展され、生産効率の向上や現調化を更に推し進めること

が可能となり、コストの削減につながり、小売価格を下げることができた結果、大幅に

販売シェアを拡大することができた。）ところ、乙元工場長らが原告の従業員として原

告の業務に従事した経験に基づいて行われ、あるいは、原告から駐在員の派遣を受ける

などして行われたものであるから、原告の支援や協力を受けて実施されたということが

でき、Ｂ社の工場長等としてＢ社等に貢献しただけではなく、原告によるＢ社等に対す

る貢献としても評価されるべきである。すなわち、乙元工場長らが原告の従業員として

原告の業務に従事した経験を通じて形成された「モノづくり」に関するノウハウが、乙

元工場長らがＢ社に出向しＢ社の業務に従事することによりＢ社等にもたらされ、１９

９４年（平成６年）以降のＢ社等の事業規模の拡大に貢献したのであって、原告の主張

に係るＢ社等の事業規模の拡大の要因となったＢ社等における各種の工場改革は、乙元

工場長らがその経験に基づいて発案し原告の支援や協力を受けながら実行したことに

より現実のものとなったということができる。そして、乙元工場長らによってＢ社等に

もたらされた上記ノウハウ（部品及び製造設備の供給メーカー網を含む量産体制の確立

及び生産体質の改革に関するノウハウ）は、乙元工場長らが原告の従業員として原告の

業務に従事した経験を通じて形成されたものであるから、原告により形成、維持又は発

展されたものとして原告の有する無形資産になるというべきであり、原告からＢ社に出

向した乙元工場長らがその経験に基づいて行った各種の工場改革ほかの活動を通じて

Ｂ社等の事業規模が拡大したことは、原告の有する無形資産が重要な無形資産としてＢ

社等の超過利益の発生に貢献したということができる。 

(d) 原告は、１９９４年（平成６年）以降のＢ社等の事業規模の拡大は、乙元工場長ほ

かのＢ社の従業員がその再建を目的として工場の製造現場で生産効率の向上等のため

の地道で日常的な努力を積み重ねたことによるものであるとし、原告からの技術支援に

よりもたらされる生産効率等の向上の効果は限定的である旨を主張する（原告の主張カ

(ア)ｄ(b)ⅳ）。 

 しかし、原告の上記主張は、原告の技術支援や、原告の有する重要な無形資産が、Ｂ

社等の事業規模の拡大に貢献したことを過小評価するものであり、失当である。Ｂ社等

の要請に応じ、原告のⓋ、Ⓨ及び原告の取引先である設備メーカーの技術者がＢ社等に

派遣されたところ、これらの技術者の出張期間は、短いものは１、２週間程度であるが、

１か月を超えるものが多く、長いものは１００日を超えている。この原告からＢ社等に

対する技術者の派遣による支援は、原告の組織的な関与の下で、計画的に行われた。原

告が、Ｂ社等に対する技術者の派遣による支援を、Ｂ社等がその時々で必要とする技術

的課題を踏まえた上で、組織として計画し、実行していたことによれば、それによりも

たらされた技術情報や各種のノウハウは、Ｂ社等が生産効率の向上やコストの削減を図

り、その事業規模を拡大する上で、必要なノウハウの形成に貢献したというべきである。 

(e) 原告は、１９９３年（平成５年）以前は、本件製品の販売は低迷し、Ｂ社等の事業
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規模は拡大しなかったのであり、Ｂ社等の事業規模の拡大は、原告及びＢ社等の有する

重要な無形資産の貢献によるものではないと主張する（原告の主張カ(ア)ｄ(b)ⅲ）。 

 しかし、１９９３年（平成５年）以前に、Ｂ社等の事業規模が拡大しなかったのは、

レアルプラン導入前の同年までは、ハイパーインフレーションによるブラジル経済の混

乱の影響があり、異常ともいえる経済状況の下、景気が後退する局面にあったためであ

って、Ｂ社において、その影響を受け、販売台数が伸び悩み、あるいは減少したとして

も、それは、いわば当然ともいえる事態である。このような時期に、Ｂ社等の事業規模

が拡大しなかったからといって、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産がＢ社等の事

業規模の拡大に貢献したことを否定する根拠となるものではない。 

(f) 原告は、事業規模を表す指標である売上高、人件費等の総費用は、基本的利益との

関係が強固であるところ、被告が主張するように、原告及びＢ社等の有する重要な無形

資産の貢献により、Ｂ社等の事業規模が拡大し、その結果、マナウス税恩典利益が増加

したものとして、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産とマナウス税恩典利益との関

連性を認めることができるとするならば、重要な無形資産の貢献により、事業規模が拡

大し、その結果、事業規模と強固な関係が認められる基本的利益が増加することになる

ので、重要な無形資産と、重要な無形資産の貢献によらない利益とされている基本的利

益との関連性が認められるという結論となり、論理矛盾が生ずると主張する（原告の主

張カ(ア)ｄ(b)ⅵ）。 

 しかし、基本的利益の額は、国外関連取引の事業と同種の事業を営み、市場、事業規

模等が類似する比較対象法人（重要な無形資産を有するものを除く。）の事業用資産又

は売上高に対する営業利益の割合等で示される利益指標に基づいて計算するものであ

るところ、基本的利益が重要な無形資産の貢献によらない利益であるということができ

るのは、基本的利益が重要な無形資産を有しない事業規模等が類似する比較対象法人の

営業利益の割合等で示される利益指標に基づいて計算されるものであるからであって、

重要な無形資産の貢献により、事業規模が拡大し（売上高、人件費等の総費用が増加し）、

その結果、基本的利益が増加するという関係があったとしても、重要な無形資産を有し

ない事業規模等が類似する比較対象法人の営業利益の割合等で示される利益指標に基

づいて計算する限りは、基本的利益が重要な無形資産の貢献によらない利益であること

に変わりはないから、重要な無形資産と基本的利益との間に関連性があるということに

はならないし、原告が主張するような論理矛盾が生ずるものでもない。 

(g) 原告は、処分行政庁は、原告からＢ社に出向した者の活動は、それらの者の人数が

限られており、日々の生産管理に追われていることなどからすると、Ｂ社等の基本的利

益の獲得に貢献したにとどまると判断し、原告からＢ社に出向した者に係る人件費を日

本側分割要因及びブラジル側分割要因の双方から除外していると主張する（原告の主張

カ(ア)ｄ(b)ⅴ）。 

 しかし、処分行政庁は、本件の税務調査において、本件各事業年度にＢ社に出張した

者が、その出張時におけるＢ社等の状況について、現地駐在員の人数が限られており、

生産量の増加に伴い日々の生産管理に追われている旨を述べたことを踏まえて、本件各

事業年度における現地駐在員の人件費を日本側とブラジル側の双方の分割要因に含め

ないこととしたものである。処分行政庁は、本件各事業年度における現地駐在員の人件
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費について、日本側とブラジル側のいずれの分割要因とも認めることができないという

判断を示したにすぎないのであって、それ以前の事業年度における現地駐在員の活動が

Ｂ社等の超過利益の発生に貢献したものではないと判断したものではなく、乙元工場長

らの工場改革等の活動がＢ社等の超過利益の発生に貢献したものではないと判断した

ものではない。また、更にいうと、仮に、本件各事業年度における現地駐在員の活動が、

基本的機能を果たしたのみのものであり、Ｂ社等の基本的利益の獲得に対する貢献にと

どまるとしても、それ以前の事業年度における乙元工場長らの工場改革等の現地駐在員

の活動によって、原告の有する重要な無形資産がＢ社等に供与され、Ｂ社等において重

要な無形資産が形成、維持又は発展され、これらが本件においてＢ社等の超過利益の発

生に貢献したという関係が看て取れる。処分行政庁が、本件各事業年度における現地駐

在員の活動がブラジル側基本的利益の獲得に対する貢献にとどまると判断したからと

いって、被告が、それ以前の事業年度における現地駐在員の活動が本件におけるＢ社等

の超過利益の発生に貢献したとすることに、何らの矛盾や抵触はない。原告の上記主張

は失当なものである。 

ｃ マナウス税恩典利益は原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の寄与と一体的な関係

にあること 

 マナウス税恩典利益は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献によって初めて

得られたものである。ＰＰＢ基準に定められた項目は、いずれも自動二輪車の製造に欠か

すことができない工程であり、Ｂ社等も、これらの工程を有している。原告は、Ｂ社等に

対し、自動二輪車の製造設備を販売し、また、Ｂ社等との間で、現調化、新機種製造管理

計画及び金型現調化の支援のため、原告及び設備メーカーの技術者を派遣し、技術指導の

役務提供を行うとともに、自動二輪車の製造に関する技術情報を提供し、部品及び製造設

備の供給メーカー網を含む量産体制の確立及び生産体質の改革に関するノウハウを提供

している。Ｂ社等の有する量産体制の確立と生産体質の改革に関する製造設備及び製造工

程の設計改良ノウハウ並びにコスト削減を実現するための内製化及び現調化の推進に関

するブラジル固有のノウハウは、本件製品の製造工程に作用して量産体制の確立に寄与し

ている。Ｂ社等の製造工程は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の寄与なくしては

成り立たないのであり、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産は、ＰＰＢ基準を満たし、

ＳＵＦＲＡＭＡ及びアマゾナス州政府の認可を取得する上で不可欠な要素となっている。

マナウス税恩典利益を享受するためには、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産が不可

欠であり、それらの無形資産なくしてはマナウス税恩典利益を享受することはできないこ

とからすれば、マナウス税恩典利益は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献と

極めて密接な関係にあるということができる。Ｂ社等がマナウス税恩典利益を享受するた

めには、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産が不可欠であり、マナウス税恩典利益は、

それらの無形資産なくしては享受することができない。 

 Ｂ社等において、より多くのマナウス税恩典利益を享受するためには、原告及びＢ社等

の有する重要な無形資産の貢献が不可欠である。輸入税及びＩＣＭＳに係る減免額は、Ｂ

社等が購入した部品等の金額又は販売した製品の売上高を基礎として計算されるから、そ

の額は、Ｂ社等の製造原価及び売上高の増大に伴って、すなわち、Ｂ社等の事業規模の拡

大に伴って大きくなる。そして、Ｂ社等の事業規模の拡大は、本件製品がブラジルの自動
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二輪車市場において圧倒的な販売シェアを有していることを背景とする生産数量の増大

によってもたらされたものであり、その要因として、原告及びＢ社等の有する重要な無形

資産の寄与がある。Ｂ社等がより多くのマナウス税恩典利益を享受するためには、原告及

びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献が不可欠であり、マナウス税恩典利益は、原告及

びＢ社等の有する重要な無形資産の寄与と一体的な関係にあるということができる。マナ

ウス税恩典利益を享受し、マナウスフリーゾーンで事業活動を行うことによるマイナスの

効果を補ってなお余りある営業利益を上げるためには、相当程度の事業規模を要するとこ

ろ、Ｂ社等が事業規模を拡大することができたのは、原告及びＢ社等の有する重要な無形

資産の貢献によるところが大きいのであり、マナウス税恩典利益は、原告及びＢ社等の有

する重要な無形資産の寄与と一体的な関係にある。 

ｄ 超過利益はマナウス税恩典利益を享受しているだけで得られるものではないこと 

 超過利益は、マナウス税恩典利益を享受しているだけで得られるものではなく、Ｂ社等

の多額の利益は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献によって得られたもので

ある。基本的利益の算定に用いる比較対象法人には、重要な無形資産を有しない法人を選

定するので、仮に重要な無形資産を有しない法人がマナウス税恩典利益を享受しているだ

けでＢ社等と同様の多額の利益を得られるものであれば、マナウス税恩典利益の享受の有

無を基本的利益の算定において考慮しなければならない。しかし、重要な無形資産を有し

ない法人がマナウス税恩典利益を享受したとしても、Ｂ社等と同様の多額の利益を得られ

るものではない（例えば、Ⓛ等の多くの中国企業がブラジルの自動二輪車市場に参入し、

マナウス税恩典利益を享受しているが、その販売は低迷している。ⓁのブランドであるⓆ

の販売シェアは、２００８年（平成２０年）には４．２％、２００９年（平成２１年）に

は１．７％、２０１０年（平成２２年）には０．６％にとどまっている。ブラジルの自動

二輪車市場においては、低価格であるだけでは競争力はなく、品質やブランドが重視され、

重要な無形資産を有しない法人が低価格販売を内容とする事業戦略だけで成功すること

はできない。）から、Ｂ社等の多額の利益は、重要な無形資産の貢献によって得られたも

のであると考えるほかなく、マナウス税恩典利益の享受の有無は、基本的利益の算定にお

いて考慮しなければならないものではない。企業の利益の趨勢は各企業の事業展開いかん

によるというほかないのであって、マナウスフリーゾーンで事業活動を行うことによるマ

イナスの効果を補ってなお余りある営業利益を上げるためには、単に基本的な機能を果た

すだけでは足りず、重要な無形資産を有しない法人は、マナウス税恩典利益を享受したと

しても、Ｂ社等と同様の多額の利益を得られるものではない。換言すれば、単に基本的な

機能を果たしているだけの法人は、マイナスの効果を補う程度でしかマナウス税恩典利益

を享受することができず、マナウス税恩典利益を十分に享受するためには、マイナスの効

果を補ってなお余りある営業利益を上げることができなければならない。そして、このよ

うな場合には、その法人の有する重要な無形資産が貢献していることが推測されるのであ

る。 

ｅ Ｂ社等の多額の利益の中に、マナウス税恩典利益が含まれているとしても、それは、原

告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献によって初めて得られたものであり、原告及

びＢ社等の有する重要な無形資産の寄与と一体的な関係にあるから、残余利益として認識

し、原告及びＢ社等がそれぞれ有する重要な無形資産の寄与の程度に応じて分割するのが
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合理的である。マナウス税恩典利益は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献と

極めて密接な関係にあるのであって、重要な無形資産を有しない法人であることを前提と

する比較対象法人の選定においてマナウス税恩典利益の享受の有無を考慮することは許

されない。 

ｆ 被告は、ＰＰＢ基準を満たすためには重要な無形資産による貢献が不可欠であると主張

するものではない。重要な無形資産を有しない法人であっても、ＰＰＢ基準を満たす場合

があるが、ＰＰＢ基準を満たし、マナウス税恩典利益を享受するだけで、当然に高い営業

利益率が得られるというものではない。本件においては、Ｂ社等がマナウス税恩典利益の

享受の要件であるＰＰＢ基準を満たすための製造工程を備えるに当たり、原告及びＢ社等

の有する重要な無形資産が寄与していることからすると、重要な無形資産なくしては、Ｂ

社等は、その製造工程を構築し稼働させることができなかったのであって、Ｂ社等がマナ

ウス税恩典利益を享受することにより生じた利益があるとしても、それは、原告及びＢ社

等の有する重要な無形資産の貢献がなければ得られなかったものである。 

(ウ) マナウス税恩典利益の享受の有無以外のＢ社等の比較対象法人の除外基準の設定及び

選定に瑕疵はないこと（原告の主張カ(イ)について） 

ａ 重要な無形資産を有する法人の除外について 

 原告は、処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために設けた基準には、重要な

無形資産を有する法人を除外する基準が設けられておらず、ブラジル側比較対象企業の一

部は、重要な無形資産を有していると主張する（原告の主張カ(イ)ａ）。 

 確かに、Ｂ社等の比較対象法人の選定に当たり、重要な無形資産を有する法人を除外す

る基準は設けられてはいない。しかし、Ｂ社等の基本的利益の算定の基礎となるＢ社等の

比較対象法人として抽出された法人のうち、その財務情報により、研究開発費の額を確認

することができたのは、ｈ及びⓇ・S．Aのみであったところ、前者については、その研究

開発費が売上高に占める割合が０．９３％ないし１．５６％であり、原告の比較対象法人

の除外基準のⅱの条件（売上高に対する研究開発費の割合が３％を超える企業であるこ

と）に照らしても低いことから、重要な無形資産を有する法人ではないと認められ、後者

については、その事業概要から航空機関連の事業を行うものであり、Ｂ社等の比較対象法

人の除外基準のⅰの条件（二輪車又は四輪車に関連しない事業が５０％以上の企業である

こと）に該当することから、除外されたのであって、重要な無形資産を有するか否かを含

めて財務情報等を確認し、改めて個々に検討が行われているから、形式的に重要な無形資

産を有する法人を除外する基準が設けられていなかったことをもってＢ社等の比較対象

法人の選定を不合理とすることはできない。 

 また、基本的利益の算定において考慮される「重要な」無形資産は、基本的活動のみを

行う企業との比較において基本的活動のみからでは生じない利益の源泉となっている無

形資産であり、単に特許権や商標権を有することのみから、「重要な」無形資産を有する

ということはできないのであって、仮にｂ、ｈ、ｅ及びｆが特許権や技術、ノウハウ、商

標及びブランドといった無形資産を有しているものとしても、そのことのみから、「重要

な」無形資産を有する法人であるということはできない。さらに、ｂについては、その財

務情報によっても、研究開発費が計上されていないし、その総費用営業利益率は、平均８％

程度にすぎず、格別高収益ではないから、ｂが保有する無形資産が「重要な」無形資産で
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あるということはできない。なお、技術革新を要因として形成される特許権、営業秘密等

は、通常多額の研究開発費の投下がなければ得られないと考えられるので、比較対象法人

の選定において、無形資産の有無だけではなく、研究開発費の水準にもより、重要な無形

資産を有するか否かの検討を行うことには、合理性がある。 

ｂ 人件費水準や販売市場が異なる法人の除外について 

(a) 人件費水準が異なる法人の除外について 

 原告は、処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために設けた基準には、人件

費水準が異なる市場で事業活動を行う法人を除外する基準が設けられておらず、ブラジ

ル側比較対象企業は、Ｂ社等と人件費水準が異なるものであると主張する（原告の主張

カ(イ)ｂ(a)）。 

 しかし、マナウスフリーゾーンとブラジル南部の工業地帯との間に人件費水準の大き

な差異は存在しないし、仮に人件費水準の大きな差異が存在するものとしても、重要な

無形資産を有しない法人が低い人件費で労働者を雇用した場合に、人件費水準の差異に

相当する部分をそのまま利益として享受することができるか否かは客観的に明らかで

ない（その便益が需要側に還元されることも考えられるし、安価な労働力である故に生

産性が低下して逆にコスト高になることも考えられる。）から、人件費水準の差異は、

基本的利益の算定において比較対象法人から除外しなければならないほどに重要な影

響を及ぼすものではないとしても、特段不合理ではない。基本的利益の算定において比

較対象法人に求められる比較可能性は、通常の貢献に対して独立企業であれば合理的に

期待したであろう利益分割に可能な限り近似させるため、平均的な市場利益の水準を推

測することができるものであれば足りるところ、このような観点からすると、Ｂ社等と

ブラジル側比較対象企業との間の人件費水準の差異が、ブラジル側比較対象企業に係る

取引の価格や利益に重要な影響を及ぼすことが客観的に明らかであるということはで

きないのであるから、ブラジル側比較対象企業は、Ｂ社等との比較可能性を有するとい

うべきである。 

(b) 販売市場が異なる法人の除外について 

 原告は、処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために設けた基準には、市場

が異なる法人を除外する基準が設けられておらず、ブラジル側比較対象企業の一部は、

Ｂ社等と市場が異なるものであると主張する（原告の主張カ(イ)ｂ(b)）。 

 しかし、輸出割合等が大きい法人を除外する基準を設けるのは、例えば、物価水準の

違いにより製品の販売価格に内外格差が生じている場合、国内売上げと国外売上げとの

間に営業利益の水準の差異が存在する可能性があるから、できる限りこのような影響を

受けていない企業に絞って選定対象とすることも効率性の観点からは合理的であると

考えられるためであり、比較対象法人の選定において、考えることができる除外基準の

全てを最初から設けなければならないわけではないし、比較対象法人に係る国外売上げ

又は国外事業の割合が高いというだけで、営業利益率に重要な影響を及ぼすことが客観

的に明らかであるとまでいうことはできない。実際にブラジル側比較対象企業を確認し

てみても、ブラジルと経済状況が大きく異なる国での売上げが相当割合に上るなど当該

法人の輸出割合等の水準がブラジル側比較対象企業の総費用営業利益率に重要な影響

を及ぼすことが客観的に明らかであるということはできない（ｂについては、コロンビ
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アを含む中南米での売上げが多いとしても、サンパウロ州と米国との物価水準の差異に

比して、ブラジルと中南米諸国との物価水準の差異は大きく異なるものではない。また、

ｉの総売上げに占める輸出割合は５０％ないし６０％程度を占めるが、そのうち米国向

けの輸出の割合は６０％程度であるから、ｉの米国向けの輸出割合は３０％程度であ

る。）。基本的利益の算定において比較対象法人に求められる比較可能性は、通常の貢献

に対して独立企業であれば合理的に期待したであろう利益分割に可能な限り近似させ

るため、平均的な市場利益の水準を推測することができるものであれば足りるところ、

このような観点からすると、Ｂ社等とブラジル側比較対象企業との間の販売市場の差異

が、ブラジル側比較対象企業に係る取引の価格や利益に重要な影響を及ぼすことが客観

的に明らかであるということはできないのであるから、ブラジル側比較対象企業は、Ｂ

社等との比較可能性を有するというべきである。 

ｃ 取引段階や機能及びリスクが異なる法人の除外について 

 原告は、処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために設けた基準には、取引段

階が異なる法人や機能及びリスクが異なる法人を除外する基準が設けられておらず、ブラ

ジル側比較対象企業は、Ｂ社等と取引段階や機能及びリスクが異なるものであると主張す

る（原告の主張カ(イ)ｃ）。 

 しかし、取引段階とは、小売り又は卸売り、一次問屋又は二次問屋等の別をいうもので

ある（措置法通達６６の４(2)－３）ところ、原告は、完成品製造と部品製造との間の取

引段階、機能及びリスクの差異をいうが、完成品製造も、部品製造も、いずれも製造を行

うものであることに変わりはないから、Ｂ社等の比較対象法人として、二輪車及び四輪車、

その部品の製造及び販売を行っている法人を抽出したことには、合理性がある。基本三法

は、価格又は粗利益の水準に着目して独立企業間価格を算定する方法であるため、その適

用においては、取引段階が重視される（例えば、小売と卸売の場合、小売価格は、卸売価

格に小売業者のマージンが付加されたものであるから、これらの価格又は売上総利益率を

単純に比較することはできない。）が、残余利益分割法のように営業利益の水準（営業利

益率）を指標とする算定方法の場合、基本三法に比べて差異に対して寛大であるという特

徴があるから、このことを考慮して比較可能性の有無を検討しなければならない。そして、

我が国の完成自動車メーカーと部品メーカー（１次サプライヤー）との間に、営業利益率

に大きな差異はなく（平成２０年４月から平成２１年９月までの四半期ごとの完成自動車

メーカーと部品メーカーの平均売上高総利益率の推移をみると、１０％の階差があるが、

平成１７年４月から平成２２年１２月までの四半期ごとの平均売上高営業利益率の推移

をみると、１．９％の階差があるにすぎないのであり、取引段階に差異があっても、営業

利益率は影響を受けにくいことがわかる。）、Ｂ社等とブラジル側比較対象企業との間の取

引段階の差異が、ブラジル側比較対象企業に係る取引の価格や利益に重要な影響を及ぼす

ことが客観的に明らかであるということはできないのであるから、ブラジル側比較対象企

業は、Ｂ社等との比較可能性を有するというべきである。 

ｄ 事業規模が異なる法人の除外について 

 原告は、処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために設けた基準は、事業規模

が異なる法人を除外する基準が不合理に緩やかであり、ブラジル側比較対象企業は、Ｂ社

等と事業規模が異なるものであると主張する（原告の主張カ(イ)ｄ）。 
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 しかし、一国の市場をほぼ占有しているＢ社等と同じ事業規模の法人を選定対象とすれ

ば、重要な無形資産を有する法人を選定することになりかねないのであり、本件において

は、比較対象法人の事業規模についてＢ社等と同程度であることを求めることが必ずしも

比較可能性を確保することにはならない点を踏まえる必要がある。処分行政庁がした事業

規模が異なる法人を除外する基準の設定も、入手可能な公開情報が限られ、選定可能な企

業数も限られている状況の下では、比較対象法人を選定する手法として一定の合理性があ

り、原告が指摘する４社の売上規模の差が、基本的利益の算定に重要な影響を及ぼすとい

うこともできない。基本三法の適用上は、取引の規模ないし数量に応じてボリュームディ

スカウント（数量値引き）が行われ、取引価格又は粗利益の水準に影響を及ぼす可能性が

あるから、事業規模の差異については慎重な検討が必要となるが、営業利益の水準（営業

利益率）を指標とする算定方法の適用上は、事業規模の差異が直ちに営業利益率に大きな

影響を与えるか否かは客観的に明らかでなく、このことを踏まえると、Ｂ社等とブラジル

側比較対象企業との間の事業規模の差異が、ブラジル側比較対象企業に係る取引の価格や

利益に重要な影響を及ぼすことが客観的に明らかであるということはできないのである

から、ブラジル側比較対象企業は、Ｂ社等との比較可能性を有するというべきである。 

ｅ 事業の種類や取扱製品が異なる法人の除外について 

 原告は、処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために設けた基準は、事業の種

類や取扱製品が異なる法人を除外する基準が不合理に緩やかであり、ブラジル側比較対象

企業の一部は、Ｂ社等と事業の種類や取扱製品が異なるものであると主張する（原告の主

張カ(イ)ｅ）。 

 しかし、処分行政庁は、Ｂ社等の比較対象法人の選定に当たり、業種コードで把握した

法人について、公開情報を基に二輪車及び四輪車、その部品の製造及び販売を行っている

法人を抽出しているのであり、合理性がある。Ｂ社等とブラジル側比較対象企業との間の

事業の種類や取扱製品の差異が、ブラジル側比較対象企業に係る取引の価格や利益に重要

な影響を及ぼすことが客観的に明らかであるということはできないのであるから、ブラジ

ル側比較対象企業は、Ｂ社等との比較可能性を有するというべきである。 

ｆ 通常の事業状況にない法人の除外について 

 原告は、処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために設けた基準は、通常の事

業状況にない法人を除外する基準が不合理に緩やかであり、ブラジル側比較対象企業の一

部は、通常の事業状況にないものであると主張する（原告の主張カ(イ)ｆ）。 

 しかし、製造業の場合、投下した設備コストを回収することができない期間は赤字にな

ることがあるし、一時的に債務超過になることもある。ｉ及びｆは、いずれも、一時的に

債務超過等に陥ったものの、回復しており、継続損失及び債務超過の影響も受けていなか

った。ｉ及びｆは、いずれも、上場を継続しており、客観的な財務情報を入手することが

できたことから、事業の継続性には問題がなかった。 

ｇ 関連会社との取引割合の大きい法人の除外について 

 原告は、処分行政庁がＢ社等の比較対象法人を選定するために設けた基準は、通常の事

業状況にない法人を除外する基準が不合理に緩やかであり、ブラジル側比較対象企業の一

部は、関連会社との取引の割合が大きいものであると主張する（原告の主張カ(イ)ｇ）。 

 しかし、比較対象法人の選定に当たっては、当該国における公開情報の量及び質を踏ま
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えて、利益指標に重要な影響を及ぼし得る程度の関連者間取引を排除すれば足りるところ、

処分行政庁は、いわゆる実質的支配関係に関する措置法施行令３９条の１２第１項３号の

規定を斟酌し、事業活動の半分以上を特定の一社との取引に依存している法人の利益水準

は平均的な利益水準から大きく乖離する可能性が高いとして、関連者との取引の割合が５

０％以上の企業を除外する基準を設けたものであり、このような基準であっても、利益指

標に重要な影響を及ぼし得る程度の関連者間取引を排除することができるのであるから、

ブラジル企業について入手可能な公開情報が限られている状況の下では、一定の合理性が

ある。 

(エ) ブラジル側比較対象企業とＢ社等との間の差異調整を行わなかったことに違法はない

こと（原告の主張カ(ア)ｅ及び(イ)ｈについて） 

ⅰ 原告は、処分行政庁が、マナウス税恩典利益の享受の有無について、並びに、ブラジル

側比較対象企業とＢ社等との間の人件費水準や販売市場の差異、取引段階や機能及びリス

クの差異等について、差異調整を行わなかったことの違法を主張する。 

ⅱ しかし、基本三法及び取引単位営業利益法の適用上、比較対象取引の候補として選定さ

れた非関連者間取引と国外関連者間取引との間の差異により価格又は利益率に差が生じ

ていても、その差異を調整することができる場合には、独立企業間価格を算定する上で比

較対象取引とすることができるところ、差異調整は、比較対象取引の候補として選定され

た非関連者間取引について比較対象取引としての合理性を確保するために行われるもの

であるから、調整の対象となる差異は、当該比較対象法人に係る取引の価格や利益に重要

な影響を与えることが客観的に明らかであり、調整をしない限り比較対象取引としての合

理性を確保することができないほど重大なものでなければならず、対価の額の差を生じさ

せる全ての差異を意味するものではない（上記のような差異でなければ、差異調整をしな

くても、当該比較対象法人は比較可能性を有する。）。そして、基本的利益の算定において

は、独立企業が受入れ可能と考えられる平均的な市場利益の水準を推測するに足りる程度

に比較可能性が満たされればよいのであって、原告が主張するような厳密な差異調整が必

要となるものではない。 

ⅲ これを本件についてみると、マナウス税恩典利益が比較対象法人に係る取引の価格や利

益に重要な影響を与えることが客観的に明らかであるということはできない。Ｂ社等は、

マナウスフリーゾーンで事業活動を行っている一方で、ブラジル側比較対象企業は、ブラ

ジル南部の工業地帯で事業活動を行っているのであり、両地域で、企業が事業活動を行う

経済状況が全く同じではないから、マナウス税恩典利益の享受の有無を含め市場の状況に

係る差異が存在することが想定されるが、上記(ア)ｂ(a)のとおり、重要な無形資産を有

しない法人においては、当該法人が最終的に享受するマナウス税恩典利益は相当に少額と

なり、その効果は限定的なものにとどまること、上記(イ)ｅのとおり、マナウス税恩典利

益は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献によって初めて得られたものであり、

原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の貢献と極めて密接な関係にあるのであって、Ｂ

社等がマナウス税恩典利益の享受により多額の利益を得ているのは、Ｂ社等に特有の事情

によるものであることからすると、上記差異が基本的利益の算定において確保されるべき

比較可能性を欠くということができるほど重要な影響を及ぼすことが客観的に明らかで

あるということはできず、ブラジル側比較対象企業について差異調整をしなければならな
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いものではない。処分行政庁がしたＢ社等の比較対象法人の選定は、合理的なものであり、

基本的利益の算定において、基本三法や取引単位営業利益法に当てはまる比較可能性基準

と同等の比較可能性基準を満たさなければならないものではない。処分行政庁がマナウス

税恩典利益の享受の有無等について差異調整を行わなかったことは違法でない。 

(オ) 基本的利益の算定における利益指標として総費用営業利益率を用いたことに違法はな

いこと（原告の主張カ(ウ)について） 

ⅰ 原告は、処分行政庁が基本的利益の算定における利益指標として総費用営業利益率を用

いたことについて、本件国外関連取引の対価が含まれているＢ社の総費用にブラジル側比

較対象企業の総費用営業利益率の中位値を乗じてブラジル側基本的利益の算定をするこ

とが独立企業原則に沿った合理的なものであるということができるか否かが問題になる

と主張する。 

ⅱ しかし、処分行政庁は、基本的利益の算定における利益指標の選定に当たり、① 自動

二輪車の製造機能に係る利益に対する貢献度を測る上で、その果たす機能は売上高よりも

投下された費用と対応的な関係にあると考えられること、② 資産だけに着目した利益指

標ではなく、労働コスト等も考慮に入れた総費用を分母とすることが合理的であることか

ら、総費用営業利益率を選定したものであって、その判断に不合理な点はないというべき

である。また、本件においては、原告がＢ社等から無形資産の使用に係るロイヤルティを

収受しておらず、ブラジル自動二輪車事業における所得の配分がＢ社等に大きく偏ってい

ることが移転価格税制上の最大の問題であり、Ｂ社の総費用には、原告に対するロイヤル

ティの支払額が含まれていないか、仮に含まれていたとしても、その額は微々たるもので

あると考えられるから、Ｂ社の総費用を基礎とする営業利益率を利益指標として選定して

も、基本的利益の算定に重要な影響は及ぼさない。そのため、処分行政庁は、Ｂ社の総費

用に計上された原告との取引の対価の額については、基本的に移転価格税制上の問題点は

ないものとして、検証の対象とせず、原告との取引の対価の額を含むＢ社の総費用の額を

基礎として、基本的利益の算定を行ったのであり、この基本的利益の算定については、原

告が主張するような問題はないというべきである。 

イ 残余利益の分割の適否（争点２－４）について 

(ア) マナウス税恩典利益を残余利益として分割することは許されるし、日伯租税条約の趣旨

にも反しないこと（原告の主張キ(ア)について(1)） 

ａ 原告は、残余利益の分割が合理的であるためには、その対象となる残余利益が専ら重要

な無形資産のみに基因するものでなければならないにもかかわらず、本件残余利益には、

マナウス税恩典利益が混入していると主張する。 

 しかし、マナウス税恩典は、経済的社会的要因の一つである税制度であり、税自体は、

いずれの企業においても発生する製造及び販売のコストの一つであるところ、コスト削減

による利益は、原告とＢ社等のいずれもが享受すべき利益の一つとして両者の営業利益を

構成するものである。利益は、マナウス税恩典自体から生ずるものではなく、営業活動の

結果生ずるものであり、マナウス税恩典利益が営業利益とは別の利益を構成するものでは

ないのであるから、マナウス税恩典利益が分割対象利益に含まれることには何らの問題も

ない。そして、仮にマナウス税恩典利益が生じているとしても、それを具体的に算定する

ことはできないし、マナウス税恩典利益の享受のために原告の有する重要な無形資産も貢
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献していることは明らかであるから、マナウス税恩典利益は、Ｂ社等のみに帰属するので

はなく、残余利益として原告とＢ社等に合理的に配分されるべきである。 

 この点について敷衍すると、残余利益分割法は、重要な無形資産の貢献により通常の非

関連者間取引よりも多額の営業利益を獲得している場合に、その営業利益を重要な無形資

産の価値に応じて合理的に配分することにより、適切な独立企業間価格の算定を可能とす

る方法であって、残余利益は、分割対象利益から基本的利益を控除した残額にすぎず、厳

密な意味で重要な無形資産の貢献により得られた利益のみに限定されるものではない。仮

にマナウス税恩典利益が多額であったとしても、その額がマナウス税恩典認可企業の製造

原価及び売上高の増大に伴って、すなわち、事業規模の拡大に伴って大きくなるものであ

ることを踏まえると、Ｂ社等がマナウス税恩典を享受しマナウスフリーゾーンで事業活動

を行うことによるマイナス要因を補ってなお余りある多額の利益を享受した主な要因は、

原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の寄与により事業規模が拡大したことにあると

いうべきである。そして、重要な無形資産を有しない法人がマナウス税恩典利益を享受し

たとしても、その効果は限定的なものにとどまるから、基本的利益の算定においてマナウ

ス税恩典利益の享受の有無を特段考慮する必要はないことによれば、マナウス税恩典利益

の大半は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産の寄与と密接に関連するものとして、

残余利益に含まれるべきものであって、マナウス税恩典利益を残余利益として分割するこ

とが許される。 

ｂ 原告は、マナウスフリーゾーンという特定の市場と密接不可分のマナウス税恩典利益を、

その市場から切り離して残余利益に含め、その分割を通じて原告に帰属させ、我が国の課

税権に服せしめることは、日伯租税条約の趣旨にも反すると主張する（原告の主張キ(ア)

ａ(b)）。 

 しかし、輸入税及びＩＣＭＳは、関税又は付加価値税であり、外国税額控除の対象とな

る法人所得税ではない。外国税額控除は、所得課税に係る国際的二重課税を排除すること

を目的として、外国において課された税額を自国税額から控除する制度であり、外国税額

の対象となるのは、外国の法令に基づき法人の所得を課税標準として課される税のみであ

る。みなし外国税額控除は、そのことを前提としつつ、所得源泉地国において特別措置に

より税の軽減又は免除がされた税額について、その軽減又は免除がなかったものとみなし、

外国税額控除を認める制度であり、発展途上国が資本等を導入するために行う外国企業に

対する税制上の優遇措置が、我が国の課税によって無意味にならないようにするために設

けられた制度である。このように、外国税額控除は、法人所得税についての制度であり、

日伯租税条約によるみなし外国税額控除の対象となるのは、ブラジルの法人所得税である。

これに対して、輸入税及びＩＣＭＳは、関税又は付加価値税であり、所得に係る税ではな

く、その源泉地に争いが生じ得るものではないから、国際的な経済的二重課税を引き起こ

す性質の税ではない。輸入税及びＩＣＭＳは、日伯租税条約によるみなし外国税額控除の

対象とされているものではなく、日伯租税条約において配慮されるべきものではない。ま

た、マナウス税恩典利益の享受は、Ｂ社等の営業費用である製造原価を減少させ、又は純

売上げを増加させて、Ｂ社等の営業収益を増加させるが、Ｂ社等が稼得した利益（営業活

動の成果としての営業利益）そのものではないのであって、原告の上記主張は、マナウス

税恩典利益が所得の基礎となる営業利益の中にそのまま残存する関係にないにもかかわ
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らず、それがそのまま残存するかのような前提に立っているものであり、失当である。 

(イ) 本件残余利益にマナウス税恩典利益が含まれているとしてもブラジル側分割要因は適

正であること（原告の主張キ(ア)について(2)） 

 原告は、本件残余利益にマナウス税恩典利益が混入していることをもって直ちに違法とし

ないとしても、マナウス税恩典利益の発生に寄与したＢ社等の要因をブラジル側分割要因と

して選定するのでなければ、本件残余利益の発生に寄与した程度を合理的に推測するに足り

る要因に応じた適正な分割にはならないと主張する。 

 しかし、Ｂ社等がマナウス税恩典利益としてその事業規模に応じた多額の利益を得ている

としても、その利益は、原告及びＢ社等の有する重要な無形資産による貢献と密接に関連す

るものであるから、残余利益に含められるべきである。そして、本件残余利益の分割に当た

っては、Ｂ社等の有する重要な無形資産の価値を表すものとして、新機種導入時の量産体制

確立の費用、生産性向上の費用、新規ディーラー開拓及びディーラー育成の費用、広告宣伝

費が選定されているのであるから、その分割は適正なものである。また、仮に、原告が主張

するように、本件残余利益が重要な無形資産に基因する利益とマナウス税恩典利益とから構

成されているとしても、上記ａのとおり、残余利益は、分割対象利益から基本的利益を配分

した残額にすぎず、厳密な意味で重要な無形資産の貢献により得られた利益のみに限定され

るものではないのであり、マナウス税恩典利益も、本件残余利益に含まれ、重要な無形資産

に基因する利益と一体となるから、重要な無形資産の価値に応じて分割されるべきである。 

(ウ) Ｂ社のコンソルシオ販売網を考慮してもブラジル側分割要因は適正であること（原告の

主張キ(イ)について） 

 原告は、コンソルシオ販売網は、Ｂ社の有する重要な無形資産であるにもかかわらず、本

件独立企業間価格のブラジル側分割要因には、コンソルシオ販売網が本件残余利益の発生に

寄与した程度を合理的に推測するに足りる要因が選定されていないと主張する。 

 確かに、コンソルシオ販売網は、Ｂ社のディーラー販売網の一部を構成し、コンソルシオ

販売を利用した販売は、Ｂ社の総売上台数の一定割合を占めている。しかし、コンソルシオ

販売は、ブラジルにおいて、ハイパーインフレーションを背景に、金融機関から融資を受け

ることができない低所得者向けに発達した、ブラジル特有の販売形態であり、Ｂ社の独自の

販売形態ではないから、それがＢ社等の高収益の要因であると認めることはできない。コン

ソルシオ販売は、ブラジルにおける一般的な販売形態の一つにすぎず、Ｂ社等のみに高収益

をもたらす要因となるものではないから、Ｂ社等の有する重要な無形資産ではないし、コン

ソルシオ販売が本件残余利益の発生に寄与した程度は、Ｂ社等の有する重要な無形資産であ

るディーラー販売網の形成、維持又は発展のために支出された費用（新規ディーラー開拓及

びディーラー育成に係る費用並びに広告宣伝費）を分割要因とすることにより考慮されてい

るということができる。 

 また、Ｊ社が負担した広告宣伝費及びＪ社から支払われたＢ社のディーラーに対するコミ

ッションは、いずれも、Ｂ社のコンソルシオ販売網の形成、維持又は発展に資するものでは

なく、ブラジル側分割要因として選定することができない。すなわち、Ｊ社は、自動二輪車

の販売について、コンソルシオの運営、管理、販売斡旋等の業務を行っているものであって

（具体的には、コンソルシオの参加者を募集、管理して、抽選及び納車を行い、販売教育の

ためのマニュアルを作成し、ディーラーに対してコンソルシオ販売に関する訓練を実施し、
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コンソルシオ販売の宣伝を行うなどの業務を行っている。）、Ｊ社が負担した広告宣伝費とは、

本件製品の販売に係るものではなく、コンソルシオの宣伝に係るものであり、コンソルシオ

販売を普及させる目的で支出された費用であるから、Ｂ社のディーラー販売網の形成、維持

又は発展に資するものではない。そもそも、Ｊ社が負担した広告宣伝費は、Ｂ社等が支出し

た費用ではなく、ブラジル側分割要因として選定することができない。また、Ｊ社から支払

われたＢ社のディーラーに対するコミッションは、コンソルシオ販売の実態（コンソルシオ

販売を利用して本件製品を購入する場合、参加者は、Ｊ社に対し、自動二輪車の購入代金、

Ｊ社に対する管理手頚料、積立負担金及び信用保証会社への保険料の合計額を月賦で支払い、

毎月、購入代金及び積立負担金として集められた金員から購入可能な台数の自動二輪車が購

入され、抽選で当たった参加者に引き渡される。Ｊ社は、参加者から集めた金員を管理し、

保険料をまとめて信用保証会社に支払うとともに、管理手数料から、Ｂ社のディーラーに対

し、コミッションとして、販売価格の５％を支払う。）に照らすと、参加者がコンソルシオ

販売の金融機能を利用する手数料として負担した金員の一部であり、コンソルシオ販売を利

用して自動二輪車を購入することをＢ社のディーラーが容認したことに対する対価であっ

て、Ｂ社のディーラー販売網の形成、維持又は発展に資するものではない。そもそも、Ｊ社

から支払われたＢ社のディーラーに対するコミッションは、Ｂ社等が支出した費用ではなく、

ブラジル側分割要因として選定することができない。 

(エ) 我が国とブラジルの人件費や物価水準の大きな差異を考慮しても本件残余利益の分割

は適正であること（原告の主張キ(オ)について） 

 原告は、本件各更正等の残余利益の分割には、我が国とブラジルの人件費や物価水準の大

きな差異に全く意を払わずに行った瑕疵があると主張する。 

 しかし、そもそも、利益分割法の適用に当たっては、諸要因の寄与により獲得された利益

を合算し、その合算した利益を、法人及び国外関連者がその発生に寄与した程度として人件

費や物価水準を反映した金額を基準として配分することにより、独立企業間価格を算定する

ところ、合算された利益は、法人及び国外関連者のそれぞれの人件費や物価水準に応じた利

益であるから、その利益を分割する場合も、法人及び国外関連者のそれぞれの人件費や物価

水準に応じた分割をすれば足りるのであって、その人件費や物価水準の差異を別途調整する

必要はないというべきである。このような差異を調整して残余利益の分割を行うと、ブラジ

ル側に人件費や物価水準に照らして過大な利益を配分することとなり、不当な結果が生ずる

ことは明らかである。 

（以上） 
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（別紙６） 

原告の法人税の税額 

１ 平成１０年３月期法人税 

 原告の平成１０年３月期の所得金額は２１００億３５７０万３２３９円、納付すべき法人税額は

４８３億７４８６万３５００円である。これらの計算根拠は、次のとおりである。 

(1) 所得金額 ２１００億３５７０万３２３９円 

 上記金額は、本件直前更正１における所得金額と同額である。 

(2) 所得金額に対する法人税額 ７８７億６３３８万８６２５円 

 上記金額は、上記(1)の所得金額（国税通則法１１８条１項の規定に基づき１０００円未満の

端数金額を切り捨てた後の金額。以下同じ。）に法人税法６６条（平成１０年法律第２４号によ

る改正前のもの）に規定する税率である１００分の３７．５を乗じて計算した金額である。 

(3) 法人税額の特別控除額 ７８億０１４４万２６２５円 

 上記金額は、措置法４２条の４（平成１０年法律第２３号による改正前のもの）に規定する試

験研究費の額が増加した場合の法人税額の特別控除額であり、本件直前更正１における金額と同

額である。 

(4) 法人税額から控除される所得税額等 ２２５億８７０８万２５００円 

 上記金額は、法人税法６８条（平成１５年法律第８号による改正前のもの。以下同じ。）に規

定する法人税額から控除される所得税額１０億０２４２万９７６３円及び同法６９条（平成１０

年法律第２４号による改正前のもの）に規定する法人税額から控除される外国税額２１５億８４

６５万２７３７円の合計額であり、本件直前更正１における金額と同額である。 

(5) 納付すべき法人税額 ４８３億７４８６万３５００円 

 上記金額は、上記(2)の金額から上記(3)の金額と上記(4)の金額を差し引いた金額（国税通則

法１１９条１項の規定に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額。以下同じ。）で

ある。 

(6) 既に納付の確定した本税額 ４８３億７４８６万３５００円 

 上記金額は、本件直前更正１において確定した法人税額と同額である。 

(7) 差引納付すべき法人税額 零円 

 上記金額は、上記(5)の金額から上記(6)の金額を差し引いた金額であり、原告が新たに納付す

べき法人税額である。 

２ 平成１１年３月期法人税 

 原告の平成１１年３月期の所得金額は２６８３億６２４０万７１１８円、納付すべき法人税額は

４６９億４８７４万６８００円である。これらの計算根拠は、次のとおりである。 

(1) 所得金額 ２６８３億６２４０万７１１８円 

 上記金額は、本件直前更正２における所得金額と同額である。 

(2) 所得金額に対する法人税額 ９２５億８５０３万０４１５円 

 上記金額は、上記(1)の所得金額に法人税法６６条（平成１８年法律第１０号による改正前の

もの）に規定する税率である１００分の３４．５を乗じて計算した金額である。 

(3) 法人税額の特別控除額 ４３億００８１万８２２４円 

 上記金額は、措置法４２条の４（平成１１年法律第９号による改正前のもの）に規定する試験

研究費の額が増加した場合の法人税額の特別控除額であり、本件直前更正２における金額と同額
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である。 

(4) 法人税額から控除される所得税額等 ４１３億３５４６万５３１４円 

 上記金額は、法人税法６８条に規定する法人税額から控除される所得税額９億５５９５万５４

２３円及び同法６９条（平成１１年法律第１６０号による改正前のもの）に規定する法人税額か

ら控除される外国税額４０３億７９５０万９８９１円の合計額であり、本件直前更正２における

金額と同額である。 

(5) 納付すべき法人税額 ４６９億４８７４万６８００円 

 上記金額は、上記(2)の金額から上記(3)の金額と上記(4)の金額を差し引いた金額である。 

(6) 既に納付の確定した本税額 ４６９億４８７４万６８００円 

 上記金額は、本件直前更正２において確定した法人税額と同額である。 

(7) 差引納付すべき法人税額 零円 

 上記金額は、上記(5)の金額から上記(6)の金額を差し引いた金額であり、原告が新たに納付す

べき法人税額である。 

３ 平成１３年３月期法人税 

 原告の平成１３年３月期の所得金額は１９３３億６２４１万５５０３円、納付すべき法人税額は

マイナス（還付金の額に相当する税額）１６億１７０６万４５０６円である。これらの計算根拠は、

次のとおりである。 

(1) 所得金額 １９３３億６２４１万５５０３円 

 上記金額は、次のアの金額にイの金額を加算し、ウの金額を減算した金額である。 

ア 本件直前更正３における所得金額 １９２９億５３０８万９１９５円 

 上記金額は、本件直前更正３における所得金額と同額である。 

イ 所得金額に加算すべき金額 ４億０９９２万４７８５円 

 上記金額は、次の(ア)ないし(ウ)の金額を合計した金額である。 

(ア) 売上げの計上漏れ １億６１４０万１４４０円 

 上記金額は、原告は技術指導料の収益計上基準として役務提供完了基準を採用していたと

ころ、平成８年９月１日に原告と国外関連者であるトルコのｎとの間で締結した技術者交換

覚書に基づく技術指導料について、平成１３年３月期中に役務の提供を完了していたにもか

かわらず技術指導料として益金の額に算入しなかった金額であり、益金の額に算入すべき金

額である。 

(イ) 損金の額に算入されない国外関連者に対する寄附金の額 １３０万３５００円 

 上記金額は、原告が国外関連者であるｑ有限公司との技術者派遣契約に基づいて請求すべ

き技術指導料のうち免除した金額であるが、免除することに相当の理由はなく、当該金額を

同社に対する寄付金の額と認めたものである。当該金額は、国外関連者に対する寄付金であ

り、措置法６６条の４第３項の規定により、損金の額に算入されない。 

(ウ) 減価償却資産の償却超過額 ２億４７２１万９８４５円 

 上記金額は、減価償却資産である内燃力又はガス発電設備、焼却炉、ガソリン地下タンク

及び計量機について、減価償却の算出に係る耐用年数の適用を誤ったことにより、正当な耐

用年数に基づき算出された償却限度額を超えて損金の額に算入された金額であり、法人税法

３１条１項の規定により、損金の額に算入されない。 

ウ 所得の金額から減産される金額 ５９万８４７７円 



186 

 上記金額（貸倒引当金の繰入限度額超過額の過大額）は、法人税法５２条２項に規定する一

括評価金銭債権に係る貸倒引当金について、上記イ(ア)により売掛金の額が１億６１４０万１

４４０円増加することに伴い、法人税法施行令９６条２項（平成１３年政令第１９４号による

改正前のもの）の規定に基づいて、期末一括売掛債権等の額に１億６１４０万１４４０円を加

算することにより貸倒引当金の損金算入額の再計算を行った結果、当期繰入限度額が５９万８

４７７円増加することとなるため、損金の額に算入される金額である。 

(2) 所得金額に対する法人税額 ５８０億０８７２万４５００円 

 上記金額は、上記(1)の所得金額に、経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び

法人税の負担軽減措置に関する法律１６条に規定する税率である１００分の３０を乗じて計算

した金額である。 

(3) 法人税額の特別控除額 ５６億１４３８万２９９２円 

 上記金額は、措置法４２条の４（平成１３年法律第７号による改正前のもの）に規定する試験

研究費の額が増加した場合の法人税額の特別控除額であり、本件直前更正３における金額と同額

である。 

(4) 法人税額から控除される所得税額等 ５２３億９４３４万１５０８円 

 上記金額は、法人税法６８条に規定する法人税額から控除される所得税額及び同法６９条（平

成１３年法律第６号による改正前のもの）に規定する法人税額から控除される外国税額の合計額

であり、上記(2)の金額から上記(3)の金額を差し引いた金額を限度として法人税額から控除され

る金額である。 

(5) 納付すべき法人税額 △１６億１７０６万４５０６円 

 上記金額は、上記(4)において平成１３年３月期法人税額から控除しきれなかった所得税額及

び外国税額の金額であり、控除の対象となる所得税額１７億３０４４万８７０２円及び外国税額

５２２億８０９５万７３１２円の合計額５４０億１１４０万６０１４円から、上記(4)の金額を

差し引いて算出される還付所得税額等の金額である。なお、金額に「△」を付したものは、当該

金額が還付金額であることを表す。 

(6) 既に納付の確定した本税額 △１７億５８９８万１９２４円 

 上記金額は、本件直前更正３において確定した還付所得税額等の金額と同額である。 

(7) 差引納付すべき法人税額 １億４１９１万７４００円 

 上記金額は、上記(5)の金額から上記(6)の金額を差し引いた金額（国税通則法１１９条１項の

規定に基づき１００円未満の端数金額を切り捨てた後の金額）であり、原告が新たに納付すべき

法人税額である。 

４ 平成１４年３月期法人税 

 原告の平成１４年３月期の所得金額は２８０７億９８２６万１８５２円、納付すべき法人税額は

６６億５６０５万２１００円である。これらの計算根拠は、次のとおりである。 

(1) 所得金額 ２８０７億９８２６万１８５２円 

 上記金額は、次のアの金額にイの金額を加算し、ウの金額を減算した金額である。 

ア 本件直前更正４における所得金額 ２８０５億０４９６万６２３８円 

 上記金額は、本件直前更正４における所得金額と同額である。 

イ 所得金額に加算すべき金額 ２億９３７１万７８１５円 

 上記金額は、次の(ア)ないし(カ)の金額を合計した金額である。 
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(ア) 売上げの計上漏れ ２０７７万８２１１円 

 上記金額は、原告は技術指導料の収益計上基準として役務提供完了基準を採用していたと

ころ、平成１４年３月期中に役務の提供を完了していたにもかかわらず技術指導料として益

金の額に算入しなかった金額であり、益金の額に算入すべき金額である。 

(イ) 損金の額に算入されない国外関連者に対する寄附金の額 １４２９万１１００円 

 上記金額は、原告が国外関連者であるｑ有限公司から収受すべき技術指導料を免除したこ

とによる寄附金の額であり、措置法６６条の４第３項の規定により、損金の額に算入されな

い。 

(ウ) 売上原価の過大計上額 １億１０３１万２４３２円 

 上記金額は、原告が「Ⓢ」中のＥＮＧ基幹部品現調費用として損金の額に算入した金額で

あるが、平成１４年３月期においてその役務は提供されていないのであり、損金の額に算入

されない。 

(エ) 減価償却資産の償却超過額 １億３７７３万７５９５円 

 上記金額は、減価償却資産である内燃力又はガス発電設備、焼却炉、ガソリン地下タンク

及び計量機について、適用すべき耐用年数を誤ったことにより、償却限度額を超えて損金の

額に算入された金額であり、法人税法３１条１項（平成１６年法律第１４号による改正前の

もの）の規定により、損金の額に算入されない。 

(オ) 子会社株式の取得価額に算入すべき額 １０００万００００円 

 上記金額は、原告が情報収集費として損金の額に算入した金額であるが、原告がその子会

社である株式会社ｔの株式を取得するために要した費用であり、子会社株式の取得価額に含

めるべきものであるから、損金の額に算入されない。 

(カ) 一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の繰入額 ５９万８４７７円 

 上記金額は、本件更正３において損金の額に算入された一括評価金銭債権に係る貸倒引当

金の繰入額（上記３(1)ウ）と同額である。当該金額は、法人税法５２条９項（平成１４年

法律第７９号による改正前のもの）の規定により、翌事業年度において、益金の額に算入さ

れる（この点については、国税通則法６５条４項に規定する「正当な理由」が認められる。）。 

ウ 所得の金額から減算される金額 ４２万２２０１円 

 上記金額（貸倒引当金の繰入限度超過額の過大額）は、法人税法５２条２項（平成１４年法

律第７９号による改正前のもの）に規定する一括評価金銭債権に係る貸倒引当金について、上

記３(1)イ(ア)及び上記イ(ア)により売掛金の額が１億８２１７万９６５１円増加することに

伴い、法人税法施行令９６条２項（平成１４年政令第２７１号による改正前のもの）の規定に

基づき計算した損金の額に算入される金額が４２万２２０１円増加することとなるため、損金

の額に算入される金額である。 

(2) 所得金額に対する法人税額 ８４２億３９４７万８３００円 

 上記金額は、上記(1)の所得金額に経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法

人税の負担軽減措置に関する法律１６条に規定する税率である１００分の３０を乗じて計算し

た金額である。 

(3) 法人税額の特別控除額 ８４億７８１１万８９９０円 

 上記金額は、措置法４２条の４（平成１４年法律第１５号による改正前のもの）に規定する試

験研究費の額が増加した場合等の法人税額の特別控除額であり、本件直前更正４における金額と
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同額である。 

(4) 法人税額から控除される所得税額等 ６９１億０５３０万７１７６円 

 上記金額は、次のアの金額とイの金額を合計した額である。 

ア 法人税額から控除される所得税額 ９億２００８万３７９７円 

 上記金額は、法人税法６８条に規定する法人税額から控除される所得税額であり、本件直前

更正４における金額と同額である。 

イ 法人税額から控除される外国税額 ６８１億８６３４万７６５９円 

 上記金額は、次の(ア)の金額と(イ)の金額を合計した金額である。 

(ア) 本件直前更正４に係る法人税額から控除される外国税額 

 ６８１億０６０３万３７２９円 

 上記金額は、法人税法６９条（平成１４年法律第７９号による改正前のもの）に規定する

法人税額から控除される外国税額であり、本件直前更正４における金額と同額である。 

(イ) 控除される外国税額の増加額 ７９１８万９６５０円 

 法人税法６９条（平成１４年法律第７９号による改正前のもの）の規定に基づき計算した

外国税額控除限度額は６８１億８５２２万３３７９円であり、本件直前更正４における控除

額６８１億０６０３万３７２９円との差額７９１８万９６５０円が法人税額から控除され

る外国税額の増加額である。 

(5) 納付すべき法人税額 ６６億５６０５万２１００円 

 上記金額は、上記(2)の金額から上記(3)の金額と上記(4)の金額を差し引いた金額である。 

(6) 既に納付の確定した本税額 ６６億４７２５万３２００円 

 上記金額は、本件直前更正４において確定した法人税額と同額である。 

(7) 差引納付すべき法人税額 ８７９万８９００円 

 上記金額は、上記(5)の金額から上記(6)の金額を差し引いた金額であり、原告が新たに納付す

べき法人税額である。 

５ 平成１５年３月期法人税 

 原告の平成１５年３月期の所得金額は３１７８億２５９９万２８０５円、納付すべき法人税額は

８８億６４１９万３１００円である。これらの計算根拠は、次のとおりである。 

(1) 所得金額 ３１７８億２５９９万２８０５円 

 上記金額は、次のア金額にイの金額を加算し、ウの金額を減算した金額である。 

ア 申告所得金額 ３１６３億９９７５万８６３２円 

 上記金額は、平成１５年３月期確定申告書に記載された所得金額と同額である。 

イ 所得金額に加算すべき金額 １７億７７１４万３３８３円 

 上記金額は、次の(ア)ないし(タ)の各金額を合計した金額である。 

(ア) 売上計上漏れ ２億８７２２万９２５５円 

 上記金額は、原告が、① 国外関連者であるｎ・A．S．に対する売上げにおいて、誤って

二重に値引計上したため、益金の額に算入しなかった金額１億５２２１万１１２０円、② 

技術指導料の収益計上基準として役務提供完了基準を採用していたところ、平成１５年３月

期において、国外関連者との技術派遣契約に基づく技術者派遣について、役務の提供を完了

していたにもかかわらず技術指導料として益金の額に算入していなかった金額、すなわち、

同社に対する技術指導料の額５１７３万０２９２円、Ⓐ有限公司に対する技術指導料の額１
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９９７万２８５８円、ⒷCo．Ltd．に対する技術指導料の額３８６７万７７０７円、ⒸLtd．

に対する技術指導料の額１４９８万０４７８円、ｑ有限公司に対する技術指導料の額９６５

万６８００円の合計額であり、益金の額に算入すべき金額である。 

(イ) 損金の額に算入されない国外関連者に対する寄附金の額 ４億０３１４万５２８５円 

 上記金額は、原告が支出した寄附金の額のうち、国外関連者に対するもの、すなわち、ｑ

有限公司に対する寄附金の額６１３１万５８９３円、Ⓐ有限公司に対する寄附金の額９８８

３万０００９円、ⒹLtd．に対する寄附金の額１億１５３４万０１８８円、ⒺLtd．に対する

寄附金の額４６６６万５９４３円、ⒻLtd．に対する寄附金の額８０９９万３２５２円の合

計額である。これらは、いずれも国外関連者に対する寄附金であるから、措置法６６条の４

第３項の規定により、損金の額に算入されない。 

(ウ) 売上原価の過大計上額 ５億２１９２万４９２３円 

 上記金額は、原告が売上原価として損金の額に算入した「Ⓢ」に係るＥＮＧ基幹部品現調

費用の額４億５８７５万９３６３円及び２４万台能拡費用の額６３１６万５５６０円の合

計額である。平成１５年３月期においてその役務は完了していないので、上記金額は損金の

額に算入されない。 

(エ) 子会社株式の取得価額に算入すべき額 ２億１４３８万７４８０円 

 上記金額は、原告が監査・鑑定弁護士料等として損金の額に算入した契約手数料等の額１

億３１１３万５６６３円及び監査法人、法律事務所等に対する報酬等の額８３２５万１８１

７円の合計金額である。当該金額は、原告が子会社である株式会社ｔの株式を取得するため

に要した費用であり、子会社株式の取得価額に算入すべきものであるから、損金の額に算入

されない。 

(オ) 減価償却資産の償却超過額 ２億４０２９万９０５７円 

 上記金額は、原告が、減価償却費として損金の額に計上したもののうち、適用すべき耐用

年数を誤ったことによる償却超過額１億６８０８万２８１１円、ソフトウエアの取得価額と

して資産計上すべき償却超過額７１３３万５６９１円及び一括償却資産の損金算入に係る

明細書を添付することなく取得価額の全額を損金の額に算入したことによる償却超過額８

８万０５５５円の合計金額であり、法人税法３１条（平成１６年法律第１４号による改正前

のもの）の規定により、損金の額に算入されない。 

(カ) 棚卸資産の計上漏れ ２４２３万８１２３円 

 上記金額は、原告が二輪部品を棚卸資産として計上した額と、同部品の価額を材料費及び

加工費の額に基づいて算出した額との差額であり、期末の棚卸資産の価額を過少に計上して

売上原価を過大に計上したものであるから、損金の額に算入されない。 

(キ) 固定資産の計上漏れ ９４９万３８００円 

 上記金額は、原告が、ⓕ工場に係る修繕費及びⓖ工場に係る試験研究費として損金の額に

計上した金額であるが、これらは、機械装置等の新規取得に要したものであり、当該資産の

取得価額とすべきものであるから、損金の額に算入されない。 

(ク) 国内普及活動費の過大計上額 ７１２万５０００円 

 上記金額は、原告が国内普及活動費として損金の額に計上した金額であり、これは、消費

税等の仮払金額であるから、損金の額に算入されない。 

(ケ) 貯蔵品の計上漏れ ６８４万００００円 
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 上記金額は、原告が設備修繕費として損金の額に算入した金額であるが、平成１５年３月

期において、使用していない物品に係る金額であり、貯蔵品として計上すべきものであるか

ら、損金の額に算入されない。 

(コ) 売上金額の減算過大額 ４９３万００４４円 

 上記金額は、国内ロイヤルティの売上金額９８６０万０８９１円に係る消費税等の金額で

あり、原告が売上金額として二重に計上していたところ、消費税等の経理処理において税抜

経理方式を採用しているにもかかわらず、当該消費税額である仮受消費税等の額４９３万０

０４４円を含めた額１億０３５３万０９３５円を申告調整において所得金額から減算した

ことにより、仮受消費税等に相当する額を過大に益金の額から減算しているから、益金の額

に算入される。 

(サ) 外国源泉税の損金過大計上額 １０６４万４１４５円 

 上記金額は、原告が外国法人税等（外国税額控除）として損金の額に算入した金額のうち、

カナダからの技術指導料について課された外国源泉税等であり、カナダ税務当局への還付申

請により還付される税額であるから、損金の額に算入されない。 

(シ) 過年度調査額に係る加算漏れ ２１７１万００４２円 

 上記金額は、平成１３年３月期法人税の更正に係る決算上の受入処理に伴い、所得金額に

加算した金額１億９０４１万８７６６円と、平成１３年３月期法人税の更正に伴い所得金額

に加算すべき金額２億１２１２万８８０８円との差額であり、益金の額に算入されていない

から、益金の額に算入される。 

(ス) 未収消費税の受入れとして過大に減算した額 １６４８万４９０６円 

 上記金額は、原告が消費税等の経理処理において税抜き経理方式を採用しているところ、

仮受消費税、仮払消費税及び納付すべき消費税の額の端数調整をしていたにもかかわらず、

さらに所得金額から減算した金額であり、損金の額に算入されない。 

(セ) ロイヤルティ計上漏れ ２２６万９１２２円 

 上記金額は、原告がベトナムからのロイヤルティについて、４億９５９０万６１０７円を

売上げとして計上すべきところ、４億９３６３万６９８５円を売上げとして計上したことに

より生じた差額であり、益金の額が過少に計上されているから、益金の額に算入される。 

(ソ) 益金の額に算入される貸倒引当金の繰入額 ４２万２２０１円 

 上記金額は、本件更正４において損金の額に算入された貸倒引当金の繰入額（上記４(1)

ウ）と同額であり、法人税法５２条９項（平成１５年法律第８号による改正前のもの）の規

定により、翌事業年度において、益金の額に算入される（この点については、国税通則法６

５条４項に規定する「正当な理由」が認められる。）。 

(タ) 控除対象外国税の損金不算入額 ６００万００００円 

 上記金額は、法人税法６９条（平成１５年法律第８号のよる改正前のもの）の外国税額控

除の計算において、ポルトガルからの配当金に係る外国源泉税等の額１億５６７２万９７５

０円について、１億５０７２万９７５０円を税額控除対象として所得金額に加算したことに

より生じた差額であり、同法４１条の規定により損金の額に算入されない。 

ウ 所得金額から減算すべき金額 ３億５０９０万９２１０円 

 上記金額は、次の(ア)ないし(エ)の各金額を合計した金額である。 

(ア) 退職給付引当金等で所得金額から減算すべき金額 ３億１３６６万１３９８円 
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 上記金額は、退職給付引当金及び役員退職慰労引当金について、当期に所得の金額から減

算すべき金額が３億１３６６万１３９８円過少であることから、損金の額に算入される。 

(イ) 前期更正額の当期減算漏れ ７７６万４３７６円 

 上記金額は、原告の本件直前更正２に係る申告調整において、所得金額から減算すべき金

額は、繰延資産計上漏れに係る当期の償却額１３６３万１７８９円及び固定資産計上漏れに

係る償却額１８９万６９６３円の合計１５５２万８７５２円であるにもかかわらず、７７６

万４３７６円を減算したことにより生じた差額であり、損金の額に算入される。 

(ウ) 貸倒引当金の繰入限度超過額の過大額 ４４万３４３６円 

 上記金額は、法人税法５２条２項（平成１５年法律第８号による改正前のもの）に規定す

る一括評価金銭債権に係る貸倒引当金について、平成１５年３月期末における売掛金の額が

４億６９４０万８９０６円増加し、未収入金の額が７４５万８１７６円増加することに伴い、

法人税法施行令９６条２項（平成２０年政令第１５６号による改正前のもの）の規定に基づ

き計算した損金の額に算入される金額が４４万３４３６円増加することとなるため、同額が

損金の額に算入される。 

(エ) 配当金の過大計上額 ２９０４万００００円 

 上記金額は、原告がⒼ有限公司からの受取配当金として収益に計上したものであるが、実

際に配当されていないから、益金の額から減算される。 

(2) 課税所得金額に対する法人税額 ９５３億４７７９万７６００円 

 上記金額は、上記(1)の所得金額に経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法

人税の負担軽減措置に関する法律１６条に規定する税率である１００分の３０を乗じて計算し

た金額である。 

(3) 法人税額の特別控除額 ９８億６９９１万６６３８円 

 上記金額は、措置法４２条の４（平成１５年法律第８号による改正前のもの）に規定する試験

研究費の額が増加した場合等の法人税額の特別控除額であり、平成１５年３月期確定申告書にお

いて法人税額の特別控除額とされた金額と同額である。 

(4) 法人税額から控除される所得税額等 ７６６億１３６８万７８０１円 

 上記金額は、次のア及びイの各金額の合計額である。 

ア 法人税額から控除される所得税額 １０億６９３７万８７２２円 

 上記金額は、平成１５年３月期確定申告書に、法人税法６８条（平成１５年法律第８号によ

る改正前のもの）に規定する法人税額から控除される所得税額として記載された金額と同額で

ある。 

イ 法人税額から控除される外国税額 ７５５億４４３０万９０７９円 

 上記金額は、次の(ア)及び(イ)の各金額の合計額である。 

(ア) 平成１５年３月期確定申告書記載額 ７５５億３８３０万９０７９円 

 上記金額は、平成１５年３月期確定申告書に、法人税法６９条（平成１５年法律第８号に

よる改正前のもの）に規定する法人税額から控除される外国税額として記載された金額と同

額である。 

(イ) 控除される外国税額の増加額 ６００万００００円 

 上記金額は、法人税法６９条（平成１５年法律第８号による改正前のもの）の規定に基づ

き計算した法人税額控除限度額の増加額であり、法人税額から控除される金額である。 
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(5) 納付すべき法人税額 ８８億６４１９万３１００円 

 上記金額は、上記(2)の金額から上記(3)の金額と上記(4)の金額を差し引いた金額である。 

(6) 既に納付の確定した法人税額 ８４億４２３２万２９００円 

 上記金額は、原告が平成１５年３月期確定申告書に記載した法人税額と同額である。 

(7) 差引納付すべき法人税額 ４億２１８７万０２００円 

 上記金額は、上記(5)の金額から上記(6)の金額を差し引いた金額である。 

６ 平成１３年３月期法人税及び平成１４年３月期法人税の過少申告加算税 

 本件更正３及び４（ただし、いずれも違法な部分を除く。）により新たに納付すべき法人税額の

基礎となった事実のうち、本件更正３及び４よりも前における税額の基礎とされていなかったこと

について、国税通則法６５条４項に規定する「正当な理由」があると認められる部分は、平成１４

年３月期の上記４(1)イ(カ)の貸倒引当金の繰入限度超過額過大戻入に係る５９万８４７７円の部

分のみであり、これ以外に「正当な理由」があるとは認められない。したがって、本件更正３及び

４に伴って課される過少申告加算税の各税額は、次の(1)及び(2)のとおりである。 

(1) 平成１３年３月期法人税の過少申告加算税 １４１９万１０００円 

 上記金額は、本件更正３（ただし、違法な部分を除く。）により新たに納付すべき法人税額１

億４１９１万円（国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後の金額。

以下同じ。）に、国税通則法６５条１項の規定に基づき、１００分の１０の割合を乗じて算出し

た過少申告加算税の税額である。 

(2) 平成１４年３月期法人税の過少申告加算税 ８６万１０００円 

 上記金額は、本件更正４（ただし、違法な部分を除く。）により新たに納付すべき法人税額の

うち、上記の「正当な理由」があると認められる部分を除いた部分に対応する法人税額８６１万

円に、国税通則法６５条１項の規定に基づき、１００分の１０の割合を乗じて算出した過少申告

加算税の税額である。 

７ 平成１５年３月期法人税の過少申告加算税 ３３０４万４０００円 

 本件更正５－２に吸収された本件更正５－１（ただし、違法な部分を除く。）により新たに納付

すべき法人税額の基礎となった事実のうち、同更正よりも前における税額の基礎とされていなかっ

たことについて、国税通則法６５条４項に規定する「正当な理由」があると認められる部分は、上

記５(1)イ(ソ)の貸倒引当金の繰入限度超過額過大戻入に係る４２万２２０１円の部分のみであり、

これ以外に「正当な理由」があるとは認められない。 

 そうすると、本件更正５－１（ただし、違法な部分を除く。）により新たに納付すべき法人税額

のうち、上記の「正当な理由」があると認められる部分を除いた部分に対応する法人税額３億３０

４４万円に、国税通則法６５条１項の規定に基づき、１００分の１０の割合を乗じて算出した金額

である３３０４万４０００円が本件更正５－１（ただし、違法な部分を除く。）に伴って課される

べき過少申告加算税の税額となる。 

（以上） 


